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第 1章 計画策定にあたっての基本方針 

 

第１節 計画策定の趣旨 1 

○ 本県の医療計画は、昭和 53 年に最初の福島県保健医療計画を策定して以来、2 

「医療法」（昭和 23 年法律第 205 号）の改正を契機としながら見直しを行っ3 

てきましたが、平成 25 年度の全面的な見直しにより「第六次福島県医療計画」4 

となって、平成 29 年度末で５年が経過します。 5 

 6 

○ 平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震とそれに伴う大津波7 

（以下、「東日本大震災」という。）、東京電力株式会社福島第一原子力発電所8 

事故による災害（以下、「原子力災害」という。）は、本県の医療提供体制に極9 

めて大きな影響を及ぼし、特に、原子力災害の影響は甚大で、７年が経過した10 

今なお、双葉郡を中心とした医療提供体制の確保は、本県の極めて重要な課題11 

となっています。 12 

 13 

○ また、平成 37 年には「団塊の世代」が全て 75 歳以上の後期高齢者となり、14 

医療・介護の需要が増大すると予想されることから、地域における医療及び介15 

護の総合的な確保を推進するため、国においては「医療法」を改正し、地域の16 

医療提供体制の将来のあるべき姿を示す「地域医療構想」を策定することとさ17 

れました（本県は平成 28 年 12 月に「福島県地域医療構想」を策定）。 18 

 19 

○ その後、国においては「医療提供体制の確保に関する基本方針」を改正し、20 

都道府県の医療計画の策定に当たっては、効率的で質の高い医療提供体制の構21 

築と居宅等における医療・介護の充実が一体的に行われるよう、介護保険事業22 

（支援）計画との整合性を確保しつつ、急性期から回復期、慢性期までを含め23 

た一体的な医療提供体制を構築することとされました。 24 

 25 

○ 東日本大震災からの復興を果たすとともに、安全で質の高い、効率的な医療26 

提供体制の整備と保健・医療・福祉が連携した切れ目のないサービスの提供を27 

実現し、その姿を県民の皆様に分かりやすく示すため、現在の医療計画を見直28 

し、第七次福島県医療計画を策定することとします。 29 

 30 

第２節 計画の位置づけ 31 

○ 「福島県総合計画」のもとに策定される部門別計画として、「福島県保健医32 

療福祉復興ビジョン」があり、本計画は、「福島県保健医療福祉復興ビジョン」33 

のもとに策定される個別計画として、本県の医療分野の基本指針となるもので34 
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第 1章 計画策定にあたっての基本方針 

 

す。 1 

 2 

○ 医療法第 30 条の４第１項の規定に基づき、都道府県が定めることとされて3 

いる医療計画です。 4 

 5 

○ 市町村に対しては、計画策定や施策の推進のための指針や助言となることを6 

目指すものです。 7 

関係機関・団体や県民に対しては、自主的・積極的な取組を促すとともに、8 

取組の考え方や役割等の目安となるものです。 9 

 10 

○ 「福島県復興計画」及び保健、医療、福祉等に関して県が策定する以下の各11 

種計画と整合性を図るものです。 12 

◆ 第二次健康ふくしま２１計画 13 

「第二次健康ふくしま２１計画」における生活習慣病対策に関する取組と、14 

本計画におけるがん対策、脳卒中対策、心血管疾患対策、糖尿病対策等の疾15 

病に関する施策の方向の整合性を図り、保健と医療が一体となった生活習慣16 

病の予防及び治療体制の構築を進めます。 17 

 18 

◆ 福島県がん対策推進計画 19 

「福島県がん対策推進計画」におけるがんの予防及び早期発見の推進、が20 

ん医療の充実に関する取組と、本計画におけるがん対策の施策の方向の整合21 

性を図り、総合的かつ計画的にがん対策を実施できるようにします。 22 

 23 

◆ 新生ふくしま健康医療プラン（第三期福島県医療費適正化計画） 24 

「新生ふくしま健康医療プラン（第三期福島県医療費適正化計画）」におけ25 

る医療の効率的な提供の推進に関する取組と、本計画における地域医療の機26 

能分化と連携における施策の方向の整合性を図り、良質かつ適切な医療を効27 

率的に提供できる体制の構築を進めます。 28 

 29 

◆ うつくしま高齢者いきいきプラン（第八次福島県高齢者福祉計画・第七次30 

福島県介護保険事業支援計画） 31 

「うつくしま高齢者いきいきプラン（第八次福島県高齢者福祉計画・第七32 

次福島県介護保険事業支援計画）」における介護サービス提供の推進に関する33 

取組と、本計画における在宅医療等の施策の方向の整合性を図り、医療と介34 

護の連携による切れ目のないサービスが提供できる体制の構築を進めます。 35 

 36 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

 

◆ 第４次福島県障がい者計画及び第５期障がい福祉計画 1 

「第４次福島県障がい者計画」及び「第５期福島県障がい福祉計画」にお2 

ける精神障がいに関する取組と、本計画における精神疾患対策の施策の方向3 

の整合性を図り、精神保健医療福祉の一体的な取組を進めます。 4 

 5 

以上のほか、本県において策定した保健、福祉等、医療と密接に関連する計6 

画との整合性を図ることとします。 7 

 8 

第３節 基本理念 9 

計画の策定に当たっては、東日本大震災と原子力災害からの復興を図るととも10 

に、県民の安全・安心の確保を目指し、以下の 4 点を基本理念としています。 11 

○ 東日本大震災と原子力災害からの復興 12 

東日本大震災及び原子力災害からの復興を図り、避難指示区域の解除や住民13 

帰還等の状況に応じた医療提供体制の確保を図ること。 14 

 15 

○ 保健・医療・福祉の連携 16 

団塊の世代が全て 75 歳以上の後期高齢者となる 2025 年（平成 37 年）を17 

見据えながら、健康増進、疾病予防、治療、介護等の保健・医療・福祉の分野18 

が連携した切れ目のないサービスを受けられること。 19 

 20 

○ 安全で質の高い医療 21 

  各診療科、各医療機関が相互に役割分担と連携を図ることにより、高度化、22 

多様化するニーズに応じた良質な医療サービスを県民が適切に受けられるこ23 

と。 24 

 25 

○ 県民全体で守る健康と医療 26 

「自分の健康は自分で守る」という意識で、県民一人一人が自覚を持って保27 

健・医療に参画すること。 28 

医療関係者任せにせず、県民全体で地域医療を守ること。 29 

 30 

第４節 県民や関係機関に求められる役割 31 

第 3 節の基本理念にあるとおり、県民の健康と地域医療を守るためには、行政32 

や医療関係者の取組だけでは不十分です。 33 

本計画全体を通じて、県民や関係機関には以下の役割が求められます。 34 

3



 

 

第 1章 計画策定にあたっての基本方針 

 

１ 県民に求められる役割 1 

◆ 「自分の健康は自分で守る」という意識を持ち、疾病に対する知識の習得2 

に努めるとともに、食生活やたばこ、運動等の生活習慣の改善を図り、各種3 

の健康診断・健康診査等を積極的に受診して、自身の健康状態を把握するこ4 

と。また、感染症予防のために必要に応じて予防接種を受けること。 5 

◆ 県民がお互いにその命を守り合えるよう、献血への協力、AED 使用などの6 

救急蘇生法等に関する知識や技術の習得に努めること。 7 

◆ 事業所等にあっては、従業員等の衛生管理に留意し、従業員等が健診等を8 

受診しやすい環境整備に努めること。 9 

◆ 地域の医療を守るため、自身の生活圏における医療の状況に関心を持つと10 

ともに、医療機関の適正受診等、医療サービスの適正な利用に努めること。 11 

 12 

２ 医療機関に求められる役割 13 

◆ 地域において、他の医療機関との役割分担と連携を意識した医療の提供を14 

図るとともに、保健や福祉との連携に努めること。 15 

◆ 医療従事者に研修等を積極的に受講させるなど、医療従事者の資質向上に16 

努め、安全で質の高い医療の確保に努めること。 17 

 18 

３ 医療関係団体に求められる役割 19 

◆ 医療機関の情報共有を図り、医療機関相互の役割分担と連携を促進すると20 

ともに、保健や福祉の関係団体等と連携して、保健・医療・福祉の連携を促21 

進すること。 22 

◆ 医療に関する知識の普及・啓発に努めること。 23 

 24 

４ 市町村に求められる役割 25 

◆ 関係団体や県等と連携して、住民の生活習慣の改善や健診等に関する情報26 

を発信するなど、住民の取組を支援すること。 27 

◆ がん検診や特定健診等を実施し、疾病の早期発見・早期治療につなげるこ28 

と。 29 

◆ 初期救急医療体制等、市町村単位での医療提供体制の確保を図ること。 30 

 31 

５ 県の役割 32 

◆ 医療機関や医療関係団体等の取組を支援し、二次・三次救急医療等の市町33 

村を超える医療の提供体制の確保を図ること。 34 

◆ 関係団体や市町村等と連携して、保健・医療・福祉に関する知識の普及啓35 

発を図り、県民の取組を支援すること。 36 
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第１章 計画策定にあたっての基本方針 

 

第５節 計画期間 1 

平成30年度を初年度として、平成35年度までの６か年を計画期間とします。 2 

 3 

第６節 計画の評価及び見直し 4 

計画の実施に当たっては、分野ごとに数値目標を設定して、数値の推移を把握5 

するとともに、現に取り組んでいる施策や課題と合わせて、毎年度進捗状況を点6 

検していきます。 7 

また、計画の進捗状況や、東日本大震災・原子力災害からの復興等の状況の変8 

化に合わせて、本計画の評価を適時に行うとともに、計画期間内であっても、必9 

要に応じて計画の見直しを行います。特に、在宅医療等必要な事項については、10 

３年ごとに評価を行い、必要に応じて計画の見直しを行います。 11 

 12 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

第１節 人口構造  1 

○ 本県の人口は平成 28 年 10 月現在、約 190 万人となっています。東日本2 

大震災・原子力災害の発生後の県外への人口流出等により、大きく人口が減っ3 

ています。 4 

 5 

○ 年齢区分別では、65 歳以上の老年人口割合は増加の一途をたどり、高齢化6 

が進んでいます。 7 

 8 

図表１－２－１－１ 福島県の各年 10 月 1 日現在推計人口 9 

 10 

資料：*は国勢調査（総務省）、その他は福島県の推計人口（福島県） 11 

※国勢調査の人口は、調査時に当該地域に常住している者の人口。 12 

※福島県の推計人口は、国勢調査による人口を基に毎月の住民基本台帳による転入・転出者13 

数及び出生・死亡者数を加減して得た人口。 14 

 15 

図表１－２－１－２ 福島県の年齢区分別人口割合 16 

 17 
資料：*は国勢調査（総務省）、その他は福島県の推計人口（福島県） 18 

2,091  2,080  2,068  2,055  2,043  2,029  

1,989  
1,962  1,948  1,937  

1,914  1,900  

1,700

1,750

1,800

1,850

1,900

1,950

2,000

2,050

2,100

2,150
千人 

14.7% 13.7% 13.3% 12.9% 12.7% 12.5% 12.1% 12.0% 

62.6% 61.3% 61.5% 61.0% 60.4% 59.7% 59.2% 58.6% 

11.6% 11.5% 11.2% 11.7% 12.2% 12.9% 13.7% 14.2% 

11.1% 13.5% 14.0% 14.4% 14.7% 14.8% 15.0% 15.3% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

*平成17 *22 23 24 25 26 *27 28

0～14歳 15～64歳 65～74歳 75歳以上 

6



 

 

第２章 医療提供体制の現状 

 

○ 本県の人口は平成 28 年 10 月現在、190 万人となっていますが、今後も減1 

少が続き、平成 37 年には 178 万人、平成 52 年には 148 万５千人になると2 

推計されています。 3 

 4 

○ 年齢区分別では、65 歳以上の老年人口割合はさらに増加し続け、平成 375 

年には 34.5%、平成 52 年には 39.3%になると推計されています。 6 

 7 

図表１－２－１－3 福島県の将来推計人口 8 

 9 

資料：日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）（国立社会保障・人口問題研究所） 10 

 11 

図表１－２－１－４ 福島県将来推計人口の年齢区分別人口割合 12 

 13 

資料：日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）（国立社会保障・人口問題研究所） 14 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

第２節 人口動態 1 

○ 本県の出生数は減少傾向にあり、平成 28 年は 13,744 人で、東日本大震災2 

の影響により大きく減少した平成 24 年よりも少なくなっています。 3 

人口千人あたりの出生率は近年、全国に比べて低い数値で推移しています。 4 

 5 

図表１－２－２－１ 出生数及び出生率 6 

 7 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 8 

 9 

○ 本県の死亡数は増加傾向にあり、平成 28 年は 24,167 人となっています。10 

（平成 23 年は東日本大震災の影響により大きく増加。） 11 

死亡率は常に全国平均を上回っており、平成 28年は12.8となっています。 12 

 13 

図表１－２－２－２ 死亡数及び死亡率 14 

 15 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 16 

 17 

 18 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

○ 平成 27 年の主な死因の死亡数及び死亡者総数に占める割合をみると、第 11 

位が悪性新生物で 26.0％、第２位が心疾患で 17.0％、第 3 位が脳血管疾患2 

で 10.2％となっています。 3 

 4 

図表１－２－２－３ 主な死因の死亡数及び 5 

死亡者総数に占める割合（平成 27 年、福島県） 6 

 7 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 8 

 9 

○ 平成 27 年の年齢調整死亡率をみると、全死因では男性が 518.9（全国10 

486.0）で全国６位、女性が 275.7（全国 255.0）で全国２位となっており、11 

男女ともに高くなっています。 12 

また、死因別にみると、心疾患、急性心筋梗塞、脳血管疾患、脳梗塞、自殺、13 

糖尿病の全国順位が男女ともに高くなっています。 14 

 15 

図表１－２－２－４ 主な死因の年齢調整死亡率及び全国順位（平成 27 年） 16 

死因 

福島県 全国 

男性 女性 男性 女性 

率 順位 率 順位 率 率 

全 死 因 518.9 6 275.7 2 486.0 255.0 

悪 性 新 生 物 165.5 19 89.9 10 165.3 87.7 

心 疾 患 79.2 4 41.1 4 65.4 34.2 

急 性 心 筋 梗 塞 34.7 1 15.5 1 16.2 6.1 

脳 血 管 疾 患 43.7 11 27.4 6 37.8 21.0 

悪性新生物 

 6,302人 

26.0% 

心疾患 

4,110人 

17.0% 脳血管疾患 
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老衰 
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7.7% 

不慮の事故 
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458人 1.9% 

自殺 

411人 1.7% 

大動脈瘤及

び解離 

340人 1.4% 

慢性閉塞性肺疾患 

304人, 1.3% 

その他, 5,135人, 

21.2% 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

死因 

福島県 全国 

男性 女性 男性 女性 

率 順位 率 順位 率 率 

脳 梗 塞 22.8 7 12.6 5 18.1 9.3 

肺 炎 37.1 28 14.6 30 38.3 15.8 

不 慮 の 事 故 20.4 27 8.8 22 19.3 8.0 

自 殺 27.4 7 10.3 4 23.0 8.9 

腎 不 全 8.3 11 4.2 20 7.3 4.0 

慢性閉塞性肺疾患 8.1 16 1.2 11 7.5 1.1 

肝 疾 患 9.1 23 3.4 22 9.8 3.5 

糖 尿 病 6.6 11 2.9 9 5.5 2.5 

老 衰 12.5 10 15.3 12 10.1 13.4 

大動脈瘤及び解離 8.5 2 3.4 20 6.4 3.3 

資料：人口動態統計特殊報告（厚生労働省） 1 

※率：年齢調整死亡率、順位：高率順の都道府県順位 2 

 3 

第３節 県民の受療状況 4 

○ 平成 26 年の患者調査（厚生労働省）によれば、人口 10 万人あたりの本県5 

の受療率※は、外来が 5,449 人、入院が 1,065 人となっており、外来・入院6 

とも 75 歳以上が最も高くなっています。 7 

※ 一定の期間に医療機関において対象疾病の治療を受けた患者数が人口に占める割合。 8 

 9 

○ 傷病別の患者数をみると、外来では、「消化器系の疾患」が最も多く、次い10 

で、「循環器系の疾患」、「筋骨格系及び結合組織の疾患」、「呼吸器系の疾患」、11 

「内分泌、栄養及び代謝疾患」となっています。 12 

一方、入院では、「精神及び行動の障害」が最も多く、次いで、「循環器系の13 

疾患」、「新生物」、「神経系の疾患」、「呼吸器系の疾患」となっています。 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

図表１－２－３－１ 福島県の受療率（人口 10 万対、平成 26 年） 1 

 2 

資料：患者調査（厚生労働省） 3 

 4 

図表１－２－３－２ 福島県の傷病別推計患者数（平成 26 年） 5 

 6 

資料：患者調査（厚生労働省） 7 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

○ 病院の入院患者の自足率（入院患者が居住する地域内の病院で受療している1 

割合）をみると、いわきが最も高く、南会津が最も低くなっています。 2 

また、病院入院患者の他地域への流出状況では、県南の入院患者の 27.2％3 

が県中に、南会津の入院患者の 73.6％が会津に、相双の入院患者の 11.6％が4 

いわきに、16.2％が県北に流出しています。 5 

   6 

図表１－２－３－３ 地域別の病院の入院患者自足率（単位：％） 7 

地域 
自足率 

一般病床 療養病床 合計 

県 北 92.6% 91.4% 92.5% 

県 中 95.0% 95.7% 95.1% 

県 南 68.6% 77.0% 69.5% 

会 津 91.1% 98.6% 93.2% 

南 会 津 23.9%  0.0% 19.9% 

相 双 58.2% 69.7% 61.5% 

い わ き 95.6% 96.6% 96.0% 

資料：平成 26 年患者調査（厚生労働省） 8 

 9 

第４節 医療提供施設の状況 10 

○ 本県の病院数は年々減少していますが、特に東日本大震災の影響により大き11 

く減少し、平成 27 年は 127 施設となっています。人口 10 万人あたりの施12 

設数をみると、全国平均とほぼ同率で推移しています。 13 

 14 

図表１－２－４－１ 病院数及び人口 10 万対施設数の推移 15 

 16 

資料：医療施設調査（厚生労働省）※休止中の医療機関を除く。 17 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

○ 病院の病床数についても年々減少しており、平成 27 年は 25,570 床となっ1 

ていますが、人口 10 万人あたりでは、全国平均を 103.8 床上回っています。 2 

 3 

図表１－２－４－２ 病院の病床数及び人口 10 万対病床数の推移 4 

 5 

資料：医療施設調査（厚生労働省）※休止中の医療機関を除く。 6 

 7 

○ 病院数及び病床数を地域別に見ると、人口 10 万人あたりの病院数は相双が8 

最も多くなっていますが、東日本大震災による人口減少が大きく影響しており、9 

次いで多いのはいわきとなっています。人口 10 万人あたりの病床数では、会10 

津がもっとも多くなっています。 11 

 12 

図表１－２－４－３ 地域別の病院数・病床数（福島県） 13 

 病院数 人口 10 万対 病床数 人口 10 万対 

県 北 31 6.3 6,075 1,238.2 

県 中 33 6.1 7,369 1,366.2 

県 南 8 5.6 1,528 1,060.5 

会 津 18 7.2 4,078 1,627.3 

南会津 1 3.7 98 361.0 

相 双 10 8.9 1,596 1,425.7 

いわき 26 7.4 4,826 1,377.9 

合 計 127 6.6 25,570 1,335.9 

資料：平成 27 年医療施設調査（厚生労働省）※休止中の医療機関を除く。 14 

人口 10 万人対の算出に用いた人口は平成 27 年国勢調査人口（総務省） 15 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

○ 本県の医科診療所数は増加傾向にありましたが、東日本大震災のあった平成1 

23 年以降減少して平成 27 年は 1,374 施設となっており、人口 10 万人あた2 

りで見ると、全国平均を 7.7 施設下回っています。 3 

 4 

図表１－２－４－４ 医科診療所数及び人口 10 万対施設数の推移 5 

 6 

資料：医療施設調査（厚生労働省）※休止中の医療機関を除く。 7 

 8 

○ 本県の歯科診療所数は増加傾向にありましたが、東日本大震災のあった平成9 

23 年以降減少して平成 27 年は 856 施設となっており、人口 10 万人あたり10 

で見ると、全国平均を 9.4 施設下回っています。 11 

 12 

図表１－２－４－５ 歯科診療所数及び人口 10 万対施設数の推移 13 

 14 

資料：医療施設調査（厚生労働省）※休止中の医療機関を除く。 15 
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第２章 医療提供体制の現状 

 

○ 本県の薬局数は概ね増加傾向にあり、平成 27 年度は 891 施設となってい1 

ます。人口 10 万人あたりで見ると、平成 20 年度から全国平均を上回ってお2 

り、平成 27 年度は全国平均を 0.7 施設上回っています。 3 

 4 

図表１－２－４－６ 薬局数及び人口 10 万対施設数の推移 5 

 6 

資料：衛生行政報告例（厚生労働省） 7 

※ 平成 22 年度は、東日本大震災により宮城県と福島県相双保健福祉事務所管内のデータ8 

が欠損しているため、表示していない。 9 

 10 
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第３章  医療圏と基準病床数  

  



  

 



 

 

第３章 医療圏と基準病床数 

 

第１節 医療圏の設定 1 

１ 医療圏設定の基本的考え方 2 

医療法の規定により、医療資源の適正な配置と医療提供体制の体系化を図3 

るための地域的単位として、医療計画に医療圏を定めることとなっています。 4 

医療資源の有効活用を図り、県民が効率的な医療サービスを適切に受ける5 

ことができるよう、地理的条件、社会的条件、行政区域等を考慮しつつ、適6 

度な広がりをもった圏域を設定し、それぞれの圏域に応じた医療提供体制を7 

計画的に整備していくことが必要です。 8 

 9 

２ 一次医療圏 10 

一次医療圏は、医療法に規定はありませんが、生活に根ざした保健サービ11 

スと、かかりつけ医、かかりつけ歯科医を中心とした健康相談や初期診療な12 

どの一次医療（プライマリ・ケア）が提供されることにより、日常的な健康13 

管理を中心とした保健医療が確保される基本的な圏域として、市町村を単位14 

とした区域とします。 15 

 16 

３ 二次医療圏 17 

二次医療圏は、医療法第 30 条の４第２項第 12 号に規定する圏域で、高18 

度、特殊な医療サービスを除き、原則として入院医療及び専門外来医療を提19 

供する区域とします。 20 

 21 

４ 三次医療圏 22 

三次医療圏は、医療法第 30 条の４第２項第 13 号に規定する圏域で、高23 

度・特殊なサービスを提供する区域であり、二次医療圏では対応できない、24 

より専門的、広域的な医療サービスを提供する圏域として、全県域とします。 25 

 26 

  27 
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第３章 医療圏と基準病床数 

 

【福島県の二次医療圏】 1 

○ 二次医療圏を以下のとおり設定します。 2 

これまでは、会津及び南会津をそれぞれ二次医療圏として設定してきました3 

が、会津への患者流出が大きい南会津を会津と一体とし、「会津・南会津医療圏」4 

として設定します。 5 

 6 

圏 域 名 人口（人） 面積（k ㎡） 市町村数 構成市町村 

県 北 490,647 1,753.34 ４市３町１村 

福島市、二本松市、伊

達市、本宮市、桑折町、

国見町、川俣町、大玉

村 

県 中 539,376 2,406.25 ３市６町３村 

郡山市、須賀川市、田

村市、鏡石町、天栄村、

石川町、玉川村、平田

村、浅川町、古殿町、

三春町、小野町 

県 南 144,080 1,233.07 １市４町４村 

白河市、西郷村、泉崎

村、中島村、矢吹町、

棚倉町、矢祭町、塙町、

鮫川村 

会津・南会津 277,754 5,420.31 ２市１１町４村 
以下の会津・南会津の

市町村 

 

( 会 津 ) 250,605 3078.78 ２市８町３村 

会津若松市、喜多方市、

北塩原村、西会津町、

磐梯町、猪苗代町、会

津坂下町、湯川村、柳

津町、三島町、金山町、

昭和村、会津美里町 

(南会津) 27,149 2341.53 3 町 1 村 
下郷町、檜枝岐村、只

見町、南会津町 

相 双 111,945 1,738.75 ２市７町３村 

相馬市、南相馬市、広

野町、楢葉町、富岡町、

川内村、大熊町、双葉

町、浪江町、葛尾村、

新地町、飯舘村 

い わ き 350,237 1,232.02 １市 いわき市 

計 1,914,039 13,783.74 13 市 31 町 15 村  

資料：国勢調査人口（平成 27 年 10 月 1 日）（総務省） 7 

全国都道府県市町村別面積調（平成 27 年 10 月 1 日）（国土交通省国土地理院） 8 

 9 
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第３章 医療圏と基準病床数 

 

第２節 基準病床数 1 

１ 療養病床及び一般病床 2 

医療法施行規則に規定する標準に基づき、二次医療圏における療養病床及び3 

一般病床の基準病床数を次のとおり定めます。 4 

 5 

圏 域 名 基準病床数 既存病床数 過不足病床数 

県 北 4,432 4,528 96 

県 中 5,207 5,744 537 

県 南 1,047 1,130 83 

会津・南会津 2,517 3,369 852 

相 双 1,054 1,758 704 

い わ き 2,746 3,435 689 

計 17,003 19,964 2,961 

資料：既存病床数は平成 29 年３月 31 日現在 6 

 7 

２ 精神病床、結核病床及び感染症病床 8 

医療法施行規則に規定する標準に基づき、県全域における精神病床、結核病9 

床及び感染症病床の基準病床数を次のとおり定めます。 10 

 11 

病 床 種 別 基準病床数 既存病床数 過不足病床数 

精 神 病 床 4,909 6,969 2,060 

結 核 病 床 46 98 52 

感染症病床 32 36 4 

資料：既存病床数は平成 29 年３月 31 日現在 12 

 13 

18
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第４章 地域医療構想 

 

第１節 地域医療構想について 1 

１ 地域医療構想について 2 

平成 28 年 12 月、医療法第 30 条の４第２項の規定に基づき、第六次福島3 

県医療計画の一部（別冊）として、将来（2025 年（平成 37 年））の医療提4 

供体制に関する事項として以下のことを定めました。 5 

○ 一体の区域として病床の機能の分化及び連携を推進する区域（以下「構想6 

区域」という。）における病床の機能区分ごとの将来（2025 年（平成 377 

年））の医療需要及び必要とされる病床数 8 

○ 構想区域における在宅医療等の将来（2025 年（平成 37 年））の必要量 9 

○ 地域医療構想の達成に向けた病床機能の分化と連携の推進に関する事項 10 

○ 構想区域ごとの医療提供体制の現状と課題 11 

○ 将来あるべき医療提供体制を確保するために構想区域において重点的に取12 

り組む施策の方向性 13 

なお、第七次福島県医療計画においては、一体の計画として策定しますが、14 

各構想区域の状況、資料等については、別冊の福島県地域医療構想を参照して15 

ください。 16 

 17 

２ 病床の機能区分 18 

地域医療構想では、患者の状態や診療の実態を勘案して、病床の機能区分ご19 

との医療需要を推計しています。 20 

図表１－４－１－１ 病床の機能区分の定義 21 

 22 

機能区分

救命救急病棟、集中治療室、ハイケアユニット、新生児集中治療室、新生児治療回
復室、小児集中治療室、総合周産期集中治療室であって、急性期の患者に対して診
療密度が特に高い医療を提供する病棟

急性期

○ 急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医療やリハビリテーショ
ンを提供する機能

○ 特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚部骨折等の患者に対
し、ＡＤＬの向上や在宅復帰を目的としたリハビリテーションを集中
的に提供する機能（回復期リハビリテーション機能）

○ 長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機能

○ 長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度の意識障害者を含
む）、筋ジストロフィー患者又は難病患者等を入院させる機能

慢性期

（高度急性期機能に該当すると考えられる病棟の例）

機能の内容

高度急性期

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、診療密度が特に高い医
療を提供する機能

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向けて、医療を提供する機能

回復期

19



 

 

第 4章 地域医療構想 

 

第２節 構想区域の設定 1 

１ 構想区域の定義 2 

構想区域は二次医療圏を基本として、人口構造の変化の見通しその他の医3 

療の需要の動向及び医療従事者並びに医療提供施設の配置の状況の見通しそ4 

の他の事情を考慮して、一体の区域として地域における病床の機能の分化及5 

び連携を推進することが相当であると認められる区域を単位として設定しま6 

す。（医療法第 30 条の 4 第 2 項第 7 号） 7 

 8 

２ 構想区域の設定 9 

構想区域の設定については、地理的条件、交通条件、行政の区域や福島県10 

総合計画「ふくしま新生プラン」における生活圏を考慮し、二次医療圏を基11 

本とします。 12 

図表１－４－２－１ 構想区域 13 

 14 

構想区域 構成市町村

県北 福島市、二本松市、伊達市、本宮市、桑折町、国見町、川俣町、大玉村

県中
郡山市、須賀川市、田村市、鏡石町、天栄村、石川町、玉川村、平田村、浅川町、古殿町、
三春町、小野町

県南 白河市、西郷村、泉崎村、中島村、矢吹町、棚倉町、矢祭町、塙町、鮫川村

会津・
南会津

会津若松市、喜多方市、下郷町、檜枝岐村、只見町、南会津町、北塩原村、西会津町、
磐梯町、猪苗代町、会津坂下町、湯川村、柳津町、三島町、金山町、昭和村、会津美里町

相双
相馬市、南相馬市、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、
新地町、飯舘村

いわき いわき市
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第４章 地域医療構想 

 

第３節 医療需要推計、将来の必要病床数 1 

１ 将来医療需要推計の考え方 2 

○ 2025 年における医療機能区分ごとの医療需要の算出にあたっては、NDB3 

のレセプトデータや DPC データ等の基礎データに基づいて、地域医療構想4 

策定ガイドラインや医療法施行規則に示された考え方・方法により計算を行5 

うために厚生労働省が各都道府県に提供した「必要病床数等推計ツール（以6 

下「ツール」という。）」を用います。 7 

 8 

○ なお、以下の推計方法は、あくまで構想区域全体における医療需要の推計9 

のための方法であるため、この推計方法の考え方が、直ちに、個別の医療機10 

関における病床の機能区分ごとの病床数の推計方法となったり、各病棟の病11 

床機能を選択する基準になるものではないことに留意が必要です。 12 

 13 

２ 高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の需要推計の考え方 14 

○ 一般病床の患者（回復期リハビリテーション病棟入院料、障害者施設等入15 

院基本料、特殊疾患病棟入院基本料及び特殊疾患入院医療管理料等を算定し16 

た患者を除く。）の NDB のレセプトデータや DPC データを、入院基本料相17 

当分を除いた診療報酬の出来高点数で換算した値（以下「医療資源投入量」18 

という。）で分析し、医療需要を 1 日あたりの入院患者数として算出します。 19 

 20 

○ それぞれの医療機能ごとに分析する際の医療資源投入量の境界点は以下の21 

とおりです。 22 

・ 高度急性期と急性期の境界点（C1） 3,000 点 23 

・ 急性期と回復期の境界点（C2）   600 点 24 

・ 回復期と在宅医療等の境界点（C3）  225 点 25 

（推計では在宅復帰に向けた調整を要する幅を見込み、175 点で区分しています。） 26 

 27 

○ 将来医療需要の計算方法について、本県では構想区域ごとの将来推計人口28 

値が利用出来ないため、全県単位の値を用いた以下の式により算出していま29 

す。 30 

 31 

構想区域の 

医療需要 

（将来） 

＝ 

構想区域の 

医療需要 

（2013 年） 

× 

全県人口（将来） 

全県人口（2013 年） 

※各医療機能について、性・年齢階級別に計算したものを合算する。 32 

21



 

 

第 4章 地域医療構想 

 

（参考）医療法施行規則に示されている計算方法 

 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

３ 慢性期機能の需要推計の考え方 8 

○ 主に慢性期機能を担っている療養病床については、現在、報酬が包括算定9 

であるために、一般病床のように医療資源投入量に基づく分析を行うことは10 

できません。 11 

 12 

○ また、地域によって、在宅医療の充実状況や介護施設等の整備状況なども13 

異なっている中で、療養病床数には大きな地域差がある状況です。 14 

 15 

○ このため、慢性期機能の推計においては、「療養病床の入院受療率の地域差」16 

を縮小する目標を定め、慢性期機能から在宅医療等へ移行することが可能と17 

考えられる患者数を一定数見込むという前提に立った計算方法が示されてい18 

ます。 19 

 20 

○ 具体的には、療養病床入院患者から、回復期リハビリテーション病棟入院21 

料を算定する入院患者と、医療区分 1 である患者の数の 70％に相当する入22 

院患者を除いた数に対して、地域差解消に相当する「補正率」を乗じて得た23 

数に、障害その他の疾患を有する入院患者（障害者施設等入院基本料、特殊24 

疾患病棟入院基本料及び特殊疾患入院医療管理料を算定する入院患者）を加25 

えたものを 2013 年の慢性期医療需要とします。 26 

 27 

○ 将来医療需要については、高度急性期機能、急性期機能及び回復期機能の28 

需要推計と同様に、全県単位の人口を用いて将来人口の変化を反映させて算29 

出します。 30 

 31 

４ 「療養病床の入院受療率の地域差」の解消について 32 

○ 「療養病床の入院受療率の地域差」の解消に相当する「補正率」について33 

は、構想区域ごとに、以下に示す範囲内で定めています。 34 

補正パターン・・・構想区域ごとに入院受療率と全国最小値(県単位）との35 

差を一定割合解消させることとするが、その割合につい36 

構想区域の 

医療需要 

（将来） 

＝ 

構想区域の 

入院受療率 

（2013 年） 

× 
構想区域の人口 

（将来） 
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第４章 地域医療構想 

 

ては全国最大値（県単位）が全国中央値（県単位）にま1 

で低下する割合を一律に用いる。 2 

 3 

図表１－４－３－１ 補正パターンのイメージ 4 

 5 

○ また、以下の要件に該当する構想区域は、特例として療養病床の入院受療6 

率の地域差を縮小する目標の達成年次を 2025 年から 2030 年とすること7 

ができます。 8 

＜特例の条件＞ 9 

①当該構想区域の慢性期病床の減少率が、全国中央値（32.2％）よりも10 

大きい 11 

②当該構想区域の高齢者単身世帯割合が全国平均（9.2％）よりも大きい 12 

 13 

○ 本県では、いわき区域が慢性期病床の推計の特例の条件を満たすため、特14 

例を用いています。 15 

 16 

５ 在宅医療等の需要推計の考え方 17 

○ 在宅医療等とは、居宅、特別養護老人ホーム、養護老人ホーム、軽費老人18 

ホーム、有料老人ホーム、介護老人保健施設、その他医療を受ける者が療養19 

生活を営むことができる場所であって、現在の病院・診療所以外の場所にお20 

いて提供される医療を指します。 21 

 22 

○ 在宅医療等の将来医療需要は以下を合計し、全県単位の人口を用いて将来23 

人口の変化を反映させて算出します。 24 

・ 一般病床で医療資源投入量 175 点未満の患者数 25 

・ 療養病床入院患者のうち、医療区分 1 の 70% 26 

・ 療養病床入院患者のうち、地域差解消分 27 

・ 現時点で訪問診療を受けている患者 28 

・ 現時点の老健施設の入所者 29 

 30 

中央値（県単位）

現在

２０２５年

最小
（構想区域）

最大
（構想区域）

入院受療率

最小（県単位）

最小
（県単位）

最大
（県単位）
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図表１－４－３－２ 推計のイメージ 1 

 2 

 3 

６ 将来の医療需要 4 

○ 上記「１」～「５」の推計方法により算出した将来の医療需要は次のとお5 

りです。 6 

なお、医療需要は 2013 年の患者の流出入が引き続き継続するものと仮定7 

した医療機関所在地ベースで算出しています。 8 

 9 

○ また、原子力災害に伴う避難地域を含む相双区域においては、今なお多く10 

の県民が県内外に避難していることから、今後の医療提供体制を検討してい11 

く上で、避難地域が復興し患者の流出が収束した場合を想定した医療需要を12 

別枠で推計しています。 13 

 14 

○ その他の区域においても、やはり東日本大震災や原子力災害の影響を受け15 

ている時期のデータであるということについて留意する必要があります。 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

⑤現時点の老

健施設の入所

者数

【
現

状
】

①一般病床

の障害者・

難病患者数

③一般病床

でC3基準未

満の患者数

④現時点で訪問

診療を受けている

患者数

【将

来
】

回復期

機能

②療養病床の

入院患者数

地域差

の解消

医療区

分１の

70％

回復期

リハ病

棟の患

者数

在宅医療等慢性期機能

一般病床
【
現

状
】

【
将

来
】

高度急

性期
急性期 回復期

一般病床で

C3基準未満

の患者数

C1

回復期

リハ

C2 C3
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図表１－４－３－３ 2025 年医療需要1 

 2 

 3 

７ 将来の必要病床数 4 

（１）将来の必要病床数の考え方 5 

○ 将来の必要病床数は、推計した将来の医療需要を病床機能ごとに全国一律6 

の病床稼働率（高度急性期 75％、急性期 78％、回復期 90％、慢性期 92％）7 

で割り戻して算出します。 8 

将来の必要病床数 ＝ 
将来の医療需要 

病床稼働率 

 9 

（２）将来の必要病床数 10 

○ 「将来の医療需要」を基に算出した「将来の必要病床数」は以下のとおり11 

です。 12 

 13 

○ 「将来の必要病床数」は、一般病床及び療養病床に入院する患者の一部が14 

在宅医療等へ移行するなどの仮定の下での推計となっています。  15 

（人/日）

うち訪問診療分

303 1,140 1,500 416 3,359 5,891 3,309 9,250

352 1,279 1,264 1,040 3,935 6,438 3,498 10,373

75 302 222 143 742 1,423 611 2,165

192 662 761 467 2,082 3,393 1,097 5,475

34 182 219 188 623 1,366 249 1,989

198 631 675 803 2,307 4,665 2,218 6,972

1,154 4,196 4,641 3,057 13,048 23,176 10,982 36,224

＜避難地域の復興により流出が収束した場合＞
（人/日）

うち訪問診療分

66 318 363 230 977 1,991 791 2,968

回復期 慢性期 小計
在宅

医療等
合計

相双

構想区域
高度

急性期
急性期

福島県

相双

いわき

在宅
医療等

合計

県北

県中

県南

会津・南会津

構想区域
高度

急性期
急性期 回復期 慢性期 小計
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○ 「将来の必要病床数」はあくまでも将来の医療提供体制を検討する上での1 

参考材料の一つであり、病床削減の目標となる数値ではありません。 2 

 3 

4 

（床）

404 1,462 1,667 452 3,985

469 1,640 1,404 1,130 4,643

100 387 247 155 889

256 849 846 508 2,459

45 233 243 204 725

264 809 750 873 2,696

1,538 5,380 5,157 3,322 15,397

＜避難地域の復興により流出が収束した場合＞
（床）

88 408 403 250 1,149

合計

相双

構想区域
高度

急性期
急性期 回復期 慢性期

慢性期 合計

相双

福島県

いわき

構想区域
高度

急性期
急性期 回復期

県北

県中

県南

会津・南会津
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第４節 病床機能報告制度 1 

１ 病床機能報告制度について 2 

○ 一般病床又は療養病床を有する病院又は有床診療所は、地域における病床3 

の機能の分化及び連携の推進のため、病棟単位で病床機能を選択し、県に報4 

告することとされています。（医療法第 30 条の 13） 5 

 6 

○ 各医療機関は、同一構想区域における他の医療機関の各機能の選択状況や、7 

地域医療構想による構想区域における病床の機能区分ごとの 2025 年にお8 

ける必要な病床数等を踏まえて、病床の機能の分化・連携の推進に関して自9 

主的な取組を進めることが期待されます。 10 

 11 

○ 具体的には、様々な病期の患者が入院している個々の病棟について、高度12 

急性期機能から慢性期機能までの選択を行った上で、病棟単位で当該病床の13 

機能に応じた患者の受け入れの仕方や、それに応じた必要な体制の構築など14 

を検討することになります。（下のイメージのとおり、将来も病棟ごとに選択15 

した機能と患者像が完全に一致することを想定しているものではありませ16 

ん。） 17 

 18 

図表１－４－４－１ 患者受け入れのイメージ 19 

 20 

○ また、各医療機関の自主的な取組を踏まえて、地域医療構想調整会議を活21 

用した医療機関相互の協議により、地域における病床の機能の分化と連携が22 

推進されることが期待されます。（例：がん入院医療の役割を医療機関の間で23 

臓器別に分担する、回復期のリハビリテーション機能を集約化する、療養病24 

27
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床について在宅医療等への転換を進める等） 1 

 2 

○ なお、病床機能報告制度は、各病棟の病床が担う医療機能（高度急性期、3 

急性期、回復期、慢性期）について、国の示す定性的な基準（図表１－４－4 

１参照）を参考に各医療機関の判断で選択するものであり、一方、医療需要5 

推計・必要病床数推計は、レセプトデータ等を分析し、患者に対して行われ6 

た診療行為を１日当たりの診療報酬の出来高点数で医療機能（高度急性期、7 

急性期、回復期、慢性期）に区分したものです。 8 

 9 

２ 病床機能報告結果 10 

○ 平成 28 年度の報告結果は、以下のとおりです。 11 

 12 

○ 急性期機能として報告された病床の割合が、病床数全体の 60％以上を占13 

めるなど高い一方で、回復期機能として報告された病床の割合は、病床数全14 

体の 10％以下と低くなっています。 15 

 16 

図表１－４－４－２ 平成 28 年度報告結果（許可病床ベース） 17 

 18 

※未報告及び報告対象外の医療機関があるため、全県の許可病床数と一致しない。 19 

 20 

図表１－４－４－３ 平成 28 年度報告結果(医療圏別)（許可病床ベース） 21 

平成 28 年 7 月１日時点 22 

 23 

※未報告及び報告対象外の医療機関があるため、全県の許可病床数と一致しない。 24 

 25 

 26 

機能区分 平成28年7月1日時点 6年経過時点の予定 増減
高度急性期 1,205 1,217 12

急性期 12,162 11,860 △ 302
回復期 1,420 1,931 511
慢性期 4,395 4,489 94
休止等 752 437 △ 315

合計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休止等
4,685 719 2,835 377 440 314
5,839 116 3,759 375 1,334 255
1,096 0 834 76 145 41

会津・南会津 3,239 97 2,059 285 730 68
会津 3,122 97 1,942 285 730 68
南会津 117 0 117 0 0 0

1,347 0 960 53 317 17
3,728 273 1,715 254 1,429 57

19,934 1,205 12,162 1,420 4,395 752

二次医療圏
県北

県中

県南

相双

いわき

合計
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6 年経過時点の予定 1 

 2 

※未報告及び報告対象外の医療機関があるため、全県の許可病床数と一致しない。 3 

 4 

○ 病床機能報告制度と医療需要推計・必要病床数推計ではそれぞれの「医療5 

機能」の定義が異なるため、機能ごとに算出される病床数は単純に比較する6 

ことはできません。 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

合計 高度急性期 急性期 回復期 慢性期 休止等
4,685 731 2,760 648 402 144
5,839 116 3,601 495 1,520 107
1,096 0 746 161 145 44

会津・南会津 3,239 97 2,059 320 695 68
会津 3,122 97 1,942 320 695 68
南会津 117 0 117 0 0 0

1,347 0 960 53 317 17
3,728 273 1,734 254 1,410 57

19,934 1,217 11,860 1,931 4,489 437

いわき

合計

二次医療圏
県北

県中

県南

相双
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第５節 地域医療構想の推進体制 1 

１ 将来の医療提供体制の実現に向けて 2 

○ 地域医療構想では、将来の医療需要推計と必要病床数及び各構想区域にお3 

ける医療提供体制の課題等（別冊「福島県地域医療構想」参照）から、将来4 

必要な医療提供体制の実現に向けて様々な施策に取り組んでいきます。 5 

５疾病、５事業を始めとする各分野での取組については、第２編各論に記6 

載してあります。 7 

 8 

２ 地域医療構想調整会議 9 

○ 構想区域ごとに地域医療構想調整会議を開催し、地域医療構想の実現に向10 

けて、関係者との連携を図りつつ、病床機能区分ごとに将来必要となる病床11 

数を達成するための方策やその他の地域医療構想の達成を推進するために必12 

要な協議を行います。 13 

 14 

○ 地域医療構想調整会議の構成 15 

各病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、看護協会、介護関係団体、県保16 

険者協議会、市町村、保健所 等 17 

 18 

○ 部会やワーキンググループの設置 19 

地域医療構想調整会議では、必要に応じ部会等を設置し、具体的な分野に20 

ついて協議していきます。 21 

 22 

３ 関係者に求められる役割 23 

地域医療構想の達成のため、県や関係機関には以下の役割が求められます。 24 

【県】 25 

・地域医療構想に基づき、将来あるべき医療提供体制の実現を目指した取26 

組を推進すること。 27 

・地域医療構想調整会議を開催し、地域における医療機関相互の役割分担28 

に関する協議を促進すること。 29 

・関係者に対して必要な情報提供に努めること。 30 

【医療機関】 31 

・同一構想区域における他の医療機関の病床機能報告の状況や、地域医療32 

構想による将来の必要病床数等を踏まえて、病床の機能の分化・効率化33 

の推進に関して自主的な取組を進めること。 34 

・地域医療構想調整会議に参画し、将来あるべき医療提供体制の構築に向35 

30
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けて、地域における医療機関相互の役割分担を促進すること。 1 

【医療・介護関係団体】 2 

・行政や関係機関と協力し、地域包括ケアシステムに不可欠な医療・介護3 

の連携体制の整備に取り組むこと。 4 

【市町村】 5 

・地域包括ケアシステムの構築を目指し、介護保険法の地域支援事業に位6 

置づけられた在宅医療・介護連携推進の取組を郡市医師会等と連携しつ7 

つ実施すること。 8 

【医療保険者】 9 

・レセプト等のデータ分析に基づく効果的な保健事業（データヘルス）を10 

実施し、県民の疾病予防・健康づくりの取組を促進すること。 11 

【県民】 12 

・主体的に疾病予防・健康づくりに取り組むとともに、適切な受療行動に13 

努めること。 14 

など 15 

 16 

４ 地域医療構想の進行管理 17 

○ 医療審議会の意見を聴きながら、最新の基礎データの入手や、東日本大震18 

災・原子力災害からの復興等の状況の変化に合わせて、構想の評価を適時に19 

行うとともに、今後の高齢化・人口減少社会におけるまちづくり（住宅政策20 

など）までを含めた広範囲の視点を踏まえるなど、必要に応じて構想の見直21 

しを行い、併せて、地域医療介護総合確保基金事業などの地域医療構想の推22 

進に関する施策の実施について、評価及び進捗管理を行います。 23 

 24 

○ 定期的な地域医療構想調整会議の開催と協議を進めるとともに、病床機能25 

別の現状を把握していきます。 26 

・病床機能報告（毎年７月１日現在） 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

  35 

 36 

31
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第６節 各構想区域 1 

 地域医療構想では、各構想区域における現状と課題に対し、施策の方向性として2 

将来あるべき医療提供体制を確保するために、構想区域において重点的に取り組む3 

事項（施策の方向性）を記載しています。 4 

 5 

１ 県北構想区域 6 

○ 医療機能の確保と連携推進 7 

・ 一般病床から療養病床への転換等、不足する医療機能を確保するために8 

必要な施設・設備の整備を支援し、病床の機能分化・連携を推進します。 9 

・ 医師、看護師を始めとする医療従事者の確保・養成を図ります。 10 

・ 救急搬送受入支援システムの運用による救急搬送の迅速化と救命率の向11 

上を図ります。 12 

○ 在宅医療の推進 13 

・ 在宅医療に取り組む医療従事者の確保や質の向上のための研修開催を支14 

援します。 15 

・ 多職種協働により、24 時間 365 日対応の在宅医療提供体制の構築を推16 

進します。 17 

 18 

２ 県中構想区域 19 

○ 病床機能の分化・連携 20 

・ 田村地域、石川郡については、既存の医療機関の機能強化を図れるよう21 

支援します。 22 

○ 救急医療 23 

・ 救急医療体制を強化するため、病床機能分化とともに、病病連携、病診24 

連携の強化を図ります。 25 

・ 不要不急の受診や安易な救急車の要請を減らし、適正利用を推進するた26 

め、住民の理解を得るよう継続的な普及啓発に努めます。 27 

・ 田村地域、石川郡については、二次救急医療体制の充実を図ります。 28 

○ 小児・周産期 29 

・ 安心して子どもを生み育てられるよう、助産師の専門性を活用し、院内30 

助産所や助産師外来の設置を支援します。 31 

○ 在宅医療の推進 32 

・ 在宅患者急変時の受入病床を確保するため、地域内病院との連携を強化33 

し、各医療機関の役割分担と相互理解のもとに、在宅療養支援病院や地域34 

包括ケア病棟等の後方病床の整備を支援します。 35 

32
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・ 県中区域で始まった退院調整ルールの普及を通して、多職種連携による1 

地域包括ケアシステム構築へ向けた市町村の取組を支援します。 2 

○ 人材確保・人材育成 3 

・ 若手医療従事者の定着を図るため、魅力ある勤務環境の整備に努めます。4 

特に、子育て中の医療従事者に対する保育支援の充実や医師・看護師等の5 

スキルアップに繋がる研修の充実を支援します。 6 

 7 

３ 県南構想区域 8 

○ 病床機能の分化・連携 9 

・ 回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟など回復期を担う病10 

床や、療養病床など慢性期を担う病床への転換に必要な施設・設備の整備11 

を支援し、病床の機能分化・連携を推進します。 12 

・ 県南区域は病床数や医療従事者数等の医療資源が少なく、地域内で完結13 

する医療提供体制を構築することは難しいため、隣接する県中区域等との14 

医療連携体制の構築を図ります。 15 

○ 医療人材確保 16 

・ 医療機能を確保するために必要となる医療従事者の確保・養成を図りま17 

す。 18 

○ がん 19 

・ 県中区域の医療機関に入院したがん患者について、退院後のフォローを20 

県南区域の医療機関で行うことができるよう、がん専門医の確保に努めま21 

す。 22 

○ 生活習慣病 23 

・ 市町村や各保険者の健診データ等を活用し、糖尿病、脳疾患、心疾患等24 

について、発生予防、重症化予防に向けての対策を重点的に推進します。 25 

また、市町村、各保険者、医師会等の連携を推進し、特定健康診査受診26 

率を上げ、経過をフォローしていきます。 27 

○ 救急医療 28 

・ 県南区域の二次救急医療機関と他区域の三次救急医療機関の間で役割分29 

担・連携を図り、効率的な救急医療体制の構築を推進します。 30 

○ 小児・周産期医療 31 

・ 市町村との連携を強化し、ハイリスク妊婦を地域周産期母子医療センタ32 

ーに適切につなげる体制づくりを推進します。 33 

○ 在宅医療の推進 34 

・ 在宅医療に取り組む医療従事者の確保や質の向上のための研修開催を支35 

援します。 36 

33



 

 

第 4章 地域医療構想 

 

４ 会津・南会津構想区域 1 

○ 病床機能の分化・連携 2 

・ 回復期リハビリテーション病棟や地域包括ケア病棟など回復期を担う病3 

床への転換に必要な施設・設備の整備を支援し、病床の機能分化・連携を4 

推進します。 5 

・ 南会津地域の唯一の病院の医療機能については、将来の医療需要や地域6 

の実態を踏まえ、必要な医療機能を確保します。 7 

○ 糖尿病 8 

・ 患者負担を減らし生活の質（QOL）を低下させないためにも二次医療圏9 

内で治療が受けられるよう南会津地域内での人工透析施設の機能強化等を10 

支援するとともに、構想区域内全体において、糖尿病に対する適切な治療11 

体制の構築を推進します。 12 

○ 救急医療 13 

・ 救急医療について、重篤な救急患者を受け入れる救命救急センターがそ14 

の役割を果たせるよう、初期救急・二次救急医療の患者受入体制や、ＩＣ15 

Ｔ（情報通信技術）の活用などによる救急搬送体制を整備するとともに、16 

交通インフラの整備も含めた搬送時間の短縮など、当地域の救急医療の質17 

の向上に取り組みます。 18 

・ 医療の受け手である住民に対し、医療機関の役割分担の現状や適切な受19 

療行動の必要性についての情報提供・普及啓発に取り組みます。 20 

○ 小児・周産期医療 21 

・ 乳幼児・小児の救急医療体制の確保については、今後とも会津若松市内22 

の医療機関での集中的な対応が継続できるよう専門医確保など体制整備を23 

支援していきます。 24 

○ 在宅医療の推進 25 

・ 在宅医療に取り組む医療従事者の確保や質の向上のための研修開催を支26 

援します。 27 

・ 病院、診療所、訪問看護ステーション、薬局、介護施設等の間の連携を28 

促進し、入退院と在宅医療の間でスムーズに連携できるよう在宅医療体制29 

の構築に取り組みます。 30 

・ 在宅患者の急性増悪時の受入病床を確保するため、地域内病院との連携31 

強化、在宅療養支援病院や地域包括ケア病棟等の後方病床の整備を支援し32 

ます。 33 

 34 

 35 

 36 

34



 

 

第４章 地域医療構想 

 

５ 相双構想区域 1 

○ 医療機能の確保と連携推進 2 

・ 被災地の情報と当区域の医療機関の魅力を全国の関係機関や医療従事者3 

等に発信します。 4 

・ 区域内の医療機関同士の人的支援制度の確立を推進します。 5 

・ 産婦人科と小児科の医療機能の集約などに必要な施設整備等を支援しま6 

す。 7 

・ 開業医の後継支援や新規開業の誘導、また医療従事者を確保するための8 

院内保育所などの勤務環境整備の支援に努めます。 9 

・ 透析医療に係る臨床工学士、看護師等の医療従事者の確保に努め、透析10 

医療の提供体制の充実を図ります。 11 

・ 双葉地域の医療提供体制を補完し、区域内における医療の完結性の向上12 

及び救急医療の充実を図るため、医療機関の機能充実のための施策を推進13 

します。 14 

・ 一般病床や療養病床では、行動・心理症状を伴う認知症への対応が困難15 

であることから精神科病院の再開等の支援や他の区域との連携推進に努め16 

ます。 17 

【双葉地域】 18 

・ 帰還住民や復興関連事業従事者、原発作業員等の救急医療体制を確保す19 

るため必要な二次医療機関を設置します。 20 

○ 在宅医療の推進 21 

・ 在宅医療に従事する医師等、医療従事者及び介護施設の従事者の確保に22 

努めます。 23 

・ 患者家族の高齢化による介護力の低下や、在宅医療の受け皿となる地域24 

の介護施設の不足を補完する回復期病床や慢性期病床への転換を支援しま25 

す。 26 

○ その他 27 

・ 旧避難指示区域等における薬局の再開等を支援します。 28 

 29 

６ いわき構想区域 30 

○ 医療機能の確保と連携推進 31 

・ 救急医療について、重篤な救急患者を受け入れる救急救命センターがそ32 

の役割を果たせるよう、初期救急・二次救急医療の患者受入体制の整備や、33 

ＩＣＴの活用などによる救急搬送体制の改善を推進し、受入照会回数の減34 

少や搬送時間の短縮などの救急医療の質の向上を図ります。 35 

・ 地域包括ケア病棟など回復期を担う病床への転換に必要な施設・設備の36 

35



 

 

第 4章 地域医療構想 

 

整備を支援し、病床の機能分化・連携を推進します。 1 

・ 地域医療連携推進法人制度の活用の検討を含めて、急性期から回復期、2 

慢性期、在宅医療までの効率的な医療提供体制を構築するための医療機関3 

相互の役割分担・連携を協議します。 4 

・ 生活習慣病に対する適切な治療体制の構築を推進します。また、データ5 

ヘルスを推進し、生活習慣病の予防に取り組みます。 6 

・ 医療の受け手である住民に対し、医療機関の役割分担の現状や適切な受7 

療行動の必要性について情報提供・普及啓発に努めます。 8 

○ 在宅医療の推進 9 

・ 在宅医療に取り組む医療従事者の確保や質の向上のための研修開催を支10 

援します。 11 

・ 病院、診療所、訪問看護ステーション、介護施設等の間の連携を促進し、12 

医師、歯科医師、薬剤師、看護職員、ケアマネジャー等の多職種協働によ13 

る 24 時間 365 日対応の在宅医療提供の拠点構築を推進します。 14 

・ 医療の受け手となる住民に対し、在宅医療や看取りに関する情報提供・15 

普及啓発に努めます。 16 

36



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５章  地域包括ケアシステム等  

  



  

 



 

 

第５章 地域包括ケアシステム等 

 

第１節 地域包括ケアシステム 1 

○ 2025 年（平成 37 年）には団塊の世代が全て 75 歳以上となる超高齢社会2 

を迎えることとなり、医療や介護の需要がさらに増加することが見込まれてい3 

ます。 4 

 5 

○ そのため、医療・介護資源を有効に活用し、急性期医療から在宅医療・介護6 

までの一連のサービスが地域で適切に提供されるよう、医療と介護の連携の必7 

要性がこれまで以上に高まっています。 8 

 9 

○ また、高齢者だけでなく、誰もが、できる限り住み慣れた地域で安心して生10 

活を継続していけるよう環境を整備していくことが重要です。 11 

そのため、以下の取組を始めとして、医療・介護・予防・住まい・生活支援12 

のサービスの一体的な提供に努めます。 13 

・ 疾病予防には県民一人一人の生活習慣の改善が重要であることから、県民14 

の健康づくりを支援していきます。 15 

・ 医療・介護連携について、関係機関が連携し、多職種協働による医療・介16 

護を一体的に提供できる体制を構築します。 17 

・ 長期にわたり治療を必要とする児童生徒に対する教育環境の整備を図りま18 

す。 19 

・ 治療と職業生活を両立できるよう、がん患者、難病患者、障がい者等に対20 

し、ハローワーク・労働局と連携した就労支援を行います。 21 

・ 高齢者が安心して生活できる住まいづくりを推進するため、サービス付き22 

高齢者向け住宅等の整備を促進します。 23 

 24 

○ 県民一人一人が、医療や介護が必要になっても、保健・医療・福祉・労働・25 

教育などの関係機関・団体等が連携して、多方面から必要な支援が切れ目なく26 

提供される地域包括ケアシステムの構築を目指していきます。 27 

 28 

第２節 県民の健康づくり 29 

○ 急速な高齢化の進展とともに、疾病全体に占める悪性新生物、脳血管疾患、30 

心疾患、糖尿病等の生活習慣病による死亡者割合の増加は社会問題となってお31 

り、特に本県は、これらの年齢調整死亡率が全国平均よりも高い傾向にありま32 

す（主な死因の年齢調整死亡率は第２章第２節「人口動態」に記載）。 33 
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第５章 地域包括ケアシステム等 

 

○ 各疾病に係る予防については、第２編第４章各節に記載していますが、とり1 

わけ、生活習慣病の予防は、栄養・食生活、身体活動・運動、さらには喫煙な2 

ど生活習慣の改善が何より重要です。 3 

 4 

○ そのため、市町村や関係団体等と連携しながら、以下の取組を始めとして、5 

県民の意識向上など、県民の健康づくりを支援していきます。 6 

・ 適正体重の維持や減塩、脂肪等の摂りすぎに注意するなど健康に配慮した7 

食生活の習慣化を図るため、食事についての正しい知識の情報提供を行いま8 

す。 9 

・ 運動習慣の定着化を図るため、運動・身体活動の普及啓発や運動しやすい10 

環境づくりを推進します。 11 

・ 喫煙の害に関する情報提供・普及啓発を行うなど禁煙を推進するとともに、12 

受動喫煙の機会を減らすための取組を推進します。 13 

・ また、こころの健康も重要であることから、休養やこころの健康に関し、14 

適切な情報提供と相談体制の強化を図ります。また、誰も自殺に追い込まれ15 

ることのない社会の実現を目指し、相談窓口や支援機関が連携した切れ目の16 

ない支援の提供に努めます。 17 

 18 

○ 県民一人一人が実践する健康づくりを基本としながら、地域が一体となった19 

健康づくり県民運動を展開し、社会全体が相互に支え合う健康づくりに視点を20 

置いた環境を整備していきます。 21 

 22 
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第１章  東日本大震災への対応  

  



  

 



 

 

第 1 節 復興・再生の取組 

 

第１節 復興・再生の取組 1 

１ 東日本大震災による被災状況 2 

○ 平成 23（2011）年 3 月に発生した東日本大震災・原子力災害により、3 

浜通り地方を中心に甚大な被害が生じ、16 万人以上の県民が避難生活を余4 

儀なくされました。 5 

平成 23 年の人口動態調査の結果では、本県における東日本大震災による6 

死亡者は 1,757 人となっています。 7 

また、福島県災害対策本部の「平成 23 年東北地方太平洋沖地震による被8 

害状況即報」によれば、平成 2９年８月現在、震災関連死も含めた死亡者数9 

は、３,986 人、行方不明者は 3 人となっており、15,224 棟の住家が全壊、10 

80,793 棟が半壊となっています。 11 

震災前 202 万人だった本県人口は、昭和 53 年以来 33 年ぶりに 200 万12 

人を割り込み、平成 29 年 8 月 1 日現在、188 万人にまで減少しています。 13 

 14 

○ 地震と津波による被害は大きく、県内の８割の病院が被災し、医科・歯科15 

診療所、薬局にも大きな被害が生じるなど、本県の医療提供体制は大きく低16 

下しました。 17 

原子力災害については、第２節に記載していますが、発災から７年を経過18 

してもなお、ふるさとに住民が帰還できない地域があり、影響は長期化・深19 

刻化しています。 20 

 21 

２ 復興・再生の取組 22 

○ 県では、平成 23 年８月に福島県復興ビジョンを、平成 23 年 12 月には23 

福島県復興計画（第１次）を策定（福島県復興計画は適宜見直しを行い、平24 

成 27 年 12 月に第３次を策定）し、県民を始め、国、市町村、関係団体等25 

と連携して、復興・再生に取り組んでいます。 26 

さらに、平成 24 年度には県の最上位の計画である福島県総合計画「いき27 

いきふくしま創造プラン」を全面的に見直し、平成 25 年度から平成 32 年28 

度を計画期間とする福島県総合計画「ふくしま新生プラン」により、復興・29 

再生の取組を加速させていきます。 30 

 31 

○ 医療の分野においては、平成 23 年 11 月に福島県地域医療再生計画（三32 

次医療圏）を策定し、県内全域において、被災した病院、医科・歯科診療所33 

及び薬局の災害復旧を支援するとともに、医療機関における医療従事者の流34 

出防止と確保等を支援してきました。 35 

39



 

 

第 1 章 東日本大震災への対応 

 

医療従事者の確保については、第 2 章に記載していますが、復興・再生に1 

向けて、引き続き強力に進めていく必要があります。 2 

 3 

○ また、特に被害が大きかった浜通り地方の医療の復興・再生については、4 

「福島県復興計画（第３次）」における 10 の重点プロジェクトの１つ、「避5 

難地域等復興加速化プロジェクト」で、「浜通り地方の医療等の提供体制の再6 

構築」に取り組むこととしており、これまで、平成 24 年 2 月に策定した「福7 

島県浜通り地方医療復興計画」及び平成 25 年 2 月に策定した「福島県浜通8 

り地方医療復興計画（第 2 次）」に基づき、地域医療再生基金で拡充された財9 

源を活用し、双葉地域における医療提供体制の再構築、及び相馬地域、いわ10 

き地域の医療提供体制の強化等に係る事業を実施してきました。 11 

 12 

○ 平成 27 年７月、「福島 12 市町村の将来像に関する有識者検討会」におい13 

て、医療の充実による安全・安心の確保について「中長期的に二次救急医療14 

等を担う医療機関の確保を進められるよう、国の参画のもと、広域的視点で15 

福島県が地元市町村、関係機関と連携して協議の場を設け、避難住民が安心16 

して帰還できるよう、各市町村における医療提供体制の整備方針を早急に議17 

論し、具体化していく。」と提言されました。 18 

 19 

○ また、平成 28 年３月、「『復興・創生期間』における東日本大震災からの20 

復興の基本方針」が閣議決定され、原子力災害からの復興・再生について、21 

政府が「医療・介護・福祉施設の整備・事業再開や専門職の人材確保につい22 

て、国のリーダーシップの下、県や市町村と連携し、地域ニーズに対応した23 

きめ細かな支援を行う。特に双葉郡の二次救急医療の確保に向けた支援に取24 

り組む。」との方針が示されました。 25 

 26 

○ これら提言等を受け、県では、平成 27 年９月に「双葉郡等避難地域の医27 

療等提供体制検討会」を設置し、国、県、地元市町村及び関係団体が連携し28 

ながら、避難地域の医療等にかかる情報及び課題を共有し、広域的な視点の29 

下、双葉郡の二次救急医療の確保を中心に将来展望をもった対応について検30 

討し、平成 28 年 9 月に、避難地域の医療提供体制を再構築するに当たって31 

の検討課題を「双葉郡等避難地域の医療等提供体制検討会 中間報告」とし32 

て取りまとめました。 33 

  【今後の検討課題】 34 

  ・中長期的な財源の確保 35 

  ・避難地域の医療ニーズへの的確な対応、及び適切な医療提供水準の確保 36 

40



 

 

第 1 節 復興・再生の取組 

 

  ・専門職である医療人材の確保 1 

  ・避難地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築 2 

 3 

○ 当該中間報告を基に、「福島県復興計画（第 3 次）」と整合を図りながら、4 

それを具体化していくことにより、平成 29 年７月に「避難地域等医療復興5 

計画」を策定し、以下の取組を柱に事業を実施していくこととしました。 6 

  【取組の柱】 7 

   ・避難地域の医療提供体制の再構築 8 

・近隣地域の医療提供体制の充実 9 

・原子力災害により不足した医療人材の確保 10 

 11 

○ 福島県総合計画「ふくしま新生プラン」を始めとする、これらの計画に基12 

づき、国、市町村、関係機関等と連携して、今後も着実に、東日本大震災か13 

らの復興・再生に取り組んでいきます。 14 

 15 
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第１章 東日本大震災への対応 

 

第２節 原子力災害への対応 1 

１ 原子力災害の影響 2 

（１）総論 3 

○ 東日本大震災・原子力災害は、未曾有の大災害であり、本県においては、4 

特に原子力災害による影響が、極めて大きなものとなっています。 5 

 6 

○ 医療の提供体制については、主に、以下の 3 点において、深刻な影響をも7 

たらしました。 8 

・ 医師や看護師等の医療従事者の流出を招くとともに、県内における医療9 

従事者の不足や偏在が拡大したこと。 10 

・ 東京電力福島第一原子力発電所を中心に設定された避難指示区域により、11 

相双医療圏が南北に分断され、これまでの医療連携体制が機能しなくなっ12 

てしまったこと。 13 

・ 避難指示区域の設定に伴い、多くの医療機関が休止を余儀なくされたこ14 

と。 15 

 16 

○ 一方で、特に相双医療圏の住民を中心に、避難生活が長期化する中で、生17 

活環境や生活習慣の変化等による健康状態の悪化が一部に生じています。 18 

また、子育て世代を中心に、放射線の健康への影響に対する不安とストレ19 

スを抱えています。 20 

 21 

○ 医療提供体制の再構築とともに、被災者への支援、県民の健康不安とスト22 

レスへの対策が必要とされています。 23 

 24 

（２）避難地域の医療提供体制の現状 25 

○ 避難地域では、平成 29 年 4 月までに、帰還困難区域を除き、大部分の避26 

難指示区域が解除され、公的機関や民間事業所、教育機関等が再開し、住民27 

の帰還が徐々に進んでいます。 28 

 29 

○ 平成 27 年度から 28 年度にかけて実施された「原子力被災自治体におけ30 

る住民意向調査」（復興庁）の結果では、早い時期に避難指示を解除した町31 

村（楢葉町、川内村）では、住民の 7 割を超える世帯が「戻った」、「戻りた32 

い」と回答している一方、平成 29 年 3 月に避難指示が解除された区域を含33 

む町村（富岡町、浪江町）や帰還困難区域が多くを占める町村（大熊町、双34 

42



 

 

第２節 原子力災害への対応 

 

葉町）では、「戻りたい」との回答は２割弱となっているなど、同じ避難地1 

域内でも、今後の帰還の状況が異なることが予想されます。 2 

 3 

○ 震災前（平成 23 年 3 月 1 日。以下、この節において同じ。）には、避難4 

地域では８病院が診療を行っていましたが、現在（平成 29 年 4 月１日。以5 

下、この節において同じ。）、診療を行っているのは２病院のみ（震災前の6 

25.0％）となっており、震災前に双葉地域で稼働していた二次救急医療機関7 

である、今村病院（富岡町）、県立大野病院（大熊町）、双葉厚生病院（双葉8 

町）、西病院（浪江町）は現在も全て休止中です。 9 

 10 

○ 双葉郡等避難地域の医療等提供体制検討会において、二次救急医療の確保11 

が双葉地域における喫緊の課題であるとされたことを受け、県では、平成 3012 

年 4 月の開院に向け、富岡町に「県立ふたば医療センター（仮称）」を整備13 

しています。 14 

 15 

○ 現在、避難指示解除から 1 年以上経過している市町村では、診療所は 1216 

施設中 10 施設（83.3％）、歯科診療所は 3 施設中 3 施設（100.0％）と震17 

災前に稼動していた診療所等の多くが再開しています。医療機関の再開、診18 

療継続に伴い、内科や外科といった一般的な診療科については、医療提供で19 

きる環境が整備されつつあります。 20 

 21 

○ 一方、現在、避難指示解除から１年未満の市町村においては、避難指示解22 

除に併せて、市町村による公設の診療所等が再開、新設され、帰還した住民23 

に対し、一定の医療を提供できる体制が先行的に整備されていますが、民間24 

診療所等の再開が課題となっています。 25 

 26 

○ 薬局については、平成 29 年５月現在の再開状況は、避難指示解除から１27 

年以上経過している市町村では５施設中１施設（20.0%）、避難指示解除か28 

ら１年未満の市町村では 20 施設中１施設（5.0%）となっており、薬局の再29 

開が課題となっています。 30 

 31 

（３）近隣地域の医療提供体制の現状 32 

○ 帰還状況から、避難地域の住民の 9 割程度が、現在も、いわき市や南相馬33 

市などの近隣地域を生活の拠点としているものと推測されます。また、原子34 

力災害による避難者のための復興公営住宅が、いわき市に 1,768 戸、南相35 
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第１章 東日本大震災への対応 

 

馬市に 927 戸整備される見込みであるなど、避難地域から近隣地域に人口1 

が移動した状況は、今後も一定程度の期間続くものと考えられることから、2 

医療需要が増大しています。 3 

 4 

○ 避難住民以外に、日中、避難地域で勤務している復興関連事業従事者等の5 

多くが近隣地域に居住・宿泊して避難地域に通勤しているため、夜間・休日6 

の救急対応等が増加しています。 7 

 8 

（４）医療人材の現状 9 

○ 東日本大震災前後の医療施設に従事する人口 10 万人に対する医師数は、10 

全国平均では 219.0 人（平成 22 年）から 233.6 人（平成 26 年）と 14.611 

人増加しているのに対し、本県では 182.6 人（全国第 41 位）から 188.812 

人（同 43 位）と 6.2 人の増にとどまるとともに、相馬地域では 130.8 人13 

から 128.6 人、特に双葉地域では 103.0 人から 12.2 人と医師数の回復が14 

進んでいない状況にあります。 15 

 16 

○ 同様に、業務に従事する人口 10 万人に対する看護職員数は、全国平均で17 

は 1,089.9 人（平成 22 年）から 1,187.7 人（平成 26 年）と 97.8 人増18 

加しているのに対し、本県では 1,188.７人（全国第 27 位）から 1,253.２19 

人（同 30 位）と 64.5 人の増にとどまるとともに、相馬地域では 1,055.820 

人から 1,034.2 人、特に双葉地域では 1,031.3 人から 123.2 人と看護職21 

員数の回復が進んでいない状況にあります。 22 

 23 

○ また、薬局・医療施設に従事する人口 10 万人に対する薬剤師数は、全国24 

平均で 154.3 人（平成 22 年）から 170.0 人（平成 26 年）と 15.7 人増25 

加しているのに対し、本県では 135.9 人（全国第 37 位）から 144.8 人（同26 

41 位）と 8.9 人の増加にとどまるとともに、相馬地域では 119.5 人から27 

110.0 人、特に双葉地域では 98.9 人から 19.8 人と薬剤師数の回復が進ん28 

でいない状況にあります。 29 

 30 

○ 医師、看護職員等の医療従事者数の回復が進まない一方で、介護保険認定31 

率（要介護（要支援）／第 1 号被保険者数）が、全国平均では 16.9％（平32 

成 22 年）から 17.9％（平成 2６年）とわずかな上昇にとどまっているの33 

に対し、本県では 16.9%から 18.8％に上昇するとともに、相馬地域では34 

14.7%から 17.3％、特に双葉地域では 15.6%から 23.4％と大幅に上昇す35 
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第２節 原子力災害への対応 

 

るなど、避難の長期化による県民の健康指標の悪化が顕在化しており、医療1 

ニーズの増大等による医療人材不足は一層深刻化しています。 2 

 3 

○ さらに、医師、看護職員数が微増傾向にあるいわき市においても、2 万人4 

を超える避難者を受け入れるとともに、双葉郡等の二次・三次医療を支える5 

など、医療ニーズは大きく増加しており、深刻な医療人材不足の状況にあり6 

ます。 7 

 8 

２ 原子力災害への対応 9 

（１）避難地域の医療提供体制の再構築 10 

○ 避難地域の現状を踏まえ、避難指示解除の時期等に応じて、以下のとおり、11 

医療機関の再開・再開医療機関の診療継続に向けた支援を行います。 12 

【平成 29 年４月現在、避難指示解除から１年以上経過した市町村】 13 

◆ 住民の帰還が進みつつありますが、依然として、医療機関の再開状況と14 

比較すると、住民の帰還率が低く、震災前と比べて、診療報酬により採算15 

性を確保することが困難な状況にあることから、経営の安定化を図るため16 

の取組を重点的に行っていきます。 17 

 18 

  【平成 29 年４月現在、避難指示解除から１年未満の市町村】 19 

◆ 先行整備された医療機関に対しては、経営改善を促しながら、引き続き、20 

その運営を財政面から支援していきます。 21 

◆ 一層の困難が想定される民間医療機関の再開に当たっては、地域で必要22 

な医療は地域で確保していくことを前提に、財政的支援のみならず、市町23 

村を含め、関係機関が連携し、地域ぐるみで支援を行っていきます。 24 

◆ 避難地域では確保できる人材が限られていることから、人的資源を有効25 

に活用する観点から、他地域の医療機関等との連携や福祉・介護分野への26 

進出・連携を行う取組等に対する支援を行っていきます。 27 

 28 

○ また、帰還した住民に必要な医療が確保できるよう、震災以前に当該医療29 

を提供していた医療機関の再開を支援するだけでなく、必要に応じて、再開30 

した医療機関が新たに必要な医療の提供を行う取組や新たな医療機関による31 

同様の取組などを支援していきます。 32 

 33 
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第１章 東日本大震災への対応 

 

○ 避難地域で提供体制の構築を必要とする医療については、近隣地域の医療1 

提供体制の充実による体制づくりや、遠隔医療による医療提供体制の確保な2 

ど、帰還した住民がその医療を受けることができる機会の確保に努めていき3 

ます。 4 

 5 

○ 「県立ふたば医療センター（仮称）」は、政策医療である二次救急医療を担6 

うこと、また、再開した医療機関への影響を考慮し、一般外来診療を行わな7 

いため、診療報酬のみで採算を確保することは困難であり、運営に必要な財8 

源を継続して確保していく必要があります。 9 

 10 

○ 「県立ふたば医療センター（仮称）」の開院に伴い、二次救急医療の確保に11 

一定の目処が立つ見込みですが、帰還の状況、復旧・復興の進展に応じて、12 

確保すべき医療機能も変化するため、民間医療機関の再開動向を注視しなが13 

ら、医療ニーズを的確に把握し、引き続き、必要な医療の確保に向けた取組14 

を進めていきます。 15 

 16 

○ 震災前に薬局のあった楢葉町、富岡町、浪江町及び飯舘村においては、薬17 

局再開がなされていない状況にあるため、当該４町村に産学官連携による薬18 

局開設協議会を設置・開催し、必要とされる薬局機能、再開のあり方等を検19 

討し、薬局開設を支援します。 20 

 21 

（２）近隣地域の医療提供体制の充実に向けた支援 22 

○ 避難住民等による医療需要の増大に対応するため、「休日夜間の初期救急23 

受入体制の整備支援」や「救急医療従事者の育成」に関する取組等への支援24 

を行います。 25 

また、復興公営住宅団地内に設置される診療所の運営や、不足する医療の26 

機能強化などについて支援を行います。 27 

 28 

○ 近隣地域の医療機関が、避難地域で当面、十分な医療提供体制の構築が困29 

難と見込まれる周産期医療や透析医療（人工透析）等の設備整備等の機能強30 

化等に取り組む場合に支援を行います。 31 

 32 

○ 双葉地域において、「県立ふたば医療センター（仮称）」を中心とした救33 

急医療体制を構築するに当たって、近隣地域の二次・三次救急医療機関の機34 
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第２節 原子力災害への対応 

 

能強化や、避難地域の医療機関との連携等に必要となる医療情報連携基盤の1 

整備等に対する支援を行います。 2 

 3 

（３）原子力災害により不足した医療人材の確保 4 

○ 医療機関の再開等に際しては、専門職である医療人材の育成、資質向上、5 

確保定着を図ることが必要であることから、引き続き、県内全域で避難指示6 

等区域の復興及び住民帰還の加速を支える医療人材の養成、資質向上、確保7 

定着に継続的かつ長期的に取り組んでいきます。 8 

 9 

（４）被災者の健康支援 10 

○ 被災者の生活環境の変化等による健康状態の悪化や感染症の発生、ストレ11 

スや不安の増大、孤立化等の健康問題が懸念される中、被災者への健康支援12 

活動を継続していくことが重要であることから、関係機関や団体と課題や情13 

報を共有するとともに、被災市町村における健康支援活動に対する支援に努14 

めます。 15 

 16 

○ 放射線の健康への影響について県民が抱く不安やストレスの軽減を図るた17 

め、医療機関における放射線に関する相談外来設置への支援等により、県民18 

が放射線に関する情報や知識を充分に得られるよう、リスクコミュニケーシ19 

ョン※を実施していきます。 20 

※リスクに関する情報を共有し、意見交換等を通じて意思疎通と相互理解を図ること。 21 

 22 

（５）県民健康調査による長期的な見守り 23 

○ 県では、東日本大震災やその後の東京電力福島第一原子力発電所事故によ24 

り、多くの県民が健康に不安を抱え、避難生活を余儀なくされた状況を踏ま25 

え、長期にわたり県民の健康を見守り、将来にわたる健康の維持・増進につ26 

なぐことを目的とした「県民健康調査」を、福島県立医科大学と連携して実27 

施しています。 28 

「県民健康調査」では、全県民を対象とした基本調査（外部被ばく線量の29 

推計）、震災当時概ね 18 歳以下の県民を対象とした甲状腺検査、健康診査な30 

どに取り組み、疾病の早期発見・早期治療を図るなど、長期にわたり県民の31 

健康を見守っていきます。 32 

 33 

※お問い合わせ先：福島県立医科大学放射線医学県民健康管理センター 

電話 024－549－5130（土日祝日を除く 9:00～17:00） 

http://fukushima-mimamori.jp/ 

47



 

 

第１章 東日本大震災への対応 

 

（６）福島県立医科大学における対応 1 

○ 福島県立医科大学は、本県唯一の医育機関として、また、高度専門医療を2 

担う中核機関として、東日本大震災以前から、本県の医療の中核を担ってき3 

ました。 4 

 5 

○ 東日本大震災発災と同時に DMAT（災害派遣医療チーム）を機能させ、本6 

県の原子力災害医療の中核的な機能を果たすとともに、県災害対策本部にお7 

いても福島県立医科大学の統括 DMAT が調整機能を担うなど、災害急性期8 

の医療においても、その力を発揮してきました。 9 

また、県民健康調査を県から受託し、県とともに、県民の健康を長期にわ10 

たって見守る体制を整備しています。 11 

 12 

○ 東日本大震災発災と原子力災害からの復興に向け、福島県立医科大学では、13 

「福島県復興計画」及び「福島医大復興ビジョン」に基づき、県民の健康を14 

将来にわたってしっかりと見守るため、放射線医学に関する最先端の研究診15 

療拠点として、平成 28 年 12 月に「ふくしま国際医療科学センター」を開16 

所しました。同センターは、県民健康調査の推進を始め、各種疾病の早期診17 

断や最先端治療、最新の診断・検査薬の開発、人材育成等の機能を担ってい18 

ます。 19 

その中で、医療機能については、小児・周産期医療やがん医療等に係る最20 

先端治療体制の充実、災害・原子力災害医療や救命救急体制の確立、疾病の21 

早期診断体制の整備等を図ることとしています。 22 

今後、「ふくしま国際医療科学センター」の機能を十分に発揮し、県内全域23 

にその効果が及ぶよう、関係機関や団体等の意見を聞きながら、地域の中核24 

的医療機関との連携等の体制づくりを進めていきます。 25 

 26 

○ 本県の復興・再生に当たって、福島県立医科大学には、医療分野における27 

中核的な役割を引き続き担うことが期待されます。 28 

県は、福島県立医科大学がその役割を果たせるよう、必要な支援を行って29 

いきます。 30 
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凡例 

  病院   診療所 

  診療継続・再開 

  再開予定 

  新設・新設予定 

  休止中 西病院 

双葉厚生病院 

避難地域 12市町村の医療機関等の状況 （平成 29年４月現在） 

浪江診療所 

（H29.3開設） 

【避難指示解除準備区域】年間積算線量が２０mSv以下であることが確実であり、住民の早期帰還を目指す地域。 
【居住制限区域】年間積算線量が２０mSvを超える恐れがあり、避難継続を求める地域。 
【帰還困難区域】年間積算線量が５年間経過しても２０mSvを下回らない恐れがあり、現時点で５０mSvを超える地域。 

高野病院 

川内村国保診療所 
（H24.4再開） 

葛尾歯科診療所 
（H28.7再開） 

（診療所は休止中） 

花ぶさ苑医務室 
（H24.4 再開） 

広野町保健センター 
（H24.4 再開） 

もんま整形外科医院 
（H27.4 再開） 

南相馬市立小高病院 
（H26.4 再開） 

小高赤坂病院 

いいたてクリニック 
（H28.9 再開） 

いいたてホーム医務室 

田村市立都路診療所・ 

歯科診療所（H23.7再開） 

国保山木屋診療所 

（H28.10再開） 

富岡中央医院 

（H29.4再開） 

 

富岡町立とみおか診療所 

（H28.10開設） 

 

県立大野病院 

今村病院 

半谷医院 
（H28.4 再開） 

浪江町 

双葉町 
田村市 

富岡町 

広野町 

大熊町 

南相馬市 
川俣町 

川内村 

葛尾村 

楢葉町 

飯舘村 

新妻歯科医院 

（H26.7再開） 

（ 

 

（患者送迎用） 

 

馬場医院 

(H23.8再開) 

双葉病院 

県立大野病院附属 

ふたば復興診療所 
（H28.2開設） 

（ 

 

（患者送迎用） 

 

ホームリリー園医務室 

（H28.3 再開） 

ふたば医療センター 

（H30.4 開院予定） 

ときクリニック 
（H27.10 再開） 

ふたば救急総合医療支援セ
ンター救急医駐在 

（富岡消防署楢葉分署） 

蒲生歯科医院 
（H28.7 再開） 

東電第二原子力 

発電所診療所 
 

（ 

 

（患者送迎用） 

 

東電第一廃炉推進 

カンパニー診療所 

（H26.10開設） 

東電第一原発診療所 

特養かわうち医務室 

（H27.11開設） 
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第２章  医療を支える人材の確保  

  



  

 



 

 

第 1節 医師 

 

第１節 医師 1 

現状と課題 

１ 医療施設従事医師数等 2 

○ 本県の医師不足は、東日本大震災以前から深刻な状況にありました。震災3 

直後はその傾向が顕著となり、その後、医師数は徐々に増加していますが、4 

依然として深刻な状況が続いています。 5 

平成 26 年の本県の医療施設従事医師数は 3,653 人であり、人口 10 万人6 

あたり 188.8 人となっています。全国平均は 233.6 人であり、全国平均よ7 

り 44.8 人少なくなっています。 8 

 9 

○ 医療施設従事医師数の内訳を見ると、本県では病院において全国平均より10 

人口 10 万人あたり 22.0 人少なくなっています。 11 

 12 

図表２－２－１－１ 医療施設従事医師数の推移 13 

 14 
資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 15 

 16 

図表２－２－１－２ 医療施設従事医師数（人口 10 万対）の内訳の推移 17 

 18 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 19 

※医師・歯科医師・薬剤師調査は、常勤・非常勤問わず、主に従事している施設の実人数。 20 
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 1 

○ 県内二次医療圏別に人口 10 万人あたりの医師数をみると、医療施設従事2 

医師総数では、福島県立医科大学附属病院がある県北医療圏が最も多くなっ3 

ています。県全体の人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、直近 104 

年間では概ね増加傾向を示してきましたが、逆に県中医療圏、県南医療圏、5 

いわき医療圏は減少傾向となっています。また、医育機関の附属病院を除く6 

病院の医師数では、県中医療圏が最も多く、県南医療圏が最も少なくなって7 

おり、1.5 倍程度の開きがあり、地域間の偏在が課題となっています。 8 

診療所の医師数についてみると、県北医療圏が最も多く、相双医療圏が最9 

も少なくなっています。県北医療圏の中でも特に福島市に多いなど、診療所10 

の医師数は都市部に偏る傾向が見られます。 11 

 12 

図表２－２－１－３ 二次医療圏の医療施設従事医師数（下段は人口 10 万対） 13 

医療圏 医療施設従事医師数 
病院の医師数 

（医育機関附属病院除く） 
診療所の医師数 

県 北 
1,268 386 393 

258.4 78.7 80.1 

県 中 
988 604 384 

183.2 112.0 71.2 

県 南 
194 108 86 

134.6 75.0 59.7 

会津・南会津 
489 270 158 

176.1 97.2 56.9 

 

会 津 
462 259 142 

184.4 103.3 56.7 

南 会 津 
27 11 16 

99.5 40.5 58.9 

相 双 
153 92 61 

136.7 82.2 54.5 

い わ き 
561 288 273 

160.2 82.2 77.9 

県 全 体 
3,653 1,748 1,355 

188.8 90.3 70.0 

資料：平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 14 

医療圏ごとの人口 10 万対の算出に用いた人口は国勢調査（総務省） 15 

 16 
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 1 

○ 東日本大震災以降の病院勤務の常勤医師数をみると、原子力災害により休2 

止を余儀なくされている病院がある相双医療圏における減少が最も大きくな3 

っています。 4 

県内外からの多くの支援を受けて、相双医療圏では回復の兆しを見せてい5 

ますが、引き続き安定的に医師を確保できる体制を構築していく必要があり6 

ます。また、いわき医療圏については、医師数は増加している一方、避難住7 

民や復興関連事業従事者により医療需要が増大しており、これに対応するた8 

めの医師確保に向けた取組を進めていく必要があります。 9 

 10 

図表２－２－１－４ 病院勤務の常勤医師数の推移 11 

医療圏 H23.3.1 H24.8.1 H27.8.1 H29.8.1 
H23.3.1 から 
H29.8.1 の増減 

H24.8.1 から 
H29.8.1 の増減 

県 北 676 674 704 747 71 73 

県 中 607 576 596 605 ▲2 29 

県 南 110 112 108 122 12 10 

会津・南会津 250 247 300 313 63 66 

 会 津 238 235 288 301 63 66 

南 会 津 12 12 12 12 0 0 

相 双 120 74 89 91 ▲29 17 

い わ き 261 256 259 269 8 13 

合 計 2,024 1,939 2,056 2,147 123 208 

資料：福島県保健福祉部調べ 12 

 13 

○ 平成 29 年８月時点の病院の常勤医師数（医育機関の附属病院を除く）は14 

1,710 人となっており、平成 24 年 8 月時点より 74 人増加しています。 15 

一方、病院が必要と考える常勤医師数は、平成 29 年８月時点で 2,008 人16 

となっており、298 人が不足しています。 17 

  18 
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 1 

図表２－２－１－５ 病院勤務の常勤医師の必要数(H29.8.1) 2 

医療圏 現員数 必要数 現員数と必要数の差 

県 北 361 402 41 

県 中 605 687 82 

県 南 122 140 18 

会津・南会津 262 316 54 

 会 津 250 302 52 

南 会 津 12 14 2 

相 双 91 117 26 

い わ き 269 346 77 

合 計 1,710 2,008 298 

資料：病院調査（福島県） 3 

 4 

○ さらに、原子力災害に起因する子育て世代の医師の県外流出は深刻であり、5 

30 歳代でみると全国では 64,497 人（平成 22 年）から 64,942 人（平成6 

26 年）と 445 人増加（0.7％増）しているのに対し、本県では 682 人（平7 

成 22 年）から 588 人（平成 26 年）と 94 人減少（13.8％減）していま8 

す。 9 

 10 

図表２－２－１－５ 医師の年齢別就業者の割合(平成 26年末) 
     

 

 
 

      

       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       

 
資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 

       
 11 

 12 
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 1 

○ 医師の絶対数が不足している中で、福島県立医科大学では、医学部の入学2 

定員を平成 20 年度から段階的に増やしており、平成 19 年度に 80 名だっ3 

た入学定員は、平成 29 年度は 130 名となっています。 4 

県では、福島県立医科大学医学部の入学定員増に合わせて、医学部卒業後5 

に県内の公的医療機関等において一定期間勤務した場合に返還を免除する6 

「緊急医師確保修学資金制度」を創設し、段階的に拡充してきました。平成7 

29 年度は新たに 48 名の医学部生に貸与を決定しており、平成 20 年度から8 

の累計では 412 名に貸与を決定しています。今後、卒業生が増えてくること9 

から、修学資金を利用する医学部生（以下、「修学資金修学生」という。）10 

の確実な定着を図っていく必要があります。 11 

 12 

○ 県では、深刻な医師不足の状況と東日本大震災・原子力災害の影響を踏ま13 

えて、医師の確保を推進するため、医師確保対策を総合的に担う「福島県地14 

域医療支援センター」を平成 23 年 12 月に福島県立医科大学内に設置しま15 

した。地域医療支援センターでは、以下の取組を行っています。 16 

◆ 医師不足状況等の把握・分析と対応策の企画等 17 

・ 医師不足、医師の地域偏在、診療科の現状等の把握を行い、対応策等18 

を企画。 19 

・ 福島県立医科大学と連携し、医師確保対策を推進。 20 

◆ 医師不足病院の医師確保支援 21 

・ 医療機関や市町村からの要請に応じた福島県立医科大学からの医師派22 

遣調整。 23 

・ ドクターバンクによる求職医師の就業先のあっせん。 24 

・ 研究資金貸与制度による特定診療科医師（産科・小児科・麻酔科）の25 

招へい。 26 

◆ 医師のキャリア形成支援と県内定着促進 27 

・ 修学資金貸与医師の県内定着促進に向けた取組。 28 

・ 県内臨床研修病院の連携強化、指導医の養成等による臨床研修体制の29 

充実。 30 

・ 女性医師等就労環境改善支援事業による女性医師の就業支援等。 31 

・ 医学生や若手医師が定着できる魅力ある指導環境の整備等。 32 

◆ 情報発信と相談への対応 33 

・ 県内の医療事情や医師確保等の取組について情報発信。 34 

・ 県内外の医師、医学生、高校生等からの各種相談への対応。 35 

 36 

○ 平成 30 年度から開始される新たな専門医制度においては、地域医療に対37 

する影響が生じないよう対応していく必要があります。  38 
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２ 特定診療科 1 

○ 医療施設従事医師数を診療科ごとにみると、産婦人科や小児科等の特定の2 

診療科において、特に不足が著しい状況にあります。 3 

最も厳しい状況にあるのは、産婦人科・産科であり、全国では平成 20 年4 

から増加に転じたのに対し、本県では平成 24 年まで減少が続き、平成 265 

年において６人増の 126 名と増加に転じました。産婦人科・産科医について6 

は、第 3 章第 3 節「周産期医療」にも記載していますが、増加を継続できる7 

よう確保を進める必要があります。 8 

また、小児科医については、全国では増加が続いているものの減少傾向に9 

あり、平成26年は207人と平成24年と比較して11名減となっています。10 

15 歳未満人口 1 万人あたりの医師数においても 8.6 人と、全国平均の 10.311 

人を 1.7 人下回っています。小児科医については、第 3 章第 2 節「小児医療」12 

にも記載していますが、病院勤務医が不足しており、その確保を進める必要13 

があります。 14 

図表２－２－１－6 産婦人科・産科医師数の推移 15 

 16 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 17 

 18 

図表２－２－１－7 小児科医師数の推移 19 

 20 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 21 

15 歳未満人口 1 万人対に用いた人口は、平成 22 年は国勢調査人口、 22 

その他は各年 10 月 1 日現在人口（いずれも総務省）  23 
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３ 臨床研修医 1 

○ 医学部を卒業し臨床に従事しようとする医師は、2 年間の臨床研修を受け2 

る必要があり、平成 23 年度（平成 24 年度研修開始）の研修医マッチング3 

では、16 病院の合計募集定員 146 人に対して、マッチ者数は 61 人、定員4 

充足率は 41.８％で全国最下位でした。平成 29 年度は 18 病院の合計募集5 

定員 154 人に対して、マッチ者数は 110 人、定員充足率は 71.4％と震災6 

前の水準を大幅に上回っています。しかしながら、震災以前から本県の定員7 

充足率は低く、臨床研修医の確保は大きな課題となっています。 8 

 9 

図表２－２－１－8 臨床研修医マッチングでの定員充足率の推移 10 

 11 
           資料：厚生労働省調べ 12 

※年度は、研修医マッチング実施年度（臨床研修開始の前年） 13 

 14 

図表２－２－１－9 県内の基幹型臨床研修病院 15 

地 域 医療機関名 

県 北 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

一般財団法人大原記念財団大原綜合病院 

医療生協わたり病院 

福島赤十字病院 

公立藤田総合病院 

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

公益財団法人星総合病院 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

公立岩瀬病院 

県 南 福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

会津・

南会津 

竹田綜合病院 

公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院  

会津中央病院 

相 双 
公立相馬総合病院 

南相馬市立総合病院 

いわき 
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 1 

○ 福島県立医科大学は本県唯一の医育機関であり、その卒業生には、本県で2 

の活躍が期待されています。 3 

福島県立医科大学医学部 6 年生が、臨床研修医マッチングにおいて県内臨4 

床研修病院にマッチングした割合は、平成 20～22 年度は概ね 50％で推移5 

していたところ、平成 23 年度は 40％と大きく落ち込みましたが、平成 246 

年度以降は概ね 50～60％で推移しています。 7 

今後、多くの修学資金修学生が福島県立医科大学医学部を卒業することか8 

ら、修学資金修学生を始めとする福島県立医科大学医学部卒業生について、9 

医師としての第一歩となる臨床研修から、確実に県内への定着を図っていく10 

必要があります。 11 

 12 

図表２－２－１－10 福島県立医科大学医学部 6 年生の 13 

県内臨床研修病院へのマッチングの推移 14 

 15 
※資料：福島県立医科大学調べ 16 

 17 

４ 公衆衛生医師 18 

○ 地域の公衆衛生の中心的機関である保健所（保健福祉事務所）が、その役19 

割と機能を十分に果たしていくためには、保健所長及び公衆衛生医師の役割20 

が重要です。 21 

しかしながら、保健所（保健福祉事務所）に勤務する公衆衛生医師の数が22 

少なくなっており、公衆衛生医師の確保や養成は、地域の公衆衛生の維持向23 

上のため重要かつ喫緊の課題となっています。 24 

 25 

５ 勤務環境の改善 26 

○ 国が行った「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」では、2027 

代の若い医師が当直・オンコールの待機時間を除き１週間で平均 55 時間程28 

度の勤務状況にあるといった医師の過重労働や超過勤務が継続している実態29 

を示しているなど、医療従事者の勤務環境は厳しい状況にあり、平成 27 年30 
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に設置した医療勤務環境改善支援センターを中心として、関係機関と連携し1 

ながら勤務環境の改善を図っていく必要があります。  2 

 3 

施策の方向性と目標 

 4 

（１）施策の方向性 5 

○ 医師の絶対数の不足を解消するため、福島県立医科大学において段階的に6 

行われている医学部の入学定員増に合わせて創設・拡充している「緊急医師7 

確保修学資金」により、福島県立医科大学医学部生の県内定着を図るととも8 

に、帝京大学及び日本医科大学の医学部生を対象とする「地域医療医師確保9 

修学資金」により、県外大学医学部卒業生の県内定着を図ります。さらに、10 

修学資金制度における地域枠を活用し、医学部卒業生の県内への確実な定着11 

を促進します。 12 

また、自治医科大学におけるへき地等に勤務する医師の継続的な養成を進13 

めるとともに、「へき地医療等医師確保修学資金」により、へき地等に勤務14 

する医師の確保を図ります。 15 

併せて、地域医療支援センターにおいて、県及び市町村等の修学資金修学16 

生等に対して、福島県立医科大学や当該市町村等と連携しながら、学生の時17 

からの相談支援や、医師一人一人の経験や専門性に応じたキャリア構築が行18 

えるよう、地域で勤務していても知識習得や技術向上を図ることができる研19 

修機会の提供、多様なロールモデルの紹介を行うなど、キャリア形成を一元20 

的に支援し、県内定着を促進することで、医師の確保を図ります。特に、地21 

域枠の修学資金修学生については、適切なキャリア形成が図られるよう、福22 

島県立医科大学等と連携して、キャリア形成プログラムに沿って養成を図り23 

ます。 24 

さらに、SNS の活用や、施策展開における若手医師の参画の促進などによ25 

り、若手医師の確保に努めます。 26 

一方、新たな専門医制度においては、必要に応じて制度の改善を求めてい27 

きます。 28 

 29 

○ 県内における医師の偏在が課題となっていることを踏まえ、福島県立医科30 

大学と連携して医師の派遣を行うとともに、医師確保修学資金被貸与医師の31 

県内公的医療機関等への配置などにより、必要な医師の確保を図ります。 32 

 33 

○ 特に不足が著しい産婦人科・小児科等の診療科については、研究資金貸与34 

制度等により、医師の確保を図ります。 35 
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また、地域医療支援センターにおいて、修学資金修学生に対する働きかけ1 

を行うなどして、特に不足が著しい診療科の医師の確保を進めます。 2 

 3 

○ 臨床研修医の確保については、県、福島県立医科大学及び臨床研修病院が4 

ネットワークを形成して、全国の医学部生に対する情報発信や魅力ある研修5 

の整備を進めているところであり、県では臨床研修病院の取組を支援すると6 

ともに、福島県立医科大学医学部生や県外大学医学部生を対象とする臨床研7 

修病院のガイダンスの開催や、全国規模のフェアへの出展などを行っていま8 

す。一人でも多くの医学部生が本県での臨床研修に関心を持ち、本県での臨9 

床研修を希望するよう、情報発信を強化し、臨床研修医の確保を図ります。 10 

 11 

○ 「地域で医師を育てる」視点を持って、福島県立医科大学医学部生を始め12 

とする医学部生に対して、地域医療の現場見学や地域住民との交流を行う地13 

域医療の体験研修等を通じて、地域の魅力を積極的に伝えていきます。さら14 

に、中学生、高校生といった若い世代から医療の世界に興味をもってもらえ15 

るようセミナーや体験教室等を開催するなど、県民、行政、医療関係者等が16 

一体となって地域医療を育てる取組を促進し、医師を始めとする医療従事者17 

を守り育てる気運の醸成に努めます。 18 

 19 

○ 公衆衛生医師の確保や養成に当たっては、県と福島県立医科大学が連携し20 

て募集の広報等を行うほか、県と福島県立医科大学健康増進センターが共同21 

で策定した「福島県社会医学系専門医研修プログラム」に基づき、公衆衛生22 

分野で活躍できる社会医学系専門医の養成等に取り組みます。 23 

 24 

○ ワークライフバランスを図りながら働き続けられるよう、医療勤務環境改25 

善支援センターが医療機関向けの研修会の開催や個別相談等を実施するとと26 

もに、病院内保育所の運営支援や、関係機関と連携の下、多様な勤務形態の27 

導入が進められるよう支援するなど、医師を始めとする医療従事者が働きや28 

すい職場環境づくりを促進します。 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 
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（２）目標 1 

指標名 現状値 目標値 備考 

医療施設従事医師数 

3,653 人 

（平成 26 年度） 

検討中 

（平成 35 年度） 
医師・歯科医師・薬剤

師調査（厚生労働省） 
188.8 人 検討中 

病院勤務の常勤医師数 

※下段は人口 10 万対 

1,710 人 

（平成 2９年度） 

2,008 人 

（平成 35 年度） 

福島県保健福祉部調べ 

（医育機関の附属病院

を除く） 

 

※病院調査の結果を踏

まえて目標を設定 

※人口 10 万対の算出

に用いた人口は福島

県の推計人口（福島

県） 

90.8 人 106.6 人 

 

県北医療圏 
361 人 402 人 

74.6 人 83.1 人 

県中医療圏 
605 人 687 人 

113.2 人 128.6 人 

県南医療圏 
122 人 140 人 

86.1 人 98.8 人 

会津・南会津医療圏 
262 人 316 人 

96.7 人 116.6 人 

 

会津 
250 人 302 人 

102.1 人 123.3 人 

南会津 
12 人 14 人 

46.2 人 53.9 人 

相双医療圏 
91 人 117 人 

85.0 人 109.3 人 

いわき医療圏 
269 人 346 人 

77.8 人 100.0 人 

※「病院勤務の小児科医師数」については、第 3 章第 2 節「小児医療」に、「産婦人科・2 

産科医師数」については、第 3 章第 3 節「周産期医療」に記載。 3 
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第２節 歯科医師 1 

現状と課題 

 2 

○ 平成 26 年の本県の医療施設従事歯科医師数は 1,341 人であり、人口 103 

万人あたり 69.3 人となっています。全国平均は 79.4 人であり、全国平均4 

より 10.1 人少なくなっています。 5 

 6 

○ 一方、人口 10 万人あたりの医療施設従事歯科医師数の内訳を見ると、本7 

県においては、医育機関附属の病院の勤務者が 8.4 人（全国平均 7.1 人）、8 

医育機関附属の病院以外の病院の勤務者が 3.2 人（全国 2.４人）と全国平均9 

より多いのに対し、診療所の従事者が 57.7 人（全国 69.9 人）と全国平均10 

より 11.5 人少なくなっています。 11 

 12 

図表２－２－２－１ 医療施設従事歯科医師数の推移 13 

 14 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 15 

 16 

○ 県内二次医療圏別に人口 10 万人あたりの歯科医師数をみると、医療施設17 

従事歯科医師総数では、奥羽大学歯学部附属病院がある県中医療圏が最も多18 

くなっています。 19 

医育機関の附属病院を除く病院の歯科医師数では、会津・南会津医療圏が20 

最も多く、県南医療圏が０となっています。 21 

診療所の歯科医師数についてみると、県南医療圏が最も多く、次いで、県22 

中医療圏が多くなっています。最も少ない相双医療圏は、最も多い県南医療23 

圏の 8 割弱となっており、二次医療圏単位での差が見られます。また、平成24 

26 年度無歯科医地区等調査（厚生労働省）では、無歯科医地区が４市町村に25 

合計 12 地区存在することから、歯科医療の受診機会の確保に努める必要が26 

あります。 27 

1,375  1,376  1,390  

1,274  

1,341  

74.0 75.7 77.1 78.2 79.4 

66.1 67.1 68.5 
64.9 
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80.0
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1,200
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1,600

平成18 20 22 24 26

歯科医師数（福島県） 人口10万対（全国） 人口10万対（福島県） 

人 
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 1 

図表２－２－２－２ 二次医療圏の医療施設従事医師数（下段は人口 10 万対） 2 

医療圏 
医療施設従事 

歯科医師数 
病院の歯科医師数 
（医育機関附属病院除く） 

診療所の 

歯科医師数 

県 北 296 10 275 

60.3 2.0 56.0 

県 中 508 24 334 

94.2 4.4 61.9 

県 南 90 0 90 

62.5 0.0 62.5 

会津・南会津 173 14 159 

62.3 5.0 57.2 

 会 津 156 14 142 

62.2 5.6 56.7 

南 会 津 17 0 17 

62.6 0.0 62.6 

相 双 59 6 53 

52.7 5.4 47.3 

い わ き 215 9 206 

61.4 2.6 58.8 

県 全 体 1,341 62 1,117 

69.3 3.2 57.7 

資料：平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 3 

医療圏ごとの人口 10 万対の算出に用いた人口は国勢調査（総務省） 4 

 5 

○ 歯学部を卒業し臨床に従事しようとする歯科医師は、１年の臨床研修を受6 

ける必要があり、この臨床研修を行う病院・診療所（単独型・基幹型）が、7 

本県には６施設あります。 8 

東日本大震災・原子力災害発災直後の平成 23 年度（平成 24 年度研修開9 

始）のマッチングでは、募集定員 106 人に対して、マッチ者数は 83 人、定10 

員充足率は 78％で全国 30位であり、平成 29年度（平成 30年度研修開始）11 

においても、募集定員 107 人に対して、マッチ者数は 79 人、定員充足率は12 

74％で全国 30 位となっています。今後も、定員充足率を高めていく必要が13 

あります。 14 

 15 

 16 
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図表２－２－２－３ 歯科医師臨床研修マッチングでの定員充足率の推移 1 

 2 

資料：歯科医師臨床研修マッチング協議会調べ 3 

※年度は、マッチング実施年度（臨床研修開始の前年） 4 

 5 

図表２－２－２－４ 県内の基幹型・単独型臨床研修施設 6 

地 域 医療機関名 

県 北 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

県 中 
奥羽大学歯学部附属病院 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

会津・ 

南会津 

会津中央病院 

医療法人渡部会 一箕歯科医院 

いわき いわき市立総合磐城共立病院 

 7 

施策の方向性と目標 

 8 

（１）施策の方向性 9 

○ 関係機関や関係団体等と連携して、無歯科医地区の解消に努めるとともに、10 

在宅歯科医療に関する研修の機会を確保するなど、在宅歯科医療を推進し、11 

歯科医療に恵まれない地域における通院が困難な患者への歯科医療提供体制12 

の確保に努めます。 13 

 14 

○ 歯科医師の臨床研修について、臨床研修を行う医療機関の確保に努めると15 

ともに、関係機関や関係団体と連携して、臨床研修終了後の県内定着を進め16 

ます。 17 

  18 

105  104  

83  

105  105  106  
101  

86  

98% 

97% 

78% 

99% 99% 100% 

94% 

80% 

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

50

100

150

平成21 22 23 24 25 26 27 28

マッチ者数 定員充足率 

人 

65



 

 

第２節 歯科医師 

 

 1 

（２）目標 2 

指標名 現状値 目標値 備考 

医療施設従事歯科医師数 

※下段は人口 10 万対 

1,341 人 

（平成 26 年度） 

検討中 

（平成 35 年度） 

医師・歯科医師・薬剤

師調査（厚生労働省） 

 

※人口 10 万対の算出

に用いた人口は福島

県の推計人口（福島

県） 

69.3 人 検討中 

 3 
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第３節 薬剤師 1 

現状と課題 

 2 

○ 本県の薬剤師数は、平成 26 年末現在 3,455 人、人口 10 万人あたり 3 

17８.6 人で、全国平均の 226.7 人を 48.1 人下回っています。 4 

 5 

○ 本県の薬局・医療施設に従事する薬剤師数は、人口 10 万人あたり 144.86 

人で、全国平均の 170.0 人を 25.2 人下回っており、医薬分業の進展や東京7 

電力福島第一原子力発電所事故の影響により、一部の地域で薬剤師不足が生8 

じています。 9 

 10 

○ 県内には２つの大学に薬学部が設置されており、１学年あたりの定員総数11 

は 230 名（平成 28 年現在）となっていますが、薬学部６年制への移行に12 

伴い平成 22 年度から必修化された病院及び薬局における実務実習について、13 

実習の場の確保及び指導体制の充実を図る必要があります。また、新規卒業14 

生の県内への就職率を上げていくことが課題となっています。 15 

 16 

○ 薬局における薬剤師の役割は、医薬分業の進展により大きくなっています。17 

薬の専門職として医療機関等と連携して患者の服薬情報を把握し、薬学的管18 

理や指導を行い、薬に関する相談に応じることなどが求められています。こ19 

のため、薬剤師の教育、研修を促進し、薬剤師の資質向上を図っていく必要20 

があります。 21 

 22 

○ 国が策定した「患者のための薬局ビジョン」を踏まえ、かかりつけ薬剤師・23 

薬局の推進を図り、患者や住民から真に評価される医薬分業の実現を目指す24 

とともに、地域において県民の健康を支える「健康サポート薬局」を育成す25 

る必要があります。 26 

 27 

○ 医療の高度化に伴い、専門的な知識・技術と臨床経験を有する薬剤師が病28 

院に配置される必要があります。 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 
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図表２－２－３－１ 薬剤師数の推移 1 

 2 
資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 3 

 4 

図表２－２－３－２ 二次医療圏の医療施設従事薬剤師数（下段は人口10万対） 5 

医療圏 
薬局従事 

薬剤師数 

医療施設従事 

薬剤師数 

その他に従事して

いる薬剤師数 

県 北 575 190 185 

120.7 39.9 38.8 

県 中 561 201 259 

105.4 37.8 48.7 

県 南 106 45 45 

73.0 31.0 31.0 

会津・南会津 281 111 49 

101.2 40.0 17.6 

 会 津 267 103 46 

106.8 41.2 18.4 

南 会 津 14 8 3 

50.7 29.0 10.9 

相 双 104 33 24 

58.3 18.5 13.5 

い わ き 472 123 91 

144.7 37.7 27.9 

県 全 体 2,099 703 653 

108.4 36.3 33.7 

資料：平成 2６年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 6 

医療圏ごとの人口 10 万対の算出に用いた人口は国勢調査（総務省） 7 
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人 
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施策の方向性と目標 

１ 薬剤師の確保と定着推進 1 

（１）施策の方向性 2 

   薬剤師は、地域医療、地域包括ケア、健康サポート等に欠かせない重要な3 

役割を担っていることから、以下の取組により、薬剤師の確保と定着を推進4 

します。 5 

 6 

○ 薬学部を有する大学等と県薬剤師会等関係団体の協議の場を設置し、大学7 

等が行う実務実習の場を確保するとともに、実習等を通して、薬剤師として8 

地域に貢献する使命や魅力を伝え、医薬分業の進展に見合った薬剤師の養成9 

と確保を進めます。 10 

 11 

○ 薬学部在籍の大学生に対する県内の就職情報の提供や県内大学との連携支12 

援等により、大学卒業生の県内定着化を進めます。 13 

 14 

○ 避難地域においては、調剤業務に携わる薬剤師の定着を図るため、地域包15 

括ケアシステムスキル習得にかかる研修経費等を支援します。 16 

 17 

（２）目標 18 

指標名 現状値 目標値 備考 

薬局・医療機関に

従事する薬剤師数

※下段は人口 10

万対 

2,802 人 

（平成 26 年度） 

3,202 人 

（平成 35 年度） 

医師・歯科医師・薬剤

師調査 

※ 全国平均を目標 

144.8 人 170.0 人 

 19 

２ 薬剤師の資質の向上と人材育成 20 

○ 県民に対して、服薬情報の一元的・継続的把握、24 時間対応及び関係機21 

関との連携を行う、かかりつけ薬剤師を持つことのメリット等を啓発すると22 

ともに、多職種連携等を図り地域包括ケアシステムを構成する健康サポート23 

薬局を推進します。 24 

 25 

○ 県薬剤師会が実施する各種研修を支援するとともに、医薬品安全確保を目26 

的に実施する薬事監視における助言、指導をとおし、薬剤師の資質向上を図27 

ります。 28 
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第３節 薬剤師 

 

３ 在宅医療に対応できる薬剤師の育成 1 

（１）施策の方向性 2 

○ 病院と薬局の薬剤師による薬薬連携を推進し、地域包括ケアシステム構築3 

に資するとともに、ふくしま医療機器開発支援センターの高機能患者シミュ4 

レーター等を活用し、無菌調剤等の高度な専門技術を身につけた在宅エキス5 

パート薬剤師の育成を推進します。 6 

 7 

（２）目標 8 

指標名 現状値 目標値 備考 

在宅医療エキスパー

ト薬剤師人材育成セ

ミナー受講者数 

０人 

（平成 28 年度） 

320 人 

（平成 32 年度） 

 

 9 

４ 高度薬学管理機能に対応する薬剤師の育成 10 

○ 感染制御、がん、精神科、妊婦・授乳婦及びＨＩＶ感染症の専門分野にお11 

ける薬物療法等についての十分な知識と技術を有するなど、高度な薬学的管12 

理ニーズに対応できる薬剤師の育成を支援します。 13 

 14 

 15 
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第２章 医療を支える人材の確保 

 

第４節 保健師・助産師・看護師・准看護師 1 

現状と課題 

 2 

○ 本県の看護職員の常勤換算就業者数は、平成 28 年末現在 23,407.6 人で3 

あり、平成 25 年 3 月に策定した「福島県看護職員需給計画」における平成4 

28 年の看護職員需要見込み数 23,625 人に対する達成率は 99.1％となっ5 

ており、平成 28 年における人口 10 万人当たりの看護職員の就業者数は全6 

国平均を上回っています。 7 

 8 

○ 一方、年代別の構成をみると、平成 22 年と比較し、全国では 40 歳以上9 

が増加しているのに対し、本県において増加した年代は 50 歳以上となって10 

います。また、実人数では全体で 24,115 人（平成 22 年）から 24,78011 

人（平成 28 年）と 665 人増加（2.8%増）したものの、短時間勤務者の増12 

加により常勤換算では 23,017.4 人（平成２２年）から 23,407.6 人（平13 

成 28 年）と 390.2 人の増加（1.7％増）にとどまっています。 14 

 15 

○ 平成 23 年 3 月の東日本大震災・原子力災害の影響により相双医療圏を中16 

心に多くの看護職員が離職するとともに、20 歳代から 40 歳代の看護職員17 

が減少するなど、看護職員の確保及び看護力の向上が課題となっており、看18 

護職員の確保対策に加え、資質向上の取組も推進する必要があります。 19 

 20 

図表２－２－４－１ 東日本大震災前後の病院の看護職員の就業状況の推移 21 

 H23.3.1 

① 

H25.3.1 

② 

H27.3.1 

③ 

H2９.3.1 

④ 

H2９.8.1 

⑤ 

増減 

⑤－① 

県北 3,391 3,437 3,509 3,567 3,735 344 

県中 4,080 4,097 4,170 4,255 4,383 303 

県南 922 962 939 950 957 35 

会津・南会津 2,480 2,486 2,493 2,507 2,557 77 

 会津 2,378 2,390 2,399 2,407 2,454 76 

南会津 102 96 94 100 103 1 

相双 1,188 731 741 702 699 ▲489 

いわき 2,495 2,592 2,561 2,651 2,685 190 

合計 14,556 14,305 14,413 14,632 15,016 460 

資料：福島県保健福祉部調べ 22 

  23 
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第４節 保健師・助産師・看護師・准看護師 

 1 

図表２－２－４－２ 看護職員の年齢別就業者の割合(平成 28 年末) 
     

 

 
 

      

       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       
       

 
資料：平成 28 年衛生行政報告例 

 

       
○ 平成 29 年度の県内看護師等養成施設（23 施設）の 1 学年の総定員数は2 

1,234 人となっています。18 歳人口の減少等により、県内看護師等養成施3 

設の受験者数の減少や入学定員に対する充足率の低下に伴い県内就業者の減4 

少が予測されるため、看護師等の養成や新卒者の県内確保・定着対策につい5 

て、一層の強化を図る必要があります。 6 

 7 

○ また、在宅医療の進展や医療の高度化・専門化に伴うチーム医療の充実を8 

図るため、安全で質の高い看護サービスを提供できる看護職員の確保が求め9 

られています。 10 

 11 

○ 本県の看護職員を取り巻く状況が大きく変化する中、保健・医療・福祉の12 

復興を目指し、看護職員が生きがいをもって働き続けられるよう、関係機関13 

との密接な連携の下、本県の実情に即した対策を講じていく必要があります。 14 

 15 

施策の方向性と目標 

  16 

（１）施策の方向性 17 

東日本大震災からの復興を目指し、保健・医療・福祉分野における看護職18 

員の安定的な確保を図るため、「福島県看護職員需給計画」により、次の施19 

策を推進します。 20 

 21 

30歳未満, 17.7% 

30歳未満, 16.1% 

30歳代, 24.5% 

30歳代, 22.7% 

40歳代, 27.8% 

40歳代, 25.5% 

50歳代, 20.6% 

50歳代, 25.5% 

60歳以上, 9.5% 

60歳以上, 10.3% 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国 

福島県 

30歳未満 

30歳代 

40歳代 

50歳代 

60歳以上 
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第２章 医療を支える人材の確保 

 

【次代の看護を担う人材の育成】 1 

中学生・高校生を対象とした看護職の普及啓発や看護師等養成施設のＰＲ2 

など、看護職を目指す学生の確保に努めます。 3 

また、看護教員及び実習指導者の育成や教育環境の整備を支援するなど、4 

看護師等養成所の教育体制の充実を図ります。 5 

さらに、准看護師養成所から看護師養成所への移行や看護教育の高等教育6 

化については、設置者の意向を踏まえつつ、その支援に努めます。 7 

 8 

【看護職員の県内への就業及び定着促進】 9 

看護師等学校養成所の在学者が県内の各施設及び自治体の概要や募集情報10 

が入手できるよう、各医療機関等施設や看護師等養成施設、看護関係団体、11 

行政等が連携・協力し、就職情報の提供や就業相談に努めるとともに、修学12 

資金貸与事業や新人看護職員等に対する研修を充実させ、新卒看護職の県内13 

への就業及び定着化を図ります。 14 

また、看護職員がワークライフバランスを図りながら働き続けられるよう15 

に、病院内保育所の運営を支援するとともに、労働及び看護関係機関と連携16 

の下、多様な勤務形態の導入が進められるよう支援するなど、看護職員が働17 

きやすい職場環境づくりを促進します。 18 

さらに、看護職等の離職届出も活用したナースセンターによる求人・求職19 

情報の提供や就業相談を積極的に行うとともに、県内各医療機関等関係機関20 

と連携し、離職した看護職の再就業を支援するための研修会を開催するなど21 

潜在看護職の再就業を促進します。 22 

 23 

【看護職員の資質向上】 24 

社会のニーズや保健・医療・福祉制度の動向を踏まえ、特定行為研修の受25 

講支援や環境整備、認定看護師の養成支援など、特定の看護分野における専26 

門性の高い看護職員の養成に努めます。 27 

また、医師や保健・医療従事者、福祉介護職員、事務職員との適切な業務28 

分担のもとにチーム医療や多職種協働での地域保健福祉活動の推進に向け、29 

看護職の専門性を発揮できるよう、看護関係団体等との連携を図りながら、30 

新任期から継続的なキャリア形成を促進します。 31 

さらに、医療機関のみならず地域における多職種連携等の必要性を伝える32 

研修に対し支援します。 33 

  34 
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第４節 保健師・助産師・看護師・准看護師 

 1 

（２）目標 2 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 3 

指標名 現状値 目標値 備考 

看護職員数 23,407.6 人 

（平成 28 年度） 

25,147.1 人 

（平成 35 年度） 

平成 28 年衛生行

政報告例 

 

※福島県看護職員

需給計画と整合

性を図って目標

を設定 

※人口 10 万対の算

出に用いた人口は

福島県の推計人口

（福島県） 

1,233.2 人 1335.0 人 

保健師数 

 

980.5 人 

（平成 28 年度） 

1,049.3 人 

（平成 35 年度） 

51.7 人 55.7 人 

助産師数 

 

459.0 人 

（平成 28 年度） 

528.5 人 

（平成 35 年度） 

24.2 人 28.1 人 

看護師・准看護師数 

※現状値の内訳 

 看護師 15,548.6 人 

 准看護師6,419.5人 

21,968.1 人 

（平成 28 年度） 

23,569.3 人 

（平成 35 年度） 

1,157.3 人 1,251.3 人 

認定看護師数 
220 人 

（平成 29 年度） 

340 人 

（平成 35 年度） 

日本看護協会公表

データ 

特定行為研修修了者数 
13 人 

（平成 29 年度） 

400 人 

（平成 35 年度） 

厚生労働省・福島

県調べ 

 4 
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第２章 医療を支える人材の確保 

 

第５節 その他の保健医療従事者 1 

Ⅰ 理学療法士・作業療法士 2 

 3 

現状と課題 

 4 

○ 高齢化の進行や疾病構造の変化に伴い、リハビリテーションの需要は高ま5 

っており、高水準の技術や知識を有し、チーム医療の要としての役割を担う6 

高度なサービスを提供する理学療法士・作業療法士の確保が求められていま7 

す。 8 

 9 

○ 医療施設及び介護施設に従事する本県の理学療法士・作業療法士数は、平10 

成 28 年 10 月１日現在、理学療法士は人口 10 万人あたり 64.6 人（全国11 

平均 72.9 人）※、同じく作業療法士は 38.7 人（全国平均 40.5 人）※とな12 

っており、理学療法士数、作業療法士数ともに全国平均を下回っています。 13 

 ※一般診療所のみ平成 26 年 10 月 1 日現在。 14 

 15 

○ 今後、理学療法士・作業療法士の需要動向に配慮しながら、地域の実情を16 

踏まえ、その養成確保により一層努める必要があります。 17 

 18 

施策の方向性と目標 

 19 

（１）施策の方向性 20 

○ 高齢化の進行等に伴うリハビリテーションへの需要に対応するため、養成21 

施設の整備促進等により、理学療法士・作業療法士の安定的な確保と県内定22 

着を推進します。 23 

 24 

○ 県立医大における、理学療法士、作業療法士等を養成する新学部の設置に25 

ついては、平成 33 年４月開学に向け、校舎の建設等を着実に進めるととも26 

に、開学後は高度な知識と技術を備えた医療技術者の育成を図ります。 27 

 28 

○ 医療水準の高度化に対応できる理学療法士・作業療法士を育成するため、29 

研修機会の確保及び関係団体の行う生涯教育の充実を進めます。 30 

 31 

 32 

 33 
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第５節 その他の保健医療従事者 

 

（２）目標 1 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 2 

指標名 現状値 目標値 備考 

理学療法士数 

1,228.5 人 

（平成 26,28 年度） 

1,362.5 人 

（平成 35 年度） 

医療施設調査(平成 26 年)、

病院報告(平成 28 年)、介護

サービス施設・事業所調査

(平成 28 年)より算定。 

※病院・介護施設への調査

結果を踏まえて目標を設

定。 

※人口 10 万対の算出に用

いた人口は福島県の推計

人口（福島県） 

64.6 人 72.3 人 

作業療法士数 

735.5 人 

（平成 26,28 年度） 

873.5 人 

（平成 35 年度） 

38.7 人 46.4 人 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 
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第２章 医療を支える人材の確保 

 

Ⅱ 診療放射線技師 1 

 2 

現状と課題 

 3 

○ 医療の高度化、専門化とともに、高水準の医療技術や知識を有し、チーム4 

医療を担う診療放射線技師に求められる役割はますます大きくなっています。 5 

原子力災害の発災以降、スクリーニングや放射線に関する知識の普及・啓6 

発においても、大きな力を発揮しています。 7 

 8 

○ 本県の医療施設に従事する常勤換算診療放射線技師及び診療エックス線技9 

師数は、平成 28 年 10 月１日現在、人口 10 万人あたり 42.3 人（全国平10 

均 42.9 人）※となっていますが、うち病院の従事者は 36.6 人（全国平均11 

35.1 人）で、全国平均を上回っています。 12 

 ※一般診療所のみ平成 26 年 10 月 1 日現在。 13 

 14 

○ 診療放射線技師の養成施設が県内に存在しないことを踏まえ、今後も引き15 

続き、診療放射線技師の需要動向に配慮しながら、地域の実情を踏まえ、そ16 

の養成確保に努める必要があります。 17 

 18 

施策の方向性と目標 

 19 

（１）施策の方向性 20 

○ 医療技術の高度化や新たな医療需要に適切に対応するため、診療放射線技21 

師の安定的な確保と県内定着を進めるとともに、医療水準の高度化に対応で22 

きる診療放射線技師を育成するため、研修機会の確保及び関係団体の行う生23 

涯教育の充実を進めます。 24 

 25 

○ 県立医大における、診療放射線技師等を養成する新学部の設置については、26 

平成 33 年４月開学に向け、校舎の建設等を着実に進めるとともに、開学後27 

は高度な知識と技術を備えた医療技術者の育成を図ります。 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 
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第５節 その他の保健医療従事者 

 

（２）目標 1 

※常勤換算による。各指標の下段は人口 10 万対。 2 

指標名 現状値 目標値 備考 

診療放射線技師・ 

診療エックス線 

技師数 

804.0 人 

（平成 26,28 年度） 

836.0 人 

（平成 35 年度） 

医療施設調査(平成 26

年)、病院報告(平成 28 年) 

※病院への調査結果を踏

まえて目標を設定 

※人口 10 万対の算出に

用いた人口は福島県の

推計人口（福島県） 
42.3 人 44.4 人 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 
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第２章 医療を支える人材の確保 

 

Ⅲ 歯科衛生士・歯科技工士 1 

 2 

現状と課題 

 3 

○ 歯科医療技術の進歩に対応するため、高度な知識と技術を有する歯科衛生4 

士・歯科技工士の確保が重要です。 5 

また、高齢社会の進展や在宅医療の推進に伴って、歯科診療所内での業務6 

だけではなく、高齢者施設内での口腔機能や口腔衛生の管理、在宅療養者に7 

対する歯科保健指導など、歯科保健における歯科衛生士・歯科技工士の役割8 

が重要になってきています。 9 

 10 

○ 平成２８年末現在の県内就業者数は、人口 10 万人あたり、歯科衛生士11 

73.4 人（全国平均 97.6 人）、歯科技工士 39.6 人（全国平均 27.3 人）と12 

なっており、歯科技工士数は全国平均を上回っていますが、歯科衛生士数は13 

全国平均を下回っています。特に診療所の就業歯科衛生士数は、人口 10 万14 

人あたり 60.9 人（全国平均 88.4 人）と不足しています。また、歯科技工15 

士についても、50 歳以上が 47.0％を占めており、高齢化が進んでいます。 16 

 17 

○ 今後も引き続き、歯科衛生士・歯科技工士の需要動向に配慮しながら、地18 

域の実情を踏まえ、その養成確保に努める必要があります。特に、資格を持19 

ちながら就業していない歯科衛生士・歯科技工士の活用を図るなどの工夫が20 

必要です。 21 

 22 

施策の方向性と目標 

 23 

（１）施策の方向性 24 

○ 高齢社会の進展に伴って歯科保健医療の需要が高まっているため、歯科衛25 

生士・歯科技工士の安定的な確保と県内定着を推進するとともに、歯科保健26 

医療の高度化や多様化に対応できる歯科衛生士・歯科技工士を育成するため、27 

研修機会の確保及び関係団体の行う生涯教育の充実を促進します。 28 

また、関係団体との連携により、就業していない歯科衛生士等に対し研修29 

や実習の機会を提供し、歯科衛生士等の確保につなげます。 30 

 31 

 32 

 33 

 34 
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（２）目標 1 

※各指標の下段は人口 10 万対 2 

指標名 現状値 目標値 備考 

就業歯科衛生士数 

1,396 人 

（平成 28 年度） 

1,709.5 人 

（平成 35 年度） 

衛生行政報告例 (平

成 28 年) 

※歯科診療所等への

調査結果を踏まえ

て目標を設定 

※人口 10 万人あた

りの算出に用いた

人口は福島県の推

計人口（総務省） 

73.4 人 90.8 人 

就業歯科技工士数 

752 人 

（平成 28 年度） 

853.4 人 

（平成 35 年度） 

39.6 人 45.3 人 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

80



 

 

第２章 医療を支える人材の確保 

 

Ⅳ 管理栄養士・栄養士 1 

 2 

現状と課題 

 3 

○ 近年、糖尿病に代表される食生活等の生活習慣と密接な関係がある生活習4 

慣病の増加や在宅医療の進展に伴い、栄養指導や給食管理、栄養管理の重要5 

性が高まっており、保健医療分野における管理栄養士等に求められる役割は6 

ますます大きくなっています。 7 

 8 

○ 各医療保険者が実施する特定健康診査の結果、メタボリックシンドローム9 

該当者又は予備群と判定された者に対し行われる特定保健指導において、管10 

理栄養士は、医師・保健師等とともにその指導者としての役割を担います。 11 

特定保健指導においては、個々人の健康状態やライフスタイルを踏まえな12 

がら、行動変容を促し、生活習慣の改善に結びつけるための広範囲にわたる13 

知識と技術が求められます。 14 

 15 

○ 市町村における管理栄養士等は、健康教育、栄養相談等を通じて、住民の16 

健康づくり及び食生活を直接的に支援し、また、県の保健所における管理栄17 

養士は、市町村や関係機関への支援及び調整、情報収集及び提供、食環境の18 

整備の推進などの役割を担っています。 19 

 20 

○ 現在、浜通りなどの一部の地域においては、管理栄養士等の求人に対し応21 

募がない状況がみられていることから、管理栄養士等の人材確保に努める必22 

要があります。 23 

 24 

 25 

施策の方向性と目標 

 26 

○ 高齢社会の進展や生活習慣病の増加に伴い、栄養指導や給食管理、栄養管27 

理の需要が高まるため、関係団体や養成施設等と連携を図り、管理栄養士等28 

の安定的な確保と県内定着を推進します。 29 

 30 

○  個々の健康状態等に応じた生活習慣の改善及び生活の質の向上に適切に対 31 

応するため、関係機関と連携して、研修機会の確保に努め、管理栄養士及び 32 

栄養士の資質向上を図ります。 33 

 34 
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Ⅴ 臨床検査技師 1 

 2 

現状と課題 

 3 

○ 医療の高度化、専門化とともに、臨床検査技師は疾病の診断、治療にとっ4 

て重要な役割を果たしてきました。 5 

  原子力災害後には、県民健康調査の一環として実施している甲状腺検査や6 

細胞診検査など、臨床検査技師の果たす役割は高まっています。 7 

 8 

○ 本県の医療施設に従事する常勤換算臨床検査技師及び衛生検査技師数は、9 

平成 28 年 10 月１日現在、人口 10 万人あたり 53.1 人（全国平均 52.410 

人）※となっています。 11 

 ※一般診療所のみ平成 26 年 10 月 1 日現在。 12 

 13 

○ 今後も引き続き、臨床検査技師の需要動向に配慮しながら、地域の実情を14 

踏まえ、その養成確保に努める必要があります。 15 

 16 

施策の方向性と目標 

 17 

○ 複雑化、高度化する臨床衛生検査に適切に対応するため、臨床検査技師等18 

の安定的な確保と県内定着を推進します。 19 

 20 

○ 県立医大における、臨床検査技師等を養成する新学部の設置については、21 

平成 33 年４月開学に向け、校舎の建設等を着実に進めるとともに、開学後22 

は高度な知識と技術を備えた医療技術者の育成を図ります。 23 

 24 

○ 複雑化、高度化する臨床衛生検査に対応できる臨床検査技師等を育成する25 

ため、県臨床検査技師会と連携して資質向上を図るとともに、関係団体が実26 

施する生涯教育の充実を進めます。 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 
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Ⅵ 視能訓練士・言語聴覚士・臨床工学技士・精神保健福祉士・社会福1 

祉士等 2 

 3 

現状と課題 

 4 

○ 医療の高度化、専門化にとともに、高水準の医療技術や知識を有し、チー5 

ム医療を担う視能訓練士等に求められる役割はますます大きくなっています。 6 

また、保健・医療・福祉の連携を推進していくにあたって、精神保健福祉7 

士や社会福祉士に求められる役割も大きくなっています。 8 

 9 

○ 本県の人口 10 万人当たりの従事者数は、平成 28 年 10 月１日現在、視10 

能訓練士 6.1 人（全国平均 6.3 人）、言語聴覚士 10.3 人（全国平均 12.511 

人）、臨床工学技士 24.4 人（全国平均 20.6 人）、精神保健福祉士 8.2 人12 

（全国平均 8.8 人）、社会福祉士 11.9 人（全国平均 9.6 人）※となってお13 

り、視能訓練士、言語聴覚士と精神保健福祉士は全国平均を下回っています。 14 

※一般診療所のみ平成 26 年 10 月 1 日現在。 15 

 16 

○ 今後も引き続き、視能訓練士、言語聴覚士、臨床工学技士、精神保健福祉17 

士、社会福祉士等の需要動向に配慮しながら、地域の実情を踏まえ、その養18 

成確保に努める必要があります。 19 

 20 

施策の方向性と目標 

 21 

○ 医療技術の高度化や新たな医療需要に適切に対応し、保健・医療・福祉の22 

連携を一層推進するため、視能訓練士、言語聴覚士、臨床工学技士、精神保23 

健福祉士、社会福祉士等の安定的な確保と県内定着を推進するとともに、研24 

修機会の確保及び関係団体の行う生涯教育の充実を進めます。 25 

 26 

83



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章  救急医療等事業別の医療体制の構築  

  



  

 



 

 

第 1 節 救急医療 

 

第１節 救急医療 1 

現状と課題 

 2 

○ 東日本大震災・原子力災害により、県内の８割の病院が被災し、医科・歯3 

科診療所、薬局等にも大きな被害が生じた上に、病院の常勤医師が 70 人以4 

上減少するなど、医療従事者の流出もあり、本県の医療提供体制は大きな打5 

撃を受けました。 6 

 その後、第 6 次医療計画、福島県浜通り地方医療復興計画及び避難地域等7 

医療復興計画等に基づき、医療関係者を始め、国、県、市町村や関係団体及8 

び県民のたゆまぬ努力によって、確実に復興を果たしてきていますが、未だ9 

震災前の水準には至らないところもあり、引き続き救急医療体制の整備を図10 

る必要があります。 11 

一方、県内共通の課題として、高齢化の進展とともに救急搬送件数は増大12 

し、救急搬送に占める高齢者の割合も増加が見込まれる状況にあります。さ13 

らには、脳卒中や急性心筋梗塞等の生活習慣病に起因する急病への対応をは14 

じめ、精神科救急体制との連携などの諸課題へ対応が求められています。 15 

 16 

１ 救護 17 

（１）救急搬送等 18 

○ 本県の救急車による救急搬送人数は、平成 17 年をピークに概ね減少傾向19 

にありましたが、平成 22 年から増加に転じ、平成 27 年は 74,745 人とな20 

っています。 21 

 22 

○ 事故種別に見ると、交通事故による搬送が減少傾向にあるのに対し、急病23 

や一般負傷による搬送が増加傾向にあります。 24 

 25 

○ 傷病程度別に見ると、平成 27 年は重症患者が 11.6%、中等症患者が26 

38.2%、軽症患者が 50.2%となっています。 27 

近年、軽症患者の割合が増加傾向にありますが、救急車、救急医療機関と28 

もに限りがある中で、真に救急医療が必要とされる重症患者等への対応に支29 

障を来す可能性があります。NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベ30 

ース。通称「ナショナルデータベース」。以下、「NDB」という。）の分析31 

結果からは、いわき医療圏における救命救急センターへの救急患者集中が見32 

られます。 33 

このため、救急車や救急医療機関の適正利用、家庭や職場における応急手34 
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当の普及啓発等を図る必要があります。 1 

 2 

○ 平均収容所要時間は全国的にも長くなっている傾向にあり、本県は平成 273 

年は 43.4 分と、全国平均より 4.0 分長くなっています。しかし、救急現場4 

における救急救命士等の処置が充実すれば現場滞在時間が長くなるため、収5 

容所要時間の増は、一概に悪い面ばかりとはいえません。 6 

 7 

○ 平成 27 年の「重症以上の傷病者の搬送において、医療機関に 4 回以上受8 

入の照会を行った割合」を見ると、県全体では 5.4％となっており、全国平9 

均の 2.7％を上回っています。特に、相双医療圏が 9.2％、いわき医療圏が10 

12.3％となっており、高い傾向が見られます。 11 

病院と救急隊の連携を強化し、効率的・効果的な救急搬送を行える体制を12 

整備する必要があります。 13 

 14 

図表２－３－１－１ 事故種別救急搬送状況（福島県） 15 

 16 

資料：救急・救助の現況（総務省消防庁） 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 
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図表２－３－１－2 傷病程度別救急搬送状況（福島県） 1 

 2 

資料：消防防災年報（福島県）、救急・救助の現況（総務省消防庁） 3 

 4 

図表２－３－１－３ 平均収容所要時間 5 

 6 

資料：救急・救助の現況（総務省消防庁） 7 

 8 

図表２－３－１－４ 重症以上の傷病者搬送において、現場滞在時間が 30 分 9 

以上の割合と、医療機関に４回以上受入照会を行った割合 10 

 11 

資料：平成 27 年度中の救急搬送における医療機関の受入状況実態調査（総務省消防庁） 12 
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（２）救急隊 1 

○ 救急隊の状況を見ると、広大な県土を有する本県の救急車数は平成 28 年2 

4 月 1 日現在 132 台となっており、人口 10 万人あたりでは全国平均の 4.93 

台を大きく上回る 6.9 台となっていますが、高規格救急車※の割合には地域4 

格差があり、県全体では 80.3%で、全国平均の 94.6％を大きく下回ってい5 

ます。 6 

 7 

○ また、本県の救急救命士数は平成 28 年 4 月 1 日現在で 433 名であり、8 

救急隊に占める「救命士が常時乗車している救急隊」の割合は 77.3％と、9 

全国平均の 89.3％を大きく下回っています。 10 

 11 

○ 救急隊員の技能維持に努めるとともに、救急業務の高度化に対応するため、12 

救急救命士の養成や高規格救急車の導入を進める必要があります。 13 

 14 

 15 

２ 救急医療 16 

 17 

○ 平成 28 年の救急医療体制調査によると、全国の二次救急医療機関数は、18 

人口 10 万人あたり 2.2 となっていますが、本県は 6.4 となっており、本県19 

は二次救急医療機関が多いという特徴があります。 20 

 21 

図表２－３－１－５ 二次救急医療機関数（人口 10 万人あたり） 22 

 23 
資料：平成 28 年救急医療体制調査（厚生労働省） 24 

 25 

○ 平成 21 年の消防法改正に伴い、全都道府県に、「傷病者の搬送及び受入26 
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※ 高規格救急車 

救急救命士等が高度な処置を行うために必要な資機材を積載した救急車 
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れの実施に関する基準」（以下「実施基準」という。）を策定することが義1 

務づけられました。 2 

本県においても、実施基準を策定し、平成 23 年１月１日から施行してお3 

り、今後は定期的な見直しが必要となります。医療機関には、傷病者の受入4 

に当たって実施基準を尊重し、消防機関から実施基準に従った受入照会があ5 

った場合には傷病者を受け入れられる体制を整えておくことが求められます。 6 

 7 

○ 平成 27 年の心肺機能停止患者の予後の状況を見ると、心臓の病気が原因8 

で、かつ一般市民に心肺機能停止の時点が目撃された患者の一か月後の生存9 

率が全国平均 11.3％に対して本県は 7.5％、一か月後の社会復帰率が全国平10 

均 7.0％に対して本県は 4.7％と、いずれも下回っています。 11 

心肺機能停止傷病者全搬送人員に対して一般市民により除細動が実施され12 

た割合が全国平均 1.5％に対して本県は 0.8％と低いなど、病院前救護にお13 

ける課題も考えられますが、生存率や社会復帰率を上げていくためには、救14 

急医療の質の向上が必要です。 15 

 16 

３ 救命後の医療 17 

○ 救急医療機関に搬送された患者が、急性期を乗り越えた後も、救急医療専18 

用の病床からの転床・転院が停滞し、結果的に救急医療用の病床を長時間使19 

用することによって、救急医療機関が新たな救急患者を受け入れることが困20 

難になる、いわゆる救急医療機関の「出口の問題」が指摘されています。 21 

救急医療機関からの速やかな転院は、空床を確保する観点で救急医療機関22 

の救急患者受入体制にも資するものであり、救急医療機関と救命後の医療を23 

担う医療機関との連携を促進していく必要があります。 24 

 25 

○ 「２ 救急医療」に既述のとおり、本県における心肺機能停止患者の一か26 

月後の社会復帰率は、全国平均と比較して低い状況にあります。 27 

社会復帰には、救護から、救命期の医療、救命期後の医療の全てが関係し28 

ており、早期のリハビリ実施等には、救急医療機関と在宅医療を含む救命期29 

後の医療を担う医療機関の連携が欠かせません。 30 

 31 

必要となる医療機能 

 32 

１ 救護 33 

（１）県民に求められる役割 34 

〇 患者や周囲の方が、必要に応じて、速やかに救急車の出動要請や救急蘇35 
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生法を実施できるよう、以下の役割が求められます。 1 

 2 

◆ けが人や急病人が発生した場合、その付近に居合わせた人（バイスタ3 

ンダー）が応急手当を正しく速やかに行えば、傷病者の救命効果が向上4 

し、傷病治療の経過にも良い影響を与えます。 5 

消防機関が実施する講習会の受講等により、一人でも多くの県民が、6 

傷病者に対する応急手当や、AED の使用を含めた救急蘇生法を実施でき7 

るようになることが必要です。 8 

◆  けが人や急病人が発生した場合に、その救護のため、救急蘇生法の実9 

施に加え、必要に応じて適切かつ速やかに救急要請することや適切な医10 

療機関を受診することが大切です。  11 

◆  日ごろからかかりつけ医をもち、また、福島県で行っている次の救急12 

電話相談等を利用するなどして、適切な医療機関の受診、適切な救急車13 

の要請、他の交通手段の利用等を判断することが大切です。 14 

 15 

【救急医療情報案内サービス】 

休日当番医を案内します。受診の際は、必ず事前に電話で医療機関に

確認してから受診してください。 

○電話番号 ０１２０－９６３－９９０ 

 16 

【福島県子ども救急電話相談】 

子どもさんの様子をお聞きし、家庭で可能な対処法などについてのア

ドバイスを行い、必要があれば受診可能な医療機関を案内しています。 

○電話番号 ＃８０００（携帯電話からも利用できます。） 

つながらない場合は、０２４－５２１－３７９０ 

○受付時間 毎日午後 7 時～翌朝 8 時 

 17 

【福島県精神科救急情報センター】 

夜間において、精神疾患を有する方や、そのご家族などからの緊急的

な精神医療相談を電話にて受け付けています。相談内容に対して助言を

行い、必要に応じて医療機関の紹介を行います。 

○電話番号 ０５７０－７８３１４７ 

○受付時間 午前 8 時 30 分～午後１０時３０分 

 18 

（２）消防機関に求められる機能 19 

〇 実施基準の運用により、傷病者の搬送及び医療機関への受入れが適切に20 
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行われることや、地域住民の救急医療への理解を深めるために、以下の機1 

能が求められます。 2 

◆ 消防機関には、県民が求められる役割を担えるよう、応急手当や AED3 

の使用方法に関する講習会等を開催するなど、関係機関や関係団体等と4 

連携・協力して、救急蘇生法を広く県民に普及すること。 5 

◆ また、早期の救急車の出動要請が必要な脳卒中や急性心筋梗塞等の疾6 

患について、関係機関と連携・協力して住民教育を行うこと。 7 

◆ 救急搬送にあたっては、地域メディカルコントロール協議会により定8 

められた手順に則して、心肺機能停止、外傷、急病等の患者に対する適9 

切な観察・判断・処置を実施するとともに、実施基準等により事前に各10 

救急医療機関の専門性を把握した上で、搬送手段を選定し、適切な急性11 

期医療を担う医療機関を選定し、傷病者を速やかに搬送すること。 12 

 13 

（３）メディカルコントロール協議会等に求められる機能 14 

○ 救急救命士等の活動が適切に実施され、傷病者の搬送及び医療機関への15 

受入れが適切に行われるよう、以下の機能が求められます。 16 

◆ 以下の手順を策定し、事後検証等を行って随時改訂していくこと。 17 

・ 救急救命士等の行う処置や疾患に応じた活動手順。 18 

・ 実施基準を踏まえ、搬送手段を選定し、適切な医療機関に搬送する19 

ための手順。 20 

◆ 医師から救急救命士に対する直接指示・助言体制が確立されているこ21 

と。 22 

◆ 救急救命士等への再教育を実施すること。 23 

◆ ドクターカーやドクターヘリ等の活用の適否について、地域において24 

定期的に検討すること。 25 

◆ ドクターヘリや消防防災ヘリコプター等の活用に際して、関係者の連26 

携について協議する場を設け、効率的な運用を図ること。 27 

◆ 地域包括ケアシステムの構築に向け、第二次救急医療機関等の救急医28 

療機関、かかりつけ医や介護施設等の関係機関が連携・協議する体制を29 

メディカルコントロール協議会等を活用して構築し、より地域で連携し30 

たきめ細かな取組を進めること。なお、協議会は必要に応じて年間数回31 

以上開催すること。 32 

 33 

２ 救急医療 34 

各機能を担う医療機関は、別表「福島県救急医療体制」のとおりです。 35 

（１）救命救急医療機関（第三次救急医療）の機能 36 
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○ 救命救急医療機関には、24 時間 365 日救急搬送を受け入れ、傷病者の1 

状態に応じた適切な情報や救急医療を提供するため、緊急性・専門性の高2 

い脳卒中、急性心筋梗塞等や重傷外傷等の複数の診療科領域にわたる疾病3 

等、幅広い疾患に対応して、高度な専門的医療を実施することが求められ4 

ます。また、その他の医療機関では対応できない重篤患者への医療を担当5 

し、地域の救急患者を最終的に受け入れる役割を果たすとともに、救急救6 

命士等へのメディカルコントロールや救急医療従事者への教育を行う拠点7 

となることが求められます。具体的には、以下の機能が求められます。 8 

◆ 脳卒中、急性心筋梗塞、重症外傷等の患者や、複数の診療科にわたる9 

重篤な救急患者を、広域災害時を含めて 24 時間 365 日必ず受け入れる10 

ことが可能であること。 11 

◆ 集中治療室（ICU）、心臓病専用病室（CCU）、脳卒中専用病室（SCU）12 

等を備え、常時、重篤な患者に対し高度な治療が可能なこと 13 

◆ 救急医療について相当の知識及び経験を有する医師（救急科専門医等）14 

が常時診療に従事していること。 15 

◆ 必要に応じ、ドクターヘリ、ドクターカーを用いた救命救急医療を提16 

供すること。 17 

◆ 救命救急に係る病床の確保のため、一般病棟の病床を含め、医療機関18 

全体としてベッド調整を行う等の院内の連携がとられていること。 19 

◆ 急性期のリハビリテーションを実施すること。 20 

◆ 急性期を経た後も、重度の脳機能障害（遷延性意識障害等）の後遺症21 

がある患者、精神疾患を合併する患者、人工呼吸器による管理を必要と22 

する患者等の、特別な管理が必要なため退院が困難な患者を転棟、転院23 

できる体制にあること。 24 

◆ 実施基準の円滑な運用・改善及び地域のメディカルコントロール体制25 

の充実に当たり積極的な役割を果たすこと。 26 

◆ DMAT※派遣機能を持つ等により、災害に備えて積極的な役割を果たす27 

こと。 28 

◆ 救急医療情報センターを通じて、診療機能を住民・救急搬送機関等に29 

周知していること。 30 

◆ 医師、看護師等の医療従事者に対し、必要な研修を行う体制を有し、31 

研修等を通じ、地域の救命救急医療の充実強化に協力していること。 32 

◆ 救急救命士の気管挿管・薬剤投与等の病院実習や、就業前研修、再教33 

育などに協力していること。 34 

◆ 「救急病院等を定める省令」によって定められる救急病院※※であるこ35 

と。 36 
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※ DMAT（災害派遣医療チーム）については第 3 章第 4 節「災害時医療」を参照。 1 

※※ 救急医療について、相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事してい2 

るなど、一定の要件を満たし、都道府県知事が告示し指定する病院。 3 

 4 

（２）入院を要する救急医療を担う医療機関（第二次救急医療）の機能 5 

○ 第二次救急医療機関には、24 時間 365 日、救急搬送の受け入れに応じ、6 

傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供するため、地域で発生する救7 

急患者への初期診断を行い、必要に応じて入院治療を行うことが求められ8 

ます。 9 

また、医療機関によっては、脳卒中、急性心筋梗塞等に対する医療等、10 

自施設で対応可能な範囲において高度な専門的診療を担うことが求められ11 

ます。 12 

さらには、自施設では対応困難な救急患者については、必要な救命措置13 

を行った後、速やかに、救命救急医療を担う医療機関等へ紹介するととも14 

に、救急救命士等への教育機能も一部担うことが求められます。 15 

具体的には、以下の機能が求められます。 16 

◆ 救急医療について相当の知識及び経験を有する医師が常時診療に従事17 

していること。 18 

◆ 救急医療を行うために必要な施設及び設備を有すること。 19 

◆ 救急医療を要する傷病者のために優先的に使用される病床または専用20 

病床を有すること。 21 

◆ 救急隊による傷病者の搬送に容易な場所に所在し、かつ、傷病者の搬22 

入に適した構造設備を有すること。 23 

◆ 急性期にある患者に対して、必要に応じて早期のリハビリテーション24 

を実施すること。 25 

◆ 初期救急医療機関や精神科救急医療体制等と連携していること。 26 

◆ 当該病院では対応できない重症救急患者への対応に備え、近隣のより27 

適切な医療機関と連携していること。 28 

◆ 救急医療情報センターを通じて、診療可能な日時や、診療機能を住民・29 

救急搬送機関に周知していること。 30 

◆ 医師、看護師、救急救命士等の医療従事者に対し、必要な研修を行う31 

こと。 32 

◆ 救急病院等を定める省令によって定められる救急病院であること。 33 

 34 

 35 

 36 

 37 
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（３）初期救急医療を担う医療機関の機能 1 

○ 主に、独歩で来院する軽度の救急患者への夜間及び休日における外来診2 

療を行い、傷病者の状態に応じた適切な救急医療を提供するため、以下の3 

機能が求められます。 4 

◆ 救急医療の必要な患者に対し、外来診療を提供すること。 5 

◆ 休日・夜間急患センターの設置や、在宅当番医制などと合わせて、地6 

域で診療の空白時間が生じないように努めること。 7 

◆ 病態に応じて速やかに患者を紹介できるよう、近隣の医療機関や精神8 

科救急医療体制等と連携していること。 9 

◆ 休日・夜間に対応できる薬局と連携していること 10 

◆ 自治体等との連携の上、診療可能時間や対応可能な診療科等について11 

住民等に周知していること。 12 

 13 

３ 救命後の医療 14 

○ 救命救急医療機関等からの転院を受け入れ、在宅等での療養を望む患者に15 

対し医療機関からの退院を支援するとともに、合併症、後遺症のある患者に16 

対して慢性期の医療を提供するため、救命後の医療を担う医療機関には以下17 

の機能が求められます。 18 

◆ 救急医療機関と連携し、人工呼吸器が必要な患者や、気管切開等のある19 

患者を受け入れる体制を整備していること。 20 

◆ 重度の脳機能障害(遷延性意識障害等)の後遺症を持つ患者を受け入れる21 

体制を整備していること。 22 

◆ 救命期を脱した救急患者で、精神疾患と身体疾患を合併した患者につい23 

て、精神科医療機関との連携により受け入れる体制を整備していること。 24 

◆ 生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問及び通所リ25 

ハビリテーションを含む）が実施可能であること。 26 

◆ 日常生活動作（ADL）の低下した患者に対し、在宅等での包括的な支援27 

を行う体制を確保していること。 28 

◆ 通院困難な患者の場合、訪問看護ステーション、薬局等と連携して在宅29 

医療を実施すること、また居宅介護サービスを調整すること。 30 

◆ 救急医療機関及び在宅での療養を支援する医療機関等と診療情報や治療31 

計画を共有するなどして連携していること。 32 

◆ 診療所等の維持期における他の医療機関と、診療情報や治療計画を共有33 

するなどして連携していること。 34 

 35 

 36 
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施策の方向性と目標 

  1 

  本県の救急医療における現状と課題を踏まえ、個々の役割と医療機能、それを2 

満たす各関係機関、さらにそれら関係機関相互の連携により、病院前救護活動か3 

ら社会復帰までの医療が連携し継続して実施される体制を構築します。 4 

  なお、避難地域等の救急医療体制については、避難地域等医療復興計画に基づ5 

き、平成 30 年 4 月より開所する「県立ふたば医療センター（仮称）」を核とし6 

て体制構築を図ります。 7 

 8 

１ 救護 9 

（１）施策の方向性 10 

○ 東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い設定された避難指示区域によ11 

り、浜通りが南北に分断されたことから、メディカルコントロール体制を見12 

直し、県北医療圏と相双医療圏北部を一つの地域としたところであり、両地13 

域の救急医療関係者の更なる連携の促進を図ります。 14 

 15 

○ 救急搬送に占める軽症患者の割合が増加傾向にあり、患者側の専門医志向16 

等により二次、三次の救急医療機関に患者が集中する傾向があり、ひいては、17 

真に救急対応が必要な方への救急医療へ支障を来すおそれがあります。した18 

がって、傷病の程度や緊急性により体系的に整備されている救急医療体制が19 

本来の機能を果たせるよう、県・市町村・消防機関・教育機関・医療機関・20 

医療関係団体等の関係機関が連携して、県民に対して救急医療機関の適正な21 

受診に向けた周知啓発を進めるとともに、傷病の程度の緊急度に応じた適切22 

な救急対応についての相談に応じる体制の充実に努めます。 23 

 また、県民が必要に応じた救急車の出動要請や救命処置を実施できるよう、24 

AED 使用を含めた救急に関する講習会の実施等を進めます。 25 

 26 

○ 消防機関と医療機関の連携を強化し、消防機関の速やかな搬送先選定を支27 

援するため、実施基準の見直しを進めます。さらには平成 28 年 11 月に福28 

島市消防本部、伊達地方消防組合消防本部管内で運用が開始された、福島県29 

救急搬送受入支援システム（e-MATCH）の全県的な普及を目指すとともに、30 

本システム等から得られるデータを活用し、救急医療の質の向上を図ります。 31 

 32 

○ 救急業務の高度化に対応するため、各消防本部における救急救命士の計画33 

的な養成を進めるとともに、高規格救急車の導入の促進に努めます。 34 

 35 
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○ 福島県救急医療対策協議会、福島県メディカルコントロール協議会及び各1 

地域に設置された協議会をとおして、プロトコール及び実施基準の見直しを2 

進め、搬送中における医療の質の維持及び向上、消防機関と救急医療の連携3 

強化を図り、地域の実情に応じた救急搬送体制の充実等を進めます。 4 

 5 

（２）目標 6 

指標名 現状値 目標値 備考 

救急隊のうち救命士

常時運用隊の比率 

77.3% 

（平成 28 年） 

89.3% 

（平成 35 年） 

救急・救助の現況（総務

省消防庁） 

※ 全国平均を目標。 

 7 

２ 救急医療 8 

（１）施策の方向性 9 

○ 避難地域等医療復興計画に基づき、相双医療圏における二次救急医療体制10 

の充実強化を図ります。 11 

また、震災後に、相双医療圏北部と県北医療圏の医療連携を進めるため、12 

福島県立医科大学附属病院の救命救急センターが相双医療圏北部の三次救急13 

医療を担ってまいりましたが、継続して相馬エリアの三次救急医療の確保を14 

進めていきます。 15 

 16 

○ より効果的な救急医療提供体制の確保を図るため、福島県救急医療対策協17 

議会及び各地域救急医療対策協議会等を通じて、救急医療を担う医療機関相18 

互の連携、一般医療機関と精神科医療機関との連携を促進します。 19 

 20 

○ 小児救急医療については、小児地域支援病院や小児地域医療センターを中21 

心とした地域における体制の整備とともに、これらの施設では対応が困難な22 

患者に対して高度な小児専門医療を提供する小児中核病院（公立大学法人福23 

島県立医科大学附属病院）が連携した小児救急医療の体制整備に努めます。 24 

 25 

○ 救急医療を担う人材については、不足が深刻な状況にあることから、公立26 

大学法人福島県立医科大学等と連携して、医師を始めとする救急医療従事者27 

の確保を進めます。 28 

 29 

○ 救急医療の質の向上を図るため、救急医療機関の施設設備等の整備を支援30 

し、ハード面の充実を図るとともに、救急医療従事者の研修受講等を支援す31 

ることで、ソフト面の充実を図ります。 32 
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◆ 初期救急医療については、休日夜間急患センター等の施設設備整備を支1 

援するとともに、診療科目、診療時間の充実及び未設置市の解消に向け、2 

関係自治体の取組を促進します。 3 

◆ 二次救急医療については、県土が広大な本県においては、特に二次救急4 

医療機関の果たす役割が重要であることから、病院群輪番制病院等の施設5 

設備整備等を支援します。 6 

◆ 三次救急医療については、救命救急センターの施設設備の充実や運営を7 

支援するとともに、ドクターヘリの運航を支援します。 8 

また、ドクターヘリの有効活用を図る観点から、救急医療機関における9 

ヘリポート整備を支援します。 10 

 11 

 〇 重症度・緊急度に応じた医療の提供を可能とするため、以下の体制を構築12 

します。 13 

  ◆ 患者の状況に応じた適切な救急医療の提供 14 

  ◆ 救急医療に係る資源の効率的な配置とアクセス時間を考慮した整備 15 

  ◆ 必要に応じて、より高度・専門的な救急医療機関へ速やかに紹介できる16 

連携体制 17 

  ◆ 脳卒中・急性心筋梗塞・重傷外傷等のそれぞれの疾患に応じた医療体制 18 

  ◆ 急性期を乗り越えた救命救急センターの患者を一般病棟へ円滑に転棟19 

できる体制 20 

 21 

（２）目標 22 

指標名 現状値 目標値 備考 

休日夜間急患センター

及びこれに準じた初期

救急医療機関を整備し

ている地区数 

10 

（平成 28 年度） 

13 

（平成 35 年度） 

現状値は、休止中

１を含む。 

※ 13 市全ての

整備を目標。 

心原性でかつ一般市民

により心肺機能停止の

時点が目撃された症例

の 1 か月後生存率 

8.6％ 

（平成 28 年） 

13.0％ 

（平成 35 年） 

救急・救助の現況

（総務省消防庁） 

※ 全国平均

13.0 以上を目

標 

 23 

３ 救命後の医療 24 

（１）施策の方向性 25 

○ 地域連携クリティカルパスの導入を進めるなど、救急医療機関と救命期後26 

の医療を担う医療機関、さらに在宅医療を担う医療機関の連携を促進し、救27 

急搬送患者の社会復帰率の向上を図ります。 28 
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 1 

〇 救急医療機関等から療養の場へ円滑な移行が可能となるよう、以下の体制2 

を構築します。 3 

 ◆ 救命期を脱するも、重度の合併症、後遺症のある患者が、救急医療施設4 

から適切な医療機関に転院できる体制 5 

 ◆ 重度の合併症、後遺症のある患者が、介護施設・在宅で療養を行う際に、6 

医療及び介護サービスが相互に連携できる体制 7 

 ◆ 地域包括ケアシステムの構築に向け、救急医療機関の機能と役割を明確8 

にし、地域で連携したきめ細かな取組を行うことができる体制 9 

 10 

（２）目標 11 

指標名 現状値 目標値 備考 

心原性でかつ一般市民

により心肺機能停止の

時点が目撃された症例

の 1 か月後社会復帰率 

5.1％ 

（平成 28 年） 

8.6％ 

（平成 35 年） 

救急・救助の現況

（総務省消防庁） 

※ 全国平均 8.6

以上を目標 

 12 

  13 
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第２節 小児医療 

 

第２節 小児医療 1 

現状と課題 

 2 

１ 小児の人口動態等 3 

○ 本県の乳児死亡率（出生千対、以下同じ。）は平成 28 年は 2.0 と、全国4 

平均と同値となっています。 5 

 6 

図表２－３－２－１ 乳児死亡率の推移 7 

 8 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 9 

 10 

○ 乳幼児死亡率（0～4 歳人口千対、以下同じ）は、平成 27 年は 0.61 と、11 

全国平均の 0.51 を上回っています。 12 

 13 

○ 小児（15 歳未満）死亡率（15 歳未満人口千対、以下同じ）は、平成 2714 

年は 0.23 と、全国平均の 0.22 とほぼ同値となっています。 15 

 16 

図表２－３－２－２ 乳幼児死亡率の推移 17 

 18 
資料：死亡数は人口動態統計（厚生労働省）※平成 23 年は震災による死亡数を除く。 19 

人口は各年 3 月 31 日（平成 26 年、27 年は１月１日）現在住民基本台帳人口（総務省） 20 

 21 

 22 
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図表２－３－２－３ 小児死亡率の推移 1 

 2 
資料：死亡数は人口動態統計（厚生労働省）※平成 23 年は震災による死亡数を除く。 3 

人口は各年 3 月 31 日（平成 26 年、27 年は１月１日）現在住民基本台帳人口（総務省） 4 

 5 

○ 3 歳児健康診査の受診率を見ると、平成 27 年度の本県の受診率は 95.7％6 

となっており、全国平均の 94.3％を上回っています。 7 

 8 

○ 一方、予防接種率では、平成 27 年度の本県の麻しん・風しん（第１期）9 

の予防接種率はともに94.2％であり、全国平均の96.2％を下回っています。10 

予防接種率の向上が課題となっています。 11 

 12 

２ 小児医療提供体制 13 

○ 小児医療提供体制を見ると、小児科を標榜する一般病院は減少傾向にあり、14 

一般病院全体に占める割合も低下傾向にあります。小児科単科の診療所・小15 

児科を主たる診療科とする診療所は、平成 20 年以前は増加傾向にありまし16 

たが、平成 26 年は減少しています。 17 

 18 

○ 小児科医師数について見ると、本県の小児 1 万人あたりの小児科医師数は19 

9.0 人と、全国平均の 10.6 人を下回っています。 20 

また、県内においても、地域によって偏在が見られます。 21 

 22 

○ 平成 26 年の医療施設調査によれば、小児科標榜診療所に勤務する医師数23 

は、小児 1 万人あたり 4.7 人で、全国平均の 4.5 人を上回っていますが、病24 

院に勤務する小児科医・小児外科医は 5.8 人で、全国平均の 6.8 人を下回っ25 

ており、病院勤務の医師の確保が課題となっています。 26 

 27 

○ 平成 26 年 12 月時点の病院における小児科医師数は 113 人であり、必28 

要数は○○（調査中）人となっています。 29 

 30 

 31 
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図表２－３－２－4 小児科を標榜する医療機関数の推移（福島県）  1 

 2 
資料：医療施設調査（厚生労働省）  3 

 4 

図表２－３－２－５ 小児科医師数と割合の推移（福島県） 5 

 6 
資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 7 

 8 

図表２－３－２－６ 小児科医師数（15 歳未満人口 1 万人対） 9 

県全体 県北 県中 県南 会津・南会津 相双 いわき 

 会津 南会津 

9.0 13.2 9.1 6.4 7.1 6.7 10.6 7.1 6.6 

資料：平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 10 

人口は平成 27 年国勢調査（総務省） 11 

 12 

３ 小児医療を取り巻く環境 13 

○ 全国的に、小児の救急患者に軽症患者が多いことが課題とされていますが、14 

少子化や核家族化、共働き世帯の増加等に加え、保護者等による専門医指向15 

や病院指向が大きく影響しているという指摘がされています。 16 

 17 

○ 福島県では、安心して子どもを生み育てやすい環境づくりを進めるため、18 

18 歳以下の医療費無料化を実施していますが、これに伴い、軽症患者や救19 
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急外来の受診増が懸念されます。特に病院勤務の小児科医が不足する中で、1 

かかりつけ医を持ち、不必要な時間外受診をしないなど、適正受診の推進が2 

必要となっています。 3 

 4 

必要となる医療機能 

 5 

１ 相談支援等 6 

○ 子どもの家族等には、子どもの急病時に適切に対応することが求められ、7 

行政機関には子どもの家族等を支援する体制が求められます。子どもの家族8 

等の適切な対応を支援するため、以下のサービスがあります。 9 

 10 

◆医療機関を受診する前に 

【福島県子ども救急電話相談】 

子どもさんの様子をお聞きし、家庭で可能な対処法などについてのア

ドバイスを行い、必要があれば受診可能な医療機関を案内しています。 

「シャープ８０００」とおぼえてください。 

○電話番号 ＃８０００（携帯電話からも利用できます。） 

つながらない場合は、０２４－５２１－３７９０ 

○受付時間 毎日午後 7 時～翌朝 8 時 

【こどもの救急】http://kodomo-qq.jp/ 

夜間や休日などの診療時間外に医療機関を受診するかどうか、判断の

目安となる情報を提供しています（生後 1 か月～6 歳児を対象。）。 

 11 

◆休日・夜間に受診が必要なとき 

【福島県総合医療情報システム】 

診療可能な医療機関の情報を掲載しています。 

受診の際は、必ず事前に電話で医療機関に確認してから受診してくだ

さい。 

http://www.ftmis.pref.fukushima.jp/ap/qq/men/pwtpmenult01.aspx 

福島県総合医療情報システム  検索 

 

【救急医療情報案内サービス】 

診療可能な医療機関を案内します。 

受診の際は、必ず事前に電話で医療機関に確認してから受診してくだ

さい。 

○電話番号 ０１２０－９６３－９９０ 
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○ また、小児医療を担う医療機関には、家族に対する精神的サポート等の支1 

援を実施することが求められます。 2 

 3 

２ 一般小児医療 4 

（１）一般小児医療（初期小児救急医療を除く）を担う機能 5 

○ 地域に必要な一般の小児保健・小児医療を実施するため、医療機関には以6 

下の機能が求められます。 7 

◆ 一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療を実施すること。 8 

 9 

○ 一般小児医療を担う医療機関としては、小児科を標榜する医療機関があり10 

ます。小児科を標榜する医療機関は、福島県総合医療情報システムで検索で11 

きます。 12 

 13 

（２）初期小児救急医療を担う機能 14 

○ 初期小児救急医療を担うため、医療機関には以下の機能が求められます。 15 

◆ 平日昼間や夜間休日における初期小児救急医療を実施すること。 16 

◆ 緊急手術や入院等を要する場合に備え、対応可能な医療機関と連携して17 

いること。 18 

 19 

○ 初期小児救急医療を担う医療機関としては、以下の医療機関があります。 20 

 21 

［平日昼間］ 22 

◆ 小児科を標榜する医療機関。 23 

［休日夜間］ 24 

◆ 在宅当番医制に参加している診療所、休日夜間急患センター等。 25 

休日夜間の初期小児救急医療を担う医療機関は、図表２－３－２－９「福26 

島県の小児救急医療体制」に記載のとおりです。 27 

 28 

（３）小児医療過疎地域の小児医療を担う機能（小児地域支援病院） 29 

○ 小児地域医療センター（「３（１）」参照。）や小児中核病院（「４（１）」30 

参照。）がない二次医療圏（小児医療過疎地域）における最大の小児科病院31 

として、地域に不可欠な小児医療を提供するため、医療機関には以下の機能32 

が求められます。 33 

◆ 原則として入院病床を設置し、必要に応じて小児地域医療センター等へ34 

紹介すること。 35 

 36 
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○ 小児医療過疎地域における最大の小児科病院として小児医療を担う小児地1 

域支援病院にあたる病院は、以下のとおりです。 2 

 3 

図表２－３－２－７ 福島県の小児地域支援病院 4 

地域 医療機関名 

県 南 福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

相 双 公立相馬総合病院 

 5 

３ 小児地域医療センター 6 

（１）小児専門医療を担う機能 7 

○ 一般の小児医療を行う医療機関では対応が困難な患者に対する小児専門医8 

療を実施するため、医療機関には以下の機能が求められます。 9 

◆ 高度の診断・検査・治療や勤務医の専門性に応じた専門医療を行うこと。 10 

◆ 一般の小児医療を行う医療機関では対応が困難な患者や常時監視・治療11 

が必要な患者等に対する入院診療を行うこと。 12 

 13 

○ 小児の専門医療を担う小児地域医療センターにあたる病院は、以下のとお14 

りです。 15 

 16 

図表２－３－２－８ 福島県の小児地域医療センター 17 

地域 医療機関名 

県 北 一般財団法人大原記念財団大原綜合病院 

県 中 一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

会津・南会津 一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

いわき いわき市立総合磐城共立病院 

 18 

（２）入院を要する小児救急医療を担う機能 19 

○ 入院を要する小児救急医療を 24 時間体制で実施するため、医療機関には20 

以下の機能が求められます。 21 

◆ 小児科医師や看護師などの人員体制を含めて、入院を要する小児救急医22 

療を 24 時間 365 日体制で実施可能であること。 23 

◆ 一般の小児医療を行う医療機関と連携し、地域で求められる入院を要す24 

る小児救急医療を担うこと。 25 

 26 
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○ 入院を要する小児救急医療を担う医療機関は、図表２－３－２－９「福島1 

県の小児救急医療体制」に記載のとおりです。 2 

 3 

４ 小児中核病院 4 

（１）高度な小児専門医療を担う機能 5 

○ 小児地域医療センターでは対応が困難な患者に対する高度な小児専門医療6 

を実施するため、医療機関には以下の機能が求められます。 7 

◆ 小児地域医療センター等との連携により、高度専門的な診断・検査・治8 

療を実施し、医療人材の育成・交流などを含めて地域医療に貢献すること。 9 

 10 

○ 高度な小児専門医療を担う小児中核病院にあたる病院は、公立大学法人福11 

島県立医科大学附属病院となっています。 12 

 13 

（２）小児の救命救急医療を担う機能 14 

○ 小児の救命救急医療を 24 時間体制で実施するため、医療機関には以下の15 

機能が求められます。 16 

◆ 小児地域医療センターからの紹介患者や重症外傷を含めた救急搬送によ17 

る患者を中心として、重篤な小児患者に対する救急医療を 24 時間 365 日18 

体制で実施すること。 19 

◆ PICU（小児の集中治療室）の運営を含め、小児の集中治療を専門的に実20 

行できる診療体制を構築することが望ましい。 21 

 22 

○ 小児の救命救急医療を担う医療機関としては、以下の医療機関があります。 23 

◆ 救命救急センターを有するなど、小児の高度な救急救命医療を提供する24 

病院。 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 
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図表２－３－２－９ 福島県の小児救急医療体制 1 

 

初期小児救急医療 
入院を要する 

小児救急医療 
小児救命救急医療 

在宅当番医制 
休日夜間急患 

センター等 

県北 
福島市医師会 

安達医師会 

福島市夜間急病診療

所 

福島市 

 

公立大学法人 

福島県立医科大学附属病院 

県中 郡山医師会 

郡山市休日・夜間急

病センター 

須賀川地方休日夜間

診療所 

田村地方夜間診療所 

郡山市 

 

一般財団法人太田綜合病院 

附属太田西ノ内病院 

県南 白河医師会 
白河厚生総合病院
（白河医師会） 

 

会津・ 

南会津 
会津若松医師会 

会津若松市夜間急病

センター 
 

一般財団法人竹田健康財団 

竹田綜合病院 

相双  
公立相馬総合病院
（相馬郡医師会） 

小野田病院（南相馬市） 
 

公立大学法人 

福島県立医科大学附属病院 

いわき いわき市医師会 
いわき市休日夜間急

病診療所 
 いわき市立総合磐城共立病院 

※ 福島市、郡山市以外の入院を要する小児救急医療は、通常の二次救急医療体制で対応。 2 

 3 

施策の方向性と目標 

 4 

１ 病院勤務の小児科医等 5 

（１）施策の方向性 6 

○ 小児科医が不足していることを踏まえ、公立大学法人福島県立医科大学へ7 

の委託により平成 28 年４月に設置した「ふくしま子ども・女性医療支援セ8 

ンター」において、以下の取組を行います。 9 

・ 全国から小児科医師の招へい 10 

・ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院での高度・専門医療の診療、 11 

指導 12 

・ 県内拠点病院に対する医師派遣を通じた医療支援 13 

・ スキルアップのための講習会・研修会等の実施 14 

 15 

○ また、県外から転入する小児科医に研究資金を貸与するとともに、小児科16 

を専攻する県内勤務の研修医に対し研修資金を貸与し、県内の自治体病院等17 

で一定期間勤務した場合には返還免除することで、病院勤務の小児科医の確18 

保を図ります。 19 

 20 

○ 公立大学法人福島県立医科大学医学部の入学定員増に併せて創設された21 

「緊急医師確保修学資金」制度により県内の医師確保を図りながら、小児科22 

医の確保を進めます。 23 
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○ 施設において必要とされる看護職員の確保を図るため、離職防止・定着化1 

に努めます。 2 

 3 

（２）目標 4 

指標名 現状値 目標値 備考 

病院勤務の小児 

科医師数 

113 人 

（平成 26 年度） 

○○人 

（平成 35 年度） 

医師・歯科医師・

薬剤師調査 
   ※目標値は、医療機関への調査結果を踏まえて設定。 5 

 6 

２ 小児救急医療 7 

○ 小児科を標榜する病院による輪番方式で入院に対応する取組を実施してい8 

る市町村は県内に２か所しかないため、関係市町村に対して働きかけるとと9 

もにその運営を支援します。 10 

 11 

○ また、小児地域支援病院や小児地域医療センターを中心とした地域におけ12 

る体制の整備とともに、これらの施設では対応が困難な患者に対して高度な13 

小児専門医療を提供する小児中核病院（公立大学法人福島県立医科大学附属14 

病院）が連携した小児救急医療体制の整備に努めます。 15 

 16 

○ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院に本県初となる PICU が設置され、17 

高度な小児専門医療が提供されていますが、本県の小児救急医療体制の更な18 

る充実を図るため、｢小児救命救急センター｣の整備を検討します。 19 

 20 

３ 相談支援等 21 

○ 小児救急電話相談事業を継続して実施し、保護者等の不安軽減と適切な医22 

療機関の受診環境を整えるとともに、小児救急電話相談事業の普及に努め、23 

利用促進を図ります。 24 

 25 

○ 子どもの病気について相談できるようかかりつけ医を持つなど、適正受診26 

について普及を図ります。 27 

 28 

４ 乳幼児の健康診査・予防接種 29 

（１）施策の方向性 30 

○ 本県の 3 歳児健康診査の受診率は全国平均を上回って推移していますが、31 

今後も、受診勧奨や未受診者対策が図られるよう市町村に働きかけるなどに32 

より、受診率の向上を図ります。 33 
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○ 麻しん・風しんの予防接種については、接種率の高い市町村の取組を情報1 

提供するなどして市町村の取組を支援するとともに、麻しんの予防接種強化2 

月間に合わせて予防接種の重要性について県民への周知を図るなど、市町村3 

や医療機関等と連携しながら、接種率の向上に努めます。 4 

 5 

（２）目標 6 

指標名 現状値 目標値 備考 

3 歳児健康診

査受診率 

95.7％ 

（平成 27 年度） 

100％ 

（平成 35 年度） 
 

麻しん予防接

種率（Ⅰ期） 

94.2％ 

（平成 27 年度） 

98.0％ 

（平成 32 年度） 
「福島県麻しん（はしか）対

策指針」と整合性を図って目

標を設定。 
麻しん予防接

種率（Ⅱ期） 

92.2% 

（平成 27 年度） 

98.0％ 

（平成 32 年度） 

 7 

５ 障がい児等の療養・療育の支援に関する施策 8 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等について、生活の場（施設を含9 

む。）で療養・療育できるよう支援するため、小児在宅医療提供施設や訪問10 

看護ステーション、レスパイト受入施設、障がい児相談支援事業所、障がい11 

児施設等が連携したサービスの提供体制の確保に努めます。 12 

  具体的には、関係機関による協議の場を設置し、地域での支援体制につい13 

て検討していきます。 14 

  なお、障がい児等を抱える保護者や家族の不安を軽減するための市町村の15 

取組を支援していきます。 16 

 17 

○ 発達障がい児については、第４章第５節「精神疾患対策」にも記載してい18 

ますが、福島県発達障がい者支援センターを中心に、市町村及び地域の医療、19 

保健、福祉、教育等の各関係機関が連携し、支援していきます。 20 

 21 

６ 災害時への対応に関する施策 22 

○ 災害発生時、小児・周産期医療の患者搬送や物資等の支援を円滑に行うた23 

め、県災害対策本部等においてこれらの調整を行う災害時小児周産期リエゾ24 

ンの養成を進めます。 25 

 26 

○ また、災害時には、各関係機関や団体等と情報を共有し、連携して対応す27 

ることが重要であることから、平時からのネットワーク形成を進めます。 28 
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第３節 周産期医療 1 

現状と課題 

 2 

１ 出生率等  3 

○ 本県の出生数は減少傾向にあり、平成 28 年の出生数は 13,744 人で、東4 

日本大震災の影響により大きく減少した平成 24 年よりも少なくなっていま5 

す。また、平成 28 年の出生率（人口千対）は 7.3 となっています。 6 

合計特殊出生率は、平成 28 年は 1.59 で全国を上回る水準で推移してい7 

ます。 8 

 9 

図表２－３－３－１ 出生数と合計特殊出生率の推移 10 

 11 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 12 

 13 

○ 出生体重が 2,500ｇ未満の低出生体重児の数は減少傾向にあるものの、全14 

出生数に対する出生割合は増加傾向にあり、平成 27 年は 9.5%となってい15 

ます。 16 

 17 

図表２－３－３－２ 全出生数に対する低出生体重児の割合 18 

 19 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 20 
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○ 本県の平成 28 年の周産期死亡率は 4.6 となっており、全国平均の 3.6 を1 

上回っています。 2 

新生児死亡率は、概ね全国平均を下回る水準で推移しています。 3 

 4 

図表２－３－３－３ 周産期死亡率及び新生児死亡率の推移 5 

 6 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 7 

 8 

２ 周産期医療提供体制 9 

○ 平成 29 年４月現在、本県においては、母体・胎児集中治療室（MFICU）10 

は 9 床、新生児集中治療室（NICU）は診療報酬加算対象病床が 42 床、非11 

加算病床が 33 床整備されています。また、NICU の後方病床は 50 床整備12 

されています。 13 

 14 

○ 平成 29 年 1 月現在、本県の分娩取扱施設は、15 病院、22 診療所、115 

助産所の計 38 施設であり、平成 24 年 2 月現在の分娩取扱施設と比較する16 

と、5 年間で 3 病院、7 診療所、３助産所の計 13 施設が減少しています。 17 

 18 

○ 周産期医療を担う医師数は、絶対数が不足している状況にあり、平成 2619 

年 12 月末現在における産婦人科医師数は 126 人で、出生千人あたりの産20 

婦人科医師の割合は、8.7 人と、全国平均の 11.0 人を下回っています。 21 

また、県内の地域においても産婦人科医師の偏在が認められます。 22 

一方で、NICU を担当する専任の常勤医師も不足しており、NICU を有する23 

病院への調査結果では、平成 29 年 8 月時点で 16 人いますが、必要数は 2324 

人で、7 人不足しています。 25 

 26 
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図表２－３－３－４ 福島県の周産期医療体制 1 

                          （平成２９年４月１日現在） 2 

施設区分 医療機関名 

母胎・胎児集中治療室 新生児集中治療管理室 後方病床 

計 

MFICU

（診療

報酬加

算対象） 

MFICU

（診療

報酬非

加算） 

計 NICU１ NICU2 

NICU 

（診療

報酬非

加算） 

計 GCU 

GCU 

（診療

報酬非

加算） 

総合周産期母子

医療センター 
公立大学法人 

福島県立医科大学附属病院 
6 6 0 15 15 0 0 12 12 0 

地域周産期 

母子医療 

センター 

一般財団法人大原記念財団

大原綜合病院 
0 0 0 6 0 6 0 0 0 0 

一般財団法人太田綜合病院

附属太田西ノ内病院 
3 3 0 9 9 0 0 12 12 0 

一般財団法人竹田健康財団

竹田綜合病院 
0 0 0 6 0 6 0 12 0 12 

いわき市立 

総合磐城共立病院 
0 0 0 6 0 6 0 14 0 14 

小計 3 3 0 27 9 18 0 38 12 26 

周産期医療 

協力施設 

公益財団法人星総合病院 0 0 0 6 0 0 6 0 0 0 

公益財団法人湯浅報恩会 

寿泉堂綜合病院 
0 0 0 6 0 0 6 0 0 0 

公立岩瀬病院 0 0 0 9 0 0 9 0 0 0 

福島県厚生農業共同組合 

連合会 白河厚生総合病院 
0 0 0 7 0 0 7 0 0 0 

公立相馬総合病院 0 0 0 5 0 0 5 0 0 0 

小計 0 0 0 33 0 0 33 0 0 0 

合     計 9 9 0 75 24 18 33 50 24 26 

※NICU１：新生児集中治療管理料及び新生児特定集中管理料１の加算対象となる病床 3 

※NICU２：新生児特定集中治療管理料２の加算対象となる病床 4 

 5 

図表２－３－３－５ 福島県の産婦人科医師数と割合の推移 6 

 7 

資料：医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 8 

 9 

図表２－３－３－６ 地域別の産婦人科（産科）医師数（出生千対） 10 

地域 

 

県北 県中 県南 会津・南会津 相双 いわき 県平均 

 会津 南会津 

産婦人科医 

の割合 

14.7 8.5 6.0 6.6 7.1 0.0 2.3 7.0 8.7 

資料：平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 11 
出生数は平成 26 年人口動態統計（厚生労働省） 12 
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○ 産婦人科医師の不足や、分娩取扱施設の減少に伴い、周産期医療提供体制1 

は、極めて厳しい状況にあります。 2 

また、産婦人科医師が不足している中で、医師の負担軽減やその確保・育3 

成が課題となっています。 4 

 5 

必要となる医療機能 

 6 

周産期医療体制は、対応する分娩のリスクに応じた医療機能の分担を進める必7 

要があります。 8 

 9 

１ 正常分娩等を扱う機能 10 

○ 正常分娩に対応するために、正常分娩等を扱う医療機関には次のような機11 

能が求められます。 12 

◆ 正常分娩を安全に実施可能であること。 13 

◆ 妊婦健康診査等を含めた分娩前後の診療を行うために、産科に必要とさ14 

れる検査、診断、治療が可能であること。 15 

◆ 他の周産期医療機関等との連携により、合併症や帝王切開術その他の手16 

術に適切に対応できること。 17 

 18 

○ 正常分娩等に対応する医療機関としては、産科又は産婦人科を標榜する病19 

院又は診療所、助産所があります。 20 

 21 

２ 比較的高度な周産期医療を行うことができる機能 22 

○ 周産期に係る比較的高度な医療を担う医療機関としては、「福島県の周産期23 

医療機関」に記載の、「周産期医療協力施設」及び「地域周産期母子医療セン24 

ター」があります。 25 

 26 

○ 周産期に係る比較的高度な医療行為を実施することを目標に、周産期医療27 

協力施設及び地域周産期母子医療センターには、次のような医療機能が求め28 

られます。 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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周産期医療協力施設の診療機能、病床数及び確保すべき医療従事者等 1 

○診療科目 産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）を有するものとし、麻酔科その他関連診療科

を有することが望ましい。ただし、県が適当と認める施設については、産科を有していなく

ても差し支えない。 

○設備等  

 ・産科を有す 

る場合 

次に掲げる設備を備えることが望ましい。 

①分娩監視装置 

②超音波診断装置 

③微量輸液装置 

④その他産科医療に必要な設備 

 ・NICU 次に掲げる設備を備える NICU を設けることが望ましい。 

①新生児呼吸循環監視装置 

②新生児用人工換気装置 

③保育器 

④その他新生児集中治療に必要な設備 

○確保すべき 

医療従事者 

下記に掲げる職員を配置することが望ましい。 

・24 時間体制を確保するために必要な職員。 

・看護師については、新生児 NICU の運営状況に応じて、適切な看護体制が確保されている

こと。 

○病床等 新生児集中治療管理室は、人工呼吸管理可能な病床を有すること。 

 2 

地域周産期母子医療センターの診療機能、病床数及び確保すべき医療従事者等 3 

○診療科目 

産科及び小児科（新生児医療を担当するもの）を有するものとし、麻酔科その他関連診療科

を有することが望ましい。ただし、NICU を備える小児専門病院等であって、県が適当と認

める施設については産科を有していなくても差し支えない。 

○設備等  

 ・産科を有す 

る場合 

次に掲げる設備を備えることが望ましい。 

①緊急帝王切開術等の実施に必要な医療機器 

②分娩監視装置 

③超音波診断装置（カラードップラー機能を有するもの。） 

④微量輸液装置 

⑤その他産科医療に必要な設備 

 ・NICU 次に掲げる設備を備える NICU を設けることが望ましい。 

①新生児呼吸循環監視装置 

②新生児用人工換気装置 

③保育器 

④その他新生児集中治療に必要な設備 

○確保すべき医療従事者 

 次に掲げる職員を配置することが望ましい。 

 

・小児科（新生

児医療を担

当するもの） 

24 時間体制を確保するために必要な職員。 

 

 

・産科（有する

場合） 

帝王切開術が必要な場合に迅速（概ね 30 分以内）に手術への対応が可能となるような医師

（麻酔科医を含む。）及びその他の各種職員 

・新生児病室 

①24 時間体制で病院内に小児科を担当する医師が勤務していること。 

②各地域周産期母子医療センターにおいて設定した水準の新生児医療を提供するために必要

な看護師が適当数勤務していること。 

③臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること。 

④NICU を有する場合は入院児支援コーディネーターを配置することが望ましい。 

○連携機能 

地域周産期母子医療センターは、総合周産期母子医療センターからの戻り搬送の受入れ、合

同症例検討会の開催等により、総合周産期母子医療センターその他の地域周産期医療関連施

設等と連携を図るものとする。 

 4 

 5 

 6 
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３ 母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高度な1 

新生児医療等の周産期医療を行うことができる機能 2 

○ 母体又は児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療3 

等の周産期医療を行うことができる機能を担う医療機関は、総合周産期母子4 

医療センターである公立大学法人福島県立医科大学附属病院となっています。 5 

○ 合併症妊娠、重症妊娠高血圧症症候群、切迫早産、胎児異常等の母胎又は6 

児におけるリスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療を実施する7 

ことを目標に、総合周産期母子医療センターには、次のような医療機能が求8 

められます。 9 

 10 

総合周産期母子医療センターの診療機能、病床数及び確保すべき医療従事者等 11 

○診療科目 
産科及び新生児医療を専門とする小児科（MFICU 及び NICU を有する。）、麻酔科その他の

関係診療科を有するものとする。 

○関連診療科 

との連携 
当該施設の関係診療科と日頃から緊密な連携を図るものとする。 

○設備等  

 ・MFICU 

次に掲げる設備を備えるものとする。なお、MFICU は、必要に応じ個室とするものとする。 

①分娩監視装置 

②呼吸循環監視装置 

③超音波診断装置（カラードップラー機能を有するもの。） 

④その他母胎・胎児集中治療に必要な設備 

 ・NICU 

次に掲げる設備を備えるものとする。 

①新生児呼吸循環監視装置 

②新生児用人工換気装置 

③超音波診断装置（カラードップラー機能を有するものに限る。） 

④新生児搬送用保育器 

⑤その他新生児集中治療に必要な設備 

 ・GCU 
NICU から退出した児並びに輸液、酸素投与等の処置及び心拍呼吸監視装置の使用を必要

とする新生児の治療に必要な設備を備えるものとする。 

○病床数  

 ・MFICU、NICU 

１施設あたり MFICU の病床数は６床以上、NICU の病床数は９床以上とする（12 床以上

とすることが望ましい。）。 

なお、両室の病床数については、以下のとおり扱うものとする。 

①MFICU の病床数は、これと同等の機能を有する陣痛室の病床を含めて算定して差し支え

ない。ただし、この場合においては、陣痛室以外の MFICU の病床数は６床を下回るこ

とができない。 

②NICU の病床数は、新生児用人工換気装置を有する病床について算定するものとする。 

 

・MFICU の後方

病室（一般産科

病床等） 

MFICU の２倍以上の病床数を有することが望ましい。 

 ・GCU NICU の２倍以上の病床数を有することが望ましい。 

○確保すべき医療従事者 

 次に掲げる職員を始めとして適切な勤務体制を維持する上で必要な数の職員の確保に努めるものとする。 

 ・MFICU 

①24 時間体制で産科を担当する複数（病床数が６床以下であって別途オンコールによる対

応ができる者が確保されている場合にあっては１名）の医師が勤務していること。 

②MFICU の全病床を通じて常時３床に１名の助産師又は看護師が勤務していること。 

 ・NICU 

①24 時間体制で新生児医療を担当する医師が勤務していること。なお、NICU の病床数が

16 床以上である場合は、24 時間体制で新生児医療を担当する複数の医師が勤務してい

ることが望ましい。 

②常時３床に１名の看護師が勤務していること。 

③臨床心理士等の臨床心理技術者を配置すること。 

 ・GCU 常時６床に１名の看護師が勤務していること。 
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 ・分娩室 
原則として、助産師及び看護師が病棟とは独立して勤務していること。 

ただし、MFICU の勤務を兼ねることは差し支えない。 

 ・麻酔科医 麻酔科医を配置すること。 

 

・NICU 入院児支

援コーディネー 

ター 

NICU、GCU 等に長期入院している児童について、その状態に応じた望ましい療育・療養

環境への円滑な移行を図るため、新生児医療、地域の医療施設、訪問看護ステーション、

療育施設・福祉施設、在宅医療・福祉サービス等に精通した看護師、社会福祉士等を次に

掲げる業務を行う NICU 入院児支援コーディネーターとして配置することが望ましい。 

①NICU、GCU 等の長期入院児の状況把握 

②望ましい移行先（他医療施設、療育施設・福祉施設、在宅等）との連携及び調整 

③在宅等への移行に際する個々の家族のニーズに合わせた支援プログラムの作成並びに医

療的・福祉的環境の調整及び支援 

④その他望ましい療育・療養環境への移行に必要な事項 

○連携機能 

総合周産期母子医療センターは、救急搬送の受入れ、合同症例検討会の開催等により、地

域周産期母子医療センターその他の地域で分娩を取り扱う全ての周産期医療関連施設等と

連携を図るものとする。 

 1 

【福島県の周産期医療機関】 2 

地域 

比較的高度な周産期医療を行う医療機関 

ハイリスク妊娠及び新生児に

対する高度な周産期医療を行

う医療機関 

周産期医療協力施設 
地域周産期母子 

医療センター 

総合周産期母子 

医療センター 

県 北  
一般財団法人大原記念財団 

大原綜合病院 

公立大学法人 

福島県立医科大学附属病院 

県 中 

公益財団法人星総合病院 

一般財団法人太田綜合病院附属 

太田西ノ内病院 

公益財団法人湯浅報恩会 
寿泉堂綜合病院 

公立岩瀬病院 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会 

白河厚生総合病院 

会津・ 

南会津 
 

一般財団法人竹田健康財団 
竹田綜合病院 

相 双 公立相馬総合病院  

いわき  
いわき市立 

総合磐城共立病院 

 3 

４ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等が生活の場（施設を含4 

む。）で療養・療育できるよう支援する機能 5 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等に、医療的ケアを含む入所・通6 

所サービスを提供する障がい児施設等としては、以下の機関があります。 7 

【医療型障害児入所施設】 8 

  上肢、下肢又は体幹の機能の障がい（肢体不自由）がある児童や重度の知9 

的障がいと重度の肢体不自由が重複している児童を入所させて、保護、日常10 

生活の指導、独立自活に必要な知識技能の付与及び治療を行います。 11 

 12 

 13 
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  【指定発達支援医療機関】 1 

独立行政法人国立病院機構等に入院する重度の知的障がいと重度の肢体不2 

自由が重複している児童等に対し治療を行います。 3 

【医療型短期入所事業所】 4 

医療機関等において、自宅で介護する人が病気などで介護できない場合に、5 

短期間、夜間も含め、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 6 

  【医療型児童発達支援センター】 7 

肢体不自由がある児童について、日々保護者の下から通わせて、日常生活8 

における基本的動作の指導、集団生活への適応のための訓練、治療等を行い9 

ます。 10 

 11 

地域 施設名 
医療型障害
児入所施設 

指定発達支援
医療機関 

医療型短期
入所事業所 

医療型児童発達
支援センター 

県北 

福島市子ども発達
支援センター 

   ○ 

公立藤田総合病院   ○  

県中 

福島県総合療育セ
ンター 

○  ○ ○ 

独立行政法人国立病院機構

福島病院 
 ○ ○  

いわき 

社会福祉法人いわき福音協会  
福島整肢療護園 

○  ○  

独立行政法人国立病院機構 
いわき病院 

 ○ ○  

 12 

○ 周産期関連施設を退院した障がい児等について、生活の場（施設を含む。）13 

で療養・療育できるよう支援するため、上記の障がい児施設等のほか、小児14 

在宅医療提供施設や訪問看護ステーション、レスパイト受入施設、障がい児15 

相談支援事業所等が連携し、地域でのサービス提供体制を確保することが必16 

要です。 17 

 18 

施策の方向性と目標 

 19 

１ 周産期医療体制の整備 20 

（１）施策の方向性 21 

○ 高度な周産期医療が適切かつ円滑に提供されるために、各周産期医療機関22 

の果たしている機能に応じた役割分担と連携体制の強化を図ります。 23 

 24 

○ 周産期医療協議会等をとおして、周産期医療体制の現状や課題、あるべき25 

姿について協議を進め、周産期医療システムの充実を図ります。 26 
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また、周産期医療機関の充実を図るため、周産期医療に必要な施設・設備1 

整備及び運営について支援します。 2 

 3 

（２）目標 4 

指標名 現状 目標値 備考 

診療報酬加算対象

NICU 病床数 

42 床 

（平成 29 年度） 

45 床 

（平成 35 年度） 

 

診療報酬加算対象 

MFICU 病床数 

9 床 

（平成 29 年度） 

12 床 

（平成 35 年度） 

 

周産期死亡率 
4.6 

（平成 28 年） 

3.6 

（平成 35 年） 

人口動態統計 

（厚生労働省） 

 5 

２ 周産期医療にかかる人材の確保と育成 6 

（１）施策の方向性 7 

○ 周産期医療を担う医師が不足していることを踏まえ、公立大学法人福島県8 

立医科大学への委託により平成 28 年４月に設置した「ふくしま子ども・女9 

性医療支援センター」において、以下の取組を行います。 10 

・ 全国から産婦人科、小児科医師の招へい  11 

・ 公立大学法人福島県立医科大学附属病院での高度・専門医療の診療、 12 

指導 13 

・ 県内拠点病院に対する医師派遣を通じた医療支援 14 

・ スキルアップのための講習会・研修会等の実施 15 

 16 

○ 公立大学法人福島県立医科大学医学部の入学定員増に併せて創設された17 

「緊急医師確保修学資金」制度により県内の医師確保を図りながら、産科医・18 

産婦人科医の確保を進めます。 19 

 20 

○ 現在現場を支えている周産期医療機関の医師の負担が増加していることか21 

ら、医師の処遇改善を図る医療機関を支援し、その確保を推進します。 22 

 23 

○ 施設において必要とされる看護職員の確保を図るため、離職防止・定着化24 

に努めます。 25 

 26 

○ 助産師出向支援事業協議会を設置するとともに、コーディネーターを配置27 

し、助産実践能力の強化などを目的とした助産師の出向事業を推進します。 28 

 29 

○ 助産師の専門性を活用し、妊産婦へ質の高いケアを実現するため、院内助30 
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産所や助産師外来の設置を推進します。 1 

 2 

○ 周産期に関する業務はますます高度で複雑なものとなっていることから、3 

周産期医療機関の医師、助産師、看護師等に対し、研修会を開催するなど、4 

質の高い周産期医療の提供を推進します。 5 

 6 

（２）目標 7 

指標名 現状 目標値 備考 

産科・産婦人科医師

数（出生千対） 

8.7 人 

（平成 26 年度） 

○○人 

（平成 35 年度） 

医師・歯科医

師・薬剤師調査 

NICU 担当常勤医師

数（専任） 

16 人 

（平成 29 年度） 

23 人 

（平成 35 年度） 

※ 病院への調査

結果を踏まえて

目標を設定。 NICU 担当常勤看護

師数（専任） 

116 人 

（平成 29 年度） 

136 人 

（平成 35 年度） 

助産業務を行う助

産師数 

373 人 

（平成 29 年度） 

437 人 

（平成 35 年度） 

※「産科・産婦人科医師数」の目標値は、医療機関への調査結果を踏まえて設8 

定。 9 

 10 

３ 妊産婦への支援 11 

  妊娠期から産後は、身体の不調のほか、精神的に不安定になりやすい時期12 

であることからメンタルヘルスに対するケアが重要であるため、以下の妊産13 

婦への支援に取り組みます。 14 

 15 

○ 妊婦の健康管理のため、早期の妊娠届や定期的な妊婦健康診査の受診につ16 

いて、啓発に努めます。 17 

 18 

○ 支援の必要な妊婦については、医療機関と行政との連携が必要であること19 

から、医療機関から市町村へ要支援妊婦の情報提供を行う妊婦連絡票の効果20 

的な活用を図ります。 21 

 22 

○ 低出生体重児の出生には、妊婦の喫煙、飲酒、食生活等との関連が深いこ23 

と、また、早産については、歯周病の影響も指摘されていることから、市町24 

村において妊娠期からの保健指導の充実が図られるよう情報提供等の支援に25 

努めます。 26 

 27 

○ 市町村が妊産婦支援の充実を図れるよう、市町村保健師等を対象に、妊産28 
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婦の身体的ケアやメンタルヘルスケア等に関する専門的知識や支援技術、関1 

係機関との連携方法等についての研修を実施します。 2 

 3 

○ 妊娠・出産・子育てに関する不安や悩みなどを気軽に相談できるよう、市4 

町村子育て世代包括支援センターの設置促進に取り組むとともに、相談窓口5 

の周知を図ります。 6 

 7 

４ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等への支援 8 

○ 周産期医療関連施設を退院した障がい児等への支援については、第２節「小9 

児医療」に記載していますが、小児在宅医療提供施設や訪問看護ステーショ10 

ン、レスパイト受入施設、障がい児相談支援事業所、障がい児施設等が連携11 

したサービスの提供体制を確保するため、関係機関による協議の場を設置し、12 

地域での支援体制について検討していきます。 13 

 14 

５ 災害時への対応 15 

○ 災害時への対応については、第２節「小児医療」に記載していますが、災16 

害発生時、小児・周産期医療の患者搬送や物資等の支援の調整を行う災害時17 

小児周産期リエゾンの養成を進めるとともに、各関係機関や団体等と情報を18 

共有し、連携して対応できるよう、平時からネットワーク形成を進めます。 19 

 20 

 21 

22 
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【福島県の周産期医療体系図】 1 

 2 

ハイリスクな母体等の受入れ機能 

高度な周産期医療の提供 

周産期医療施設との連携 
周産期医療に関する研修の実施 

周産期医療に関する情報センターの機能 

総合周産期母子医療センター 

比較的高度な周産期医療の提供 

地域の周産期医療関連施設との連携・連絡調整 

地域周産期母子医療センター 

周産期母子医療センター以外の施設で、ハイリスク妊娠、新生児の治療 
管理を行う 

治療管理を行う 

周産期医療協力施設 

公益財団法人星総合病院 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

公立相馬総合病院 

一般財団法人大原記念財団大原綜合病院 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

正常分娩等を扱う 

周産期医療施設 

産科又は産婦人科を標榜する医療機関 
正常分娩を扱う医療機関 

公立岩瀬病院 
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第４節 災害時医療 1 

Ⅰ 災害時医療 2 

 3 

現状と課題 

 4 

○ 東日本大震災は、浜通りを中心に県内全域に地震・津波による甚大な被害5 

をもたらすとともに、東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う避難生活6 

を余儀なくされるなど、未曽有の複合災害となりました。 7 

 8 

○ 本県は、未曾有の複合災害であった東日本大震災の被災県としてのこれま9 

での経験を踏まえて、災害時医療のあり方を見直し、全国のモデルとなる災10 

害時医療体制を構築していく必要があります。 11 

 12 

１ 被災者への医療提供と応援派遣の受入体制等 13 

○ 県では、災害発生時の医療提供体制を確保するため、災害時の医療救護に14 

関する協定を、日本赤十字社福島県支部、県医師会、県歯科医師会、県薬剤15 

師会及び県看護協会と締結しており、DMAT（災害派遣医療チーム）を有す16 

る病院とは派遣に関する協定を締結しています。 17 

また、災害発生時の医療救護活動に備え、県保健福祉事務所に配備してい18 

る救急医療セットのメンテナンスを行うとともに、災害発生時に必要となる19 

医薬品等を確保するため、「福島県災害時医薬品等備蓄供給システム」により、20 

医薬品等の備蓄・供給体制を整備しています。 21 

 22 

○ 大規模災害時において他道県の相互応援が必要となる場合に備えて、「大規23 

模災害時等の北海道・東北８道県相互応援に関する協定」及び「災害時等に24 

おける福島県、茨城県、栃木県、群馬県及び新潟県五県相互応援に関する協25 

定」、さらにこれらの相互応援協定では被災者の救援等の対策が十分に実施で26 

きない場合のために「全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協27 

定」を締結しています。 28 

 29 

○ 東日本大震災発災時には、全国から派遣された DMAT の支援や、日本医30 

師会が組織する JMAT（日本医師会災害医療チーム）の支援を多数受けまし31 

たが、これらの医療チームを受け入れる本県の調整機能や後方支援機能は充32 

分であったとはいえません。 33 

その教訓から、統括 DMAT 登録者の養成や病院における受入体制の確保等34 

122



 

 

第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

 

の DMAT 受入体制、JMAT の受入体制、医療チームの後方支援体制等の更1 

なる整備に加え、災害時医療について専門的知識を有する災害医療コーディ2 

ネーターを確保し、平時から訓練を行うなど、県災害対策本部や保健所が調3 

整機能を十分に発揮できる体制整備について取り組んでまいりましたが、更4 

なる体制構築に努める必要があります。 5 

また、災害医療コーディネーターの明確なモデルは全国的にも確立されて6 

いません。ついては、東日本大震災の被災県として、震災を踏まえた災害医7 

療コーディネーターのモデルを全国に先駆けて構築していく必要があります。 8 

 9 

○ さらに県では、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）の統括者及び先遣隊10 

を国に平成 28 年 2 月に登録しました。同年 4 月の熊本地震では、整備途上11 

ではありましたが 1 ヶ月間にわたり 5 チームを派遣しています。今後、精神12 

科病院協会と連携しながら各精神科病院との協定締結や、研修受講を促し登13 

録チーム数を増やすなど、体制整備を進める必要があります。また、装備機14 

材の整備や訓練を通じて、ＤＭＡＴや災害対策本部と連携を図り、被災地で15 

の精神医療の提供等を担う災害時精神医療体制の構築を進める必要がありま16 

す。 17 

 18 

○ これまでの災害時医療体制は、多発外傷等の急性期の対応を中心としたも19 

のでしたが、東日本大震災では津波の被害が大きく、阪神・淡路大震災等と20 

比較して多発外傷等が多くなかった一方で、慢性期疾患への対応が必要とさ21 

れるなど、従来の想定とは異なる対応が求められました。災害急性期のみな22 

らず、中長期の対応が可能な体制が必要とされます。 23 

こうした観点も踏まえながら、災害医療コーディネーターを核として、「福24 

島県災害救急医療マニュアル」を見直し、本県の実情に合ったものとして整25 

備していく必要があります。 26 

また、訓練などを通じてマニュアルの実効性を確保するとともに、災害時27 

の医療救護体制の充実を図るため、平成 24 年７月に設置した「福島県災害28 

医療対策協議会」において、定期的に見直していく必要があります。 29 

 30 

〇 東日本大震災での精神保健医療活動支援を通じて、指揮命令系統の改善、31 

被災精神科医療機関への支援の強化等の課題が明らかとなり、平成 24 年度32 

に「災害派遣精神医療チーム（DPAT）」の仕組みが創設され、平成 25 年よ33 

りその養成が開始されています。 34 

  平成 28 年の熊本地震では、全国から被災地に DPAT が派遣され、同年35 

10 月 28 日までに、41 都道府県から延 1,242 隊が派遣されました。 36 
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  今後の災害に備え、地域防災計画において DPAT の役割について明示する1 

ことなどにより、DPAT 活動が円滑に行われるよう配慮することも重要であ2 

ります。 3 

 4 

〇 東日本大震災後、情報伝達網の遮断や、 小児・周産期医療に精通した災害5 

医療従事者の不足等を原因として、現状の災害医療体制では小児・周産期医6 

療に関して準備不足であることが指摘されました。 また、災害時にも既存の7 

小児・周産期医療のネットワークを活用する必要性が指摘されました。 8 

そのため、災害医療コーディネーターのサポートとして、小児・周産期医9 

療に特化した調整役である「災害時小児周産期リエゾン」を養成するため、10 

国は「災害時小児周産期リエゾン研修事業」を開始し、これまでに２名が認11 

定されています。今後、認定者を増やすとともに、平時からの訓練や災害時12 

の活動を通じて、地域のネットワークを災害時に有効に活用する仕組みを構13 

築することが求められています。 14 

 15 

○ 災害時における医療情報システムとして、EMIS（広域災害・救急医療情報16 

システム）が運用されています。本県における EMIS の加入率は、平成 2417 

年度は 62％でしたが、平成 29 年度には 100％となり、災害拠点病院のみ18 

ならず、二次救急医療機関も網羅されています。 19 

実際に、東日本大震災においては、インターネットが使えなくなったため、20 

電話等により情報収集を行った上で EMIS の代行入力を行う必要があったこ21 

となどの課題がありましたので、EMIS の機能を最大限に生かすために、災22 

害に強い複数の通信手段を確保する必要があります。また、全国の EMIS の23 

加入率は 83％であることから、被災県として全国のモデルとなるシステム運24 

用を確立していく必要があります。 25 

 26 

○ 一方で、震災後も病院の耐震化には取り組んでまいりましたが、全ての施27 

設が耐震化された災害拠点病院は、平成 29 年度現在で未だ 50％（平成 2928 

年度）であり、病院敷地内にヘリポートを有している病院の割合も 50％で29 

あることから、災害拠点病院の耐震化や病院敷地内へのヘリポートの整備を30 

引き続き進めていく必要があります。 31 

○ 甚大な被害を及ぼす災害が発生した際には、広域医療搬送を行う必要があ32 

ります。東日本大震災においては、福島空港に SCU※が設置されましたが、33 

準備されたものではありませんでした。大規模な災害に備えるためには、平34 

時より SCU を準備しておくことが必要です。 35 

※ SCU＝患者を一時収容する広域搬送拠点臨時医療施設。 36 

124



 

 

第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

 

○ 平成 28 年度は、災害拠点病院のうち２病院において傷病者が多数発生し1 

た場合を想定した災害実働訓練を実施しましたが、今後は、県主催の災害実2 

動訓練に加えて、各災害拠点病院においても災害実働訓練を定期的に行って3 

いくなど、ソフト面の充実に引き続き取り組んでいく必要があります。 4 

 5 

〇 災害拠点病院においては、被災しても、早期に診療機能を回復できるよう、6 

業務継続計画の整備を含め、平時からの備えを行っていることが重要であり7 

ますが、平成 29 年度現在、業務継続計画を策定している病院は 25％にと8 

どまっているため、すべての病院で業務継続計画を整備していく必要があり9 

ます。 10 

 11 

２ 被災地への応援派遣等 12 

○ 災害発生後直ちに被災地に入り、被災地内におけるトリアージ※や救命処置、13 

患者を近隣・広域へ搬送する際における必要な観察・処置、被災地内の病院14 

における診療支援等を行う DMAT については、平成 24 年４月 1 日現在、15 

県内に 12 チームが整備されており、その後平成 29 年度までに新たに 1216 

チームが整備され、現在 24 チームが整備されていますが、更なる DMAT17 

整備病院の確保を進める必要があります。 18 

※ 多数の傷病者を重症度・緊急性によって分け、治療の優先度を決定すること。 19 

 20 

○ JMAT については、東日本大震災発災当初は、全国的にもその体制や活動21 

内容の周知等について不十分なところがありましたが、平成 28 年の熊本地22 

震では、被災地における医療提供体制の回復のために DMAT と連携しその23 

役割を十分に発揮しました。今後、高齢化の進展とともに、どのような災害24 

においても、高齢者等の災害時要配慮者の割合が増加することが見込まれ、25 

健康管理を中心とした活動はより重要となることから、日本医師会や県医師26 

会における人材育成、活動研修等の取組を更に進める必要があります。 27 

 28 

○ 東日本大震災では、DMAT に引き続き、JMAT を始め全国から多数の医29 

療チームや保健師等の支援を受けるとともに、県外の病院に多くの入院患者30 

を受け入れていただきました。他都道府県で災害が発生した場合に備えて、31 

関係団体や市町村等の協力を得ながら、医療チームや保健所等の医師・保健32 

師等の技能の維持・向上を図り、円滑に派遣できるシステム作りを進めると33 

ともに、被災患者を受け入れる体制を検討していく必要があります。 34 

 35 

 36 
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必要となる医療機能 

 1 

災害急性期における医療と急性期を脱した後の被災者の健康の確保のため、災2 

害急性期と中長期においては、必要となる医療機能に違いがあります。 3 

 4 

区分 必要となる医療 
活動する 

医療チーム等 

災害急性期 
災害時に多発する重篤救急患者の救命医療、患者

の受入れ及び搬出を行う広域搬送等 
DMAT、日赤等 

災害中長期 

慢性疾患の診療継続、生活不活発病の防止、感染

症のまん延防止、感染症予防等を目的とした口腔

ケアの支援、衛生面のケア、メンタルヘルスケア

等 

日赤、JMAT 等の

医療チーム、保健

師等による公衆衛

生チーム、歯科医

師会チーム等 

 5 

１ 災害拠点病院の機能 6 

○ 本県の災害拠点病院は、図表２－３－４－１のとおりとなっています。 7 

基幹災害拠点病院は、災害医療を提供する上で中心的な役割を担い、地域8 

災害拠点病院は、地域において中心的な役割を担います。 9 

 10 

○ 災害拠点病院には、被災した際に、被害状況、診療継続可否等の情報を、11 

EMIS 等を用いて県災害対策本部へ共有すること、災害時に多発する多発外12 

傷、挫滅症候群、広範囲熱傷等の重篤救急患者の救命医療を行うための高度13 

の診療機能を有すること、患者の受入れ及び搬出を行う広域搬送に対応する14 

こと、DMAT を含む自己完結型の医療チームの派遣機能を有すること、被災15 

しても、早期に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を含め、平16 

時からの備えを行い、地域の医療機関への応急用資機材の貸出しを行えるこ17 

とが求められ、以下の機能が必要とされます。 18 

◆ 災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うために必要な施設・設19 

備、医療従事者を確保していること。 20 

◆ 多数の患者に対応可能な居室や簡易ベッド等を有していること。 21 

◆ 基幹災害拠点病院は病院の機能を維持するために必要な全ての施設、地22 

域災害拠点病院は診療に必要な施設が耐震構造であること。 23 

◆ 被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であるこ24 

と。 25 

◆ 飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること。 26 

さらに、関係団体と協定を締結し、これらの必要な物資について災害時27 

に優先的に供給を受けられるようにしていること（医薬品等については、28 
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福島県災害時医薬品等備蓄供給システム」により対応しています。）。 1 

◆ 災害対策マニュアルの整備、研修・訓練等による人材育成を行うこと。 2 

◆ 基幹災害拠点病院においては、災害医療に精通した医療従事者の育成の3 

役割を担うこと。 4 

◆ 病院敷地内または病院近接地にヘリポートを有していること。 5 

◆ EMIS に加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前6 

に決めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること。 7 

◆ 複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること。 8 

◆ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行う9 

こと。 10 

◆ 整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練11 

を実施すること。また、県主催の訓練等の参加に努めること。 12 

 13 

２ 災害拠点精神科病院 14 

〇 精神科病院においても、災害拠点病院と類似の機能を有し、県において災15 

害時における精神科医療を提供する上で中心的な役割を担う、災害拠点精神16 

科病院を今後整備する必要があります。災害拠点精神科病院には、被災した17 

際に、被害状況、診療継続可否等の情報を EMIS 等を用いて県災害対策本部18 

へ共有すること、災害時においても、医療保護入院、措置入院等の精神保健19 

及び精神障害者福祉に関する法律（昭和 25 年法律第 123 号）に基づく精20 

神科医療を行うための診療機能を有すること、災害時においても、精神疾患21 

を有する患者の受入れや、一時的避難場所としての機能を有すること、DPAT 22 

の派遣機能を有すること、被災しても、早期に診療機能を回復できるよう業23 

務継続計画の整備を含め、平時からの備えを行っていること等が求められる24 

ため、以下の機能が必要とされます。 25 

◆ 災害拠点精神科病院は、都道府県において災害時における精神科医療を26 

提供する上での中心的な役割を担う。 27 

◆ 災害時に精神疾患を有する患者の一時的避難に対応できる場所を確保し28 

ていること（体育館等）。 29 

◆ 重症な精神疾患を有する患者に対応可能な保護室等を有していること。 30 

◆ 診療に必要な施設が耐震構造であること。 31 

◆ 被災時においても電気、水、ガス等の生活必需基盤が維持可能であるこ32 

と。 33 

◆ 災害時において必要な医療機能を発揮できるよう、自家発電機を保有し34 

ていること。 35 

◆ 災害時においても診療が継続できるよう、適切な容量の受水槽や井戸設36 
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備の整備、優先的な給水協定の締結等により、必要な水の確保に努めるこ1 

と。 2 

◆ 飲料水・食料、医薬品、医療機材等を備蓄していること。 3 

◆ さらに、関係団体と協定を 締結し、災害時に優先的に供給を受けられる4 

ようにしていること（医薬品等については、「福島県災害時医薬品等備蓄供5 

給システム」により、対応しています。）。 6 

◆ 災害時における精神科医療に精通した医療従事者の育成（都道府県精神7 

科病院協会等とも連携した地域の医療従事者への研修を含む。）の役割を担8 

うこと。 9 

◆ EMIS に加入しており、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前10 

に決めておき、訓練を行うことでその使用方法に精通していること。  11 

◆ 複数の災害時の通信手段を確保するよう努めること。 12 

◆ 被災後、早急に診療機能を回復できるよう、業務継続計画の整備を行う13 

こと。 14 

◆ 整備された業務継続計画に基づき、被災した状況を想定した研修・訓練15 

を実施すること。 16 

◆ 災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医17 

師会災害医療チーム（JMAT）、日本赤十字社救護班等の医療関係団体の医18 

療チームと、定期的な訓練を実施するなど、適切な連携をとること。 19 

  ※ 災害拠点精神科病院の状況 平成 29 年 3 月 31 付け厚労省医政局通知20 

「疾病・事業及び在宅医療にかかる医療体制について」において、災害拠点21 

精神科病院の定義・要件が記載されていますが、医療機関に求められる具体22 

的事項については、未だ国から示されておらず、国の同行を踏まえながら整23 

備していく必要があります。 24 

 25 

３ 災害急性期の応援派遣機能 26 

○ 被災地周辺に対し、DMAT 等自己完結型の医療チームを派遣するとともに、27 

被災患者を受け入れる他の医療機関に被災患者が集中した場合等において、28 

医療従事者の応援派遣を行うため、災害拠点病院には、以下の機能が必要と29 

されます。 30 

◆ 国が実施する DMAT 研修等必要な専門的トレーニングを受けている医31 

療従事者チームを確保していること。 32 

◆ 被災地における自己完結型の医療救護に対応できる携行式の応急用医療33 

資機材、応急用医薬品、テント、発電機等を有していること。 34 

◆ 災害急性期を脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けられるよう、35 

日本医師会（JMAT）や日本赤十字社、医療関係団体等を中心とした医療36 
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チームと連携を図ること。 1 

 2 

図表２－３－４－１ 福島県の災害拠点病院 3 

区分 地域 医療機関名 

DMAT 

整備チ

ーム数 

基幹災害拠点病院 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 ８ 

地
域
災
害
拠
点
病
院 

県 北 綜合病院福島赤十字病院 ４ 

県 中 財団法人太田綜合病院附属 太田西ノ内病院 １ 

県 南 福島県厚生農業協同組合連合会 白河厚生総合病院 ２ 

会 津 会津中央病院 ４ 

南会津 福島県立南会津病院 ０ 

相 双 南相馬市立総合病院 ２ 

いわき いわき市立総合磐城共立病院 ３ 

 4 

４ 災害中長期の応援派遣機能 5 

○ 災害発生後、救護所や避難所に医療従事者を派遣し、被災者に対し、慢性6 

疾患の診療継続、生活不活発病の防止、感染症のまん延防止、感染症予防等7 

を目的とした口腔ケアの支援、栄養・食生活支援、衛生面のケア、メンタル8 

ヘルスケアを適切に行うため、日本赤十字社福島県支部、県医師会、県歯科9 

医師会、県薬剤師会及び県看護協会との協定に基づいた医療チーム、災害拠10 

点病院等による医療チームの整備と、医療チームや保健師、管理栄養士等に11 

よる公衆衛生チーム等を円滑に派遣できるシステムづくりを進める必要があ12 

ります。医療チーム等には、以下の機能が必要とされます。 13 

◆ 慢性疾患の診療継続、生活不活発病の防止、感染症のまん延防止、感染14 

症予防等を目的とした口腔ケアの支援、栄養・食生活支援、衛生面のケア、15 

メンタルヘルスケアを適切に行える医療従事者を確保していること。 16 

◆ 携行式の応急用医療資機材、応急用医薬品を有していること。 17 

◆ 災害急性期を脱した後も住民が継続的に必要な医療を受けられるよう、18 

DMAT 等急性期の医療チームと連携を図ること。 19 

 20 

○ また、避難所における公衆衛生の向上のためには、広域的な公衆衛生チー21 

ムと連携しながら、保健所の医師、歯科医師、保健師、管理栄養士、歯科衛22 

生士等を円滑に派遣できる体制の整備が必要です。そのため保健所には以下23 

の機能が必要とされます。 24 

◆ 被災地内の保健所の支援に派遣できる医師、歯科医師、保健師、管理栄25 

養士、歯科衛生士等の保健医療従事者を確保していること。 26 
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◆ 住民が質の高い保健医療サービスを継続的に受けられるよう、DMAT や1 

他の医療チームと連携を図ること。 2 

 3 

５ 調整機能等 4 

○ 平時においては、福島県災害医療対策協議会が、訓練等の結果を踏まえて5 

定期的に「福島県災害救急医療マニュアル」を見直す等、災害時における医6 

療救護に関する検討や、関係団体等との連携体制を構築する機能を担います。 7 

 8 

○ 災害発生時においては、県災害対策本部には、コーディネート機能を担う9 

ため、医療チームの派遣調整等を行い、急性期には、統括 DMAT（災害拠点10 

病院等に設置される活動拠点本部や SCU に設置される SCU 本部等の統括11 

DMAT 等を含む。）や県医師会等の関係団体と情報を共有し、連携する機能12 

が必要とされます。 13 

また、保健所においては、郡市医師会等の関係団体と連携しながら、派遣14 

された医療チームや自主的に集合した医療チームの派遣調整等を行う機能が15 

必要とされます。 16 

これらの機能を果たすために、県災害対策本部や保健所には、以下の機能17 

を持つ災害医療コーディネーターの設置が必要です。 18 

◆ 県災害対策本部と連携し、情報収集、急性期支援などの対応を行う機能。 19 

◆ 保健所において、医療救護班の派遣調整、避難所における健康問題への20 

対応を行う機能。 21 

 22 

○ 災害拠点病院以外の医療機関にあっては、以下の機能を備えることが望ま23 

れます。 24 

◆ EMIS に加入して、災害時にデータを入力する担当者を事前に決めて訓25 

練を行うなど、災害時に EMIS を活用できるようにすること。 26 

◆ 災害中長期の応援派遣機能を有すること。 27 

◆ 災害対応マニュアルや業務継続計画を整備し、災害時においても医療を28 

継続できる体制を構築するとともに、被災した状況を想定した研修・訓練29 

を実施すること。 30 

◆ 災害急性期を脱した後も継続的に必要な医療を提供できるよう、日本医31 

師会災害医療チーム（JMAT）や日本赤十字社救援班等の医療関係団体の32 

医療チームと連携をとること。 33 

 34 

〇 県や市町村にあっては、消防、警察等の関係機関や公共輸送機関等が、実35 

災害時において迅速に適切な対応がとれ連携できること、 保健所管轄区域や36 
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市町村単位での保健所等を中心とした地域コーディネート体制を充実させる1 

ことで、実災害時に救護所、避難所の被災者に対して感染症のまん延防止、2 

衛生面のケア、災害時要支援者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関し3 

てより質の高いサービスを提供することが必要であるため、以下の機能が求4 

められます。 5 

◆ 平時から、災害支援を目的とした DMAT 等の養成と派遣体制の構築に 6 

努めること。   7 

◆ 災害医療コーディネート体制の構築要員（県災害医療コーディネータ ー、8 

災害時小児周産期リエゾン等を含む。）の育成に努めること。 9 

◆ 都道府県間での相互応援協定の締結に努めること。 10 

◆  災害時の医療チーム等の受入れも想定した災害訓練を実施すること。訓11 

練においては、被災時の関係機関・関係団体と連携の上、都道府県として12 

の体制だけでなく、保健所管轄区域や市町村単位等での保健所等を中心と13 

したコーディネート体制に関しても確認を行うこと。 14 

◆ 災害急性期を脱した後も避難所等の被災者に対して感染症のまん延防止、15 

感染症予防等を目的とした口腔ケアの支援、衛生面のケア、災害時要支援16 

者へのサポート、メンタルヘルスケア等に関して継続的で質の高いサービ17 

スを提供できるよう、保健所を中心とした体制整備に平時から取り組むこ18 

と。 19 

◆ 「大規模災害時におけるドクターヘリの運用体制構築に関わる指針につ20 

いて」（平成 28 年 12 月５日付け医政地発 1205 第１号厚生労働省医21 

政局地域医療計画課長通知）を基に作成された災害時のドクターヘリの運 22 

用指針に則り、ドクターヘリの要請手順や自地域における参集拠点に関し23 

ても 訓練等を通して確認を行うこと。 24 

◆  都道府県を超える広域医療搬送を想定した災害訓練の実施又は参加に努25 

めること。その際には、SCU の設置場所及び協力を行う医療機関との連携26 

確認を行うこと 27 

 28 

施策の方向性と目標 

 29 

１ 応援派遣の受入体制等 30 

（１）施策の方向性 31 

○ 東日本大震災において、県災害対策本部の調整機能や後方支援機能が不十32 

分であったことを踏まえて、災害医療コーディネーターの養成研修等を実施33 

するなどして災害医療コーディネーターの確保を図るとともに、「福島県災害34 

救急医療マニュアル」を見直し、災害医療コーディネーターを核とする、全35 
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国のモデルとなる災害時医療体制を構築していきます。また、小児周産期医1 

療に係る災害時への対応については、第２節「小児医療」に記載しています2 

が、災害時小児周産期リエゾンの養成を進めます。 3 

災害時の医療救護に関する協定を締結している関係団体との連携を強化す4 

るとともに、福島県災害時医薬品等備蓄供給システム等の維持・充実や、SCU5 

の県内設置に係る環境の整備を進めます。 6 

 7 

○ 総合防災訓練や災害拠点病院と消防機関の合同訓練等を、県医師会を始め8 

とする関係団体、DMAT、災害医療コーディネーター等の参加も含め、毎年9 

度計画的に実施し、災害時医療に関する研修機会の確保に努めます。 10 

 11 

（２）目標 12 

指標名 現状 目標値 備考 

災害医療コーディ

ネーター数 

11 

（平成 29 年度） 

30 

（平成 35 年度） 

※ 県災害対策本

部・９保健所に

各 3 名を目標。 

 13 

２ 通信手段の確保 14 

○ 災害時の通信手段の確保のため、災害拠点病院においては、衛星電話の整15 

備等、災害時にも活用可能な通信手段の整備を促進し、災害拠点病院を中心16 

として、災害時の通信手段の確保を図ります。 17 

 18 

○ EMIS へ加入し、災害時にデータを入力する複数の担当者を事前に決めて19 

おき、訓練を行うことでその使用方法に精通するなど、災害時に活用できる20 

よう病院に働きかけます。 21 

 22 

３ 災害拠点病院の機能強化 23 

（１）施策の方向性 24 

○ 災害時にも診療機能を確保できるよう、災害拠点病院における施設の耐震25 

化を支援するとともに、後方搬送に対応するため、災害拠点病院における敷26 

地内ヘリポートの整備を進めます。 27 

 28 

○ 全ての災害拠点病院において業務継続計画を整備するよう支援するととも29 

に、業務継続計画の観点も踏まえた災害対応マニュアルの整備状況や検証状30 

況、訓練の実施状況等を把握し、情報提供を行うなどして、災害対応マニュ31 

アルの改善を支援します。 32 

 33 
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【DMAT】 1 

○ 国が実施する DMAT 研修の受講等を支援するとともに、DMAT の増加と2 

既に要請されている DMAT のサポートを目的として、県内で DMAT 隊員の3 

養成研修を実施します。 4 

 5 

○ DMAT 隊員に対し、技能維持と原子力災害への対応を目的として、県内で6 

DMAT 隊員の技能維持研修を実施します。 7 

 8 

○ DMAT の機能強化を図るため、DMAT 専用の救急車両（DMAT カー）の9 

整備等を支援します。 10 

 11 

【ＤＰＡＴ】 12 

○ 国の実施するＤＰＡＴ研修の受講等を支援するとともに、精神科病院協会13 

と連携しながら、県内においてもＤＰＡＴ養成研修を実施し、登録チーム数14 

を増やすなど、体制整備を進めます。 15 

 16 

（２）目標 17 

指標名 現状 目標値 備考 

災害拠点病院数 
８ 

（平成 29 年度） 

12 

（平成 35 年度） 

※12 消防本部管内

に対応できるよう

各１病院設置。 

災害拠点病院に

おける業務継続

計画の策定 

25％ 

（平成 29 年度） 

100％ 

（平成 35 年度） 

 

 18 

  19 
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【災害時医療調整イメージ図】 1 
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福島県地方災害対策本部・ 

保健所設置市災害対策本部 
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福島県放射線技師会 
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援 
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福島県病院協会 

市保健所 
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統括災害医療 

コーディネーター 

統括 DMAT 

DPAT 事務局 

地域災害医療 

コーディネーター 

DPAT拠点本部 
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Ⅱ 原子力災害医療等 1 

 2 

現状と課題 

 3 

○ 東日本大震災及び原子力災害は、世界に類を見ない大規模な複合災害とな4 

り、浜通りや中通りを中心に県内全域に大きな被害をもたらしました。 5 

 6 

○ 本県では、原子力災害が発生した場合の対応について、「福島県地域防災計7 

画」に原子力災害医療体制の整備を規定するとともに、関係機関の具体的な8 

活動内容や手順等を定めた従来の「福島県緊急被ばく医療活動マニュアル」9 

を改正して、新たに「福島県原子力災害医療行動計画」を策定しました。ま10 

た、これらの実効性を確保するため、国、市町村、原子力事業者等と連携し、11 

医療救護活動を含めた総合的な原子力防災訓練を年に 1回開催してきました。 12 

 13 

○ 原子力規制庁は、平成 27 年度に原子力災害対策指針を改正し、従来の緊14 

急被ばく医療体制から、原子力災害医療体制に移行しました。これを受けて、15 

県では、「福島県緊急被ばく医療協議会」を開き、原子力災害拠点病院及び原16 

子力災害医療協力機関を新たに指定・登録等の体制の強化を図りました。今17 

後は、東日本大震災とそれに伴う原子力災害のような複合・大規模災害にも18 

対応した原子力災害医療機関の機能を充実させるとともに、広域にわたる原19 

子力防災計画に基づいた対策を準備しておく必要があります。 20 

 21 

○ さらに現在においても、原子力発電所での廃炉作業や周辺地域での復旧作22 

業が続いており、全国からの支援を受けながら作業者等の傷病者への対応を23 

行なっているところですが、廃炉工程から高線量被ばくや高濃度汚染による24 

傷病者が発生する可能性も予想されます。また、今後は原子力発電所での労25 

働災害による放射線事故のみならず、発電所以外での放射線事故、CBRNE26 

テロ※への対応も含めた新たな原子力災害医療体制の構築が必要となります。 27 

※ Chemical/化学兵器、 Biological/生物兵器、Radiological/放射性物質、Nuclear/28 

核兵器、Explosive/爆発物を使用したテロ 29 

 30 

○ なお、原子力災害医療では、医療従事者や傷病者への放射線防護・汚染拡31 

大防止、汚染検査と除染、線量評価、必要に応じて放射性核種を体外除去す32 

る薬品の投与などが通常の医療に加えて行われますが、原子力災害医療は一33 

般の医療とかけ離れたものではなく、通常の医療手順に加えて、化学薬品汚34 

染や薬物中毒対応に類似した救急医療の一種であると考えられます。 35 
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また、多数傷病者の発生等を考慮した場合、原子力災害医療は災害時医療1 

の一部分とも考えられます。そのため、原子力災害医療体制については、原2 

子力災害医療の性質を考慮しつつ、救急医療や災害時医療との整合性を図り3 

ながら構築していく必要があります。 4 

 5 

○ 県は、福島県緊急被ばく医療協議会において、福島県緊急被ばく医療活動6 

マニュアルを改正し、福島県原子力災害医療行動計画を策定しました。これ7 

は、原子力災害はもとより、その他の放射線被ばく・汚染事故、またはそれ8 

らに伴う傷病者について関係機関が迅速、的確に対応するために、平時から9 

準備しておくべきこと、災害時にまず行うべきこと、災害時の指揮系統、安10 

全に対しての基本的な考え方、様々な想定に対する具体的な行動計画を、本11 

県の原子力災害医療における急性期から亜急性期の経験を踏まえ整理したも12 

のです。 13 

今後は、東日本大震災及び原子力発電所事故の教訓を踏まえて策定した行14 

動計画を定期的に見直し、具体的な活動内容等の細部について規定していく15 

必要があります。 16 

 17 

１ 原子力災害医療機関等 18 

○ 東日本大震災による原子力発電所の事故では、初期被ばく医療機関が原子19 

力発電所周辺に集中していたため、その多くが機能を果たせませんでした。 20 

この反省を踏まえた本県の原子力災害医療機関は、図表２－３－４－２の21 

とおりとなっており、原子力災害時における医療提供体制として、汚染の有22 

無にかかわらず傷病者等を受け入れ、被ばくがある場合には適切な診療等を23 

行う原子力災害拠点病院や原子力災害時に行われる診療や原子力災害対策等24 

を支援する原子力災害医療協力機関※を中心に整備しています。また、平成25 

27 年８月 26 日付けで公立大学法人福島県立医科大学が国から高度被ばく26 

医療センター及び原子力災害医療・総合支援センターとして指定を受けてい27 

ます。原子力発電所からの距離に関わらず、大規模災害を想定した原子力災28 

害医療機関の適切な配置が必要であり、県内各地域における原子力災害医療29 

提供体制を構築していく必要があります。 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 
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図表２－３－４－２ 福島県の原子力災害医療機関等 1 

原子力災害拠点病院 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

福島赤十字病院 

南相馬市立総合病院 

原子力災害医療協力機関 福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

一般社団法人恩知会会津中央病院 

福島県立南会津病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

高度被ばく医療支援セン

ター 

独立行政法人放射線医学総合研究所 

公立大学法人福島県立医科大学 

国立大学法人弘前大学 

国立大学法人広島大学 

国立大学法人長崎大学 

原子力災害医療・総合支

援センター 

公立大学法人福島県立医科大学 

国立大学法人弘前大学 

国立大学法人広島大学 

国立大学法人長崎大学 

※ 原子力災害医療協力機関によって役割が異なる。 2 

 3 

○ 原子力災害を伴う複合災害において、大規模な放射線による被害が発生し4 

た場合には、県内の原子力災害医療機関のみならず、災害拠点病院や県外の5 

原子力災害医療機関、国等との情報共有及び連携が必要となります。 6 

県は、原子力災害医療機関等と協力して、医療関係者に対する放射線防護7 

や原子力災害医療に関する研修や講習会等を実施することにより、情報共有8 

を可能にするための連携構築を行うとともに、医療関係者の原子力災害医療9 

に関する理解を深め、適切な認識を広めて行く必要があります。 10 

 11 

２ 避難退域時検査及び除染 12 

○ 避難退域時検査は、原子力災害を伴う複合災害発災時に、避難住民に対し13 

て汚染状況の有無を確認するとともに、住民の不安軽減のために行う汚染検14 

査を中心とした活動です。県では、国の原子力災害対策指針による OIL４※１
15 

を踏まえ、除染を行う判断基準を GM（ガイガーミューラー）サーベイメー16 

ター※２による計測で 40,000cpm（これはあくまで参考レベル※3 ですので17 

災害の程度に応じて、除染を行う判断基準は増減することがあります。）とし18 
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ています。 1 

東日本大震災発災後、平成 25 年６月末までに県によるスクリーニングを2 

延べ 26 万６千件実施しました。なお、その結果、すべての検査対象者にお3 

いて、健康に影響を及ぼす事例は見られませんでした。 4 

※１ 原子力災害発電施設外の放射線量率等に基づく防護措置実施基準。OIL４は除染5 

基準とされ、避難者等に避難退域時検査を実施し、基準を超える場合に除染を行う。 6 

※２ 放射線測定器の１つ。ベータ線の測定に適している。 7 

※３ 平時の線量限度ではなく、災害の危機に応じては、放射線の防護を行うことで他8 

のリスクが増大することがあります。したがって全体のリスクを加味して、安全の9 

範囲の中で許容できる防護活動の目安を参考レベルといいます。 10 

 11 

○ 東日本大震災の経験から、同規模の避難退域時検査実施の規模を考慮した12 

場合、避難退域時検査人員の確保は県や保健所、原子力災害医療機関だけで13 

は対応できないことが想定されることから、県内外からの検査人員の支援を14 

受けられるよう、国や関係団体と連携を図るとともに、受入体制を構築して15 

いく必要があります。 16 

 17 

３ 安定ヨウ素剤 18 

○ 原子力災害が発生した場合に大気中に放出される放射性ヨウ素の吸入によ19 

る人体の内部被ばくの影響を低減させるために、関係自治体等に対し住民が20 

服用するための安定ヨウ素剤※を配備しており、安定ヨウ素剤の服用指示は国21 

が行うことになっています。 22 

※ 放射性でないヨウ素をヨウ化カリウムの形で製剤したもの。原子炉施設等で原子力23 

災害が発生し大気中に放射性ヨウ素が放出された場合、放射性ヨウ素が甲状腺に蓄積24 

され内部被ばくを引き起こす可能性があります。このような内部被ばくは安定ヨウ素25 

剤をあらかじめ服用することで低減することが可能ですが、安定ヨウ素剤は放射性ヨ26 

ウ素による内部被ばくに対する防護効果に限定されます。また、放射性ヨウ素が体内27 

に取り込まれた後に安定ヨウ素剤を服用しても効果は極めて小さくなるため、適切な28 

タイミングで速やかに服用する必要があります。 29 

 30 

○ 県では、東日本大震災当時、避難指示区域の拡大に伴い、原子力発電所か31 

ら 50 ㎞圏の 26 市町村に安定ヨウ素剤を緊急配備し、その後、葛尾村を含32 

む 27 市町村の役場等に配備を継続してきました。改正された国の原子力災33 

害対策指針では、原子力発電所から 30 ㎞以遠の市町村に対する配備は不要34 

とされています。 35 

これを受けて、県は原子力災害発電所から 30 ㎞圏の 13 市町村の役場等36 

に配備を継続し、30 ㎞以遠の 14 市町村については、国による配備体制に移37 

行することとしました。 38 
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安定ヨウ素剤の服用については、避難や屋内退避等の防護対策と併せて適切1 

に実施される必要があり、国の原子力災害対策指針を踏まえ、住民への配布2 

方法や服用基準、服用指示者、指示の伝達方法等、国や県、市町村等の役割3 

を明確にしておく必要があります。 4 

また、服用においては、頭痛や吐き気などの副作用の可能性があることか5 

ら、服用に関する必要な知識を、平時から防災業務従事者や医療関係者、さ6 

らに原子力防災対策の対象となる住民においても共有しておく必要がありま7 

す。併せて、平時から、原子力発電所の状況の正確な情報発信を行うととも8 

に、安定ヨウ素剤に係る正しい理解の醸成に努めていく必要があります。 9 

 10 

図表２－３－４－３ 国の原子力災害対策指針とこれまでの本県の状況 11 

 ５km 圏

（PAZ） 

※１ 

30km 圏 

（ＵＰＺ） 

※２ 

30～50 

km 圏 

50km 超 

国

指

針 

第一原発 不要 不要 不要 不要 

第二原発 
住民への 
事前配布 

役場等への 
配備 

不要 不要 

これまでの 

本県の現状 
役場等への配備 － 

 12 

図表２－３－４－４ 本県の安定ヨウ素剤の配備の方針 13 

 ５km 圏

（PAZ） 

30km 圏 

（ＵＰＺ） 

30～50 

km 圏 

50km 超 

第一原発 役場等への配備 

（各保健所、災害拠点病院

等分散配備） 

国による配備 

（全国５か所に配備拠点を

設置） 
第二原発 

※１ Precautionary Action Zone 予防的防護措置を準備する区域 14 

放射線による重大な健康被害を回避するため、即時避難を実施する等、放射性物質15 

の環境への放出前の段階から予防的に防護措置を準備する区域 16 

※２ Urgent Protective Action Planning Zone 緊急時防護措置を準備する区域 17 

放射線による健康被害を可能な限り抑えるため、屋内退避や避難、安定ヨウ素剤の18 

予防的な服用を行う区域 19 

 20 

４ 知識の普及とリスクコミュニケーション 21 

○ 原子力災害は、五感で感じることができない放射線による被ばくの危険な22 

ど、自然災害に比べて特殊性があり、原子力災害等発生時に的確に行動する23 

ためには、行政や住民、関係機関等に対する放射線等に関する知識の普及啓24 
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発や避難、救護活動等に関する知識の周知、平時からのリスクコミュニケー1 

ションが重要ですが、東日本大震災発災時にそれらが充分であったとはいえ2 

ません。 3 

行政や医療関係団体、消防、自衛隊、住民による定期的な訓練の実施や原4 

子力災害医療に対応できる医療関係者の育成を進めるとともに、医療機関、5 

保健所等において正確な情報が十分に提供できるようにする必要があります。 6 

 7 

必要となる医療機能等 

 8 

１ 初動対応に関連する機関 9 

○ 原子力災害等が発生した場合の初動対応においては、被災者や傷病者への10 

対応のため、国や県、市町村、医療関係機関、その他の関係機関との調整役11 

割を果たす機能が重要となり、その機能をオフサイトセンターが担っていま12 

す。 13 

 14 

〇 オフサイトセンターは災害時に原子力災害現地対策本部の機能を十分発揮15 

できるようＵＰＺ圏内（概ね５～30km）に設置されます。原子力施設で緊16 

急事態が発生した場合には、国（原子力災害現地対策本部）、県（原子力現地17 

災害対策本部）、市町村及び事業者等の防災対策関係者がオフサイトセンター18 

に集合して、「原子力災害合同対策協議会」を組織し、情報を共有しながら、19 

連携のとれた原子力災害対策を講じていく拠点となります。 20 

 21 

○ 被災者や傷病者への対応における療関係機関や他の関係機関、その主な役22 

割は下記のとおりです。 23 

【医療関係機関】 24 

・原子力災害拠点病院：汚染の有無にかかわらず傷病者に対する高度診 25 

療など 26 

・原子力災害医療協力機関：被ばく傷病者等の診療、放射性物質による 27 

汚染の測定など 28 

・県医師会：県現地災害対策本部における関係機関調整、医療中継拠点※ 
29 

や救護所等での一般傷病者に対する医療活動など 30 

・県放射線技師会：避難退域時検査に係る事項など 31 

・県薬剤師会：安定ヨウ素剤に係る事項など 32 

・DMAT、県看護協会、日本赤十字社福島県支部：医療中継拠点や救護 33 

所等での一般傷病者に対する医療活動など 34 

※医療中継拠点：避難区域外に設定され、避難区域内の住民等避難者の TTT（トリア35 
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ージ、治療、搬送）と避難退域時検査を行う 1 

【その他の関係機関】 2 

自衛隊、消防、警察、海上保安庁、ヘリコプター運航会社、報道機関等 3 

 4 

２ 原子力災害医療機関等 5 

○ 原子力災害発生時の原子力災害医療においては、放射線災害の特殊性を考6 

慮しつつ、傷病者の救護や医療を適切に行う必要があります。なお、その際7 

に医療関係者の二次被ばく・汚染の低減にも配慮する必要があります。 8 

 9 

【原子力災害拠点病院】 10 

原子力災害拠点病院は、汚染の有無にかかわらず傷病者等を受け入れ、被11 

ばくがある場合には高度診療等を行います。また、原子力災害医療協力機関12 

では対応が困難な場合の被ばく・汚染患者に、専門的な医療を行うことが求13 

められます。 14 

また、災害医療体制下において地域の基幹となるため、災害医療対応にお15 

いても緊急被ばく医療においても拠点となることによる負担の集中を考慮し16 

て、近隣県の原子力災害医療機関との連携・情報共有を進める必要があり、17 

原子力災害医療協力機関の機能に加えて、以下の機能が求められます。 18 

◆ 原子力災害医療派遣チームの整備 19 

◆ シャワー設備等による身体の除染 20 

◆ 局所又は高線量被ばく患者の診療 21 

◆ 内部被ばくの可能性がある者の診療 22 

◆ 合併症の根本的な治療 23 

◆ 高度被ばく支援センター又は原子力災害医療・総合支援センターへの 24 

転送の判断等 25 

 26 

【原子力災害医療協力機関】 27 

原子力災害医療協力機関は、原子力災害時において行われる被ばく・傷病28 

者等の初期診療及び救急医療、放射性物質による汚染がある場合に、ふき取29 

り・脱衣等の簡易な除染や 救急処置を行うことが求められます。 30 

また、原子力災害医療協力機関は原子力災害の広域化に備えて、原子力施31 

設から比較的離れた地域にも複数配置する必要があり、以下の機能のいずれ32 

かを有すること※が必要とされます。 33 

なお、多数傷病者が発生した場合には、原子力災害拠点病院や派遣された34 

避難退域時検査チーム等との連携も必要になります。 35 

◆ 被ばく傷病者等の初期診療及び救急診療 36 
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◆ 被災者の放射性物質による汚染の測定 1 

◆ 原子力災害医療派遣チームを保有及びその派遣 2 

◆ 救護所への医療チーム（又は医療関係者）の派遣 3 

◆ 避難退域時検査実施のための放射性物質の検査チームの派遣 4 

◆ 安定ヨウ素剤配布の支援 5 

◆ その他、原子力災害時に必要な支援 6 

 7 

【高度被ばく医療支援センター】 8 

高度被ばく医療支援センターは、原子力災害拠点病院及び原子力災害医療9 

協力機関で対応することが困難であり、二次汚染等を起こす可能性が大きい10 

被ばく患者に診療を提供するため、原子力災害拠点病院及び原子力災害医療11 

協力機関の機能に加えて、以下の機能が必要とされます。 12 

◆ 重篤な外部被ばく患者の治療 13 

◆ 長期的かつ専門的治療を要する内部被ばく患者の診療 14 

◆ 重篤な合併症の診療 15 

◆ 様々な医療分野にまたがる高度の総合的な集中治療等 16 

 17 

【原子力災害医療・総合支援センター】 18 

原子力災害医療・総合支援センターは、平時においては原子力災害拠点病19 

院に対する支援や関連医療機関とのネットワークの構築を行うとともに、原20 

子力災害時においては、原子力災害医療派遣チームの派遣調整、現地情報の21 

提供等の活動支援を行うため、原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力22 

機関の機能に加えて、以下の機能が必要とされます。 23 

◆ 高線量被ばく傷病者の救急治療 24 

◆ 原子力災害医療派遣チームの派遣調整 25 

 26 

○ 原子力災害医療機関以外の災害拠点病院や一般医療機関においては、以下27 

の機能が必要とされます。 28 

◆ 避難退域時検査を実施した結果、スクリーニングレベル※以下と判断さ 29 

れた傷病者の診療 30 

◆ 緊急的に避難をした入院患者の受入れ 31 

◆ 医療従事者に対する放射線等に関する知識の普及啓発や平時からのリ 32 

スクコミュニケーション 33 

※ スクリーニングレベルについては、「福島県原子力災害医療行動計画」による。 34 

 35 

３ 保健所の機能 36 

○ 平時及び原子力災害等が発生した場合において、県と連動した取組を行な37 
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うこととなりますが、特に地域における被災者支援の第一線として、以下の1 

機能が必要とされます。 2 

◆ 災害の状況に応じて、保健医療従事者等による避難所や仮設住宅におけ3 

る避難者の健康管理等の被災者支援 4 

◆ 住民に対する避難退域時検査の実施や放射線による被ばく等に対する5 

不安を軽減するための健康相談等を実施できる体制の確保 6 

※ 保健医療従事者等派遣チームの保健所での受入れ調整については、「Ⅰ 災害時医療」7 

による。 8 

 9 

４ 市町村の機能 10 

○ 原子力災害等が発生した場合、関係市町村は速やかにオフサイトセンター11 

や県現地対策本部、保健所との情報連絡体制をとるとともに、避難や屋内退12 

避等の指示があった場合、住民が安定ヨウ素剤を適切に服用できるよう、平13 

時からの安定ヨウ素剤の配布体制等の整備が必要となります。 14 

 15 

○ また、住民の放射線による被ばく等に対する不安を軽減するために、健康16 

相談等を実施できる体制の整備が必要です。そのため市町村には以下の機能17 

が必要とされます。 18 

◆ 放射線や原子力災害医療に関する基礎的知識を有する保健師等の保健19 

医療従事者の確保、避難所の設置 20 

◆ 安定ヨウ素剤に係る配布責任者の指定及び配布辞任等の確保 21 

 22 

５ 県の役割 23 

○ 平時においては、原子力災害等の発生に備えて、福島県原子力災害医療対24 

策協議会を通じ、情報共有・連携体制の強化を図るとともに、以下の機能を25 

担います。 26 

◆ 原子力災害拠点病院及び原子力災害医療協力機関の指定・登録や資機材 27 

整備、その後の適切な管理指導。 28 

◆ 避難退域時検査や除染、健康相談等に必要となる人員・資機材等の確保。 29 

◆ 行政や医療機関、消防、自衛隊、住民による定期的な原子力防災訓練の 30 

実施（県域を越えた大規模訓練を含む。） 31 

◆ 安定ヨウ素剤について、適時・適切な配布服用を行うための平常時の配 32 

備や、緊急時の配布手順・体制の整備。 33 

 34 

○ 原子力災害等が発生した場合には、以下の機能を担います。 35 

◆ 災害の規模に応じ、避難計画との整合性を考慮して、住民に対して適切 36 
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な避難退域時検査や除染等を実施できるよう、必要な場所に人員や資機材 1 

等を配備すること。 2 

◆ 原子力災害医療機関や国、オフサイトセンター、保健所、市町村等と連 3 

携して、災害医療コーディネーターを活用しながら、傷病者の搬送調整や 4 

原子力災害医療派遣チーム等の派遣調整や県外からの支援が必要な場合 5 

の医療チーム等の受入れ調整を行うこと。 6 

◆ 被災地の情報収集や関係機関との連絡調整等を行うこと。 7 

※ 避難所における医療救護班の派遣については、「Ⅰ 災害時医療」による。 8 

※ 入院患者の広域搬送等については、「Ⅰ 災害時医療」や「福島県地域防災計画」9 

による。 10 

 11 

施策の方向性と目標 

 12 

１ 原子力災害医療機関の充実 13 

（１）施策の方向性 14 

○ 原子力災害医療は、一般災害の延長線上にあり、災害が複合化あるいは広15 

域化すれば、当然一般災害との整合性を図る必要があり、医療従事者の適切16 

な県内配置が必要であることから、原子力災害医療機関については、関係す17 

る医療機関や関係団体及び市町村と協議しながら、災害拠点病院ならびに救18 

命救急センターを中心に、更なる原子力災害拠点病院及び原子力災害医療機19 

関の指定・登録を図るなど、原子力災害医療体制の充実に努めます。 20 

 21 

（２）数値目標 22 

指標名 現状 目標値 備考 

原子力災害拠点病

院及び原子力災害

医療協力機関医療

機関数 

8 機関 

（平成 29 年度） 

12 機関 

（平成35年度） 

各医療圏毎に２か所整

備。 

災害拠点病院や救命救

急センターは原子力災

害拠点病院の指定を目

指す。 

   ※ なお、被災地域の医療機関が再開した場合には、福島第一原子力発電所廃炉作業に23 

伴う被ばく汚染に対する傷病者を診療する医療機関の指定を目指す。 24 

   25 

２ 福島県原子力災害医療行動計画の定期的な見直し等 26 

○ 東日本大震災発災からこれまでの経験と、国の原子力災害対策指針の見直27 

しを踏まえて、福島県原子力災害医療対策協議会を活用し、定期的に福島県28 

原子力災害医療行動計画を見直します。 29 

 30 
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○ また、原子力災害等発生時に迅速かつ適切な医療を提供できるよう福島県1 

原子力災害医療対策協議会を活用して、平時から原子力災害医療機関、原子2 

力事業者、消防等の関係機関との連携及び情報共有を推進するとともに、放3 

射線技師会等の関係機関との救護活動に係る協定締結を進めます。 4 

 5 

○ なお、「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」で6 

は、放射性物質、化学物質、生物剤、核物質及び爆発物による武力攻撃（以7 

下、「CBRNE 兵器による武力攻撃」という。）を受けた場合に備えた医療救8 

護体制の整備が必要とされていることから、CBRNEC 兵器による武力攻撃9 

に伴う災害発生時の対応も考慮します。 10 

 11 

３ 医療資機材等の確保・管理 12 

○ 原子力災害等発生時の医療救護活動に備え、原子力災害医療機関や保健所13 

等に放射線測定資機材や除染資機材、個人線量計、安定ヨウ素剤、応急救護14 

用医薬品、医療資機材等を整備するとともに、定期的に医療資機材のメンテ15 

ナンスや更新を実施します。また、安定ヨウ素剤の計画的な備蓄、更新を実16 

施します。 17 

 18 

４ 広域連携の強化と訓練の実施等 19 

○ 原子力発電所での労働災害事故の多数傷病者発生や、大規模な原子力災害20 

を想定した原子力防災訓練の実施により、避難退域時検査及び除染の体制や21 

「福島県原子力災害医療行動計画」に定める原子力災害医療機関と消防機関22 

等との連携について確認するとともに、原子力災害医療（高度被ばく医療セ23 

ンターや原子力災害医療・総合支援センター等）と災害・救急医療（災害拠24 

点病院、DMAT、日赤救護班等）との連携を進めます。 25 

また、県内外における大規模災害等を想定した隣県等との広域訓練の実施26 

により、関係機関との広域連携体制を構築し、被災地支援体制の強化に努め27 

るとともに、訓練実施後の評価を行ない、より実効性のある訓練体制の整備28 

を図ります。 29 

 30 

○ 原子力災害による入院患者等の広域避難について、ガイドラインを作成し31 

医療機関における計画策定を支援するとともに、県内だけでは十分な受入先32 

の確保が困難と見込まれるため、隣県との相互受入体制の構築を進めます。 33 

 34 

５ 研修機会の確保及び知識の普及・啓発 35 

○ 原子力災害等発生時における医療体制を本県の現状にあわせた実効性のあ36 
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るものとするため、原子力災害医療機関や災害拠点病院、DMAT、市町村、1 

保健所、消防、警察等の医療関係者に対して原子力災害医療従事者の養成に2 

努めます。また、一般医療機関の医療従事者への研修や住民の訓練参加、平3 

時からのリスクコミュニケーションを進め、放射線に関する知識の普及・啓4 

発に努めます。 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 
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【原子力災害医療体制の枠組み】 1 

 2 

 3 

              4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

オフサイトセンター 

原子力災害 

合同対策協議会 

災害対策本部 

県 

現地災害対策 

本部（医療班） 

国 

原子力災害 

現地対策本部 

原子力災害 

対策本部 

原子力災害医療機関 

原子力規制委員会 

 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

 福島赤十字病院 

 南相馬市立総合病院 

 白河厚生総合病院 

 会津中央病院 

 県立南会津病院 

 いわき市立総合磐城共立病院 

 福島労災病院 

原子力災害医療協力機関 

原子力災害拠点病院 

独立行政法人放射線医学総合研究所 

公立大学法人福島県立医科大学…等 

高度被ばく医療センター 

原子力災害医療・総合支援センター 

専門的 

技術的 

知見の 

提供等 

支援 

…
 

医療関係機関 

災害拠点病院 

福島県医師会 

福島県診療放射線技師

会 

福島県薬剤師会 

福島県看護協会 

日本赤十字社 

福島県支部 

国立病院機構 

支援 

連携 

派遣 

連携 

連携 

保健福祉事務所 

（保健所） 
市町村 

連携 

医療班 

国立大学附属病院 

福島県病院協会 

原子力災害 

医療派遣チーム 

調整 

連携 

連携 
調整 

連携 

参 考 
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第５節 過疎・中山間地域の医療（へき地医療） 1 

現状と課題 

 2 

１ 無医地区等 3 

○ 無医地区等調査・無歯科医地区等調査（厚生労働省）によると、平成 264 

年 10 月末現在、本県の無医地区数※は９地区（３市町）で、平成 21 年の5 

13 地区（５市町村）に比べて４地区減少しています。 6 

また、無歯科医地区数※は 12 地区（４市町村）で、平成 21 年の 18 地区7 

（８市町村）に比べて６地区減少しています。 8 

※「無医地区」「無歯科医地区」=医療機関（歯科医療機関）のない地域で、当該地区の9 

中心的な場所を起点として、おおむね半径４㎞区域内に 50 人以上が居住している地10 

区であって、かつ容易に医療機関を利用することができない地区（出典：厚生労働省11 

「無医地区等調査」）。 12 

 13 

○ 人口の減少や交通体系の整備等により、無医地区数等は減少してきていま14 

すが、高齢化の進行に伴い、高齢者に多く見られる慢性疾患に対応する医療15 

の充実を図るとともに、眼科や耳鼻咽喉科等の診療科目の充足が求められて16 

います。 17 

 18 

○ 本県には、平成 29 年 1 月 1 日現在、へき地診療所※が 26（仮設１）あ19 

り、病床数は合計 57 床となっています。へき地診療所の常勤医師は 25 人20 

となっていますが、常勤医師がいないへき地診療所があります。へき地診療21 

所の医師も高齢化が進んでおり、安定的な医師の確保が課題となっています。22 

また、無歯科医地区についても、歯科医療の受診機会の確保に努める必要が23 

あります。 24 

※ 「へき地診療所」設置基準=へき地診療所を設置しようとする場所を中心としておお25 

むね半径４km の区域内に他に医療機関がなく、その区域内の人口が原則として人口26 

1,000 人以上であり、かつ、診療所の設置予定地から最寄医療機関まで通常の交通機27 

関を利用して（通常の交通機関を利用できない場合は徒歩で）30 分以上要するもの28 

であること（出典：厚生労働省「へき地保健医療対策等実施要綱」）。 29 

 30 

２ 医療支援 31 

○ 無医地区等を始めとする医療に恵まれない地域における医療提供体制を整32 

備するため、県では、平成 15 年 12 月に「へき地医療対策アクションプロ33 

グラム」を策定するとともに、平成 16 年１月に「福島県へき地医療支援機34 

構」を設置し、へき地医療対策に取り組んできました。 35 

平成 23 年 12 月には、本県の医師確保対策を総合的に担う「福島県地域36 
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医療支援センター」を設置しました。全国的にも、地域医療支援センターと1 

へき地医療支援機構のあり方について検討がされており、「福島県地域医療2 

支援センター」による「福島県へき地医療支援機構」の統合も視野に、へき3 

地に所在する医療機関への派遣を含めたキャリア形成プログラムの策定など、4 

へき地も含めた一体的な医師確保について検討していく必要があります。 5 

 6 

【福島県のへき地診療所】 7 

県内には、へき地診療所として、国民健康保険直営診療所が 20 診療所、8 

市町村立診療所が６診療所あります。 9 

（平成 29 年４月１日現在） 10 

地 域 種別 施   設   名 

県 北 

国保 

国保 

国保 

二本松市岩代国保診療所 

本宮市国保白岩診療所 

川俣町国保山木屋診療所 

県 中 
市町村 

国保 

田村市立都路診療所 

天栄村国保診療所 

県 南 国保 鮫川村国保診療所 

 

 

 

 

 

 

会津・ 

南会津 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

会津 

 

 

 

 

 

 

市町村 

市町村 

国保 

国保 

国保 

国保 

市町村 

国保 

国保 

国保 

国保 

国保 

国保 

南東北裏磐梯診療所 

南東北桧原診療所 

西会津町国保群岡診療所 

西会津町国保新郷診療所 

西会津町国保西会津診療所 

西会津町国保奥川診療所 

磐梯町医療センター 

柳津町国保診療所 

柳津町国保診療所西山出張所 

金山町国保診療所 

金山町国保診療所沼沢出張診療所 

金山町国保診療所横田出張診療所 

昭和村国保診療所 

南会津 
市町村 

国保 

檜枝岐診療所 

只見町国保朝日診療所 

 

相 双 

 

国保 

国保 

国保 

市町村 

川内村国保診療所 

浪江町国保津島診療所※ 

浪江町国保浪江診療所 

いいたてクリニック 

いわき 国保 いわき市国保田人診療所 

    ※仮設診療所として、二本松市内で開設中。 11 
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○ 県では、へき地診療所等の診療体制を組織的に支援するため、平成 16 年1 

度からへき地医療支援システムを構築し、へき地医療拠点病院として、福島2 

県立宮下病院と福島県立南会津病院の 2 病院を指定しています。 3 

さらに、へき地医療拠点病院を支援するへき地医療拠点センター病院とし4 

て、公立大学法人福島県立医科大学会津医療センターを指定し、へき地医療5 

拠点センター病院への代診医派遣やへき地診療所への医師派遣等の支援を行6 

う組織として、公立大学法人福島県立医科大学に地域医療支援センターを設7 

置しています。 8 

福島県立医科大学地域医療支援センターからへき地医療拠点センター病院9 

へ医師を派遣し、へき地医療拠点センター病院からへき地医療拠点病院に、10 

へき地医療拠点病院からへき地診療所に医師を派遣する、いわゆる玉突き方11 

式の「へき地医療支援システム」を全国に先駆けて導入し、へき地診療所へ12 

の安定的な医師派遣を行っています。 13 

 14 

○ 平成 28 年度は、へき地医療拠点病院からへき地診療所への医師派遣は、15 

220 回（全日換算 167.0 日）行われています。 16 

 17 

【福島県のへき地医療拠点病院等】 18 

区   分 地 域 医 療 機 関 名 

へき地医療拠点センター病院 
会津・ 

南会津 

公立大学法人福島県立医科大学会

津医療センター 

へき地医療拠点病院 
会津・ 

南会津 

福島県立宮下病院 

福島県立南会津病院 

 19 

 20 

必要となる医療機能 

 21 

１ 保健指導機能 22 

○ 無医地区等において、保健指導を提供するため、へき地診療所や保健福祉23 

事務所（保健所）、市町村には、以下の機能が求められます。 24 

◆ 保健師等が実施し、必要な体制が確保できていること。 25 

◆ 特定地域保健医療システム※を活用していること。 26 

◆ 地区の保健衛生状態を十分把握し、保健所及び最寄りのへき地診療所等27 

との緊密な連携のもとに計画的に地区の実情に即した活動を行うこと。 28 

※ 「へき地保健医療対策事業について」（平成 13 年 5 月 16 日医政発第 529 号医29 

政局長通知）の別添「へき地保健医療対策実施要綱」(以下、「へき地対策要綱」とい30 

う。)に基づく事業で、特別豪雪地帯等の無医地区等に伝送装置による保健医療情報シ31 
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ステム体制を整備し、当該地区住民の保健医療の確保を図るもの。 1 

 2 

２ 診療機能 3 

○ 無医地区等において、地域住民の医療を確保し、24 時間 365 日対応でき4 

る体制を整備すること、専門的な医療や高度な医療へ搬送する体制を整備す5 

ることを目標に、へき地診療所等には以下の機能が求められます。 6 

◆ プライマリーの診療が可能な医師等がいること又は巡回診療を実施して7 

いること。 8 

◆ 必要な診療部門、医療機器等があること。 9 

◆ へき地診療所診療支援システム※を活用していること。 10 

◆ 特定地域保健医療システムを活用していること。 11 

◆ 緊急の内科的・外科的処置が可能なへき地医療拠点病院等と連携してい12 

ること。 13 

◆ へき地医療拠点病院等における職員研修等に計画的に参加していること。 14 

※ へき地対策要綱に基づく事業で、へき地医療拠点病院とへき地診療所との間に伝15 

送装置を設置し、へき地医療拠点病院がへき地診療所の診療活動等を援助するもの。 16 

 17 

３ 診療支援機能 18 

○ へき地診療所等の診療を支援するため、へき地医療拠点病院、特定機能病19 

院、地域医療支援病院、臨床研修病院、救命救急センターを有する病院等に20 

は以下の機能が求められます。 21 

◆ へき地医療拠点病院支援システム※を活用していること。 22 

◆ へき地診療所支援システムを活用していること。 23 

◆ 巡回診療等によりへき地住民の医療を確保すること。 24 

◆ へき地診療所等への代診医等の派遣（継続的な医師派遣も含む）及び技25 

術指導、援助を行うこと。 26 

◆ へき地の医療従事者に対する研修の実施及び研究施設を提供すること。 27 

◆ 遠隔診療等の実施により各種の診療支援を行うこと。 28 

◆ 県及び市町村がへき地における医療確保のため実施する事業に対して協29 

力すること。 30 

◆ 24 時間 365 日、医療にアクセスできる体制を整備するため、地域の診31 

療所を含めた当番制の診療体制を構築すること。 32 

◆ 高度の診療機能を有し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助するこ33 

と。 34 

※ へき地対策要綱に基づく事業で、小規模なへき地医療拠点病院の機能を強化する35 

ため、高度の機能を有する病院等医療機関とへき地医療拠点病院との間に伝送装置36 

を設置し、へき地医療拠点病院の診療活動等を援助するもの。 37 

 38 
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４ 行政機関等による支援 1 

○ 県では、平成 16 年 1 月に「福島県へき地医療支援機構」を設置していま2 

すが、へき地医療支援機構に求められる機能は、以下のとおりです。 3 

◆ へき地診療所から代診医派遣、医師派遣の要請があった場合の調整と、4 

へき地医療拠点病院への派遣要請を行うこと。 5 

◆ へき地医療に従事する医師を確保するためのドクタープール機能を持つ6 

こと。 7 

◆ へき地医療に従事する医師のキャリア形成支援を行うこと。 8 

◆ へき地における地域医療分析を行うこと。 9 

◆ 専任担当官として地域医療に意識が高く、ある程度長く継続して勤めら10 

れる医師を配置し、へき地医療関連業務に専念できるような環境を整備す11 

ること。 12 

 13 

○ これらの機能の多くは、「福島県地域医療支援センター」が担えるもので14 

あり、今後、へき地医療支援機構のあり方について、見直しをしていく必要15 

があります。 16 

 17 

施策の方向性と目標 

 18 

１ へき地診療所の医師の確保 19 

○ 福島県地域医療支援センターにおいて運営している「ドクターバンクふく20 

しま」により、医師の退職等によりへき地診療所の医師に不足が生じた場合21 

には、後任の医師が確保できるよう、必要な支援を行っていきます。 22 

 23 

○ 県内外の医学部生を対象に、へき地診療所等の地域医療の現場見学や、地24 

域住民との交流などの体験の場を提供し、地域医療への理解を深めてもらう25 

ことで、過疎・中山間地域の地域医療の担い手の育成を図ります。 26 

 27 

○ 自治医科大学卒業医師のへき地医療機関への派遣や県内定着を促進するほ28 

か、「へき地医療等医師確保修学資金制度」等の運用により、過疎・中山間29 

地域における医師の確保を図ります。 30 

また、高齢化が進む過疎・中山間地域において必要とされる慢性疾患への31 

対応など、プライマリ・ケア全般を担うことができる医師の養成を、福島県32 

立医科大学と連携して進めます。 33 

 34 

 35 
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２ 過疎・中山間地域の医療の支援 1 

○ 「福島県地域医療支援センター」と「福島県へき地医療支援機構」の一本2 

化を検討し、効率的・効果的な医師派遣モデルを構築することで、へき地医3 

療支援システムを充実させ、過疎・中山間地域における医師の支援体制の強4 

化を図ります。 5 

 6 

○ 初期診療機能の向上のため、へき地診療所における医療機器等の整備を支7 

援します。 8 

また、無医地区等を有する市町村への患者輸送車の導入を推進し、患者搬9 

送体制の整備を支援します。 10 

 11 

○ 福島県立医科大学附属病院のドクターヘリを有効活用するとともに、ドク12 

ターカーの有効活用を進め、過疎・中山間地域における救急医療の確保を図13 

ります。 14 

 15 

○ 情報通信技術（ICT）を活用した医療情報連携システムの整備を促進し、16 

へき地診療所の医師の負担軽減を図りながら、へき地診療所の診療機能の支17 

援の強化を図ります。 18 
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第６節 在宅医療 1 

現状と課題 

 2 

○ 在宅医療とは、急性期・回復期を過ぎた脳卒中患者や在宅療養を希望する3 

がん患者等、治療や療養が必要でありながら身体的理由により通院が困難な4 

患者に対して、医師等が居宅等を訪問して、患者の生活の場において看取り5 

まで含めた必要な医療を提供することを指します。 6 

ここでいう「居宅等」には、自宅の他に、介護老人福祉施設、有料老人ホ7 

ーム、グループホーム等の生活の場も含まれるとともに、「医療」は看取り8 

まで含んだものを指します。 9 

 10 

○ また、在宅医療は、要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮11 

らしを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・12 

生活支援などのサービスが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の13 

構築において不可欠の要素です。 14 

 15 

○ 超高齢社会を迎え、医療機関や介護保険施設等の受入れにも限界が生じる16 

ことが予測される中で、在宅医療は慢性期及び回復期患者の受け皿として、17 

さらに看取りを含む医療提供体制の基盤の１つとして整備を推進していく必18 

要があります。 19 

 20 

１ 在宅医療の現状 21 

（１）在宅医療ニーズの増加 22 

○ 本県の 65 歳以上の老齢人口は 2017 年現在、557,229 人ですが、今後23 

増加が続き、2025 年には 614,859 人（2017 年比 110％）になりピー24 

クを迎えると推計されています。 25 

 26 

○ 高齢化の進展により慢性的な疾患を抱える高齢者や認知症患者が増加する27 

とともに、医療技術の進歩等を背景に疾病や傷害を持ちながら住み慣れた地28 

域で生活する在宅療養者が増加しており、今後、医療と介護の両方を必要と29 

する人が増加していくと見込まれます。 30 

 31 

○ NDB のレセプトデータ等の基礎データに基づいて算出した在宅医療等の32 

将来医療需要は、2013 年の 18,847（人/日）から 2025 年には 23,17633 

（人/日）（2013 年比 123％）に増加すると推計されています。  34 
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図表２－３－６－１ 将来人口推計及び６５歳以上高齢化率 1 

 2 

 
2017 年 
（平成29年） 

2020 年 
（平成32年） 

2025 年 
（平成37年） 

2030 年 
（平成42年） 

2035 年 
（平成 47 年） 

2040 年 
（平成 52 年） 

65 歳以上 557,229 605,748 614,859 608,330 592,756 583.952 

 
75 歳以上 289,146 312,926 344,208 370,359 375,382 365.202 

65～75 歳 268,083 292,822 270,651 237,971 217,374 218.750 

15～64 歳 1,146,663 1,050,951 973,702 904,821 836,386 755.200 

0～14 歳 233,890 216,839 191,605 171,207 157,442 146.006 

合計 1,937,782 1,873,538 1,780,166 1,684,358 1,586,584 1,485,158 

65 歳以上 

高齢化率 
28.8％ 32.3％ 34.5％ 36.1％ 37.4％ 39.3％ 

資料：2017 年は「平成 29 年 1 月 1 日住民基本台帳年齢別人口（市区町村別）（総計）」3 

（総務省）、2020 年以降は「日本の地域別将来推計人口（平成 25 年 3 月推計）」4 

（国立社会保障・人口問題研究所） 5 

 6 

図表２－３－６－２ 将来在宅医療需要推計 7 

（単位：人／日） 8 

圏域 
2013 年 

（平成 25 年） 

2025 年 
（平成 37 年） 

増加割合 

県北 4,919 5,891 119.8％ 

県中 5,286 6,438 121.8％ 

県南 1,186 1,423 120.0％ 

会津・南会津 2,732 3,393 124.2％ 

 
会津 2,373 2,961 124.8％ 

南会津 359 432 120.3％ 

相双 1,130 1,366 120.9％ 

 ※流出が収束した場合 1,130 1,991 176.2％ 

いわき 3,594 4,665 129.8％ 

計 18,847 23,176 123.0％ 

資料：必要病床数等推計ツール  9 
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（２）在宅医療の提供体制 1 

ア 訪問診療 2 

○ 訪問診療を実施している診療所は、平成26年9月現在、県内診療所1,3663 

施設のうち、308 施設（22.5％）であり、平成 26 年 9 月中に実施した訪4 

問診療件数は 10,459 件です。人口 10 万人あたりでは 16.1 施設（全国平5 

均 16.2）、546.4 件（全国平均 746.5 件）と、実施件数は全国平均を下6 

回っています。訪問診療を実施している診療所のうち、在宅療養支援診療所※
7 

は 147 施設（47.7％）、実施件数 8,051 件（77.0％）を占めています。 8 

在宅療養支援診療所は、平成 28 年 3 月現在、県内に 188 施設で、人口9 

10 万人あたり 9.8 施設（全国平均 11.6 施設）と、全国平均を下回ってい10 

ます。 11 

 ※ 診療報酬上の制度で、地域において在宅医療を支える 24 時間の窓口として、他の12 

病院、診療所等と連携を図りつつ、24 時間の往診・訪問看護等を提供する診療所。 13 

 14 

○ 訪問診療を実施している病院は、平成 26 年 9 月現在、県内病院 128 施15 

設のうち、57 施設（44.5％）であり、平成 26 年 9 月中に実施した訪問診16 

療件数は 2,228 件です。人口 10万人あたりでは 3.0 施設（全国平均 2.1）、17 

116.4 件（全国平均 97.2 件）と、全国平均を上回っています。訪問診療を18 

実施している病院のうち、在宅療養支援病院※は 5 施設（8.8％）、実施件数19 

1,250 件（56.1％）を占めています。 20 

在宅療養支援病院は、平成 28 年 3 月現在、県内に 5 施設で、人口 10 万21 

人あたり 0.3 施設（全国平均 0.9 施設）と、全国平均を下回っています。 22 

   ※ 200 床未満又は 4 ㎞以内に診療所がない病院で、在宅療養支援診療所と同様に、23 

在宅医療の主たる担い手となっている病院。 24 

 25 

○ NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース。通称「ナショナルデ26 

ータベース」）の分析結果である SCR（年齢調整標準化レセプト出現比）※
27 

からは、本県においては、全国平均 100 に対して往診が 68.7、訪問診療（居28 

宅）が 81.0、訪問診療（同一建物）が 60.0、訪問診療（特定施設）が 47.129 

と、全国平均の５～８割程度に留まっています。また、二次医療圏別にみる30 

と、訪問診療（居宅）では最も高い県中医療圏 123.3 に対して最も低い相31 

双医療圏が 25.2 と、大きな差があります。 32 

※ 2014 年度（平成 26 年度）の全保険者分の NDB データを用いて、すべての地域33 

に同じ年齢の住人が同じ人数住んでいると仮定した場合の当該地域の医療提供度合の34 

数字（SCR：年齢調整標準化レセプト出現比）として表したもの。全国平均を 10035 

として、SCR 値が高ければ医療機能が多い、SCR 値が低ければ医療機能が少ないと36 
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考えられる。 1 

 2 

イ 訪問歯科診療 3 

○ 訪問歯科診療を実施している歯科診療所は、平成 26 年 9 月現在、県内歯4 

科診療所 860 施設のうち、117 施設（13.6％）であり、平成 26 年 9 月5 

中に実施した訪問歯科診療件数は 673 件です。人口 10 万人あたりでは 6.16 

施設（全国平均 7.5）、35.2 件（全国平均 77.8 件）とともに全国平均を下7 

回っています。 8 

在宅療養支援歯科診療所※については、平成 28 年 3 月現在、県内に 459 

施設で、人口 10 万人あたり 2.4 施設（全国平均 4.8 施設）と、全国平均を10 

大きく下回っています。 11 

※ 診療報酬上の制度で、在宅等の療養に関して歯科医療面から支援できる体制等を確12 

保している歯科診療所。 13 

 14 

ウ 訪問看護 15 

○ 訪問看護事業所についてみると、平成 27 年度の介護サービス施設・事業16 

所調査では、本県には 134 事業所あり、従業者数（常勤換算）は 640.5 人17 

です。人口 10 万人あたり 7.0 事業所（全国平均 8.0）、5.2 人（全国平均18 

6.0）で全国平均を下回っています。 19 

 20 

○ NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース。通称「ナショナルデ21 

ータベース」）の分析結果である SCR（年齢調整標準化レセプト出現比）か22 

らは、本県においては、全国平均 100 に対して訪問看護提供は 108.8 と、23 

全国平均並となっています。 24 

また、二次医療圏別にみると、訪問看護提供では最も高い県北医療圏25 

163.6 に対して最も低い相双医療圏が 35.5 と、大きな差があります。 26 

 27 

エ 薬局 28 

○ 在宅療養患者に訪問して必要な薬剤管理的導訪を行う「在宅患者訪問薬剤29 

管理指導料」を届け出た薬局数は、平成 28 年 3 月現在、県内薬局 884 か30 

所のうち、779 か所（88.1％）です。 31 

また、平成 27 年度 NDB の分析結果から、薬局による訪問薬剤管理指導32 

を受けた患者数（レセプト件数）は、783 件で、人口 10 万人あたり 40.933 

件（全国平均 74.7 件）と、全国平均を大きく下回っています。 34 

 35 

 36 
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オ 看取り 1 

○ 平成26年の医療施設調査では、在宅看取りに対応する診療所は 65施設、2 

在宅看取りに対応する病院は 9 施設となっています。人口 10 万人あたりで3 

は診療所が 3.4 施設（全国平均 3.4）、病院が 0.5 施設（全国平均 0.4）で、4 

ともに全国平均と同程度となっています。 5 

また、ターミナルケア※に対応する訪問看護ステーションは 99 施設で、こ6 

ちらも人口 10 万人あたりでは 5.2 と、全国平均 5.2 と同程度です。 7 

※ 末期がんなどの治療困難な患者を対象として、身体的・精神的苦痛を軽減する終末8 

期ケア。 9 

 10 

○ NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース。通称「ナショナルデ11 

ータベース」）の分析結果である SCR（年齢調整標準化レセプト出現比）か12 

らは、本県においては、全国平均100に対して、ターミナルケア提供が76,2、13 

看取りが 74.0 と、全国平均の７～８割程度となっています。 14 

また、二次医療圏別にみると、ターミナルケア提供では最も高い県北医療15 

圏 150.7 に対して最も低い相双医療圏が 4.0、看取りでは最も高い県北医療16 

圏 147.1 に対して最も低い相双医療圏が 2.4 と、大きな差があります。 17 

 18 

○ 平成 28 年の人口動態統計では、本県の死亡者が在宅で死亡する割合は19 

19.2%（全国平均 19.8%）となっており、全国平均並みとなっていますが、20 

二次医療圏別にみると、最も在宅死亡の割合が低い会津・南会津医療圏は21 

13.1％、最も在宅死亡の割合が高い県北医療圏は 22.7%となっており、大22 

きな差があります。 23 

 24 

図表２－３－６－３ 在宅看取りを実施している診療所・病院数、ターミナルケア25 

に対応する訪問看護ステーション数、在宅死亡の割合 26 

医療圏 
在宅看取りを実施 

している診療所数 

在宅看取りを実施 

している病院数 

ターミナルケアに

対応する訪問看護

ステーション数 

在宅死亡 

の割合 

県 北 21 3 28 22.7% 

県 中 24 2 33 21.7% 

県 南 2 1 7 15.4% 

会津・南会津 8 1 1２ 13.1％ 

 会 津 4 1 11 11.4% 

 南会津 4 0 1 26.6% 

相 双 2 0 8 15.3% 

いわき 8 2 11 20.7% 
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医療圏 
在宅看取りを実施 

している診療所数 

在宅看取りを実施 

している病院数 

ターミナルケアに

対応する訪問看護

ステーション数 

在宅死亡 

の割合 

県全体 65 9 99 19.2％ 

全 国 4,312 476 6,595 19.8％ 

資料：診療所・病院数は平成 26 年患者調査（厚生労働省）、 1 

訪問看護ステーション数は平成 27 年介護サービス施設・事業所調査（厚生労働省）、 2 

在宅死亡の割合は平成 28 年人口動態統計（厚生労働省） 3 

 4 

カ 退院支援 5 

○ 平成 26 年の患者調査では、本県の病院の退院患者の平均在院日数は 32.56 

日（全国平均 33.2 日）となっており、全国平均並みとなっていますが、二7 

次医療圏別にみると差が見られます。 8 

 9 

○ 退院支援担当者を配置している病院は、平成 26 年 10 月現在、県内病院10 

128 施設のうち、45 施設となっており、全病院数に占める割合 35.2％は11 

全国平均 42.3％を下回っています。 12 

 13 

○ NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース。通称「ナショナルデ14 

ータベース」）の分析結果である SCR（年齢調整標準化レセプト出現比）か15 

らは、本県においては、退院支援・調整の実施は全国平均 100 に対して 48.716 

と、５割程度に留まっています。 17 

 18 

図表２－３－６－４ 病院の退院患者の平均在院日数と 19 

       退院支援担当者配置病院数 20 

医療圏 平均在院日数 
退院支援担当者 
配置病院数 

県 北 32.5 日 11 

県 中 30.2 日 12 

県 南 45.4 日 3 

会津・南会津 － 6 

 会 津 35.4 日 6 

 南会津 11.3 日 0 

相 双 25.3 日 2 

いわき 40.9 日 11 

県全体 32.5 日 45 

全 国 33.2 日 3,592 

資料：平均在院日数（施設所在地で集計）は平成 26 年患者調査（厚生労働省） 21 

退院支援担当者配置病院数は平成 26 年医療施設調査 22 
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２ 課題 1 

（１）増加する在宅医療ニーズへの対応 2 

○ 将来増加が見込まれる在宅医療の需要に対応するため、在宅医療提供体制3 

の構築や、在宅医療の受け皿となる高齢者向け住まいや介護保険施設等を確4 

保する必要があります。 5 

 6 

○ 訪問診療や看取りを実施する診療所・病院の数は全国平均並みですが、レ7 

セプト分析結果からは提供件数が全国平均より少なくなっています。在宅医8 

療に取り組む医療機関を確保するとともに、その機能を強化していく必要が9 

あります。 10 

 11 

（２）医療・介護連携体制の構築 12 

○ 疾病を抱えても、自宅等の住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活13 

を続けられるためには、地域における病院や医科診療所、歯科診療所、訪問14 

看護事業所、薬局、介護施設などの医療・介護の関係機関が連携して、包括15 

的かつ継続的な在宅医療・介護の提供を行うことが求められています。 16 

 17 

○ このため、関係機関が連携し、多職種協働による在宅医療・介護を一体的18 

に提供できる体制構築が必要であり、県の支援の下、市町村が中心となって、19 

地域の医師会等と地域包括支援センターの間で緊密に連携しながら、地域の20 

医療・介護関係者による協議会の開催や、在宅医療に関する人材育成、普及21 

啓発を行うなど、地域の関係機関の連携体制の構築を図る必要があります。 22 

 23 

○ 在宅医療においては、介護保険による公的サービスのみならず、その他の24 

多様な社会資源の活用により、在宅患者の生活の安定が確保されている必要25 

があります。 26 

 27 

○ 要介護高齢者等が退院した場合には、在宅での生活支援が円滑に行われる28 

よう配慮する必要があり、医療機関と介護支援専門員などの間で情報交換が29 

行われ、ケアプランに適切に反映される必要があります。 30 

 31 

（３）人生の最終段階における医療のあり方 32 

○ 看取りに対応する施設数や在宅死亡の割合は全国平均並みですが、老人ホ33 

ーム等において連携する医療機関が看取りに対応できないために、救急車で34 

病院に運ばれて亡くなる方もいます。看取りに対応する医療機関と介護サー35 

ビス施設等、救急関係機関との連携を進めていく必要があります 36 
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○ 在宅医療を推進するためには、地域の特性に応じた在宅医療の提供体制を1 

整備していく必要がありますが、同時に、住み慣れた場所で療養でき、自分2 

らしい生活を送ることができる在宅医療のメリットについて県民の理解を促3 

進する必要があります。 4 

 5 

必要となる医療機能 

 6 

１ 退院支援 7 

○ 入院医療機関と、在宅医療に係る機関の円滑な連携により、切れ目のない8 

継続的な医療体制を確保するため、病院及び有床診療所等の入院医療機関に9 

は、以下の機能が求められます。 10 

◆ 退院支援担当者を配置すること。 11 

◆ 退院支援担当者は、できる限り在宅医療に係る機関での研修や実習を受12 

けること。 13 

◆ 入院初期から退院後の生活を見据えた退院支援を開始すること。 14 

◆ 退院支援の際には、患者の住み慣れた地域に配慮した在宅医療及び介護、15 

障害福祉サービスの調整を十分図ること。 16 

◆ 退院後、患者に起こりうる病状の変化やその対応について、退院前カン17 

ファレンスや文書・電話等で、在宅医療に係る機関との情報共有を十分図18 

ること。 19 

 20 

○ また、在宅医療に関係する病院、医科診療所、歯科診療所、訪問看護事業21 

所、薬局、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター等には、以下の機能22 

が求められます。 23 

◆ 患者のニーズに応じて、医療や介護、障害福祉サービスを包括的に提供24 

できるよう調整すること。 25 

◆ 在宅医療や介護、障害福祉サービスの担当者間で、今後の方針や病状に26 

関する情報や計画を共有し、連携すること。 27 

◆ 高齢者のみではなく、小児や若年層の患者に対する訪問診療、訪問看護、28 

訪問薬剤指導等にも対応できるような体制を確保すること。 29 

◆ 病院・有床診療所・介護老人保健施設の退院（退所）支援担当者に対し、30 

地域の在宅医療及び介護、障害福祉サービスに関する情報提供や在宅療養31 

に関する助言を行うこと。 32 

 33 

 34 

 35 

161



 

 

第６節 在宅医療 

 

２ 日常の療養支援 1 

○ 患者の疾患、重症度に応じた医療（緩和ケアを含む）が多職種協働により、2 

できる限り患者が住み慣れた地域で継続的、包括的に提供されることを目標3 

に、在宅医療に関係する病院、医科診療所、歯科診療所、訪問看護事業所、4 

薬局、居宅介護支援事業所、地域包括支援センター、介護老人保健施設、短5 

期入所サービスの提供施設には以下の機能が求められます。 6 

◆ 情報共有と相互の連携により、患者のニーズに対応した医療や介護、障7 

害福祉サービスが包括的に提供される体制を確保すること。 8 

◆ 医療関係者は、地域包括支援センターが地域ケア会議において患者に関9 

する検討をする際には積極的に参加すること。 10 

◆ 地域包括支援センター等と協働しつつ、在宅療養に必要な医療や介護、11 

障害福祉サービス、家族の負担軽減につながるサービスを適切に紹介する12 

こと。 13 

◆ がん（緩和ケア体制の整備※）、認知症（身体合併等の初期対応や専門医14 

療機関への適切な紹介）、小児患者（小児の入院機能を有する医療機関と15 

の連携）等、それぞれの患者の特徴に応じた在宅医療の体制を整備するこ16 

と。 17 

◆ 関係機関と連携し、摂食嚥下障害に対する口腔機能訓練と誤嚥性肺炎予18 

防のための口腔ケアを実施すること。 19 

◆ 災害時にも適切な医療を提供するための計画（人工呼吸器等の医療機器20 

を使用している患者の搬送等に係る計画を含む）を策定すること。 21 

◆ がん緩和ケアに必要な無菌調剤や輸液ポンプなどの医療機器・医療材料22 

等の供給を円滑に行うための体制を整備すること。 23 

◆ 身体機能及び生活機能の維持向上のためのリハビリを適切に提供する体24 

制を構築すること。 25 

◆ 在宅医療に関する研修を行うなど、在宅医療を担う人材の育成を図るこ26 

と。 27 

※ がん患者の在宅医療については、第 4 章第 1 節「がん対策」を参照。 28 

 29 

○ 日常の療養支援を行う機関には、以下の機関があります。 30 

・ 在宅療養支援診療所、在宅療養支援病院、在宅療養支援歯科診療所 

・ 在宅患者訪問看護・指導を実施する病院、診療所 

・ 訪問歯科診療を行う歯科診療所 

・ 介護保険法の指定を受けた訪問看護ステーション 

・ 「在宅患者訪問薬剤管理指導料」の届出をしている薬局 

・ 麻薬小売業免許及び高度管理医療機器販売業・貸与業許可を取得してい 
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る薬局 

・ 在宅医療に関わる介護サービス事業所 

訪問リハビリテーション指定機関、通所リハビリテーション指定機関、

居宅療養管理指導指定機関、短期入所療養介護指定機関等 

（注）県内の在宅療養支援診療所、在宅患者訪問看護・指導を実施する病院・診療所、在1 

宅医療に関わる薬局は、福島県総合医療情報システムで検索できます。 2 

県内の訪問歯科診療を行う歯科診療所は、県歯科医師会のホームページで確認でき3 

ます。 4 

県内の在宅医療に関わる介護サービス事業所は、福島県介護サービス情報公表シス5 

テムで検索できます。 6 

 7 

３ 急変時の対応 8 

○ 患者の病状急変時に対応できるよう、在宅医療を担う病院・診療所、訪問9 

看護事業所及び入院機能を有する病院・診療所との円滑な連携による診療体10 

制を確保することを目的に、在宅医療に関係する病院、医科診療所、歯科診11 

療所、訪問看護事業所、薬局には以下の機能が求められます。 12 

◆ 病状急変時における連絡先をあらかじめ患者やその家族に提示し、また、13 

求めがあった際に 24 時間対応が可能な体制を確保すること。 14 

◆ 24 時間対応が自院で難しい場合も、近隣の病院や診療所、訪問看護事業15 

所等との連携により、24 時間対応が可能な体制を確保すること。 16 

◆ 在宅医療に係る機関で対応できない急変の場合は、その症状や状況に応17 

じて、搬送先として想定される入院医療機関と協議し入院病床を確保する18 

とともに、搬送については地域の消防機関へ相談する等連携を図ること。 19 

◆ 入院医療機関にあっては、在宅療養支援病院、有床診療所、在宅療養後20 

方支援病院等において、連携している医療機関（特に無床診療所）が担当21 

する在宅療養者の病状が急変した際に、必要に応じて一時受け入れを行う22 

こと。 23 

◆ 重症で対応できない場合は、他の適切な医療機関と連携する体制を構築24 

すること。 25 

 26 

○ なお、災害時における在宅療養者の避難等については、「福島県地域防災27 

計画」によります。 28 

 29 

４ 看取り 30 

○ 住み慣れた自宅や介護施設等、患者が望む場所での看取りを行うことがで31 

きる体制を確保することを目標に、在宅医療に関係する病院、医科診療所、32 

歯科診療所、訪問看護事業所、薬局、居宅介護支援事業所、地域包括支援セ33 

ンター等には、以下の機能が求められます。 34 
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◆ 人生の最終段階に出現する症状に対する患者や家族の不安を解消し、患1 

者が望む場所での看取りを行うことができる体制を構築すること。 2 

◆ 患者や家族に対して、自宅や住み慣れた地域で受けられる医療及び介護、3 

障害福祉サービスや看取りに関する適切な情報提供を行うこと。 4 

◆ 介護施設等による看取りを必要に応じて支援すること。 5 

◆ 入院医療機関にあっては、在宅医療に係る機関で看取りに対応できない6 

場合について、病院・有床診療所で必要に応じて受け入れること。 7 

 8 

図表２－３－６－５ 在宅医療に求められる医療提供体制9 

 10 

 11 

施策の方向性と目標 

 12 

１ 看取りを含む在宅医療提供体制の構築 13 

（１）施策の方向性 14 

○ 病院、医科・歯科診療所、訪問看護ステーション、薬局、介護施設等の間15 

の連携を促進し、24 時間 365 日対応の在宅医療体制の構築を推進します。 16 

◆ 医療・介護サービスの向上のため、「キビタン健康ネット」等のＩＣＴ17 

（情報通信技術）を活用した病院、医科・歯科診療所、訪問看護ステーシ18 

ョン、薬局、介護施設等の連携を推進します。 19 

◆ 入院医療機関における退院支援担当者の配置を推進します。 20 

在宅医療の体制

○入院医療機関と在宅医療に
係る機関との協働による退
院支援の実施

退院支援

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・在宅医療において積極

的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携

を担う拠点

等
○ 在宅療養者の病状の急変時における緊急往診体制

及び入院病床の確保

急変時の対応

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・在宅医療において積極的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携を担う拠点 等

日常の療養支援

病院・診療所、訪問看護事業所、薬局、居宅介護支援事業所、

地域包括支援センター、介護老人保健施設

短期入所サービス提供施設

在宅医療において積極的役割を担う医療機関

在宅医療に必要な連携を担う拠点 等

○ 多職種協働による患者や家族の生活を支える観点からの医療の
提供

○ 緩和ケアの提供

○ 家族への支援
○住み慣れた自宅や介護施

設等、患者が望む場所での

看取りの実施

看取り

・病院・診療所

・訪問看護事業所

・薬局

・居宅介護支援事業所

・地域包括支援センター

・在宅医療において積極

的役割を担う医療機関

・在宅医療に必要な連携

を担う拠点 等

変急
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◆ 全圏域で策定した退院支援ルールを運用し、多職種連携による退院後の1 

在宅療養の支援体制の構築を推進します。 2 

◆ 患者の急変時に受入を担う入院医療機関と、在宅医療を担う医療機関、3 

訪問看護事業所等の連携体制の構築を推進します。 4 

◆ 地域毎の薬局における無菌調剤室の整備を推進し、輸液ポンプなど在宅5 

医療に欠かせない医療機器などの取扱に精通する薬剤師の人材育成に努め6 

るとともに、多職種連携により、在宅によるがん疼痛緩和ケアが実施でき7 

る環境の整備を進めます。 8 

◆ 服薬情報を一元的に管理し、かかりつけ医等と連携するかかりつけ薬剤9 

師・薬局の普及・啓発を図ります。 10 

◆ 在宅医療・介護連携のための相談員（コーディネーター）の養成を推進11 

します。 12 

◆ 入院医療から退院後の在宅復帰が円滑にできるよう、全圏域において策13 

定・運用している退院調整ルールの評価・見直しを毎年度実施し、医療機14 

関と居宅サービス事業所等が連携し、情報共有できる体制整備を推進しま15 

す。 16 

 17 

○ 地域において包括的かつ継続的な在宅医療が提供できるように、多職種連18 

携による在宅医療提供の拠点の整備を推進します。 19 

◆ 効率的・効果的な在宅医療が行えるように、医科・歯科訪問診療、訪問20 

看護に必要な医療機器等の整備を推進します。 21 

◆ 在宅における口腔ケアや栄養指導、訪問リハビリテーションの提供体制22 

の構築を推進します。 23 

 24 

○ 安定的な訪問看護の提供提供体制の整備を推進します。 25 

◆ 看取りや重症度の高い利用者へ対応できるよう、訪問看護ステーション26 

間や関係機関との連携強化、訪問看護ステーションの機能強化を図ります。 27 

 28 

○ 在宅での療養生活を支える医療・介護従事者の確保・養成を図ります。 29 

◆ 在宅医療に取り組む医療従事者のための同行訪問を含む導入研修の開催30 

を支援します。 31 

◆ 訪問看護師等の質の向上や連携強化のための研修を開催します。 32 

 33 

○ 患者が望む場所での看取りが可能な体制の整備を推進します。 34 

◆ 看取りに対応できる医師、看護職員、介護関係者を養成するための、多35 

職種の研修や施設との研修会の開催を支援します。 36 
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◆ 高齢化の進展に伴い高齢者の救急搬送が増加している中で、人生の最終1 

段階において在宅療養患者の意思が尊重される環境を整備するため、地域2 

における在宅医療・救急医療等の関係者間の連携体制の構築を推進します。 3 

◆ 自らが望む形で人生の最後を迎えられるよう、あらかじめ治療等に関す4 

る意思表示を記載するエンディングノートの普及を推進します。 5 

◆ 住み慣れた場所での療養と最期を望む患者及び家族に、必要な在宅医療6 

が提供されるよう、在宅医療に関する情報の発信に努めるとともに、在宅7 

医療のメリットについて県民の理解を促すための周知啓発を進めます。 8 

 9 

○ 在宅医療・介護連携の推進に関しては、地域医師会等の関係機関との連携 10 

が重要となるため、県は関係機関との調整を行いながら、市町村及び地域包11 

括支援センターが在宅医療・介護連携を推進できるよう支援します。 12 

◆ 地域包括ケアシステムの構築に向けた在宅医療の課題について、医療関13 

係団体・介護関係団体・市町村等の在宅医療関係者により協議し解決を図14 

ります。 15 

◆ 市町村及び医師会等関係機関における在宅医療・介護連携推進事業の推16 

進役となるリーダーを育成するための研修会を開催して市町村の取組を支17 

援します。 18 

 19 

（２）目標 20 

指標名 現状値 目標値 備考 

退院調整支援担当者を

配置する病院数 

45 

(平成 26 年 10 月) 

80 

（平成 32 年度） 
医療施設調査 

訪問診療を実施してい

る診療所数 

308 

(平成 26 年 9 月) 

340 

（平成 32 年度） 
医療施設調査 

訪問診療を受けた患者

数（レセプト件数） 

93,629 

(平成 27 年度) 

103,000 

（平成 32 年度） 
NDB 

往診を実施している診

療所数 

317 

(平成 26 年 9 月) 

350 

（平成 32 年度） 
医療施設調査 

看取り数 

（レセプト件数） 

2,598 

(平成 27 年度) 

2,900 

（平成 32 年度） 
NDB 

 21 

２ 生活を支える体制の整備 22 

（１）施策の方向性 23 

○ 要介護状態等となった場合においても、可能な限り地域において自立した24 

日常生活を営むことができるよう、地域包括ケアシステムの構築に向けて市25 
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町村が主体となって行う取組を支援します。 1 

◆ 地域住民や関係機関等のネットワークを構築して包括的・継続的に高齢2 

者の生活を支えていく中核的機関である地域包括支援センターが担う機能3 

が十分に発揮できるよう支援します。 4 

◆ 市町村や地域包括支援センターが開催する「地域ケア会議」では、多職5 

種が協働して個別ケースの支援内容の検討を行っています。県では、「地6 

域ケア会議」におけるネットワーク構築機能を強化するため、研修会の開7 

催や専門職派遣事業を実施し、「地域ケア会議」の充実を図ります。 8 

 9 

○ 在宅医療の受け皿となる高齢者向け住まいや介護保険施設等の整備を推進10 

するとともに、必要な生活支援・介護予防サービスの提供体制の構築を推進11 

します。 12 

◆ 24 時間対応の定期巡回・随時対応型訪問介護看護や看護小規模多機能型13 

居宅介護が適切に提供されるよう、市町村での適切な整備について技術的14 

な助言を行います。 15 

 16 

○ 在宅療養に必要な医療や介護、障害福祉サービス、家族の負担軽減につな17 

がるサービスに関する情報を適切に紹介できる体制の整備を推進します。 18 
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第７節 リハビリテーション 1 

現状と課題 

 2 

○ リハビリテーションは、単なる機能回復訓練ではなく、心身に障がいを持3 

つ人々の全人間的復権を理念として、潜在する能力を最大限に発揮させ、日4 

常生活の活動を高め、家庭や社会への参加を可能にし、その自立を促すこと5 

を目的としています。 6 

 7 

○ リハビリテーションは、現在、予防、医療、介護の各分野で提供されてい8 

ますが、医療におけるリハビリテーションは、疾病・負傷等で失った機能の9 

程度を少しでも軽くすることにより、日常生活や社会生活の支障を少なくす10 

ることを目的としたものであるため、期間や到達目標を定め、計画的に実施11 

する必要があります。 12 

 13 

○ リハビリテーション医療は、疾患の時期によって、急性期リハビリテーシ14 

ョン（発症から概ね 1 か月）、回復期リハビリテーション（概ね発症の 1 か15 

月後から６～9 か月後）、維持期リハビリテーション（発症後概ね６～9 か16 

月後以降）に分けられます。 17 

また、超高齢社会を見据え、急性期リハビリテーション等を中心とした総18 

合的なリハビリテーションの医療提供体制の整備や急性期から回復期、維持19 

期への円滑な移行を図るため、医療機関相互及び医療機関と介護保険施設等20 

との連携体制の構築が求められています。 21 

 22 

○ リハビリテーションには、身体機能回復のためのリハビリテーションだけ23 

でなく、誰もが住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続け24 

ることができるよう、医療・保健・福祉及び生活に関わるあらゆる関係者と25 

住民が一体となり、自立支援に取り組む体制を構築する必要があります。 26 

 27 

必要となる医療機能 

 28 

１ 身体機能回復のためのリハビリテーション 29 

（１）急性期リハビリテーション 30 

○ 急性期リハビリテーションは、疾患の急性期治療と平行して行われます。31 

早期離床や合併症予防のため、急性期リハビリテーションを担う医療機関に32 

は、以下の機能が求められます。 33 
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◆ 疾病に必要な検査及び専門的治療が２４時間対応可能であること。 1 

◆ リスク管理のもとに早期座位・立位、関節可動域訓練、摂食・嚥下訓練、2 

早期歩行訓練、セルフケア訓練等のリハビリテーションが実施可能である3 

こと。 4 

◆ 回復期等の医療機関と連携を図り、患者の受入、紹介を行っていること。 5 

 6 

（２）回復期リハビリテーション 7 

○ 回復期リハビリテーションは、安定期において、合併症や併存疾患の医学8 

的管理を行いながら、日常生活動作、歩行の自立などを目標として、集中的9 

に行われるものであり、回復期リハビリテーションを担う医療機関には、以10 

下の機能が求められます。 11 

◆ 失語、高次脳機能障害、嚥下障害、歩行障害などの機能障害の改善及び12 

日常生活動作の向上を目的とした、理学療法、作業療法、言語聴覚療法等13 

のリハビリテーションが専門医療スタッフにより集中的に実施可能である14 

こと。 15 

◆ 急性期、維持期の医療機関等と連携を図り、患者の受入、紹介を行って16 

いること。 17 

 18 

○ 平成 29 年７月現在、県内で 17 病院が、地方厚生局に回復期リハビリテ19 

ーション病棟入院料を届け出ています。 20 

 21 

（３）維持期リハビリテーション 22 

○ 維持期リハビリテーションは、回復期リハビリテーション終了後の慢性期23 

に、筋力、体力、歩行能力、日常生活動作の維持向上を目的に行われるもの24 

であり、維持期リハビリテーションを担う医療機関には、以下の機能が求め25 

られます。 26 

◆ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応が可27 

能であること。 28 

◆ 生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーションが実施可能である29 

こと。 30 

◆ 通院困難な患者に対しては、訪問看護ステーションや薬局等と連携し、31 

在宅医療の実施も可能であること。 32 

◆ 急性期、回復期の医療機関と連携を図り、患者の受入れ、紹介を行って33 

いること。 34 

 35 

 36 
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【リハビリテーション実施機関】 1 

・ リハビリテーション科を標榜する医療機関で、かつ心大血管疾患リハビ

リテーション料、脳血管疾患リハビリテーション料、運動器リハビリテー

ション料、呼吸器リハビリテーション料のうち、いずれかを地方厚生局に

届け出ている医療機関 

・ 回復期リハビリテーション病棟を有する病院 

・ 介護保険の訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションを実施し

ている医療機関及び介護老人保健施設及び介護療養型医療施設 

・ 理学療法士や作業療法士等を配置して、訪問によるリハビリテーション

を実施している訪問看護ステーション 

・ 摂食機能療法を実施している医療機関 

（注）上記要件を満たす医療機関は、福島県総合医療情報システムで検索できます。 2 

介護老人保健施設は、福島県介護サービス情報公表システムで検索できます。 3 

訪問リハビリテーションを実施している訪問看護ステーションは、福島県高齢福祉4 

課のホームページで確認できます。 5 

 6 

２ 地域リハビリテーション 7 

○ 地域リハビリテーションは、誰もが住み慣れた地域で自分らしい暮らしを8 

人生の最後まで続けることができるよう、医療・保健・福祉及び生活に関わ9 

るあらゆる関係者と住民が、リハビリテーションの立場から行う活動です。 10 

 11 

○ 県では、地域リハビリテーションを推進するため、以下のセンターを指定12 

しています。 13 

【福島県地域リハビリテーション支援センター（県支援センター）】 14 

県内で１病院を指定し、地域リハビリテーション広域支援センターに対15 

する支援、リハビリテーション資源の調査・研究、関係団体との連絡・調16 

整を行います。 17 

【福島県地域リハビリテーション広域支援センター（広域支援センター）】 18 

各高齢者福祉圏域に９医療機関を、地域リハビリテーション推進の中核19 

機関として指定し、市町村や住民団体等の相談に対する支援、リハビリテ20 

ーション実施機関に従事する職員に対する援助や研修等を行います。 21 

【福島県地域リハビリテーション相談センター（相談センター）】 22 

県内 73 か所の医療機関及び介護老人保健施設を指定し、広域支援セン23 

ターと連携・協力して、市町村や住民団体等の相談に対する支援等を行い24 

ます。 25 

（地域リハビリテーション各センター一覧については、高齢福祉課ホーム26 

ページに掲載しています。） 27 
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第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

 

施策の方向性と目標 

 1 

１ リハビリテーションの充実 2 

（１）施策の方向性 3 

○ 急性期から回復期、維持期への円滑な移行を図るため、地域連携クリティ4 

カルパスの活用等を通じて、医療機関相互の連携体制の整備を促進します。 5 

 6 

○ 理学療法士、作業療法士、言語聴覚士などリハビリテーションに従事する7 

医療従事者等の確保と資質向上に努めます。 8 

 9 

○ 関係団体と連携し、医療機関におけるリハビリテーションの実施を促進し、10 

より身近な地域で、多くの県民がリハビリテーションを行える体制の整備を11 

進めます。 12 

 13 

（２）目標 14 

指標名 現状値 目標値 備考 

回復期リハビリテーショ

ン病棟入院料届出病院数 

17 

（平成 29 年度） 

26 

（平成 35 年度） 

※ 病院への調査

結果等を踏まえ

て目標を設定。 

 15 

２ 地域リハビリテーションの推進 16 

（１）施策の方向性 17 

○ 誰もがその人なりの自立した生活に向けた支援を効果的かつ円滑に受けら18 

れるよう、県地域リハビリテーション支援センター等と連携して、多職種に19 

よる地域リハビリテーション提供体制の整備を図ります。 20 

 21 

○ 地域住民が主体となり、その人なりの自立した生活に向けて自ら努力でき22 

るよう、広く地域住民に対し、自立支援を働きかけます。 23 

 24 

○ 広域支援センタ一を中核として保健、医療、福祉の関係機関からなる地域25 

リハビリテ一ション連絡協議会を設置し、高齢者福祉圏域における地域リハ26 

ビリテーション活動の現状と課題について検討します。 27 

 28 

○ 県内の地域リハビリテーション事業の推進のため、地域リハビリテーショ29 

ン実施機関の取組事例や研究成果等を発表することにより、他職種の理解を30 

深めるとともに、情報・意見交換の場とすることを目的として、県内の関係31 

者及び一般住民を対象とした研究大会を開催します。 32 
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○ リハビリテーション専門職の市町村への派遣に当たり、市町村事業等に必1 

要な知識（活動と参加に焦点をあてたアプローチ）を習得してもらうための2 

研修会を開催するとともに、リハビリテーション関連団体が、理学療法士、3 

作業療法士、言語聴覚士に対して実施する、介護予防の推進に資する指導者4 

を育成する研修を支援します。 5 

 6 

○ 広域支援センターだけでなく、相談センターが市町村や施設等への現地支7 

援を担い、地域にとってより身近な機関が支援を行えるよう推進します。 8 

 9 

（２）目標 10 

指標名 現状値 目標値 備考 

地域リハビリテーション

相談センター数 

73 

（平成 29 年度） 

112 

（平成 35 年度） 
 

 11 

 12 
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第３章 救急医療等事業別の医療体制の構築 

 

 1 

福島県地域リハビリテーション支援体制図

住　　　　民

　　　　　　　　

保健福祉事務所

地域リハビリテーション
相談センター

福島県地域リハビリテーション支援センター

福島県地域リハビリテーション協議会県高齢福祉課

相談 支援 連携

病院・診療所
介護療養型医療施設

市町村

地域包括支援センター

通所リハビリテーション施設

通所介護施設

訪問看護ステーション
（訪問リハビリ・ステーション）

訪問介護事業所

居宅介護支援事業所

地域リハビリテーション広域支援センター

県理学療法士会
県作業療法士会
県言語聴覚士会

住民組織

患者の会
家族の会

老人クラブ
ボランティアグループ等

介護老人保健施設

介護老人福祉施設
身体障害者更生援護施設 等

※地域リハビリテーション広域支援センター、地域リハビリテーション相談センター、県理学療法
士会・作業療法士会・言語聴覚士会間での市町村等への支援にかかる役割分担や連携方法について
は、必要に応じて各圏域で独自に定めるものとする。
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

  



 



 

 

第１節 がん対策 

第１節 がん対策 1 

現状と課題 

 2 

１ 死亡の状況 3 

○ がんは、全国において昭和 56 年より死因の第１位を占めており、平成 274 

年には年間 37 万人の国民ががんで死亡しています。 5 

 6 

○ 本県においても、がんは昭和 59 年以降死因の第１位となっており、平成7 

27 年は死因総数の 26％を占める 6,302 人（男性 3,736 人、女性 2,5668 

人）が、がんにより死亡しています。 9 

 10 

○ 本県の平成 27 年のがんの年齢調整死亡率（人口 10 万対、以下同じ。）は、11 

男性 165.5（全国 165.3）、女性 89.9（全国 87.7）で、男女とも全国平12 

均を上回っております。 13 

  75 歳未満では、男女計 80.3（全国 78.0）、男性 99.5（全国 99.0）、女14 

性 61.6（全国 58.8）で、いずれも全国平均を上回っております。 15 

 16 

○ 本県の平成 27 年のがん部位別死亡割合（がんの死亡総数に占める各部位17 

の割合）は、全体では肺がんが 20.0％と最も多く、次いで大腸がん 14.8％、18 

胃がん 12.9％の順となっています。男性では肺がん（23.8％）、胃がん19 

（14.5％）、大腸がん（13.9％）の順となっており、女性では大腸がん20 

（16.1％）、肺がん（14.4％）、胃がん（10.6％）の順となっています。 21 

 22 

図表２－４－１－１ 福島県の主要死因別死亡率（人口 10 万対）の年次推移 23 

 24 

資料：人口動態統計（厚生労働省）  25 

 26 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

図表２－４－１－２ がんの年齢調整死亡率（75 歳未満）の推移 1 

 2 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 3 

 4 

図表２－４－１－３ 部位別のがん死亡割合（平成 27 年・福島県） 5 

 6 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 7 

 8 

２ 予防及び検診 9 

○ がん対策において一次予防は重要であり、予防可能ながんのリスク因子と10 

しては、喫煙（受動喫煙含む）、過剰飲酒、低身体活動、肥満・やせ、野菜・11 

果物不足、塩蔵食品の過剰摂取等の生活習慣、ウイルスや細菌の感染等、様々12 

なものがあります。がん予防を進めるためには、リスク因子となっているこ13 

れらの生活習慣の改善や肝炎ウイルス等の感染予防や感染症の早期発見・治14 

療に取り組む必要があります。がん予防に関する正しい知識を普及するとと15 

もに、生活習慣改善のための環境を整えること、また若い世代からがんにつ16 

いて正しく理解し、よい生活習慣を身につけるようにすることが重要です。 17 

 18 

○ 生活習慣の中でも、喫煙は、肺がんを始めとする種々のがんのリスク因子19 

となっており、がんに最も寄与する因子でもあります。本県の喫煙率は、平20 
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第１節 がん対策 

成 28 年国民生活基礎調査によると、全体では 22.3％、男性 34.4％、女性1 

10.8％となっており、全国平均（全体 19.8％、男性 31.1％、女性 9.5％）2 

よりやや高くなっています。 3 

 4 

○ 平成 26 年の医療施設調査では、本県の禁煙外来を行っている医療機関の5 

割合は、人口 10 万人対で病院が 1.9％、診療所が 10.4％となっており、全6 

国平均（病院 1.9％、診療所 10.0％）とほぼ同じになっています。 7 

 8 

○ 平成 27 年度に県内の市町村が実施する市町村の対策型がん検診の受診率9 

［69 歳以下］は、20～40％台（全市町村統一方式で算出）で推移してい10 

ます。がんの早期発見・早期治療のためにも、多様な手法を用いてがん検診11 

の重要性を県民に周知し、定期的な受診に向けた積極的な取組が必要です。 12 

※ 対策型がん検診とは、当該のがんの死亡率を下げることを目的として、公共政策と13 

して行うもの。健康増進事業による市区町村の住民対象のがん検診。 14 

 15 

○ 市町村が実施するがん検診の精密検査受診率は 100％に至っていません。 16 

  平成 2７年度の精密検査受診率は、胃がん 84.8％、肺がん 83.4％、大腸17 

がん 75.3％、乳がん 87.9％、子宮頸がん 88.5％となっています。大腸が18 

んは、他のがんと比べて低い傾向にあります。 19 

 20 

○ がんによる死亡率を減少させるためには、がん検診における適切な精度管21 

理が必要とされます。市町村が実施する対策型がん検診については、精度を22 

適切に管理している市町村の数は、徐々に増加しているものの、十分とは言23 

えない状況にあります。さらに精度を適切に管理した質の高い対策型がん検24 

診の実施に向けた取組が必要です。 25 

 26 

○ 保険者や事業主に対するがん検診を効果的に行うための指針がないことか27 

ら、厚生労働省において｢職域におけるがん検診に対するガイドライン｣の策28 

定に向けた検討が行われています。 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 
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第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

図表２－４－１－４ 喫煙率の推移（国民生活基礎調査） 1 

 2 

 3 

図表２－４－１－５ 市町村の対策型がん検診受診率の推移（福島県） 4 

 5 

※ 福島県生活習慣病等検診管理指導協議会資料 子宮頸がんは 20～69 歳、それ以外6 

は 40～69 歳の検診対象者の受診率である。  7 

 8 

３ 治療の状況  9 

○ 国立がん研究センターの地域がん登録全国推計によると、平成 25 年の総10 

罹患数は 862,452 人で、男性 498,720 人、女性 363,732 人となってい11 

ます。 12 

 13 

○ 地域がん登録における平成 25 年の本県の罹患数（１年間に新たに診断さ14 

れたがん患者数）は、13,696 人で、男性が 8,031 人、女性が 5,665 人と15 

なっています。 16 

部位別罹患割合の主な上位は、胃（17.7％）、大腸（15.7％）、肺（12.1％）、17 

前立腺（8.8％）、乳房（7.6％）、膵臓（4.0%）となっています。 18 
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 1 

図表２－４－１－６ がんの部位別罹患割合 （福島県・全国） 2 

 3 

資料 福島県数値：2013 年全国がん罹患モニタリング集計（国立がん研究センター） 4 

全国値：2013 年全国がん罹患モニタリング集計（国立がん研究センター） 5 

 6 

○ がんの治療には、患者の病状に応じて、手術、化学療法、放射線療法を組7 

み合わせた集学的治療が求められています。放射線療法である体外照射治療8 

を受けた平成 26 年 9 月中の患者数は人口 10 万人対で 117.2 となってお9 

り、全国平均の 174.9 を下回っています。 10 

外来化学療法室の平成 26 年 9 月中の取扱い患者延べ数は人口 10 万人対11 

で 128.9 となっており、全国平均の 171.2 を下回っています。 12 

NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース。通称「ナショナルデ13 

ータベース」）の分析結果からも、外来での化学療法の件数は全国平均を下回14 

っているため、今後、放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実と医療15 

従事者間の連携と補完を重視した多職種でのチーム医療を推進していく必要16 

があります。 17 

 18 

○ がん患者の身体的苦痛や、患者とその家族の精神心理的苦痛等に対して、19 

療養の質の向上のために、人生の最終段階を対象とした緩和ケアだけではな20 

く、がんと診断されたときからいつでも、どこでも、切れ目のない質の高い21 

緩和ケアの提供体制が求められています。緩和ケアの提供にあたっては、痛22 

みなどの身体的問題の解決に加えて、がん患者とその家族には不安や抑うつ23 

等の精神心理的な問題が生じることから、心のケアを含めた精神医学的な対24 

応も必要となります。 25 

 26 

○ 平成 26 年度末現在、県内の緩和ケア病棟を有する病院は 6 病院（わたり27 
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病院、坪井病院、星総合病院、竹田綜合病院、会津医療センター、福島労災1 

病院）で、病床数は 121 床となっています。また、緩和ケアチームを有する2 

病院数は人口 100万人対で 6.8と全国平均の7.8を下回っていることから、3 

今後、県内医療機関における緩和ケア体制の充実が求められています。 4 

 5 

○ がん治療を専門とする医療機関と地域のかかりつけ医の連携を強化すると6 

ともに、患者へのインフォームドコンセントの充実を図るための地域連携ク7 

リティカルパスの構築が求められています。 8 

平成 29 年 1 月 31 日現在、本県でがんの地域連携クリティカルパスを運9 

用している病院は９施設で、症例件数は胃がん60件、胃がん内視鏡109件、10 

肺がん 37 件、肝臓がん 10 件、大腸がん 60 件、前立腺がん 139 件で、乳11 

がん 1 件となっております。 12 

 13 

○ 緩和ケアに係る研修を受けた医師により、がん性疼痛の症状緩和を目的と14 

して麻薬を投与している患者に対して麻薬を処方した場合に算定する、がん15 

性疼痛緩和の実施件数（レセプト件数）は、人口 10 万人対で 149.0 と全国16 

の 272.4 を大きく下回っていることから、今後はがん性疼痛緩和のより一層17 

の拡大が求められます。 18 

 19 

○ 人生の最終段階を迎えたがん患者が、最期まで自分らしく生きることがで20 

きるように支援するとともに、患者の死亡後まで含めた家族に対する心のケ21 

アが十分に受けられる体制の整備が求められています。 22 

 23 

○ 効果的ながん対策の推進のためには、評価指標となるがん罹患や生存状況24 

を知ることが必要であり、このためにはがん登録が必要です。 25 

がん登録には各医療機関内のがんに関するデータを把握する「院内がん登26 

録」と、こうした院内がん登録データを基に各都道府県内のがんの罹患、転27 

帰その他の状況を把握する「地域がん登録」があります。さらには平成２８28 

年 1 月 1 日から「全国がん登録」が始まり、これらのがん登録で得られた情29 

報の活用による正確な情報に基づくがん対策の実施、各地域の実情に基づい30 

た施策の実施が求められます。 31 

 32 

○ 本県の小児（0～14 歳）のがんの罹患数については、福島県のがん登録33 

〔2008-2012〕によると、平成 24 年で 36 人となっており、全年齢のが34 

ん罹患数 13,939 人の 0.26％となっています。 35 

  しかしながら、小児がん患者は、治療後の経過が成人に比べて長いことに36 
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加え、合併症や発育、教育に関する問題等が生じることから、十分な診療体1 

制や教育支援体制を構築するなど、小児がん患者とその家族が安心して適切2 

な医療や支援を受けられるような環境の整備が求められます。 3 

  ＡＹＡ世代に発症するがんについては、小児と成人領域の狭間で患者が適4 

切な治療が受けられないおそれがあります。また、ＡＹＡ世代のがん患者は、5 

年代によって就学、就労、妊娠等の状況が異なるため、個々の AYA 世代の6 

がん患者の状況に応じた多様なニーズに対応できるよう、情報提供体制や診7 

療体制などの整備を進めていく必要があります。 8 

 ※ AYA（Adolescent and Young Adult）世代とは、思春期世代と若年成人世代9 

のこと。 10 

 11 

４ 療養支援の状況 12 

○ がん患者の意向を踏まえ、住み慣れた家庭や地域での療養を選択できるよ13 

う在宅医療の整備が求められています。 14 

 15 

○ 末期がんの患者に対して在宅医療を提供する医療機関として在宅がん医療16 

総合診療料算定件数（レセプト件数）は、本県では人口 10 万人対で 19.617 

となっており、全国平均の 20.6 を下回っています。 18 

また、本県のがん患者の在宅死亡割合は 12.0％と全国平均の 13.3％をや19 

や下回っています。 20 

 21 

○ がん治療の過程において周術期を含む口腔管理は、合併症予防や患者の負22 

担軽減を図る上で重要とされています。病院内歯科や地域の歯科医療機関が23 

連携して口腔管理を行い、がん治療をサポートし、患者のＱＯＬ（生活の質）24 

の維持・向上を図る必要があります。 25 

 26 

必要となる医療機能 

 27 

がんは、遺伝的要因に加えて様々な環境要因が作用して発症するとされてお28 

り、生活習慣の改善やウイルス感染症等を予防するとともに、検診による早期29 

発見が重要です。 30 

検診等でがんと診断された場合には、がん診療が可能な医療機関を受診し、31 

病状に応じて手術、化学療法、放射線療法及びこれらを組み合わせた集学的治32 

療が実施されるとともに、全人的な緩和ケアが治療の初期から提供される必要33 

があります。 34 

病状が安定し、外来での治療が中心となった患者や在宅での療養を希望する35 
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患者には、患者の意向を尊重したがん医療が地域で適切に提供される必要があ1 

ります。 2 

このように、がん対策を行うためには、予防・検診、入院医療、在宅医療ま3 

でが連携して、切れ目のない仕組みを構築する必要があります。 4 

 5 

１ がん予防及び検診 6 

○ 禁煙などがん発症のリスクを低減させること及びがん検診の受診率を向上7 

させることを目標に、がん予防を担う関係機関には以下のような機能が求め8 

られます。 9 

（１）医療機関に求められる機能 10 

◆ 喫煙者に対する禁煙支援等の情報や感染症の予防及び重症化防止に関す11 

る情報など、がん予防に関する情報を受診者に提供すること。 12 

◆ がんに係る一次検診や精密検査の実施及びワクチン接種機能を有するこ13 

と。 14 

◆ 対策型がん検診の結果及び精密検査の結果等を市町村にフィードバック15 

する等、対策型がん検診の精度管理に協力すること。 16 

◆ 敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に取り組むこと。 17 

 18 

（２）行政機関に求められる機能 19 

◆ がん予防に関する情報を広く提供すること。 20 

◆ 禁煙希望者に対する禁煙支援や受動喫煙の防止等のたばこ対策に取り組21 

むこと。 22 

◆ がん検診の受診率向上のための効果的方策を検討し、環境整備に努める23 

こと。 24 

◆ 要精検者が確実に医療機関を受診するように連携体制を構築すること。 25 

◆ 県は生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図る等により、対26 

策型がん検診の実施方法や精度管理の向上に向けた取組を検討すること。 27 

◆ 県は市町村に対して科学的根拠に基づく対策型がん検診を実施するよう28 

助言すること。 29 

◆ がん登録によって得られた情報をがん予防対策に利活用し施策を実施す30 

ること。 31 

◆ 県は各教育委員会と連携し、医師会や患者団体等の関係団体とも協力し32 

ながら、また、学校医やがん医療に携わる医師、がん患者･経験者等の外部33 

講師を活用しながら、各学校におけるがん教育を推進すること。 34 

 35 

 36 
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２ 治療 1 

（１）専門的ながん診療 2 

○ 専門的ながん診療を行うがん拠点病院には、がん患者の病態に応じて、集3 

学的治療を実施する必要があり、また、がん患者やその家族の療養上の生活4 

の質の向上を図るため、治療の初期段階から全人的な緩和ケアの実施が必要5 

であるため、医療機関には次のような機能が求められます。 6 

◆ がん診療に関係する診療ガイドラインに即した診療を実施していること。7 

◆ 血液検査、画像検査（エックス線検査、ＣＴ検査、ＭＲＩ、核医学検査、8 

 超音波検査、内視鏡）及び病理検査等の、診断・治療に必要な専門的な検9 

 査が実施可能であること。 10 

◆ 病理診断や画像診断等が実施可能であること。 11 

◆ 患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及び化学療法12 

等や、これらを組み合わせた集学的治療が実施可能であること。 13 

◆ がん治療の合併症予防や軽減を図ること。 14 

◆ がんと診断されたときから緩和ケアを実施すること。 15 

◆ 緩和ケアチームの整備や外来での緩和ケアを実施し、患者とその家族に16 

対して、身体的な苦痛及び精神心理的な苦痛等に対する全人的な緩和ケア17 

を提供すること。 18 

◆ 各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種19 

でのチーム医療を実施すること。 20 

◆ 患者とその家族の意向に応じて、専門的な知識を有する第三者の立場に21 

ある医師の意見を求めることができるセカンドオピニオンが受けられるこ22 

と。 23 

◆ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャン24 

サーボード※を設置し、月１回以上、開催すること。 25 

◆ 相談支援の体制を確保し、情報の収集・発信、患者・家族の交流の支援26 

等を実施していること。 27 

◆ がん治療の合併症や軽減を図るため、周術期の口腔管理を実施する病院28 

内の歯科や地域の歯科医療機関と連携を図ること。 29 

◆ 地域連携支援の体制を確保するため、病院間の役割分担を進めるととも30 

に、研修、カンファレンス、診療支援、地域連携クリティカルパス等の活31 

用や、急変時の対応を含めて、他のがん診療機能や在宅療養支援機能を有32 

している医療機関等と連携すること。 33 

◆ 院内がん登録を実施すること。 34 

◆ 県がん診療連携拠点病院においては、がんゲノム医療中核拠点病院と連35 

携し、がんゲノム医療の提供が可能なこと。 36 
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 ※「キャンサーボード」とは、手術、放射線診断、放射線療法、薬物療法、病理診断1 

及び緩和ケアに携わる専門的な知識及び技能を有する医師その他の専門を異にする医2 

師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等す3 

るためのカンファレンスのこと。 4 

 5 

【専門的ながん診療を行う医療機関】 6 

  専門的ながん診療を担う県内の医療機関としてがん診療連携拠点病院があ7 

げられます。 8 

地域 医療機関名 

都道府県

がん診療

連携拠点

病院 

地域がん診

療連携拠点

病院 

県北 
公立大学法人福島県立医科大学 

附属病院 
○  

県中 

一般財団法人慈山会医学研究所付属 

坪井病院 
 ○ 

一般財団法人太田綜合病院附属 

太田西ノ内病院 
 ○ 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属 

総合南東北病院 
 ○ 

県南 
福島県厚生農業協同組合連合会 

白河厚生総合病院 
 ○ 

会津・ 

南会津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院  ○ 

一般財団法人温知会会津中央病院  ○ 

相双・ 

いわき 

独立行政法人労働者健康安全機構 

福島労災病院 
 ○ 

いわき市立総合磐城共立病院  ○ 

 9 

○ がん診療を行う中核的な医療機関として、現在、県内に都道府県がん診療10 

連携拠点病院が１施設、地域がん診療連携拠点病院が 8 施設整備されていま11 

す。 12 

 13 

【がん診療連携拠点病院】 14 

がん診療連携拠点病院とは、全国どこでも質の高いがん医療を確保する15 

ため、がん医療の均てん化を目標として県が推薦し、国が指定する医療機16 

関です。 17 

がん診療連携拠点病院の種類及び主な機能は次のとおりです。 18 

１ 都道府県がん診療連携拠点病院 19 

都道府県のがん診療の中核的な病院で、高度ながん医療を提供すると20 

もに、地域がん診療連携拠点病院等の医療従事者に対する研修や診療支21 
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援等を行います。 1 

 2 

２ 地域がん診療連携拠点病院 3 

二次医療圏の中心的役割を担う病院として二次医療圏に概ね１か所程4 

度整備されることとなっており、チームによる緩和ケアを含む専門的な5 

がん診療の実施や地域の医療機関と連携した医療の提供、院内がん登録6 

及び相談支援センターの設置が必須となっており、地域住民に質の高い7 

がん医療を提供します。 8 

 9 

（２）標準的ながん診療 10 

○ 標準的ながん診療としては、精密検査や確定診断等を実施すること、診療11 

ガイドラインに準じた診療を実施すること、患者の状態やがんの病態に応じ12 

て、手術療法、放射線療法及び化学療法等や、これらを組み合わせた集学的13 

治療を実施すること、がんと診断された時から緩和ケアを実施すること、が14 

ん治療の合併症予防や軽減を図ること、治療後のフォローアップを行うこと、15 

各職種の専門性を活かし、医療従事者間の連携と補完を重視した多職種での16 

チーム医療を実施することが必要であるため、医療機関には次のような機能17 

が求められます。 18 

◆ がん診療に関係する診療ガイドラインに即した診療を実施していること。19 

◆ 血液検査、画像検査（エックス線検査、ＣＴ検査、ＭＲＩ、核医学検査、20 

 超音波検査、内視鏡）及び病理検査等の、診断・治療に必要な専門的な検21 

 査が実施可能であること。 22 

◆ 病理診断や画像診断等が実施可能であること。 23 

◆ 患者の状態やがんの病態に応じて、手術療法、放射線療法及び化学療法24 

等や、これらを組み合わせた集学的治療及び緩和ケアが実施可能であるこ25 

と。 26 

◆ がんと診断されたときから緩和ケアを実施すること。 27 

 28 

【標準的ながん診療を行う医療機関】 29 

  標準的ながん診療を担う県内の医療機関には、次のような機能が求められ30 

ます。 31 

・ 肺がん、胃がん、大腸がん、乳がん及び肝がんのいわゆる五大がんの

手術又は化学療法を実施しており、必要に応じて医療用麻薬によるがん

疼痛治療及びがんに伴う精神症状のケアを行っている医療機関 

（注）標準的ながん診療を行う具体的医療機関は、福島県総合医療情報システムにて検32 

索可能です。 33 
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また、緩和ケア病棟を有する病院として次の医療機関が挙げられます。 1 

地域 医療機関名 病床数 

県北 医療生協 わたり病院 15 

県中 

一般財団法人慈山会医学研究所付属 

坪井病院 
18 

公益財団法人星総合病院 16 

会津・ 

南会津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 15 

公立大学法人福島県立医科大学 

会津医療センター附属病院 
25 

いわき 
独立行政法人労働者健康安全機構 

福島労災病院 
32 

資料：平成 26 年医療施設調査（厚生労働省） 2 

 3 

３ 療養支援 4 

○ 在宅等でも適切な緩和ケアを含む適切な医療が提供でき、がん患者が希望5 

すれば、自分の住み慣れた場所で療養生活を送ることができるようにする必6 

要があり、このために医療機関には次のような機能が求められています。 7 

◆ 24 時間対応が可能な在宅医療を提供すること。 8 

◆ がん疼痛等に対する緩和ケアが実施可能であること。 9 

◆ 看取りを含めた人生の最終段階におけるケアを 24 時間体制で提供する10 

こと。 11 

◆ がん診療機能を有する医療機関等と、診療情報や治療計画を共有するな12 

どして連携が可能であること（地域連携クリティカルパスを含む。） 13 

◆ 医療用麻薬を提供できること。 14 

◆ 歯科医療機関にあっては、治療に伴う口腔内合併症の予防・軽減のため15 

に、がんと口腔管理の関連性を踏まえた処置及び口腔衛生指導を実施する16 

こと。 17 

 18 

【在宅支援にあたる医療機関】 19 

がん患者の在宅支援を担う医療機関及び関係機関として、次のような機能20 

が求められます。 21 

・ 在宅療養における 24 時間対応 

・ 疼痛等に対する緩和ケアの実施 

・ がん診療機能を有する病院等との連携 
（注）緩和ケアを実施している医療機関、外来化学療法が可能な医療機関、薬局は福島22 

県総合医療情報システムにて検索可能です。 23 

緩和ケアに対応する歯科医療機関は、県のホームページに掲載しています。 24 

 25 

 26 

 27 
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施策の方向性と目標 

 1 

１ がん予防の推進 2 

（１）施策の方向性 3 

○ がん対策において予防は極めて重要であることから、健康増進法に基づく4 

健康増進計画である「第二次健康ふくしま２１計画」及びがん対策基本法に5 

基づく「福島県がん対策推進計画」による取組と連動して、がんの危険因子6 

とされる食生活、喫煙、飲酒などの生活習慣の改善や感染症の予防と重症化7 

防止のための正しい知識の普及を推進するとともに、健康に配慮した食環境8 

の整備を推進します。 9 

また、たばこによるがんなどの健康被害は、国内外の多数の科学的知見に10 

より因果関係が確立していることから、受動喫煙防止や喫煙率の減少のため11 

の対策を進めます。 12 

 13 

○ 子供の頃から健康と命の大切さを学び、自らの健康を適切に管理するとと14 

もに、がんに対する正しい知識、がん患者への理解及び命の大切さに対する15 

認識を深められるよう医師やがん患者・経験者等の外部講師を活用し、健康16 

教育の一環としてがん教育を推進します。 17 

 18 

（２）目標 19 

指標名 現状 目標値 備考 

喫煙率 

22.3％ 

内訳 男性 34.4％ 

   女性 10.8％ 

（平成 28 年度） 

12.0％ 

内訳 男性 19.0% 

   女性 5.4% 

（平成 34 年度） 

国民生活基礎調査 

※ 第二次健康ふくしま２１

計画と整合性を図って目標

を設定。 

 20 

２ がん検診の受診率及び質の向上 21 

（１）施策の方向性 22 

○ 未受診者に対する普及啓発や受診勧奨の実施、検診を受けやすい環境の整23 

備に努めるなど未受診者をなくすことに重点をおいた、より効率的ながん検24 

診を推進するとともに、医療機関や検診実施機関と連携を図り、要精検者の25 

精検受診率の向上に努めます。 26 

 27 

○ 県生活習慣病検診等管理指導協議会の一層の活用を図り、がん検診の実施28 

方法の改善や精度管理の向上に向けた取組を検討し、市町村及び検診受診機29 

関に対し、検診の実施方法や精度管理のあり方について、専門的な見地から30 
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助言を行っていきます。 1 

 2 

（２）目標 3 

指標名 現状 目標値 備考 

胃がん検診受診率 
26.9％ 

（平成 27 年度） 

５0％以上 

（平成 35 年度） 

市町村対策型がん検診

受診率。検診対象年齢

は 40～69 歳、子宮頸

がんは 20～69 歳。 

胃がんは現状 40～69

歳から 28 年度以降、

50～69 歳に変更 

※第二次健康ふくしま

２１計画及び福島県が

ん対策推進計画と整合

性を図って目標を設

定。 

肺がん検診受診率 
36.9％ 

（平成 27 年度） 

５0％以上 

（平成 35 年度） 

大腸がん検診受診

率 

33.9％ 

（平成 27 年度） 

５0％以上 

（平成 35 年度） 

子宮頸がん検診受

診率 

40.4％ 

（平成 27 年度） 

60％以上 

（平成 35 年度） 

乳がん検診受診率 
44.9％ 

（平成 27 年度） 

60％以上 

（平成 35 年度） 

 4 

３ 放射線療法、化学療法及び手術療法の推進並びにがん医療従事者 5 

の育成 6 

○ 放射線療法、化学療法及び手術療法の専門医を始め、がん医療に専門的に7 

関わる看護師、薬剤師等の育成を行う公立大学法人福島県立医科大学の「東8 

北次世代がんプロ養成プラン※」を促進していきます。 9 

※ 東北次世代がんプロ養成プラン 10 

  福島県立医科大学、東北大学、山形大学、新潟大学の 4 大学協定による共同プラン。11 

福島、宮城、山形、新潟の 4 県の地域のがん医療水準を向上させるために、がん診療12 

連携拠点病院と連携して放射線治療、化学療法、緩和医療、外科医療、歯科治療の専13 

門医、がん看護専門看護師、がん専門薬剤師、医学物理士などのがん専門医療者を養14 

成する大学・地域一体の包括教育プログラム。平成 29年度からの第 3期プランでは、15 

がんゲノム医療や小児・AYA 世代から高齢者までライフステージに応じたケアので16 

きる医療者を育成します。文部科学省の補助事業。 17 

 18 

○ 専門的ながん医療を推進していくために、がん診療連携拠点病院とともに、19 

専門的にがん診療を行う医師、看護師、薬剤師、放射線技師等の医療従事者20 

の研修を更に充実させ、これらの医療従事者が協力して診療に当たる体制を21 

整備していきます。 22 

 23 

○ がん看護の専門的な臨床実務研修を行うことにより、がん看護に関する臨24 

床実践能力の高い看護師を育成し、がん患者に対するケアの質を高めるとと25 
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もに、地域におけるがん医療の水準の向上を図ります。 1 

  また、日本看護協会の事業である緩和ケア認定看護師やがん化学療法認定2 

看護師など、がん治療に関する認定看護師等の充実を図り、がん看護現場に3 

おける質の向上を目指します。 4 

 5 

４ 各医療機能との連携 6 

○ がん診療連携拠点病院を中心に、地域の医療機関の連携を図るとともに、7 

がん診療連携拠点病院による地域連携クリティカルパスの作成及び地域の歯8 

科を含む医療機関による当該パスの共有化を支援します。 9 

 10 

５ 緩和ケアの推進 11 

（１）施策の方向性 12 

○ がん患者とその家族の療養生活の質の向上のために、がんと診断されたと13 

きから緩和ケアが行われるよう、また在宅での緩和ケアが円滑に行われるよ14 

うに、緩和ケアに携わる医師、歯科医師、看護師、薬剤師及び介護支援専門15 

員等の研修機会の確保を図ります。 16 

  また、医療機関・薬局に対して、「麻薬管理マニュアル」（厚生労働省）及17 

び「医療用麻薬適正使用ガイダンス」（同省）について周知し、緩和ケアにお18 

ける医療用麻薬の適正な管理と使用を推進します。 19 

 20 

（２）目標 21 

指標名 現状 目標値 備考 

緩和ケア病棟を有

する医療機関数 

６ 

（平成28年３月） 

12 

（平成 35 年度） 

 

 22 

 23 

６ 相談支援体制の整備 24 

○ がん患者やその家族を支援するために、がん診療連携拠点病院を中心とし25 

て、適切な相談を受けられる仕組みを整備し、がんに関する一般的な事項の26 

ほか、医療機能情報のわかりやすい提供を始め、地域における連携体制の状27 

況や各医療機関の専門分野等の情報提供を進めます。 28 

  その際、小児・ＡＹＡ世代のがん、希少がん、難治性がん等に関する情報29 

についても提供できるよう努めます。 30 

  また、仕事と治療の両立支援や就職支援、がん経験者の就労継続支援の取31 

組をがん患者に提供できる体制の構築を目指します。 32 

  さらに、がん患者や家族を支援する団体などが行うがん体験者自身による33 
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相談など、がん患者とその家族を精神的・心理的に支援するための取組を促1 

進します。 2 

 3 

７ がん登録の推進 4 

○ 平成 28 年 1 月より、がん登録等の推進に関する法律に基づく全国がん登5 

録が開始され、すべての病院は届出することが義務づけられました。 6 

 全国がん登録や地域がん登録、院内がん登録によって得られた情報の利活7 

用により、がん患者のがんの罹患や転帰などの情報を正確に把握し、がん医8 

療の向上につなげます。 9 

 10 

８ 在宅医療の推進 11 

○ 在宅医療体制の構築に当たり、予防から専門的治療、緩和ケア、再発予防12 

や在宅医療まで継続した医療が行われ、また、関係機関・施設の信頼関係の13 

醸成を目指します。 14 

  また、がん患者の意向を踏まえて、住み慣れた家や地域での療養を支援す15 

るため、歯科を含む医療と福祉を含めた地域での連携を図ります。 16 

 17 

９ 小児がん、ＡＹＡ世代のがん 18 

○ 本県おける小児がん治療については、公立大学法人福島県立医科大学附属19 

病院が中心となり、福島県内で発症する小児がんの約 9 割を診療しています。 20 

小児がんについては、小児がん患者とそのご家族が安心して適切な治療や21 

支援を受けられる環境の整備が必要となることから、教育支援や小児がん患22 

者とそのご家族が共に過ごしながら治療を受けられる宿泊施設に対する支援23 

等を継続していきます。 24 

  また、ＡＹＡ世代は、年代によって、就学、就労、妊娠等の状況が異なる25 

ため、がん患者の状況に応じた多様なニーズに対応できるよう、情報提供、26 

相談支援・就労支援の実施体制や診療体制の整備を進めます。 27 

 28 

10 高齢者のがん対策 29 

○ 高齢者のがん対策においては、現在人口の高齢化が急速に進んでおり、が30 

ん患者に占める高齢者の割合が増えることから、高齢者のがん患者に対する31 

ケアの充実を図ります。 32 

 33 

11 福島県がん対策推進計画の策定 34 

○ 国では、「がん対策基本法」が平成 18 年 6 月に成立し、平成 19 年 4 月35 

に施行されました。さらに、基本法に基づき、がん対策を総合的かつ計画的36 
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に推進するための「がん対策推進基本計画」が平成 19 年 6 月に策定されま1 

した。 2 

 都道府県においては、当該都道府県におけるがん医療の提供の状況等を踏3 

まえ、国の基本計画を基本とし、当該都道府県におけるがん対策の推進に関4 

する計画を策定しており、本県では平成 20 年 3 月に「福島県がん対策推進5 

計画」を策定しました。 6 

 今般、国の基本計画が見直されたことから、第二次健康ふくしま２１計画、7 

その他の保健、医療、福祉に関する事項を定める計画等との整合性を図りな8 

がら、第三期福島県がん対策推進計画を策定しました。 9 

 10 
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第２節 脳卒中対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 脳血管疾患は、平成 12 年以降本県の死因の第３位となっており、平成 223 

年は全死亡数 22,747 人の 12.2％にあたる 2,766 人が、平成２７年は全4 

死亡数 24,205 人の 10.2%にあたる 2,478 人が、脳血管疾患により亡く5 

なっています。脳血管疾患による死亡の内訳はあまり変化が無く、平成２７6 

年を見ると、脳梗塞が 62.7%となっています。 7 

 8 

○ 本県の脳血管疾患の年齢調整死亡率は男女ともに年々低下していますが、9 

常に全国平均を上回っており、平成 27 年は男性が 43.7（全国 37.8）で全10 

国 11 位、女性が 27.4（全国 21.0）で全国６位となっています。 11 

特に脳梗塞は、男性が 22.8（全国 18.1）で全国７位、女性が 12.6（全12 

国 9.3）で全国５位となっており、早急な対応が必要となっています。 13 

 14 

図表２－４－２－１ 脳血管疾患による死亡の内訳（平成 27 年 福島県） 15 

 16 

資料：人口動態統計（厚生労働省） 17 

図表２－４－２－２ 脳血管疾患の年齢調整死亡率の推移 18 

 19 

資料：都道府県別にみた死亡の状況（厚生労働省） 20 

脳梗塞, 62.7% 

脳内出血, 26.4% 

くも膜下出血, 

9.5% 

その他, 1.4% 

97.9  99.3  
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第２節 脳卒中対策 

１ 予防 1 

○ 本県の高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率（人口 10 万人対）は、平2 

成 26 年は 290.3 と、全国平均の 262.2 を上回っています。 3 

脳卒中の最大の危険因子は高血圧であることから、血圧のコントロールが4 

脳血管疾患の予防では重要となってきます。 5 

高血圧の改善にあたっては、「食塩摂取量を減らす」、「運動を増やす」、「飲6 

酒量を減らす」といった生活習慣の改善が必要とされることから、健康増進7 

法に基づく健康増進計画である「第二次健康ふくしま 21 計画」と連携しな8 

がら、県民の生活習慣の改善を進めていく必要があります。 9 

また、高齢者に多い心房細動は、脳梗塞（心原性脳塞栓症）の最大の危険10 

因子であることから、非弁膜症性心房細動に有効な抗凝固療法等により、脳11 

梗塞を予防していく必要がありますが、心房細動には自覚症状がないことが12 

多く、治療が中断しがちなため、心房細動が脳梗塞の危険因子であることに13 

ついての周知啓発と、積極的な治療が必要です。 14 

 15 

○ 平成 28 年の国民生活基礎調査によれば、本県の健康診断・健康診査の受16 

診率は 69.2％で、全国平均の 67.3％を上回っていますが、自らの健康状態17 

を把握し、健康管理をしていくために、今後さらに受診率を高めていく必要18 

があります。 19 

 20 

２ 救護 21 

○ 脳卒中は、できるだけ早く治療を始めることでより高い効果が見込まれ、22 

後遺症も少なくなることから、脳卒中を疑うような症状が出現した場合、本23 

人や家族等の周囲にいる方が、速やかに専門の医療機関を受診できるように24 

行動することが重要となります。 25 

そのため、県・市町村・消防機関・医療機関・医療関係団体等の関係機関26 

が連携して、県民に対して脳卒中の症状や発症時の緊急受診の必要性につい27 

て、周知啓発を進めていく必要があります。 28 

 29 

○ 救急医療全体に係る救護の状況については、第２編第３章第１節「救急医30 

療」において記載していますが、救急車や救急医療機関の適正利用について31 

周知啓発を進めるとともに、救急業務の高度化に合わせて、救急搬送体制の32 

強化を進めていく必要があります。 33 

 34 

３ 急性期 35 

○ 脳梗塞では、発症後 4.5 時間以内の超急性期血栓溶解療法（t-PA）の適応36 
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患者に対して適切な処置が取られる必要があります。 1 

  さらには、脳卒中学会発表の「脳卒中治療ガイドライン 2015 追補版」で2 

は、発症６時間以内に血管内治療（機械的血栓回収療法）を開始することが3 

強く推奨されています。 4 

また、脳卒中の治療に際しては、専門チームによる診療や脳卒中専用病室5 

等での入院管理により予後を改善できることが明らかになってきています。 6 

 7 

○ 本県において、平成 28 年３月時点で、脳梗塞に対する t-PA による脳血8 

栓溶解療法の実施可能な病院として、「超急性期脳卒中加算」の診療報酬施設9 

基準を取得しているのは７病院であり、人口 100 万人あたり 3.7 か所と、10 

全国平均（6.2）の半分程度ですが、NDB（レセプト情報・特定健診等情報11 

データベース。通称「ナショナルデータベース」）の分析結果からは、実施件12 

数は全国平均並みとなっています。 13 

 14 

○ なお、人材の確保については、第 2 編第 2 章に記載していますが、本県で15 

は神経内科医、脳神経外科医ともに全国平均より少なく、医師の確保に努め16 

る必要があります。 17 

 18 

図表２－４－２－３ 神経内科医師数、脳神経外科医師数 19 

 神経内科医  脳神経外科医  

 人口 10 万人対  人口 10 万人対 

福島県 56 人 2.9 人 90 人 4.7 人 

全国 4,657 人 3.7 人 7,147 人 5.6 人 

資料：平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 20 

※ 人口 10 万人あたりの算出に用いた人口は、平成 27 年度国勢調査人口 21 

 22 

４ 回復期 23 

○ 回復期においては、機能回復や日常生活動作（ADL）の向上を目的として、24 

効果的なリハビリテーションが必要とされます。 25 

 26 

○ 本県では、診療報酬施設基準の「脳血管疾患等リハビリテーション料」を27 

届け出ている医療機関は、平成 28 年３月現在 95 機関となっており、人口28 

10 万人あたり 5.0 と、全国平均の 5.9 を下回っています。 29 

 30 

○ 一方、平成 26 年の患者調査では、脳血管疾患の退院患者の平均在院日数31 

は、全国値 89.5 日に対して、本県は 76.4 日と、全国よりも短くなってい32 
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ます。 1 

 2 

○ リハビリテーション全体については、第3章第7節「リハビリテーション」3 

に記載していますが、医療・保健・福祉及び生活に関わるあらゆる人々が、4 

リハビリテーションの立場から行う地域リハビリテーションの推進を図って5 

いく必要があります。 6 

 7 

５ 維持期 8 

○ 維持期においては、日常生活への復帰と日常生活の維持を目的とするリハ9 

ビリテーションを行うとともに、在宅療養を支援していくことが必要です。 10 

 11 

○ 平成 27 年の人口動態調査では、脳血管疾患患者の在宅死亡割合は、本県12 

は 24.0％で、全国平均（21.8%）より若干高くなっています。 13 

 14 

必要となる医療機能 

 15 

１ 予防 16 

○ 脳卒中の発症を予防するため、医療機関には関係する診療ガイドラインに17 

即した診療を実施するとともに、以下の機能が求められます。 18 

◆ 高血圧、糖尿病、脂質異常症、心房細動、無症候性病変、喫煙、過度の19 

飲酒等の基礎疾患及び危険因子の管理が可能であること。 20 

◆ 突然の症状出現時における対応について、本人及び家族等患者の周囲に21 

いる者に対する教育、啓発を実施すること。 22 

◆ 突然の症状出現時に、急性期医療を担う医療機関への受診勧奨について23 

指示すること。 24 

 25 

２ 救護 26 

○ 脳卒中を疑われる患者が、発症後遅くとも 4.5 時間以内に専門的診療が可27 

能な医療機関に到着できるように、また 4.5 時間を超える場合でも、できる28 

だけ早く、専門的な治療が可能な医療機関へ搬送できるよう、本人及び家族29 

等周囲にいる方には、発症後速やかに救急搬送の要請を行うことが求められ30 

ます。 31 

また、救急救命士等には、地域メディカルコントロール協議会の定めた活32 

動プロトコールに沿って、脳卒中患者に対する適切な観察・判断・処置を行33 

うこと、急性期医療を担う医療機関へ発症後遅くとも 4.5 時間以内に搬送す34 

ることが求められます。 35 
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    なお、脳卒中学会発表の「脳卒中治療ガイドライン 2015 追補版」では、 1 

発症６時間以内に血管内治療（機械的血栓回収療法）を開始することを強く2 

推奨しています。また、発症後 4.5 時間を超える場合でも、経動脈的血栓溶3 

解術等の血管内治療、脳出血の場合は血腫除去術、脳動脈瘤破裂によるくも4 

膜下出血の場合は脳動脈瘤クリッピングやコイリング等の効果的な治療が行5 

える可能性があるため、できるだけ早く、専門的な治療が可能な医療機関へ6 

搬送することが必要です。 7 

 8 

３ 急性期 9 

○ 患者の来院後 1 時間以内（発症後 4.5 時間以内）に専門的な治療を開始す10 

ること、発症後 4.5 時間を超えても血管内治療などの高度専門治療の実施を11 

検討すること、誤嚥性肺炎等の合併症の予防・治療を行うこと、及び廃用症12 

候群を予防し、早期にセルフケアについて自立できるためのリハビリテーシ13 

ョンを実施することを目的に、急性期を担う医療機関には、関係する診療ガ14 

イドラインに即した診療を実施するとともに、以下の機能が求められます。 15 

  特に、急性期の診断及び治療については、24 時間体制での実施が求めら16 

れますが、単一の医療機関で 24 時間体制が確保することが困難な場合には、17 

地域における複数の医療機関が連携して、24 時間体制を確保する必要があ18 

ります。 19 

◆ 血液検査や画像検査（エックス線検査、CT、MRI、超音波検査）等の必20 

要な検査が実施可能であること。 21 

◆ 脳卒中が疑われる患者に対して、専門的診療が実施可能であること（画22 

像伝送等の遠隔診断に基づく治療を含む。）。 23 

◆ 脳卒中評価スケールなどを用いた客観的な神経学的評価が実施可能であ24 

ること（遠隔診療を用いた補助を含む）。 25 

◆ 適応のある脳梗塞症例に対し、来院後 1時間以内（発症後 4.5時間以内）26 

に組織プラスミノゲン・アクチベータ(t-PA)の静脈内投与による血栓溶解27 

療法が実施可能であること（医療機関が単独で t-PA 療法を実施できない28 

場合には、遠隔画像診断等を用いた診断の補助に基づく実施を含む。）。 29 

◆ 適応のある脳卒中症例に対し、外科手術や脳血管内手術が、来院後速や30 

かに実施可能又は実施可能な医療機関との連携体制がとれていること。 31 

◆ 呼吸、循環、栄養等の全身管理、及び感染症や深部静脈血栓症等の合併32 

症に対する診療が可能であること。 33 

◆ 合併症の中でも、特に誤嚥性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する34 

病院内の歯科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図るこ35 

と。 36 

195



 

 

 

第２節 脳卒中対策 

◆ リスク管理のもとに早期座位・立位、関節可動域訓練、摂食・嚥下訓練、1 

装具を用いた早期歩行訓練、セルフケア訓練等のリハビリテーションが実2 

施可能であること。 3 

◆ 個々の患者の神経症状等の程度に基づき、回復期リハビリテーションの4 

適応を検討できること。 5 

◆ 回復期、維持期の医療機関等と診療情報や治療計画を共有するなどして6 

連携していること。 7 

◆ 回復期、維持期に、重度の後遺症等により自宅への退院が容易でない患8 

者を受け入れる医療施設や介護施設等と連携し、その調整を行うこと。 9 

◆ 脳卒中疑いで救急搬送された患者について、その最終判断を救急隊に情10 

報提供することが望ましいこと。 11 

 12 

○ 急性期を担う医療機関としては、次の医療機関があります。 13 

 14 

図表２－４－２－４ 急性期の医療機関 15 

地域 医療機関名 
t-PA による脳

血栓溶解療法実

施機関 

県 北 

福島赤十字病院 ○ 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属南東北福島病院 ○ 

あづま脳神経外科病院 ○ 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 ○ 

公立藤田総合病院 ○ 

医療法人辰星会枡記念病院 ○ 

県 中 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 ○ 

公益財団法人星総合病院 ○ 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 ○ 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 ○ 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 ○ 

医療法人社団恵周会白河病院 ○ 

会津・

南会津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 ○ 

一般財団法人温知会会津中央病院 ○ 

相 双 南相馬市立総合病院 ○ 

いわき 
いわき市立総合磐城共立病院 ○ 

医療法人社団正風会石井脳神経外科・眼科病院 ○ 

（注）急性期を担う医療機関には、以下の全ての項目を満たす病院を掲載しています16 

（福島県調べ）。 17 

・ 脳卒中急性期患者の受入れが可能であること。 18 

・ 脳卒中急性期の放射線等機器検査が 24 時間対応可能であること。 19 

・ 脳卒中急性期の臨床検査が 24 時間対応可能であること。 20 

・ 脳卒中急性期の治療（開頭手術、脳血管手術等）が 24 時間対応であること。 21 

 22 

 23 
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４ 回復期 1 

○ 身体機能の早期改善のための集中的なリハビリテーションを実施すること、2 

再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること、誤嚥性肺炎等3 

の合併症予防を図ることを目的に、回復期を担う医療機関には、関係する診4 

療ガイドラインに即した診療を実施するとともに、以下の機能が求められま5 

す。 6 

◆ 再発予防の治療（抗血小板療法、抗凝固療法等）、基礎疾患・危険因子の7 

管理、及び抑うつ状態や認知症などの脳卒中後の様々な合併症への対応が8 

可能であること。 9 

◆ 失語、高次脳機能障害(記憶障害、注意障害等)、嚥下障害、歩行障害など10 

の機能障害の改善及び ADL の向上を目的とした、理学療法、作業療法、11 

言語聴覚療法等のリハビリテーションが専門医療スタッフにより集中的に12 

実施可能であること。 13 

◆ 合併症の中でも、特に誤嚥性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する14 

病院内の歯科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図るこ15 

と 16 

◆ 急性期の医療機関及び維持期の医療機関等と診療情報や治療計画を共有17 

するなどして連携していること。 18 

◆ 再発が疑われる場合には、急性期の医療機関と連携すること等により、19 

患者の病態を適切に評価すること。 20 

 21 

○ 回復期を担う医療機関には、次の医療機関があります。 22 

 23 

図表２－４－２－５ 回復期の医療機関 24 

地域 医療機関名 

回復期リハビリ

テーション病棟

入院料届出医療

機関 

県 北 

福島第一病院  

医療生協わたり病院 ○ 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属南東北福島病院 ○ 

あづま脳神経外科病院 ○ 

医療法人回生堂しのぶ病院 ○ 

一般財団法人大原記念財団大原医療センター ○ 

北福島医療センター ○ 

公立藤田総合病院  

医療法人辰星会枡記念病院  

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田熱海病院 ○ 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂香久山病院 ○ 

医療法人社団新生会南東北第二病院 ○ 
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地域 医療機関名 

回復期リハビリ

テーション病棟

入院料届出医療

機関 

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院  

南東北春日リハビリテーション病院 ○ 

ひらた中央病院  

三春町立三春病院 ○ 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院  

公益財団法人会田病院 ○ 

会津・ 

南会津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 ○ 

一般財団法人温知会会津中央病院 ○ 

芦ノ牧温泉病院  

相 双 南相馬市立総合病院  

いわき 

独立行政法人国立病院機構いわき病院  

松村総合病院 ○ 

医療法人松尾会松尾病院 ○ 

社団医療法人養生会かしま病院 ○ 

（注）回復期を担う医療機関には、以下のいずれかの項目を満たす病院を掲載してい1 

ます（福島県調べ）。 2 

・ 脳卒中回復期患者の受入れが可能で、回復期リハビリテーション病棟入院料3 

の届出があること。 4 

・ 脳卒中回復期患者の受入れが可能で、脳血管疾患等リハビリテーション料（Ⅰ）5 

の届出があること。 6 

 7 

５ 維持期 8 

○ 生活機能の維持・向上のためのリハビリテーションを実施し、在宅等への9 

復帰及び日常生活の継続を支援すること、再発予防の治療や基礎疾患・危険10 

因子の管理を実施すること、誤嚥性肺炎等の合併症の予防を図ることを目的11 

に、維持期を担う医療機関等には、関係する診療ガイドラインに即して診療12 

を行うとともに、以下の機能が求められます。 13 

◆ 再発予防の治療、基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応等が14 

可能であること。 15 

◆ 生活機能の維持及び向上のためのリハビリテーション（訪問及び通所リ16 

ハビリテーションを含む）が実施可能であること。 17 

◆ 合併症の中でも、特に誤嚥性肺炎の予防のために、口腔管理を実施する18 

病院内の歯科や歯科医療機関等を含め、多職種間で連携して対策を図るこ19 

と。 20 

◆ 介護支援専門員が、自立生活又は在宅療養を支援するための居宅介護サ21 

ービスを調整すること。 22 

◆ 急性期、回復期の医療機関等と、診療情報やリハビリテーションを含む23 

治療計画を共有するなどして連携していること。 24 
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◆ 合併症発症時や脳卒中の再発時に、患者の状態に応じた適切な医療を提1 

供できる医療機関と連携していること。 2 

○ 維持期を担う医療機関等としては、次の機関があります。これらの機関は、3 

福島県総合医療情報システム及び福島県介護サービス情報公表システムで検4 

索可能です。 5 

◆ 脳血管疾患等リハビリテーション料(Ⅰ)～(Ⅲ)を届け出ている医療機関。 6 

◆ 介護保険の訪問リハビリテーション、通所リハビリテーションを実施し7 

ている医療機関及び介護老人保健施設等。 8 

 9 

○ また、医科医療機関と連携して、脳卒中患者の歯科治療を行う歯科医療機10 

関については、県のホームページに掲載しています。 11 

 12 

※ 上記の医療機関は、計画策定時点で一定の要件を満たすものとして掲載しているも13 

のであり、上記の医療機関以外にも、脳卒中の治療を行っている医療機関があります。 14 

最新の情報は、福島県総合医療情報システムで確認してください。 15 

http://www.ftmis.pref.fukushima.jp/ap/qq/sho/pwqqtobasr01.aspx 16 

福島県総合医療情報システム  検索 17 

 18 

 19 

施策の方向性と目標 

 21 

１ 総合的な脳卒中対策の推進 22 

（１）施策の方向性 23 

○ 本県の脳血管疾患の年齢調整死亡率は、全国と比較して高い状況が続いて24 

いることから、年齢調整死亡率の低下を図るため、予防から救護、治療まで、25 

総合的な脳卒中対策を推進していく必要があります。また、脳卒中を死因と26 

した症例に関する実態調査を検討していきます。 27 

 28 

○ 脳卒中患者の機能回復や日常生活動作の向上により、在宅復帰を促進し、29 

在宅療養が可能となる体制を構築するため、生活の場で療養できるよう、医30 

療及び介護サービスが相互に連携した支援を行います。 31 

 32 

○ 予防においては、何より生活習慣の改善が重要であることから、県民自ら33 

が生活習慣を見直し、生活習慣病の予防と健康の維持を図り、健康に対する34 

自己管理意識の定着化に資するよう、健康増進法に基づく健康増進計画であ35 

る「第二次健康ふくしま 21 計画」と連携しながら、関係団体や市町村と連36 

携し、県民の生活習慣の改善を図る周知啓発を行うとともに、特定健診・特37 
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定保健指導の実施率の向上に努めます。 1 

また、脳梗塞の予防には、心房細動の治療が重要であることから、関係団2 

体等と連携して、周知啓発と積極的な治療を進めます。 3 

 4 

○ 救護においては、脳卒中の初期症状や発症した際の速やかな救急搬送要請5 

の必要性について、関係団体や市町村、消防機関等と連携して、県民に対す6 

る積極的な情報提供を進めます。 7 

また、脳卒中が疑われる患者が、速やかに脳卒中急性期医療機関に搬送さ8 

れるよう、メディカルコントロール協議会や救急医療対策協議会を活用し、9 

消防機関と医療機関の連携を強化するとともに、消防機関の速やかな搬送先10 

選定を支援するため、「傷病者の搬送及び受入の実施に関する基準」の見直し11 

や、福島県救急搬送受入支援システム（e-MATCH）の全県的な普及、救急12 

医療情報システムの見直しを進めます。 13 

さらに、福島県立医科大学附属病院のドクターヘリの運営を支援し、発症14 

から治療開始までの時間の短縮を図ります。 15 

 16 

○ 治療においては、急性期を担う医療機関の医療機能の強化を図るため、救17 

急医療提供体制の充実強化を進めます。 18 

 19 

〇 病期に応じたリハビリテーションが一貫して実施可能となるよう、以下の20 

体制構築を図ります。 21 

◆  廃用症候群や合併症の予防、セルフケアの早期自立のためのリハビリテ22 

ーションの実施 23 

◆  機能回復及び日常生活動作向上のために専門的かつ集中的なリハビリ24 

テーションの実施 25 

◆  生活機能を維持又は向上させるリハビリテーションの実施 26 

 27 

（２）目標 28 

指標名 現状 目標値 備考 

脳血管疾患の年齢 

調整死亡率 

男性 43.7 

女性 27.4 

（平成 27 年） 

男性 41.6 

女性 24.7 

（平成 34 年） 

※  第二次健康ふくし

ま21計画と整合性を

図って目標を設定。 

 29 
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第３節 心筋梗塞等の心血管疾患対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 心疾患は平成 12 年以降本県の死因の第２位となっており、平成 22 年は3 

全死亡数 22,747 人の 17.6％にあたる 3,994 人が、平成 27 年は全死亡4 

数 24,205 人の 17.0%にあたる 4,110 人が、心疾患により亡くなってい5 

ます。 6 

平成 27 年の心疾患による死亡の内訳を見ると、心不全が 33.4％、急性心7 

筋梗塞が 34.6％、不整脈及び伝導障害が 11.5％、その他の虚血性心疾患が8 

9.0％となっています。 9 

４年前の平成 23 年と比較すると、急性心筋梗塞が 1.1％増加しており、10 

心不全が 1.5％、不整脈及び伝導障害が 0.6％減少しています。 11 

 12 

○ 本県の心疾患の年齢調整死亡率は、平成２７年は男性が79.2（全国65.4）13 

で全国ワースト４位、女性が 41.1（全国 34.2）で全国ワースト４位となっ14 

ています。 15 

 また、心疾患のうち急性心筋梗塞の年齢調整死亡率は、男性が 34.7（全16 

国 16.2）、女性が 15.5（全国 6.1）で、ともに全国ワースト 1 位となって17 

おり、急性心筋梗塞を含む心疾患への対応は急務となっています。 18 

 19 

図表２－４－３－１ 心疾患による死亡の内訳（平成 27 年 福島県） 20 

 21 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 22 

  23 

心不全, 33.4% 

急性心筋梗塞, 

34.6% 

不整脈及び伝導障

害, 11.5% 

その他の虚血性心

疾患, 9.0% 

慢性非リウマチ性

心内膜疾患, 5.8% 心筋症, 1.9% 

慢性リウマチ性心

疾患, 2.2% 
その他の心疾患, 

1.5% 
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図表２－４－３－２ 心疾患の年齢調整死亡率の推移 1 

 2 

資料：都道府県別にみた死亡の状況（厚生労働省） 3 

 4 

１ 予防 5 

○ 急性心筋梗塞の危険因子は、高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病、肥満等6 

であり、発症の予防には生活習慣の改善や適切な治療が重要です。 7 

本県の高血圧性疾患患者の年齢調整外来受療率（人口 10 万人対）は、平8 

成 26 年は 290.3 と、全国平均の 262.2 を上回っており、脂質異常症患者9 

の年齢調整外来受療率も、平成 26 年は 65.9 と、全国平均の 67.5 を上回10 

っています。 11 

本県の喫煙率は、平成 28 年度国民生活基礎調査によると、男性 34.4％、12 

女性 10.８％となっており、全国平均（男性 31.1％、女性 9.5％）より男女13 

ともやや高くなっています。 14 

急性心筋梗塞の発症予防には、食生活、運動、喫煙、飲酒といった生活習15 

慣の改善が必要とされ、健康増進法に基づく健康増進計画である「第二次健16 

康ふくしま 21 計画」と連携しながら、県民の生活習慣の改善を進めていく17 

必要があります。 18 

 19 

○ 平成 28 年の国民生活基礎調査によれば、本県の健康診断・健康診査の受20 

診率は 69.2％で、全国平均の 67.3％を上回っていますが、自らの健康状態21 

を把握し、健康管理をしていくために、今後さらに受診率を高めていく必要22 

があります。 23 

 24 

２ 救護 25 

○ 平成 27 年の本県における心肺機能停止傷病者全搬送人員 2,158 人のう26 

ち、一般市民により除細動が実施されたのは 17 件となっており、0.8％と27 

なっていますが、これは全国平均 1.5％（123,421 人中 1,815 件）を下回28 

139.1  

99.7  85.8  83.7  
74.2  

65.4  

142.7  

103.2  
96.9  100.5  

88.7  
79.2  

88.5  

58.4  
48.5  45.3  

39.7  

34.2  

80.9  

55.6  
52.3  49.3  

46.3  41.1  

20.0

60.0

100.0

140.0

平成２ 7 12 17 22 27

全国－男性 福島県－男性 全国－女性 福島県－女性 

202



 

 

第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

 

っています。AED の使用方法に関する講習会の開催等により、救急蘇生法を1 

県民に広く普及させる必要があります。 2 

 3 

○ 救急医療全体に係る救護の状況については、第２編第３章第１節「救急医4 

療」において記載していますが、救急車や救急医療機関の適正利用について5 

周知啓発を進めるとともに、救急業務の高度化に合わせて、救急搬送体制の6 

強化を進めていく必要があります。 7 

 8 

３ 急性期 9 

○ 平成 26 年の医療施設調査（厚生労働省）では、本県における心筋梗塞の10 

専用病室（CCU）を有する病院は６病院、病床数は 28 床で、ともに人口あ11 

たりで全国平均を上回っています。 12 

 13 

図表２－４－３－３ CCU を有する病院数・病床数 14 

 福島県 全国 備考 

CCU を有する病院数 ６ 323 平成 26 年医療施

設調査（厚生労働

省） 

人口 100 万人あたり 3.1 2.5 

CCU 病床数 28 1,759 

人口 10 万人あたり 1.5 1.4 

※ 人口あたりの算出に用いた人口は、平成 27 年度国勢調査人口 15 

 16 

○ NDB（レセプト情報・特定健診等情報データベース。通称「ナショナルデ17 

ータベース」）の分析結果から本県においる急性心筋梗塞に対する経皮的冠動18 

脈インターベンション（PCI）の実施件数をみると、人口 10 万人あたり19 

192.5 であり、全国平均の 172.8 を上回って実施されています。 20 

 21 

〇 また、急性心筋梗塞と同様に、心血管疾患の代表的な疾患の一つとされる22 

大動脈解離、慢性心不全に対する対応も求められます。具体的には、大動脈23 

解離に対する大動脈人工血管置換術等の外科的治療が可能又は外科的治療が24 

可能な施設との連携体制がとれていることや、慢性心不全の急性憎悪の場合25 

に状態の安定化に必要な内科的治療が可能であることなどが求められます。 26 

 27 

○ 一方、循環器内科医及び心臓血管外科医について見ると、人口あたりの心28 

臓血管外科医師数は全国平均並みですが、循環器内科医師数は全国平均の 829 

割以下となっています。 30 

 31 
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○ なお、人材の確保については、第 2 編第 2 章に記載していますが、本県で1 

は循環器内科医が全国平均より少なく、医師の確保に努めていく必要があり2 

ます。 3 

図表２－４－３－４ 循環器内科医師数、心臓血管外科医師数 4 

 循環器内科医 心臓血管外科医 

 人口 10 万人対  人口 10 万人対 

福島県 141 人 7.4 人 46 人 2.4 人 

全国 11,992 人 9.4 人 3,048 人 2.4 人 

 資料：平成 26 年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省） 5 

※ 人口 10 万人あたりの算出に用いた人口は、平成 27 年度国勢調査人口 6 

 7 

４ 回復期 8 

○ 回復期においては、合併症や再発の予防、在宅復帰のための心臓リハビリ9 

テーションが必要とされます。 10 

 11 

○ 本県では、診療報酬施設基準の「心大血管リハビリテーション料」を届け12 

出ている医療機関は、平成 28 年３月現在 10 機関となっており、人口 1013 

万人あたり 5.2 と、全国平均の 9.0 を大きく下回っています。 14 

 15 

○ 一方、平成 26 年の患者調査では、虚血性心疾患患者の平均在院日数は、16 

本県は 8.6 日となっており、全国平均（8.2 日）を若干上回っております。 17 

心臓リハビリテーションの充実等により、早期の在宅等への復帰を支援し18 

ていく必要があります。 19 

 20 

必要となる医療機能 

 21 

１ 予防 22 

○ 心筋梗塞等の心血管疾患の発症を予防するため、医療機関には関係する診23 

療ガイドラインに則した診療を実施するとともに、以下の機能が求められま24 

す。 25 

◆ 高血圧、脂質異常症、喫煙、糖尿病等の危険因子の管理が可能であるこ26 

と。 27 

◆ 初期症状出現時における対応について、本人及び家族等患者の周囲にい28 

る者に対する教育、啓発を実施すること。 29 

◆ 初期症状出現時に、急性期医療を担う医療機関への受診勧奨について指30 

示すること。 31 
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◆ 歯科医療機関にあっては、急性心筋梗塞発症の危険因子と歯科疾患との1 

関連性を踏まえた処置及び口腔衛生指導を実施すること。 2 

 3 

２ 救護 4 

○ 心筋梗塞等の心血管疾患の疑われる患者が、できるだけ早期に専門的な診5 

療が可能な医療機関に到着できるよう、本人及び家族等周囲にいる方には、6 

発症後速やかに救急搬送の要請を行うこと、心肺停止が疑われる方に対して7 

は、AED の使用を含めた救急蘇生法等適切な処置を実施することが求められ8 

ます。 9 

また、救急救命士等には、地域メディカルコントロール協議会によるプロ10 

トコール（活動基準）に則して、薬剤投与等の特定行為を含めた救急蘇生法11 

等適切な観察・判断・処置を実施すること、急性期医療を担う医療機関へ速12 

やかに搬送することが求められます。さらには、プロトコールを見直し地域13 

の実情に応じたプロトコールの策定を検討します。 14 

 15 

３ 急性期 16 

○ 患者の来院後速やかに初期治療を開始するとともに、30 分以内に専門的17 

な治療を開始すること、合併症や再発の予防、在宅復帰のための心血管疾患18 

リハビリテーションを実施すること、再発予防の定期的専門的検査を実施す19 

ることを目的に、急性期を担う医療機関には、関係する診療ガイドラインに20 

則した診療を実施するとともに、以下の機能が求められます。 21 

◆ 心電図検査、血液生化学検査、心臓超音波検査、エックス線検査、CT22 

検査、心臓カテーテル検査、機械的補助循環装置等必要な検査および処置23 

が 24 時間対応可能であること。 24 

◆ 心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者について、専門的な診療を行う25 

医師等が 24 時間対応可能であること。 26 

◆ ST 上昇型心筋梗塞の場合、冠動脈造影検査及び適応があれば PCI を行27 

い、来院後 90 分以内の冠動脈再疎通が可能であること。 28 

◆ 慢性心不全の急性憎悪の場合、状態の安定化に必要な内科的治療が可能29 

であること。 30 

◆ 呼吸管理、疼痛管理等の全身管理や、ポンプ失調、心破裂等の合併症治31 

療が可能であること。 32 

◆ 虚血性心疾患に対する冠動脈バイパス術や大動脈解離に対する大動脈人33 

工血管置換術等の外科的治療が可能又は外科的治療が可能な施設との連携34 

体制がとれていること。 35 

◆ 電気的除細動、機械的補助循環装置、緊急ペーシングへの対応が可能で36 
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あること。 1 

◆ 運動耐容能などに基づいた運動処方により合併症を防ぎつつ、運動療法2 

のみならず多面的・包括的なリハビリテーションを実施可能であること。 3 

◆ 抑うつ状態等の対応が可能であること。 4 

◆ 回復期（あるいは在宅医療）の医療機関と診療情報や治療計画を共有す5 

る等して連携していること、またその一環として再発予防の定期的専門的6 

検査を実施すること。 7 

 8 

○ 急性期を担う医療機関としては、次の医療機関があります。 9 

 10 

図表２－４－３－５ 急性心筋梗塞の急性期を担う医療機関 11 

地域 医療機関名 

県 北 

福島赤十字病院 

済生会福島総合病院 

福島第一病院 

医療生協わたり病院 

あづま脳神経外科病院 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

県 中 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

公益財団法人星総合病院 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

医療法人平心会須賀川病院 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

医療法人社団恵周会白河病院 

会津・

南会津 

公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

一般財団法人温知会会津中央病院 

相双 
南相馬市立総合病院 

公立相馬総合病院 

いわき 
独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

（注）急性心筋梗塞の急性期を担う医療機関には、以下の全ての項目を満たす病院を12 

掲載しています（福島県調べ）。 13 

・ 急性心筋梗塞患者の受入れが可能であること。 14 

・ 急性心筋梗塞患者の放射線等機器検査が 24 時間対応可能であること。 15 

・ 急性心筋梗塞患者の臨床検査が 24 時間対応可能であること。 16 

・ 急性心筋梗塞患者の治療が 24 時間対応であること。 17 

 18 

図表２－４－３－６ 急性大動脈解離の急性期を担う医療機関 19 

地域 医療機関名 

県 北 
福島第一病院 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

県 中 公益財団法人星総合病院 
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地域 医療機関名 

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

医療法人平心会須賀川病院 

会津・

南会津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

一般財団法人温知会会津中央病院 

いわき 
独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

（注）急性大動脈解離の急性期を担う医療機関には、以下の全ての項目を満たす病院1 

を掲載しています（福島県調べ）。 2 

・ 急性大動脈解離患者の受入れが可能であること。 3 

・ 急性大動脈解離患者の放射線等機器検査が 24 時間対応可能であること。 4 

・ 急性大動脈解離患者の臨床検査が 24 時間対応可能であること。 5 

・ 急性大動脈解離患者の治療が 24 時間対応であること。 6 

 7 

図表２－４－３－７ 慢性心不全の急性期を担う医療機関 8 

地域 医療機関名 

県 北 

福島赤十字病院 

済生会福島総合病院 

一般財団法人大原記念財団大原綜合病院 

福島第一病院 

医療生協わたり病院 

あづま脳神経外科病院 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

県 中 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

公益財団法人星総合病院 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

公立岩瀬病院 

医療法人平心会須賀川病院 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

医療法人社団恵周会白河病院 

会津・

南会津 

公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

一般財団法人温知会会津中央病院 

医療法人社団小野病院 

相 双 

南相馬市立総合病院 

福島県厚生農業協同組合連合会鹿島厚生病院 

公立相馬総合病院 

いわき 

独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

公益財団法人ときわ会常磐病院 

松村総合病院 

社団医療法人養生会かしま病院 

櫛田病院 

（注）慢性心不全の急性増悪患者を担う医療機関には、以下の全ての項目を満たす病9 

院を掲載しています（福島県調べ）。 10 
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・ 慢性心不全の急性増悪患者の受入れが可能であること。 1 

・ 慢性心不全の急性増悪患者の心エコー検査等が 24 時間対応可能であること。 2 

・ 慢性心不全の急性増悪に対する状態安定化に必要な内科的治療が 24 時間対3 

  応可能であること。 4 

 5 

４ 回復期 6 

○ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること、合併症や再7 

発の予防、在宅復帰のための心血管疾患リハビリテーションを入院又は通院8 

により実施すること、在宅等生活の場への復帰を支援すること、患者に対し、9 

再発予防などに関し必要な知識を教えることを目的に、回復期を担う医療機10 

関には、関係する診療ガイドラインに則した診療を実施するとともに、以下11 

の機能が求められます。 12 

◆ 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態等の対応等が13 

可能であること。 14 

◆ 心電図検査、電気的除細動等急性増悪時の対応が可能であること。 15 

◆ 合併症併発時や再発時に緊急の内科的・外科的治療が可能な医療機関と16 

連携していること。 17 

◆ 運動耐容能を評価の上で、運動療法、食事療法、患者教育等の心血管疾18 

患リハビリテーションが実施可能であること。 19 

◆ 心筋梗塞等の心血管疾患の再発や重症不整脈などの発生時における対応20 

法について、患者及び家族への教育を行っていること。 21 

◆ 急性期の医療機関及び二次予防の医療機関と診療情報や治療計画を共有22 

する等して連携していること。 23 

 24 

○ 回復期を担う医療機関には、次の医療機関があります。 25 

図表２－４－３－８ 回復期の医療機関 26 

地域 医療機関名 

回復期リハビリ

テーション病棟

入院料届出医療

機関 

県 北 

医療生協わたり病院 ○ 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属南東北福島病院 ○ 

あづま脳神経外科病院 ○ 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院  

一般財団法人大原記念財団大原医療センター ○ 

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田熱海病院 ○ 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院  

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院  

三春町立三春病院 ○ 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院  

公益財団法人会田病院 ○ 
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地域 医療機関名 

回復期リハビリ

テーション病棟

入院料届出医療

機関 

会津・ 

南会津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 ○ 

一般財団法人温知会会津中央病院 ○ 

いわき 
独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院  

社団医療法人養生会かしま病院 ○ 

（注）回復期を担う医療機関には、以下のいずれかの項目を満たす病院を掲載してい1 

ます（福島県調べ）。 2 

・ 心筋梗塞等の心血管疾患の回復期患者の受入れが可能で、回復期リハビリテ3 

ーション病棟入院料の届出をしていること。 4 

・ 心筋梗塞等の心血管疾患の回復期患者の受入れが可能で、心大血管リハビリ5 

テーション料（Ⅰ）の届出をしていること。 6 

・ 心筋梗塞等の心血管疾患の回復期患者の受入れが可能で、心大血管リハビリ7 

テーション料（Ⅱ）の届出をしていること。 8 

 9 

※ 上記の医療機関は、計画策定時点で一定の要件を満たすものとして掲載しているも10 

のであり、上記の医療機関以外にも、心血管疾患の治療を行っている医療機関があり11 

ます。 12 

最新の情報は、福島県総合医療情報システムで確認してください。 13 

http://www.ftmis.pref.fukushima.jp/ap/qq/sho/pwqqtobasr01.aspx 14 

福島県総合医療情報システム  検索 15 

 16 

※ 医科医療機関と連携して、心血管疾患患者の歯科治療を行う歯科医療機関について17 

は、県のホームページに掲載しています。 18 

 19 

５ 再発予防 20 

〇 再発予防の治療や基礎疾患・危険因子の管理を実施すること、在宅療養を継続でき21 

るように支援することを目的として、医療機関には、関係する診療ガイドライン22 

に則した診療を実施するとともに、以下の機能が求められます。 23 

◆  再発予防のための治療や基礎疾患・危険因子の管理、抑うつ状態への対応24 

が可能であること。 25 

◆  緊急時の除細動等急性増悪時への対応が可能であること。 26 

◆  合併症併発時や再発時に緊急の内科的・外科的治療が可能な医療機関と連27 

携していること。 28 

◆  急性期の医療機関や介護保険サービス事業所等と再発予防の定期的専門29 

検査、合併症併発時や再発時の対応を含めた診療情報や治療計画を共有する30 

等して連携していること。 31 

◆  在宅での運動療法、再発予防のための管理を医療機関と訪問看護ステーシ32 

ョン・かかりつけ薬剤師・薬局が連携し実施できること。 33 

 34 

 35 

 

209



 

 

第３節 心筋梗塞等の心血管疾患対策 

 

施策の方向性と目標 

 1 

（１）施策の方向性 2 

○ 本県の心疾患の年齢調整死亡率は、全国と比較して高い状況が続いており、3 

特に急性心筋梗塞については、平成 27 年は男女とも全国 1 位となっている4 

ことから、年齢調整死亡率の低下を図るため、予防から救護、治療まで、総5 

合的な急性心筋梗塞対策を推進していく必要があります。なお、心筋梗塞を6 

死因とした症例に関する実態調査を検討していきます。 7 

 8 

○ 予防においては、何より生活習慣の改善が重要であることから、県民自ら9 

が生活習慣を見直し、生活習慣病の予防と健康の維持を図り、健康に対する10 

自己管理意識の定着化に資するよう、健康増進法に基づく健康増進計画であ11 

る「第二次健康ふくしま 21 計画」と連携しながら、関係団体や市町村と連12 

携し、県民の生活習慣の改善を図る周知啓発を行うとともに、特定健診・特13 

定保健指導の実施率の向上に努めます。 14 

 15 

○ 救護においては、発症直後の心肺停止状態には、早期の適切な応急手当が16 

有効であることから、県民が必要に応じた救急の要請や救命処置を実施でき17 

るよう、AED 使用を含めた救急に関する講習会の実施等を進めます。 18 

また、心筋梗塞等の心血管疾患が疑われる患者が、速やかに医療機関に搬19 

送されるよう、メディカルコントロール協議会や救急医療対策協議会を活用20 

し、消防機関と医療機関の連携を強化するとともに、消防機関の速やかな搬21 

送先選定を支援するため、「傷病者の搬送及び受入の実施に関する基準」を見22 

直し、福島県救急搬送受入支援システム（e-MATCH）の全県的な普及や救23 

急医療情報システムの見直しを進めます。 24 

さらに、福島県立医科大学附属病院のドクターヘリの運営を支援し、発症25 

から治療開始までの時間の短縮を図ります。 26 

 27 

○ 治療においては、急性期を担う医療機関の医療機能の強化を図り、救急医28 

療提供体制の充実強化を進めます。 29 

また、本県においては、心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医療30 

機関が少ないことから、医療機関や関係団体等と連携して、合併症や再発の31 

予防、在宅復帰を目的とした心血管疾患リハビリテーションが実施可能な医32 

療機関の確保に努めます。また、運動耐容能などに基づいた運動処方により33 

合併症を防ぎつつ、運動療法のみならず多面的・包括的なリハビリテーショ34 

ンの実施を目指します。 35 
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〇 在宅療養が可能となる体制を構築するため、合併症や再発を予防するため1 

の治療、基板疾患や危険因子の管理、再発予防のための定期的専門的検査の2 

実施等を進めます。 3 

 4 

（２）目標 5 

指標名 現状 目標値 備考 

心大血管リハビ

リテーション料

届出施設数 

13 

（平成29年７月） 

23 

（平成 35 年度） 

※ 病院への調査

結果等を踏まえ、

全県での対応が

可能となるよう

目標を設定。 

急性心筋梗塞の

年齢調整死亡率 

男性 34.7 

女性 15.5 

（平成 27 年） 

男性 16.2 

女性 6.1 

（平成 35 年） 

※ 全国平均以下

を目標。 

 6 
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第４節 糖尿病対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 糖尿病は、自覚症状が出にくい一方で一度発症すると治癒することはなく、3 

脳卒中や急性心筋梗塞の危険因子となる慢性疾患であり、糖尿病昏睡等の急4 

性合併症や、糖尿病網膜症、糖尿病腎症、歯周病等の慢性合併症等、多種多5 

様な合併症を引き起こし、患者の生活の質を著しく低下させるのみならず、6 

医療経済的にも大きな負担を社会に強いることとなります。 7 

  また、日本透析学会の調査によると、平成 27 年末の透析患者の 38.4%が8 

糖尿病性腎症を主要原疾患としており、糖尿病性腎症の重症化予防に取り組9 

む必要があります。 10 

 11 

○ 糖尿病は、インスリン作用の不足による慢性の高血糖状態を主な特徴とす12 

る代謝疾患群であり、インスリンを合成・分泌する細胞の破壊・消失による13 

インスリン作用不足を主要因とする 1 型糖尿病と、インスリン分泌低下・抵14 

抗性等をきたす遺伝因子に過食、運動不足、肥満などの環境因子及び加齢が15 

加わり発症する 2 型糖尿病に大別されます。 16 

 17 

○ 本県の糖尿病の年齢調整死亡率は男女ともに低下傾向にありますが、平成18 

27 年は男性が 6.6（全国 5.5）で全国 11 位、女性が 2.9（全国 2.5）で全19 

国 9 位と、男女とも全国平均を上回っています。 20 

 21 

図表２－４－４－１ 糖尿病の年齢調整死亡率の推移 22 

 23 

資料：都道府県別にみた死亡の状況（厚生労働省） 24 

 25 

 26 

10.1  

7.8  7.3  
6.7  

5.5  

11.3  

8.8  
8.1  

7.4  
6.6  
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5.4  
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2.0
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全国－男性 福島県－男性 全国－女性 福島県－女性 
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○ 2 型糖尿病の発症に関連がある生活習慣は、食生活、運動、喫煙、飲酒等1 

であり、発症の予防には適切な食習慣、適度な運動習慣が重要です。 2 

糖尿病の予防には、食生活、運動、喫煙、飲酒といった生活習慣の改善が3 

必要とされ、健康増進法に基づく健康増進計画である「第二次健康ふくしま4 

21 計画」と連動しながら、県民の生活習慣の改善を進めていくとともに、特5 

定健診・特定保健指導の実施率向上を図る必要があります。 6 

 7 

○ 本県の平成 26 年度の特定健康診査実施率は 48.6％（全国 47.6％）、特8 

定保健指導実施率は 20.9%（全国 17.8％）で、全国平均を上回っています9 

が、自らの健康状態を把握し、健康管理をしていくために、今後さらに実施10 

率を高めていく必要があります。 11 

 12 

○ 平成 26 年の医療施設調査によれば、本県において糖尿病内科（代謝内科）13 

を標榜する医療機関は 14 病院、8 診療所であり、人口 100 万人あたり 7.314 

（全国 9.0）で、全国平均を下回っています。 15 

平成 28 年３月現在で、糖尿病足病変に関する指導を実施する「糖尿病合16 

併症管理料」を厚生局に届け出ている医療機関は 33 施設で、人口 10 万人17 

あたり 1.7（全国 1.7）と、全国平均同様となっています。 18 

 19 

○ 一方、平成 26 年の医師・歯科医師・薬剤師調査によれば、糖尿病内科医20 

（代謝内科医）は 41 人で、人口 10 万にあたり 2.1 人（全国 3.5 人）と全21 

国平均を大きく下回っています。 22 

また、日本看護協会によると、平成 28 年 11 月現在、日本看護協会が認23 

定する糖尿病看護の認定看護師は全国に 824 人いますが、本県は 9 人で、24 

更なる養成が必要となっています。 25 

 26 

○ 一部の薬局では自己血糖測定器を導入し、糖尿病への気づきを促すととも27 

に、健康フェア等での啓発に取り組んでいます。 28 

 29 

必要となる医療機能 

 30 

１ 合併症の発症を予防するための初期・安定期治療を行う機能 31 

○ 糖尿病の診断及び生活習慣の指導及び良好な血糖コントロールを目指した32 

治療を実施するため、医療機関には以下の機能が求められます。 33 

◆ 糖尿病の診断及び専門的指導が可能であること。 34 

◆ 75gOGTT、HbA1c 等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であるこ35 
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と。 1 

◆ 食事療法、運動療法及び薬物療法による血糖コントロールが可能である2 

こと。 3 

◆ 低血糖時及びシックデイ※の対応が可能であること。 4 

◆ 専門治療を行う医療機関及び急性・慢性合併症治療を行う医療機関と診5 

療情報や治療計画を共有するなどして連携していること。 6 

◆ 合併症予防及び良好な血糖コントロール維持のために、歯科医療機関に7 

あっては、糖尿病と口腔管理との関連性を踏まえた処置及び口腔衛生指導8 

を実施すること。 9 

※ 糖尿病患者が、発熱、下痢、嘔吐を来たし、または食欲不振のために食事ができな10 

いこと。 11 

 12 

２ 専門的治療を行う機能 13 

○ 血糖コントロール指標を改善するために、教育入院等の集中的な治療を実14 

施するため、医療機関には以下の機能が求められます。 15 

◆ 75gOGTT、HbA1c 等糖尿病の評価に必要な検査が実施可能であるこ16 

と。 17 

◆ 各専門職種のチームによる、食事療法、運動療法、薬物療法等を組み合18 

わせた教育入院等の集中的な治療（心理問題を含む。）が実施可能であるこ19 

と。 20 

◆ 糖尿病患者の妊娠に対応可能であること。 21 

◆ 食事療法、運動療法を実施するための設備があること。 22 

◆ 糖尿病の予防治療を行う医療機関及び急性・慢性合併症の治療を行う医23 

療機関と診療情報や治療計画を共有するなどして連携していること。 24 

 25 

○ 専門治療を担う医療機関には、次の病院があります。 26 

 27 

図表２－４－４－２ 専門治療を行う病院 28 

地域 医療機関名 

県 北 

福島赤十字病院 

済生会福島総合病院 

一般財団法人大原記念財団大原綜合病院 

福島第一病院 

医療生協わたり病院 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

福島西部病院 

公立藤田総合病院 

独立行政法人地域医療機能推進機構二本松病院 
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地域 医療機関名 

県 中 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

公益財団法人星総合病院 

日東病院 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

桑野協立病院 

公立岩瀬病院 

県 南 

福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

公益財団法人会田病院 

医療法人社団恵周会白河病院 

会 津 

公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

医療法人昨雲会飯塚病院附属有隣病院 

医療法人社団小野病院 

福島県厚生農業協同組合連合会坂下厚生総合病院 

福島県厚生農業協同組合連合会高田厚生病院 

南会津 福島県立南会津病院 

相 双 
医療法人社団青空会大町病院 

公立相馬総合病院 

いわき 

独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

公益財団法人ときわ会常磐病院 

医療法人翔洋会磐城中央病院 

小名浜生協病院 

社団医療法人養生会かしま病院 

医療法人社団正風会石井脳神経外科・眼科病院 

呉羽総合病院 

（注）専門治療を行う医療機関には、以下の①又は②と、③～⑤の全ての項目を満た1 

す病院を掲載しています（福島県調べ）。 2 

① 糖尿病教育入院を実施可能 3 

② 糖尿病教室（日帰り）を実施可能 4 

③ 糖尿病栄養指導を実施可能 5 

④ 糖尿病運動指導を実施可能 6 

⑤ インスリン療法（強化インスリン療法又はインスリン皮下持続注入療法）を7 

実施可能 8 

 9 

３ 急性合併症の治療を行う機能 10 

○ 糖尿病昏睡等急性合併症の治療を実施することを目的に、急性期を担う医11 

療機関には、以下の機能が求められます。 12 

◆ 糖尿病昏睡等急性合併症の治療が 24 時間実施可能であること。 13 

◆ 食事療法、運動療法を実施するための設備があること。 14 

◆ 糖尿病の予防治療を行う医療機関、教育治療を行う医療機関及び慢性合15 

併症の治療を行う医療機関と診療情報や治療計画を共有するなどして連携16 

していること。 17 

215



 

 

第４節 糖尿病対策 

 

○ 急性増悪時の治療を担う医療機関には、次の医療機関があります。 1 

 2 

図表２－４－４－３ 急性増悪時の治療を担う病院 3 

地域 医療機関名 

県 北 

福島赤十字病院 

済生会福島総合病院 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

福島西部病院 

独立行政法人地域医療機能推進機構二本松病院 

県 中 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

公益財団法人星総合病院 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

医療法人社団恵周会白河病院 

会 津 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

一般財団法人温知会会津中央病院 

医療法人佐原病院 

南会津 福島県立南会津病院 

相 双 
公立相馬総合病院 

医療法人社団茶畑会相馬中央病院 

いわき 

独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

松村総合病院 

呉羽総合病院 

社団医療法人至誠会こうじま慈愛病院 

（注）急性期を担う病院には、糖尿病昏睡等急性合併症の治療が 24 時間対応可能で4 

ある病院を掲載しています（福島県調べ）。 5 

 6 

４ 糖尿病の慢性合併症の治療を行う機能 7 

○ 糖尿病の慢性合併症の専門的な治療を実施することを目的に、医療機関に8 

は以下の機能が求められます。 9 

◆ 糖尿病の慢性合併症（糖尿病網膜症、糖尿病腎症、糖尿病神経障害等）10 

について、それぞれ専門的な検査・治療が実施可能であること（単一医療11 

機関ですべての合併症治療が可能である必要はない）。 12 

◆ 糖尿病網膜症治療の場合、蛍光眼底造影検査、光凝固療法、硝子体出血・13 

網膜剥離の手術等が実施可能であること。 14 

◆ 糖尿病腎症の場合、尿一般検査、尿中アルブミン排泄量検査、腎生検、15 

腎臓超音波検査、血液透析等が実施可能であること。 16 

◆ 糖尿病の予防・治療を行う医療機関、教育治療を行う医療機関及び急性17 

合併症の治療を行う医療機関と診療情報や治療計画を共有する等して連携18 

していること。 19 
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※ 上記の医療機関は、計画策定時点で一定の要件を満たすものとして掲載している1 

ものであり、上記の医療機関以外にも、糖尿病の治療を行っている医療機関があり2 

ます。 3 

最新の情報は、福島県総合医療情報システムで確認してください。 4 

http://www.ftmis.pref.fukushima.jp/ap/qq/men/pwtpmenult01.aspx 5 

福島県総合医療情報システム  検索 6 

 7 

※ 合併症管理等のため、医科医療機関と連携して糖尿病患者の歯科治療を行う歯科8 

医療機関については、県のホームページに掲載しています。 9 

 10 

施策の方向性と目標 

 11 

（１）施策の方向性 12 

○ 糖尿病を引き起こす最大の要因は肥満であり、何より、食生活、運動、喫13 

煙、飲酒、休養、歯・口腔ケアなどの生活習慣の改善が重要であることから、14 

県民自らが生活習慣を見直し、生活習慣病の予防と健康の維持を図り、健康15 

に対する自己管理意識の定着化に資するよう、健康増進法に基づく健康増進16 

計画である「第二次健康ふくしま 21 計画」と連動しながら、関係団体や市17 

町村と連携し、県民の生活習慣の改善を図る周知啓発を行うとともに、特定18 

健診・特定保健指導の実施率の向上に努めます。 19 

 20 

○  県民一人一人の生涯を通じた健全な食生活の実現に向け、健康に配慮した21 

食環境整備の推進に努めるとともに、管理栄養士が配置されていない診療所22 

等における糖尿病の重症化予防や合併症発症予防のための栄養指導や在宅23 

訪問栄養指導を実施するため、栄養士会栄養ケア・ステーションと連携を図24 

りながら地域の栄養指導体制の推進に努めます。 25 

 26 

○ 人工透析の主要原疾患である糖尿病性腎症の重症化予防のため、市町村等27 

の医療保険者が、「糖尿病性腎症重症化予防プログラム」に基づき、かかりつ28 

け医や地域医師会等と連携しながら、重症化予防に取り組めるよう支援する29 

とともに、関係団体等と取組状況の共有及び対応策の検討を行い取組の充実30 

に努めてまいります。  31 

 32 

○ 国及び関係団体等と連携して、糖尿病治療に従事する医療関係者を対象と33 

する研修の受講や、医療機関における糖尿病看護に係る認定看護師の養成を34 

支援することで、糖尿病治療に従事する医療関係者の資質の向上に努めます。 35 

 36 

○ 人工透析設備が不足している地域において、人工透析設備の整備を支援し37 

ます。 38 
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（２）目標 1 

 2 指標名 現状 目標値 備考 

特定健診実施率 
48.6% 

（平成 26 年度） 

70％ 

（平成 35 年度） 
※ 第二次健康ふくし

ま２１計画と整合性

を図って目標を設定。 特定保健指導実施率 
20.9% 

（平成 26 年度） 

45％ 

（平成 35 年度） 
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第５節 精神疾患対策 1 

現状と課題 

 2 

１ 精神疾患の現状と課題 3 

（１）本県の精神疾患の現状と課題 4 

○ 平成 27年の医療施設調査によると、本県の精神科病院の病床数は平成 275 

年 10 月現在、6,39３床で人口 10 万人あたりの精神科病床数は全国の6 

264.6 に対し本県は 334.0 と多くなっています。 7 

 8 

○ 本県の精神科病床の平均在院日数は、平成 27 年度は 314.9 日となって9 

おり、全国の 274.7 日を上回っています。 10 

 11 

精神科病床数と平均在院日数の推移 12 

 13 

資料：平均在院日数は、病院報告（厚生労働省） 14 

病床数は、医療施設調査（厚生労働省） 15 

   16 

○ また、入院期間別の在院患者数内訳によると、平成 27 年度は１年以上の17 

長期入院患者が 3,411 人で入院患者全体の 68.0％を占めており、全国の18 

63.8％よりも高い状況にあります。 19 

 20 

○ 退院率は、平成 25 年度に増加し、それ以降は横ばい傾向です。平成 2821 

年度には、入院 3 か月後の退院率が 61.0％と短期間での退院率が増加して22 

います。 23 

 24 

7,298  

6,649  
6,587  6,577  6,534  

6,393  

335.3 

277.8 

331.3 326.3 329.2 
314.9 
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）

 

福島県（病床数） 福島県（平均在院日数） 全国（平均在院日数） 
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在院患者数と退院率の推移1 

 2 

資料：福島県保健福祉部 3 

 4 

○ 本県の精神科病床の平均在院日数は全国を上回っており、また、1 年以上5 

の長期入院患者の占める割合も全国より高いことから、より一層の地域移行6 

が求められています。 7 

 8 

（２）東日本大震災後の本県の精神医療の現状と課題 9 

○ 東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故の影響によるストレ10 

スに多くの県民がさらされるとともに、保健医療福祉サービス機能も大きな11 

被害を残しています。 12 

 13 

○ 特に相双地域の精神科３病院（小高赤坂、双葉、双葉厚生）は休止状態と14 

なっており、精神科医療へのアクセス面での課題を抱えており、今後の住民15 

の帰還を見据えた基盤整備が必要です。また、相双地域においては医師、看16 

護師を始めとする医療スタッフも不足しており、医療人材の確保が必要とな17 

っています。 18 

 19 

○ こうした状況の中で、ストレス関連障害、うつ病、アルコール依存症、認20 

知症などの増加や重症化が懸念されることから、総合的かつ長期的な心のケ21 

アが重要です。 22 

 23 

（３）疾患ごとの医療の現状と課題(出典：平成 26年度 NDB ※⑧、⑪、⑬、⑭、⑮24 

を除く。) 25 

① 統合失調症 26 

・ 入院診療している病院数は 31 か所で人口 10 万人あたり 1.6 であり、27 

5,422  5,434  
5,208  
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5,018  

4,736  58.3% 

53.2% 
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全国の 1.3 を上回っていますが、外来診療をしている医療機関数は、全1 

国の 6.0 に対し本県は 5.9 とほぼ全国並みとなっています。会津、いわ2 

きで全国平均より少なく、圏域でばらつきがあります。 3 

・ 統合失調症の入院患者数は、人口 10 万人あたり 338.0 となっており、4 

全国の 268.7 と比較し多くなっています。圏域別に見ると、県南が5 

147.1 と少なく、会津が 516.7 と多くなっています。 6 

・ 外来患者数も、人口 10 万人あたり 1,512 と、全国の 1,241 と比較し7 

多くなっています。圏域別に見ると、県北や県中、会津、相双が全国を8 

上回っています。 9 

・ 治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率は、全国の 0.11％に比べ、本県は10 

0.07％と使用率が低くなっています。圏域別に見ると、会津での使用率11 

は 0.4%と全国と比較しても高くなっています。 12 

 13 

② うつ病・躁うつ病 14 

・ うつ病、躁うつ病を入院診療している精神病床を持つ病床数は 31 か所15 

で人口 10 万人あたり 1.6 であり、全国の 1.3 を上回っています。 16 

・ 一方、外来診療をしている医療機関数は、全国の人口 10 万人あたり 6.617 

に比べ本県は 6.3 で全国より低く、特に会津が 5.6、いわきが 5.4 と低18 

くなっています。 19 

・ 入院患者数は人口 10 万人あたり全国の 149.5 に比べ、本県は 206.720 

と多くなっています。特に、県北と会津が多い状況です。 21 

・ 外来患者数も、人口 10 万人あたり 2,790 となっており、全国の 2,40122 

より大きく上回っています。 23 

・ 平成 26 年度の調査では、閉鎖循環式全身麻酔の精神科電気痙攣療法を24 

実施する病院は４か所で、人口 10 万人あたり 0.2 と全国並みとなって25 

います。当該療法を受けた患者数も人口 10 万人あたり 2.8 で、全国の26 

2.9 とほぼ同じとなっています。 27 

・ 認知行動療法を外来で実施した患者数は人口 10 万人あたり 1.7 で、全28 

国の 8.0 を大きく下回っています。 29 

 30 

③ 認知症 31 

・ 人口 10 万人あたりでみると、認知症の入院治療を行う病院数は、全国32 

の 1.2 と比較し本県は 1.6、外来診療している医療機関数は全国の 5.233 

に対し本県は 5.6 と認知症治療の医療状況は全国を上回っています。 34 

・ しかし、県南、南会津、相双では認知症の入院診療をしている精神病床35 

を持つ病院がないため、認知症患者は、精神病床以外の一般病床に入院36 
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していると推測されます。 1 

・ 認知症の精神病床での入院患者数は、本県は人口 10 万人あたり 119.42 

と、全国の 102.5 を上回っています。 3 

・ 認知症の外来患者数も、本県は人口 10 万人あたり 558.1 と全国の4 

374.2 を大きく上回っています。特に会津が 1097.3 と多くなっていま5 

す。 6 

 7 

④ 児童・思春期精神疾患 8 

・ 20 歳未満の精神疾患患者の入院治療を行う精神病床を持つ病院数は、全9 

国の人口 10 万人あたり 0.8 に比べ、本県は 1.2 と多くなっています。10 

また、外来診療を行う医療機関数も全国の 5.4 であるのに対し、本県は11 

5.6 であり全国より多くなっています。児童思春期精神疾患に対応でき12 

る医療機関数は全国よりやや多くなっています。 13 

・ 圏域ごとに見ると、県南、南会津、相双には入院医療機関がありません14 

が、いわきでは全国より多くなっています。外来診療医療機関数は、県15 

中が 6.9 と全国を上回っていますが、その他の圏域はほぼ全国並みか下16 

回っています。 17 

・ 20 歳未満の精神疾患の入院患者数は、本県は人口 10 万人あたり 7.3 と18 

全国の 5.3 を上回っています。また、外来患者数も本県は人口 10 万人19 

あたり 406.5 と全国の 291.8 を大きく上回っています。 20 

・ 知的障がいの入院治療をしている精神病床を有する病院数や、外来診療21 

している医療機関数は、全国より多くなっています。知的障がいの入院22 

患者数や外来患者数も全国を上回っています。 23 

 24 

⑤ 発達障がい 25 

・ 発達障がいの入院診療を行う精神病床を持つ医療機関数は、人口 10 万26 

人あたり全国の 0.9 に比べ本県は 1.3 とやや上回っています。特に、会27 

津では 1.6 と多くなっていますが、県南、南会津、相双には入院医療機28 

関がありません。 29 

・ 外来診療をしている医療機関数は、人口 10 万人あたり全国の 4.5 に対30 

し本県は 4.8 となっています。県北、県中は全国より多く、いわきは 3.431 

と少なくなっています。 32 

・ 本県の発達障がいの精神病床での入院患者数は人口 10 万人あたり 9.733 

と、全国の 6.0 を上回っており、外来患者数についても全国が 218.8 で34 

あるのに対し、本県は 306.6 と多くなっています。 35 

・ 発達障がいについては、その疑いも含め、医療機関への受診や支援機関36 
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への相談が増加傾向にありますが、早期発見・早期支援を行うとともに、1 

幼児期から成人期の各ライフステージにわたった長期的な支援を行うこ2 

とが必要であるため、医療、保健、福祉、教育、労働分野等の関係機関3 

が連携し、発達障がい児（者）とその家族を支援していく体制を整備す4 

る必要性が、これまで以上に高まっています。 5 

 6 

⑥－１ 依存症（アルコール） 7 

・ アルコール依存症の入院診療をしている病院数は人口 10 万人あたり全8 

国の 1.２に対し、本県は 1.5 と上回っています。アルコール依存症の外9 

来診療をしている医療機関数についても人口 10 万人あたり全国の 4.110 

に対し本県は 4.6 と上回っています。 11 

・ 圏域別に見ると、県北は入院・外来ともに全国を上回っていますが、県12 

南、南会津、相双には入院医療機関がない状況です。県中は入院医療機13 

関は少ないものの外来医療機関は 4.6 と全国を上回っています。会津は14 

入院医療機関は 1.6 と全国を上回っていますが、外来は 4.0 と全国より15 

若干少なくなっています。いわきは入院医療機関は 1.7 と全国を上回っ16 

ていますが、外来医療機関は 3.7 と全国を下回っています。 17 

・ アルコール依存症で精神病床に入院している患者数は、人口 10 万人あ18 

たり 20.5 で、全国の 20.1 とほぼ同じですが、アルコール依存症の外来19 

患者数は 84.5 と全国の 72.4 を上回っています。特に会津で 135.3 と20 

高くなっています。 21 

 22 

⑥－２ 依存症（薬物） 23 

・ 入院診療している精神病床を持つ病院数は、本県は 0.6 と全国の 0.4 を24 

やや上回っていますが、県北といわきにしか医療機関がなく、圏域の偏25 

りがあります。 26 

・ 外来診療している医療機関数は、全国の 1.4 に対し本県は 1.5 とほぼ全27 

国並みとなっていますが、圏域ごとに見ると、県南、南会津、相双では28 

外来診療している病院はありません。 29 

・ 入院及び外来診療をしている医療機関はほぼ全国並みである一方、入院30 

患者数は全国が人口 10 万人あたり 1.3 であるのに対し、本県は 1.0 と31 

なっており、外来患者数も全国の 5.2 に対し本県は 4.1 と下回っていま32 

す。 33 

 34 

⑥－３ 依存症（ギャンブル） 35 

・ 入院診療している精神病床を持つ病院数は県内 5 か所で、人口 10 万人36 
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あたりでみると全国・本県ともに 0.3 となっています。 1 

・ 一方、ギャンブル依存症の外来患者数は、全国の 1.6 に対し本県は 3.62 

と上回っています。本県の外来患者数の 9 割は県中の医療機関に集中し3 

ており、県内各地から患者が来ていることが推測されます。 4 

 5 

⑦ PTSD 6 

・ 外来診療している医療機関数は、人口 10 万人あたり全国の 1.9 に対し7 

本県は 2.5 と上回っています。圏域ごとに見ても、会津以外は全国を上8 

回っており、身近な医療機関で対応していることが推測されます。 9 

・ PTSD の外来患者数は人口 10 万人あたり 14.5 と、全国の 8.1 を大き10 

く上回っています。特に相双では 83.1 と高い一方、いわきでは 2.9 と11 

他圏域に比べ低くなっています。 12 

 13 

⑧ 高次脳機能障害 14 

・ 平成 28年度末の高次脳機能障がい者数は県全体で 1,126人と推定され15 

ています。（国立障害者リハビリセンター推計） 16 

・ 一般財団法人脳疾患研究所附属総合南東北病院を福島県高次脳機能障が17 

いの支援拠点機関として指定し、県北、県中、県南、会津・南会津、い18 

わきの各圏域には支援拠点を開設しています。 19 

・ 高次脳機能障がいは外見からは判断しにくいため、地域社会の理解が進20 

まず、また、当事者及びその家族等に対して専門的に支援する機関も少21 

なく、不安な状況にあるため、専門的な相談支援機関の充実や社会の理22 

解を促進する必要があります。 23 

 24 

⑨ 摂食障害 25 

・ 入院診療をしている精神病床数を持つ病院数は全国が人口 10 万人あた26 

り 0.9 に対し、本県は 1.2 となっており、入院患者数も 10.7 と全国の27 

7.9 を上回っています。入院治療が必要な摂食障害患者に対しては必要28 

な医療が提供できているものと推測されます。 29 

・ 一方、外来診療を行っている医療機関数は人口 10 万人あたりで全国の30 

3.9 に対し本県は 3.8 とほぼ同じですが、外来患者数は全国の 33.6 に31 

対し本県は 26.0 と下回っています。 32 

 33 

⑩ てんかん 34 

・ 入院診療をしている精神病床を持つ病院数は、全国が人口 10 万人あた35 

り 1.3 であるのに対して、本県は 1.6 でやや上回っています。外来診療36 
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医療機関数は、5.6 と全国並みとなっています。 1 

・ 精神病床での入院患者数は本県が人口 10 万人あたり 103.0 と、全国の2 

91.0 を上回っています。 3 

・ 外来患者数は、本県が人口 10 万人あたり 436.8 であり、全国の 402.74 

を上回っています。圏域別に見ると、県南が 1401.3、会津が 545.9 と5 

多い一方、県中が 384.7、いわきが 339.5 と少なくなっています。県6 

南は外来診療が多く、会津は入院病床、外来診療とも多くなっています。 7 

 8 

⑪ 精神科救急 9 

・ 精神科救急医療システム（輪番病院）は、県北、県中・県南、会津、浜10 

通りの県内４ブロック 26 病院の協力を得て実施しています。 11 

・ 平成 28 年度の精神科救急情報センターの相談件数は 37 件となってい12 

ます。（福島県保健福祉部調べ） 13 

 14 

⑫ 身体合併症 15 

・ 身体合併症を診療している精神病床を持つ病院（精神科救急・合併症入16 

院料＋精神科身体合併症管理加算の届出をしている病院）は県内に 1617 

か所あり、人口 10 万人あたりで見ると、全国並みの 0.8 となっていま18 

す。 19 

・ 精神疾患の受入体制を持つ一般病院数は県内 7 か所で、人口 10 万人あ20 

たり 0.4 で全国の 0.5 とほぼ同じとなっています。 21 

・ 精神科入院患者で重篤な身体合併症の治療を受けた患者数は 310 人で22 

県中が 171 人と一番多くなっています。人口 10 万人あたりで見ると、23 

本県は 16.2 で全国の 29.8 を大きく下回っています。精神科で重篤な身24 

体合併症を診ることができる病院は少なく、圏域ごとの偏りもあります。 25 

・ 診療体制を持つ一般病院で受け入れた精神疾患患者数は年間 23 人で、26 

人口 10 万人あたりで見ても本県は 1.2 と、全国の 2.6 を下回っていま27 

す。重篤な身体合併症の治療も可能な精神科病院と同様、多くは県中圏28 

域にある医療機関で受診しています。 29 

 30 

⑬ 自殺対策 31 

 ・自殺対策については、県民の自殺問題への理解促進を図るための広報や相 32 

談体制の整備、ゲートキーパーの養成等に取り組み、平成 10 年から平成 33 

23 年まで年間 500 人を超えていた自殺者数が、平成 24 年には 15 年ぶ 34 

りに 500 人を下回り、さらに平成 2８年は 348 人と大きく減少し、第 35 

六次福島県医療計画で目標としていた自殺者数 410 人以下を達成しまし 36 

225



 

 

第５節 精神疾患対策 

 

た。 1 

・しかしながら、平成 28 年の人口 10 万人あたり自殺死亡率については、 2 

全国が 16.8 であるのに対し本県は 18.4 と高い水準にあることから、一 3 

層の自殺防止対策が必要です。                            4 

 5 

⑭ 災害精神医療 6 

・ 本県では、災害派遣精神医療チーム（DPAT）の先遣隊を平成 27 年度7 

に登録し、平成 29 年度中に８病院から構成される 13 チームを登録す8 

ることとしています。 9 

・ 全国的にみるとDPATがない県もあり、本県の整備状況は進んでいます。 10 

 11 

⑮ 医療観察法における対象者への医療 12 

・ 本県には医療観察法の入院医療機関はありませんが、通院医療機関は診13 

療所も含め 13 か所指定されています。 14 

 15 

２ 精神医療圏の設定 16 

 17 

○ 厚生労働省の指針により、精神疾患の医療体制を構築するに当たっては、18 

精神医療圏を設定することとなっています。 19 

 20 

○ 精神医療圏を設定するにあたっては、患者本位の医療を実現できるよう、21 

二次医療圏を基本としつつ、地域の実情を勘案して設定することとされてい22 

ます。 23 

 24 

○ 本計画に定める二次医療圏の設定を踏まえた、精神科医療圏の設定につい25 

ては、県北、県中、県南、会津・南会津、相双、いわきの 6 圏域とします。 26 

 27 

必要となる医療機能 

 28 

精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築及び多様な精神疾患等29 

に対応できる医療連携体制の構築を進めるために、医療機関には以下の機能が求30 

められます。 31 

 32 

１ 医療機能の要件 33 

（１）地域精神科医療提供機能 34 

   （目標） 35 
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    ◆患者本位の精神科医療を提供すること 1 

    ◆地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 2 

 3 

   （医療機関の要件） 4 

    ◆患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供するとともに、緊急時 5 

の対応体制や連絡体制を確保すること 6 

◆医療機関、障がい福祉サービス事業所、相談支援事業所、居宅介護支 7 

援事業所、地域包括支援センター等と連携し、必要な支援を提供する 8 

こと 9 

 10 

（２）地域連携拠点機能 11 

   （目標） 12 

    ◆患者本位の精神科医療を提供すること 13 

    ◆地域の保健医療福祉介護の関係機関との連携・協力を行うこと 14 

    ◆医療連携の地域拠点の役割を果たすこと 15 

    ◆地域精神科医療提供機能を支援する役割を果たすこと 16 

   （医療機関の要件） 17 

    ◆患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供するとともに、緊急時 18 

の対応体制や連絡体制を確保すること 19 

◆地域連携会議の運営支援を行うこと 20 

◆地域精神科医療提供機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、 21 

難治性精神疾患・処遇困難事例の受入対応を行うこと 22 

 23 

（３）県連携拠点機能 24 

   （目標） 25 

    ◆患者本位の精神科医療を提供すること 26 

    ◆医療連携の県拠点の役割を果たすこと 27 

    ◆情報収集発信の県拠点の役割を果たすこと 28 

    ◆人材育成の県拠点の役割を果たすこと 29 

    ◆地域連携拠点機能を支援する役割を果たすこと 30 

   （医療機関の要件） 31 

    ◆患者の状況に応じて、適切な精神科医療を提供するとともに、緊急時 32 

の対応体制や連絡体制を確保すること 33 

◆地域連携会議を運営すること 34 

◆積極的な情報発信を行うこと 35 

◆地域連携拠点機能を担う医療機関からの個別相談への対応や、難治性 36 
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精神疾患・処遇困難事例の受入対応を行うこと 1 

 2 

【参考】 3 

○ 疾患ごとの現状を、求められる医療機能の視点でまとめると以下のとおり4 

となります。 5 

 6 

（１）地域精神科医療提供機能病院 7 

     ◆統合失調症及びうつ病、認知症については、全ての精神科病院で医療8 

を提供しています。 9 

     ◆児童思春期、発達障がい、依存症、PTSD、高次脳機能障がい、摂食10 

障害、てんかん、精神科救急、身体合併症、自殺対策、災害精神医療、11 

医療観察法については、専門的医療を提供できる病院が明確になって12 

いますが、圏域によっては医療提供病院がない地域もあります。 13 

 14 

（２）地域連携拠点機能 15 

     ◆認知症については、全ての圏域で連携の拠点となる病院が整備されて16 

います。 17 

◆統合失調症、うつ病、児童思春期、発達障がい、PTSD、高次脳機能18 

障がい、精神科救急、身体合併症、災害精神医療、医療観察法につい19 

ては、圏域によって整備状況にばらつきがみられるため、今後、医療20 

機能の明確化を図る必要があります。 21 

◆依存症や摂食障害、てんかん、自殺対策、医療観察法については、専22 

門的に取り組む医療機関が少ない状況に加え、圏域の拠点となる病院23 

も併せて整備することが必要です。 24 

 25 

  （３）県連携拠点機能 26 

   ◆県連携拠点病院は、県立医科大学及び県立矢吹病院が主に担っていま27 

すが、高次脳機能障がいについては総合南東北病院、児童思春期や発28 

達障がいについては、総合療育センターが連携拠点となっています。 29 

   ◆認知症や依存症、PTSD、てんかん、身体合併症、自殺対策について30 

は、県連携拠点病院の整備が急務です。 31 

 32 

 33 

 34 
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多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けた医療機能の明確化（医療機能別） 1 

◆：既に整備されている 2 

△：整備状況が圏域によってばらつきがある 3 

×：整備されていない 4 

 5 

 6 

 7 
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う
つ
病
等 

認
知
症 

児
童
思
春
期 

発
達
障
が
い 

依
存
症 

P 

T 

S 

D 

高
次
脳
機
能
障
害 

摂
食
障
害 

て
ん
か
ん 

精
神
科
救
急 

身
体
合
併
症 

自
殺
対
策 

災
害
精
神 

医
療
観
察 

医療提

供機能 
◆ ◆ ◆ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 

地域連

携拠点 
△ △ △ △ △ △ △ ◆ × × △ △ × △ × 

県連携

拠点 
◆ ◆ × ◆ ◆ × × ◆ ◆ × ◆ 

×
 × ◆ ◆ 
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 1 

 2 

圏域 医療機関
統合

失調

症

うつ

病等

認知

症
児童

発達

障が

い

依存

症(ｱ

ﾙｺｰ

ﾙ)

PTSD
高次

脳

摂食

障害

てん

かん

精神

科救

急

身体

合併

症

自殺

対策

災害

精神

医療

観察

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 ☆ ☆ ◎ ☆ ☆ ○ ◎ ☆ ○ ○ ◎ ○ ☆

福島赤十字病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ◎

一般財団法人桜ケ丘病院 ○ ○ ○ ○　 ○ ○ ○ ○

社会医療法人一陽会一陽会病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

一般財団法人大原記念財団清水病院 ○ ○ ○ ○ ○

医療法人篤仁会富士病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人板倉病院 ○ ○ ○ ○

医療法人湖山荘福島松ヶ丘病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人落合会東北病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人慈心会村上病院 ○ ○ ○ ○ ○

あづま脳神経外科 ◎

あずま通りクリニック ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 ☆

福島県総合療育センター ☆ ☆

公益財団法人星総合病院星ヶ丘病院 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○

社会医療法人あさかホスピタル ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ○

公益財団法人金森和心会針生ヶ丘病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

寿泉堂松南病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

公益財団法人星総合病院 ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

さくまメンタルクリニック ○ ◎ ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○ ○

福島県立矢吹病院 ☆ ☆ ◎ ☆ ☆ ○ ○ ○ ☆ ☆ ☆

西白河病院 ○ ○ ○ ○

福島県厚生農業協同組合連合会塙厚生病院 ○ ○ ○ ○

公益財団法人会田病院 ○ ○ ◎

竹田綜合病院 ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○

医療法人明精会会津西病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人昨雲会飯塚病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

福島県厚生農業協同組合連合会高田厚生病院 ○ ○ ○

つるが松窪病院 ○ ○ ○ ○

福島県立医科大学会津医療センター ○ ○ ◎ ○ ○ ○ ○

公益財団法人金森和心会雲雀ヶ丘病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

高野病院 ○ ○ ○ ○

公益財団法人磐城済世会舞子浜病院 ○ ○ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ◎ ○ ○ ○

医療法人社団石福会四倉病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人済精会長橋病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人博文会いわき開成病院 ○ ○ ○ ○ ○

一般財団法人新田目病院 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療法人泉心会泉保養院 ○ ○ ○ ○

いわき常磐病院 ◎

い
わ
き

（１） ○：地域精神科医療提供機能を担う病院等　（２） ◎：地域連携拠点機能を担う病院等　（３） ☆：県連携拠点機能を担う病院等

多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向けた医療機能の明確化　

県
北

県
中

県
南

会
津
・
南
会
津

相
双
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施策の方向性と目標 

 1 

（１）施策の方向性 2 

【精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築】 3 

○ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築にあたっては、計画的4 

に地域の基盤を整備するとともに、住まいや就労、差別や偏見の解消も含め、5 

精神障がい者が安心して自分らしく生活できる地域づくりを推進します。 6 

 7 

○ 精神障がい者の早期退院や地域移行を促進するため、ピアサポーター等と8 

協働するとともに、服薬等の治療に加え、本人や家族が疾患の理解を深める9 

ことが出来るよう、適切な支援を行います。 10 

 11 

○ 「第５期福島県障がい福祉計画」「第七次福島県介護保険事業支援計画」と12 

連携して、平成 32 年度末・平成 36 年度末の精神病床における入院需要と13 

地域移行に伴う基盤整備量の目標値を設定し、精神障がい者の地域移行を推14 

進します。  15 

 16 

○ 地域における生活の場の充実を図るため、グループホームや空き家の活用17 

等も含め居住の確保に努めるとともに、日中活動系サービスの提供体制の充18 

実の他、精神科訪問看護やアウトリーチ支援等の拡充を図ります。 19 

 20 

【適切な医療機能の提供】  21 

 ○ 多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築に向け、医療機能を明22 

確化します。 23 

 24 

○ 患者数の多い統合失調症やうつ病・躁うつ病等について、地域連携拠点機25 

能を有する病院を平成 36 年度末までに整備します。 26 

また、平成 29 年度末までにアルコール依存症、平成 32 年度末までに、27 

薬物・ギャンブル依存症の県連携拠点機能を有する病院を整備します。 28 

 29 

○ 治療抵抗性統合失調症治療薬の使用率が全国と比較し低いため、使用でき30 

る医療機関を各圏域に１か所以上整備します。 31 

 32 

○ 認知症疾患に関する詳細な診断や専門医療相談等を実施する「認知症疾患33 

医療センター」について、各高齢者福祉圏域に１か所の整備を推進します。34 

また、都道府県の拠点となる「基幹型」や高齢者人口が多い圏域では複数の35 
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センターの整備を推進します。 1 

 2 

○ 高次脳機能障がいの理解の促進と連携体制の構築については、高次脳機能3 

障がい支援拠点機関を中心に社会復帰のための相談支援、地域の関係機関と4 

の調整を行います。 5 

また、高次脳機能障がい支援拠点機関で開催する圏域連絡会議を活用しな6 

がら、市町村や診断・リハビリ実施医療機関及び相談支援事業所等との連携7 

を図り、地域において適切かつ効果的な支援が行われるよう努めます。 8 

 9 

○ 発達障がい児（者）の地域における支援・連携体制の構築については、早10 

期に発見し、早期からの支援を行うため、乳幼児健康診査でのスクリーニン11 

グや支援者に対する研修の充実強化を図るとともに、発達障害者支援地域協12 

議会（福島県発達障がい者支援センター連絡協議会）等を活用しながら、発13 

達障がい者支援センターを中心に、市町村及び地域の医療、保健、福祉、教14 

育、労働等の各関係機関が連携し、長期的に支援します。 15 

  また、県内には、発達障がいに対応する医療機関、従事者等が限られ、発16 

達障がいが疑われる児童の初診待ちが長期化しているなど医療機関、従事者17 

等の確保が必要であり、発達障がい診療等に関わる医師等の裾野を広げるた18 

め、地域のかかりつけ医、従事者等に対する研修の充実を図ってまいります。 19 

  さらに、発達障がいの診療を行っている県内の医療機関について、発達障20 

がい者支援センターのホームページにおいて公表するなど、引き続き保護者21 

やその支援者への情報提供に努めてまいります。 22 

 23 

○ 精神科救急については、県北、県中・県南、会津、浜通りの４ブロックで24 

の輪番病院や精神科救急情報センターの体制整備の充実を図るとともに、精25 

神保健指定医を確保することにより、精神障がい者が夜間・休日を問わず、26 

身近なところで適切な相談を受けることができるよう、相談支援体制の整備27 

を進めます。また、ブロックを超えた精神科救急の受入体制についても整備28 

を進めます。 29 

 30 

○ 身体合併症を有する精神疾患患者のケアについては、救急医療を含め身体31 

科との連携を図り、適切な医療の提供に努めます。 32 

 33 

○ 自殺対策については、福島県自殺対策推進行動計画と連動しながら、精神34 

科救急医療体制の充実を通じた自殺未遂者に対する良質かつ適切な治療の実35 

施、かかりつけ医の精神疾患の診断・治療技術の向上、かかりつけ医から専36 
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門医につなげる医療連携体制の整備を推進します。 1 

 2 

○ 摂食障害、てんかん、災害精神医療、医療観察法については、地域の実情3 

を勘案しながら、整備に向けた検討をしていきます。 4 

 5 

○ 多様な精神疾患等に対応できる医療連携体制の構築については、本県の実6 

情を踏まえ、精神保健福祉審議会において引き続き検討を進めます。 7 

 8 

【東日本大震災後の心の健康への支援】 9 

○ 避難生活の長期化や復興公営住宅等への転居、避難指示解除区域への帰還10 

など、県外避難者も含め被災者それぞれの状況に応じた心のケアがますます11 

重要になっており、被災者の生活を支える各機関と、心のケアセンターや保12 

健福祉事務所、市町村等が連携し、ケア調整会議や狭間のないきめ細かな支13 

援に引き続き努めます。 14 

 15 

○ 市町村、保健所、精神保健福祉センター、関係団体等による被災者への相16 

談支援や心のケア対策の充実に努めます。 17 

 18 

○ 相双地域は入院医療機関が休止中であり、在宅支援を充実するため、震災19 

により精神症状を呈している方や、PTSD 等も含め、症状が悪化して日常生20 

活に支障をきたしている精神疾患患者に対してアウトリーチを行い、必要な21 

医療やサービスへつなげ、在宅生活の支援に努めます。 22 

 23 

（２）目標 24 

指標名 現状値 目標値 備考 

精神病床における急性

期（3 ヶ月未満）入院需

要（患者数） 

935 人 

（平成 26 年度） 

 

933 人 

（平成 32 年度末） 

910 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

精神病床における回復

期（3 ヶ月以上 1 年未

満）入院需要（患者数） 

832 人 

（平成 26 年度） 

 

876 人 

（平成 32 年度末） 

870 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

精神病床における慢性

期（1 年以上）入院需要

（患者数） 

3,666 人 

（平成 26 年度） 

 

3,055 人 

（平成 32 年度末） 

2,142 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 
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※地域移行に伴う基盤整備量とは、居宅介護、生活介護、共同生活援助、就労支援等の障害1 

福祉サービスの利用者数のことを指す。 2 

※目標値については、国が示した推計式により推計した。 3 

指標名 現状値 目標値 備考 

精神病床における慢性

期入院需要（65 歳以上

患者数） 

2,044 人 

（平成 26 年度） 

1,902 人 

（平成 32 年度末） 

1,430 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

精神病床における慢性

期入院需要（65 歳未満

患者数） 

1,622 人 

（平成 26 年度） 

1,153 人 

（平成 32 年度末） 

712 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

精神病床における入院

需要（患者数） 

5,433 人 

（平成 26 年度） 

4,864 人 

（平成 32 年度末） 

3,922 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

地域移行に伴う基盤整

備量（利用者数） 

 

－ 

 

694 人 

（平成 32 年度末） 

1,526 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

地域移行に伴う基盤整

備量 

（65 歳以上利用者数） 

 

 

－ 

395 人 

（平成 32 年度末） 

898 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

地域移行に伴う基盤整

備量 

（65 歳未満利用者数） 

 

－ 

299 人 

（平成 32 年度末） 

628 人 

（平成 36 年度末） 

厚生労働省が

定めた推計式

により算出。 

 

精神病床における入院

後 3 ヶ月時点の退院率 

62% 

（平成 26 年度） 

69％ 

（平成 32 年度末） 

 

精神病床における入院

後６ヶ月時点の退院率 

76% 

（平成 26 年度） 

84％ 

（平成 32 年度末） 

 

精神病床における入院

後 1 年時点の退院率 

88% 

（平成 26 年度） 

90％ 

（平成 32 年度末） 

 

自殺者数 411 人 

（平成 27 年度） 

350 人以下 

（平成 33 年度末） 

 

 

第三次福島県

自殺対策推進

行動計画と整

合を図る。 
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第６節 呼吸器疾患対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 呼吸器疾患には、肺炎、慢性閉塞性肺疾患（以下「COPD」という。）、喘3 

息等があります。肺炎は、平成 27 年は本県の死因の第４位となっています。4 

総死亡数の８.４％を占める 2,026 人が肺炎により死亡しています。 5 

COPD は、平成 14 年まで本県の 10 大死因に計上されることはありませ6 

んでしたが、平成 15 年以降、10 大死因に入っており、平成 27 年は総死亡7 

数の 1.３％を占める 304 人が死亡しています。 8 

呼吸器疾患による死亡の内訳は、肺炎 56.9％、COPD8.5%、インフルエ9 

ンザ 1.3％となっています。 10 

 11 

図表２－４－６－１ 呼吸器疾患による死亡の内訳（平成 27 年 福島県） 12 

 13 
資料：人口動態統計（厚生労働省） 14 

 15 

○ 平成 27 年の本県の呼吸器疾患の年齢調整死亡率（人口 10 万対）をみる16 

と、肺炎は、男性は 37.1（全国 38.3）で全国 28 位、女性は 14.6（全国17 

15.8）で全国 30 位でした。 18 

 19 

○ 肺炎で死亡する人の 95%以上が 65 歳以上の高齢者で占められており、20 

さらに高齢者の肺炎の多くが誤嚥性肺炎といわれています。誤嚥性肺炎の予21 

防には、その発症と深い関係があるとされる口腔細菌を減少させるための口22 

腔ケアが重要であり、高齢者に対する適切な口腔ケアの実施環境を整える必23 

要があります。 24 

 25 

○  誤嚥性肺炎の予防のためには、加齢や疾病・治療による摂食・嚥下機能に26 

障害を持つ人の摂食・嚥下機能を評価し、より専門的で高度なケアを提供で27 

きる人材が必要とされます。日本看護協会が認定する摂食・嚥下障害看護の28 

認定看護師は、H29 年 8 月現在、全国に 733 人いますが、本県は 7 人で29 

肺炎, 56.9% 

COPD, 8.5% 

インフルエンザ, 

1.3% 

喘息, 0.8% 

急性気管支炎, 

0.4% 

その他の呼吸器疾

患, 32.2% 
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あり、また、日本歯科衛生士会が認定する摂食・嚥下リハビリテーション分1 

野の認定歯科衛生士は県内に 5 人となっており、更なる養成が必要となっ2 

ています。 3 

 4 

図表２－４－６－２ 肺炎の年齢調整死亡率の推移 5 

 6 
資料：都道府県別にみた死亡の状況（厚生労働省） 7 

 8 

○ COPD の年齢調整死亡率（人口 10 万対）をみると、男性は８.１（全国 9 

７.５）、女性は 1.2（全国 1.1）と全国平均を上回っています。 10 

 11 

図表２－４－６－３ COPD の年齢調整死亡率の推移 12 

 13 

資料：都道府県別にみた死亡の状況（厚生労働省） 14 

 15 

○ COPD の最大の危険因子は喫煙です。 16 

平成 28 年の国民生活基礎調査では、本県の喫煙率は、男性は 34.4％、女17 

性は 10.８％であり、男女とも全国平均（男性 31.1％、女性 9.5％）を上回18 

っています。 19 

禁煙は、COPD の発症リスクを減らし、進行を止める最も効果的な方法で20 
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す。健康増進法に基づく健康増進計画である「第二次健康ふくしま 21 計画」1 

と連動しながら、禁煙を進めていく必要があります。 2 

 3 

○ COPD により損傷を受けた肺は元にもどることはありませんが、早期の段4 

階で診断を受け、治療を開始することにより呼吸機能を維持することができ、5 

健康状態の悪化と日常生活の障害を防ぐことができます。早期診断及び早期6 

の治療開始が、重症化による生活の質の低下を防ぐ有効な手段となります。 7 

 8 

【COPD の診断・治療が可能な医療機関】 9 

COPD の診断には、スパイロメトリーという呼吸機能検査が必要です。 10 

また、COPD の治療には、疾病の重症度に応じて、禁煙治療、薬物療法、11 

呼吸器リハビリテーション等を組み合わせて実施します。 12 

・スパイロメトリーを実施する医療機関 

・禁煙指導を実施する医療機関 

・薬物療法を実施する医療機関 

・呼吸器リハビリテーションを実施する医療機関 

（注）COPD の診断・治療が可能な医療機関は、福島県総合医療情報システムで検索で13 

きます。 14 

 15 

施策の方向性と目標 

 16 

○ 高齢者の口腔機能向上を図り、誤嚥性肺炎を予防するため、関係機関及び17 

市町村等と連携し、医療従事者、介護従事者等を対象とした研修機会の確保18 

に努めるとともに、福島県在宅歯科医療連携室※を通じて、口腔衛生指導等の19 

充実に努めます。 20 

※ 福島県在宅歯科医療連携室については、第 11節「歯科保健医療対策」を参照。 21 

 22 

○ 喫煙の害に関する周知啓発を行うとともに、禁煙外来を行っている医療機23 

関名を福島県総合医療情報システムや県のホームページに掲載するなど、禁24 

煙希望者が適切な禁煙支援プログラムを受けられるよう引き続き情報提供を25 

行います。 26 

  また、受動喫煙防止対策に努めます。 27 

 28 

○ 「第二次健康ふくしま２１計画」と連動して、喫煙率減少のための対策を29 

推進するとともに、特定健診や肺がん検診等の場や機会等を活用した COPD30 

の早期発見・早期治療に向けた普及啓発等の取組の推進に努めます。 31 

また、COPD の疑いのある者の早期発見を促進するため、健診等に従事す32 
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る保健医療専門職等の COPD 理解促進のための取組の実施に努めます。 1 

 2 

○  国及び関係団体等と連携して、摂食・嚥下機能障害の治療に従事する医療3 

関係者を対象とする研修の受講や、医療機関における摂食・嚥下障害看護に4 

係る認定看護師の養成を支援することで、摂食・嚥下障害の治療に従事する5 

医療関係者の資質向上に努めます。 6 
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第７節 感染症対策 1 

現状と課題 

○ 「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（以下「感染2 

症法」という。）及び県が策定した「福島県感染症予防計画」に基づき、市町3 

村、関係機関等と連携し、感染症対策を推進しています。 4 

 5 

○ 感染症の予防及びまん延を防止するため、感染症に関する正しい知識の普6 

及や、発生時には保健所において積極的疫学調査の実施やまん延防止策の徹7 

底に取り組んでいます。 8 

 9 

○ 全国のエイズ患者・HIV 感染者の報告件数は横ばい状態ですが、本県では10 

平成 26 年以降増加傾向にあります。 11 

  HIV 感染と他の性感染症には関連があるといわれています。本県において12 

は、性感染症の定点あたりの報告数が若年層において全国よりも高い傾向が13 

あるとともに、性感染症の一つである梅毒の届出数が急増していることから、14 

今後の県内での感染拡大が懸念されます。 15 

  また、医療の進歩によりエイズ患者・HIV 感染者の延命が図られてきてお16 

り、エイズ患者・HIV 感染者の一般医療（歯科、透析など）の提供体制や介17 

護分野などにおける疾病の理解と受入体制の整備が必要になってきています。 18 

 19 

図表２－４－７－１ ＨＩＶ感染者・エイズ患者報告数の推移（福島県・全国） 20 

21 

資料：エイズ発生動向年報（公益財団法人エイズ予防財団） 22 
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 1 

図表２－４－７－２ 性感染症１定点あたりの報告数の年次推移 2 

 3 

 4 

資料：感染症発生動向調査（厚生労働省） 5 

図表２－４－７－３ 人口 10 万人あたりの梅毒患者届出数の年次推移 6 

 7 

資料：感染症発生動向調査（厚生労働省） 8 
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○ 本県における肝炎ウイルスの持続感染者（キャリア）数は、B 型が 1.6～1 

1.8 万人、C 型が 1.5～2.2 万人と推定されます。 2 

肝炎を放置していると、その後肝硬変や肝がんに進行する可能性があるた3 

め、肝炎の早期発見及び早期治療による重症化予防が重要です。 4 

   5 

○ 麻しんのワクチン接種率は、全国平均を下回り十分とはいえない状況です。6 

感染予防及びまん延防止のため、接種率の向上に取り組む必要があります。 7 

 8 

○ 本県における結核罹患率は、国が「結核に関する特定感染症予防指針」で9 

定めている目標値の人口 10 万対罹患率 10.0 を平成 26 年以降下回ってい10 

ます。 11 

しかし、新登録患者に占める高齢者の割合が高い（平成 27 年新登録患者12 

に占める 65 歳以上の割合 66.0%）ことから、特に高齢者の早期発見及び適13 

正医療の提供に努めるとともに、治療完遂に向けた服薬支援が必要です。 14 

さらに、高齢者は結核の既感染者も多く、糖尿病やがんなどの免疫低下を15 

きたす疾患を合併すると結核を発症することもあることから、健康を維持し16 

結核の発病を予防することも重要です。 17 

 18 

○ 課題としては、結核患者の早期発見、医療機関及び施設内の集団感染の予19 

防があげられます。また、入院患者の減少や専門医師の不在等により医療機20 

関で結核病床を継続することが困難な状況がでており、患者の医療アクセス21 

の利便性も考慮した上で、地方における必要な病床数を確保しておくことが22 

重要となっています。 23 

 24 

図表２－４－７－４ 結核罹患率の推移（人口１０万対） 25 

 26 

資料：感染症発生動向調査（厚生労働省） 27 

20.6 19.8 19.4 
19.0 

18.2 17.7 
16.7 16.1 15.4 

14.4 

12.5 12.3 13.5 
11.6 12.2 11.5 

9.9 
11.7 

9.6 9.8 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

平成18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

全国平均 福島県 

241



 

 

第７節 感染症対策 

 

図表２－４－７－５ 結核新登録者数年齢別割合（平成 27 年、福島県） 1 

 2 

資料：疫学情報センター「結核の統計」（結核研究所） 3 

 4 

○ 病原性が高くまん延のおそれのある新型インフルエンザ等が発生すれば、5 

国民の生命や健康、経済全体にも多くの影響を与えかねないものであること6 

から、平成 25 年４月に「新型インフルエンザ等対策特別措置法」が施行さ7 

れました。 8 

本県においても、同法に基づき福島県新型インフルエンザ等対策本部条例9 

を制定するとともに、同行動計画、マニュアル等を策定し、関係機関との連10 

携のもと、新型インフルエンザ等の発生に備えた体制整備を進めています。 11 

 12 

○ 新型インフルエンザ等対策の実効性を確保するために、県行動計画に基づ13 

き、新型インフルエンザ等入院協力医療機関・帰国者接触者外来協力医療機14 

関に対する設備整備や訓練、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄、特定接種15 

や住民接種の体制整備などを行っていく必要があります。 16 

 17 

施策の方向性と目標 

 18 

１ 健康危機管理の観点に立った迅速かつ的確な対応体制の整備 19 

○ 感染症発生動向調査体制の整備 20 

福島県衛生研究所に設置している感染症情報センターの機能の充実を図り、21 

感染症情報の迅速な収集・分析と医療機関や一般県民への情報の提供により、22 

感染症予防を図ります。 23 

 24 

○ 積極的疫学調査体制の整備 25 

患者発生時の迅速で適切な対応のため、保健所職員の技術の向上と体制整26 

備を図ります。 27 
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２ 感染症の発生予防及びまん延防止に対応できる人材の育成、確保 1 

新型インフルエンザなどの新興感染症、結核等の慢性感染症・再興感染症等2 

の集団発生等に備え、保健所職員や感染症指定医療機関職員等に対する専門的3 

な対応能力を習得する機会を広く設け、人材の育成・確保を図ります。 4 

 5 

３ 医療体制の整備 6 

患者への適正な医療の提供のため、感染症指定医療機関の患者受け入れ体制7 

の整備を図ります。 8 

結核病床について、基準病床数及び各二次医療圏のバランスを考慮しながら、9 

結核医療に必要な適正病床数の確保を図ります。 10 

 11 

【福島県の感染症指定医療機関】 12 

○ 第一種感染症指定医療機関 13 

（平成 29 年４月１日現在） 14 

医療機関名 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

 15 

○ 第二種感染症指定医療機関 16 

（平成 29 年４月１日現在） 17 

地  域 医療機関名 

県 北 福島赤十字病院 

県 中 公立岩瀬病院 

県 南 福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

会津・南会津 公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 

相 双 福島県立大野病院※休止中（県北医療圏の指定医療機関の協力を得て対応） 

い わ き いわき市立総合磐城共立病院 

 18 

【福島県内の結核病床を有する医療機関】 19 

（平成 29 年４月１日現在） 20 

地  域 医療機関名 

県 北 
公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

公立藤田総合病院 

県 南 福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

会津・南会津 公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 

い わ き いわき市立総合磐城共立病院 

 21 

 22 
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【福島県内で結核患者収容モデル事業を実施している医療機関】 1 

（平成 29 年４月１日現在） 2 

地  域 医療機関名 

県 中 一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

会津・南会津 
一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 

 3 

４ 予防知識の普及啓発 4 

感染症の発生予防及び拡大防止を図るため、各年齢層（乳幼児、児童、生徒、5 

学生、成人等）及び学校や高齢者施設等に対して、感染症に関する正しい知識6 

及び予防策の普及啓発を図ります。 7 

 8 

５ ＨＩＶ・エイズ対策の推進 9 

○ 正しい知識の普及・啓発 10 

梅毒も含めた性感染症の予防と早期発見・早期治療のため、正しい知識の11 

普及・啓発を図るとともに、保健所において梅毒やＨＩＶの相談や検査がで12 

きる体制の維持を図ります。また、マスメディアを活用した広報、時期に合13 

わせたキャンペーンの実施により、エイズ患者に対する差別、偏見の解消に14 

努めます。 15 

 16 

○ HIV・エイズ治療の体制整備及び患者支援 17 

HIV 感染者及びエイズ患者の受け入れ体制の整備のため、エイズ治療拠点18 

病院の医療従事者研修や、病院間の情報交換、連携体制の構築を図ります。 19 

また、介護などの福祉分野におけるエイズの理解促進に努めます。 20 

  21 

【福島県のエイズ拠点病院】 22 

（平成 29 年４月１日現在） 23 

地  域 医療機関名 

県 北 ◎公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

一般財団法人太田綜合病院附属太田熱海病院 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

独立行政法人国立病院機構福島病院 

公立岩瀬病院 

県 南 福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

会津・南会津 公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院 
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地  域 医療機関名 

会津・南会津 
一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

一般財団法人温知会会津中央病院 

相 双 南相馬市立総合病院 

い わ き 

独立行政法人労働者健康福祉機構福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

社団法人呉羽会呉羽総合病院 

◎中核病院 1 

 2 

６ 肝炎対策の推進 3 

○ 肝炎に関する正しい知識の普及啓発と感染予防の推進 4 

県民一人一人が肝炎について正しい知識を持つことで、新たな感染の予防5 

が図られるよう普及啓発に取り組みます。 6 

  7 

○ 肝炎ウイルス検査の更なる促進 8 

県民が、一生に一回は肝炎ウイルス検査を受検できるよう検査体制を維持9 

するとともに、早期に受検するよう勧奨を図ります。 10 

また、検査結果が陽性である者の早期かつ適切な受診を促すためのフォロ11 

ーアップ体制の維持を図ります。 12 

 13 

○ 適切な肝炎医療の推進 14 

患者等が病態に応じた適切な肝炎医療を受けられるよう、地域の医療機関15 

における肝疾患診療連携体制を推進します。 16 

また、患者等の経済的負担を軽減するため、医療費助成制度に継続して取17 

り組んでいくほか、地域の肝炎医療を推進する人材の育成を図ります。 18 

 19 

○ 肝炎患者及びその家族等に対する相談支援や情報提供の充実 20 

患者等及びその家族等の不安や精神的負担を軽減するため、県や市町村、21 

関係団体と連携して相談支援を行うとともに、肝炎に関する最新情報の提供22 

を図ります。 23 

 24 

【福島県の肝疾患診療連携拠点病院】 25 

（平成 29 年４月１日現在） 26 

医療機関名 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

 27 
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 1 

【福島県内の肝疾患専門医療機関】 2 

（平成 29 年４月１日現在） 3 

地  域 医療機関名 

県 北 

福島赤十字病院 

公立藤田総合病院 

公益財団法人仁泉会北福島医療センター 

医療法人辰星会枡記念病院 

県 中 

一般財団法人太田綜合病院附属太田西ノ内病院 

公益財団法人湯浅報恩会寿泉堂綜合病院 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

公益財団法人星総合病院 

医療法人平心会須賀川病院 

公立岩瀬病院 

県 南 
福島県厚生農業協同組合連合会白河厚生総合病院 

福島県厚生農業協同組合連合会塙厚生病院 

会津・南会津 
一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

一般財団法人温知会会津中央病院 

相 双 
公立相馬総合病院 

南相馬市立総合病院 

い わ き 

いわき市立総合磐城共立病院 

社団医療法人呉羽会呉羽総合病院 

独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院 

 4 

７ 予防接種の普及 5 

（１）施策の方向性 6 

定期予防接種の有効性や必要性に関する情報を提供するとともに、居住市7 

町村以外でも予防接種が受けられるよう、県内における広域契約による体制8 

整備を行うなど、予防接種率の向上に向けて市町村を支援します。 9 

特に麻しんワクチンについては、麻しん排除の効果的な環境を維持するた10 

め、市町村におけるきめ細やかな接種勧奨を強化するなど、接種率の向上を11 

推進します。 12 

 13 
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 1 

（２）目標 2 

指標名 
現状値 

（平成 27 年度） 

目標値 

（平成 32 年度） 
備考 

麻しん予防接種率 

（Ⅰ期） 
94.2％ 9８.0％ 

 

「福島県麻しん（はしか）対

策指針」と整合性を図って

目標を設定 
麻しん予防接種率 

（Ⅱ期） 
92.2％ 9８.0％ 

 3 

８ 結核対策の推進 4 

（１）施策の方向性 5 

○ 早期発見の推進 6 

結核を発病した患者を早期に発見し、患者の重症化防止や周囲への感染拡7 

大防止を図るため、専門医師の技術向上及び接触者健康診断等の推進により、8 

早期受診・早期診断の徹底を図ります。 9 

 10 

○ 適正医療の完遂（患者支援の徹底） 11 

患者の確実な服薬を進めるため、個別支援計画を作成し、医療機関と行政12 

機関の密な連携のもと、治療が終了するまで服薬支援を行う（DOTSの徹底）13 

ことにより、治療成功率の向上と再発の防止を図ります。 14 

 15 

○ 医療技術者の技術の向上 16 

医師等医療技術者研修（モデル診査会）等により技術の向上を図ります。 17 

 18 

○ 結核に関する正しい知識の普及・啓発 19 

早期発見・早期治療の必要性や知識不足による新たな感染を予防するため20 

に、結核に対する正しい知識の普及・啓発を図ります。 21 

 22 

（２）目標 23 

指標名 現状値 目標値 備考 

結核罹患率 
8.6 

（平成 2８年） 

7.0 以下 

（平成３５年） 

人口 10万人あたりの新規登録

患者数 

※平成 29年度改訂の福島県結核予防計画に合わせて設定 24 

 25 

９ 新型インフルエンザ等対策の推進 26 

（１）施策の方向性 27 

「福島県新型インフルエンザ等対策行動計画」及び「福島県新型インフル28 

エンザ等対応マニュアル」に基づき、新型インフルエンザ等入院協力医療機29 
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関・帰国者接触者外来協力医療機関に対する設備整備を計画的に進めるとと1 

もに、圏域ごとに地域の医療体制の確保等に関する協議を行い、発生前から2 

の連携を強化します。 3 

また、発生に備えた訓練や抗インフルエンザウイルス薬の備蓄、特定接種4 

や住民接種の体制整備をすすめ、発生時のまん延防止と県民生活や地域経済5 

に及ぼす影響が最小となるよう、県内の新型インフルエンザ等対策の総合的6 

な推進を図ります。 7 

 8 

（２）目標 9 

指標名 現状値 目標値 備考 

抗インフルエ

ンザウイルス

薬の備蓄率 

100.0％ 

（平成 29 年度） 

国が示す備蓄目標数

を踏まえ適切に対応

する。 

 

 10 
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第８節 移植医療 1 

現状と課題 

 2 

○ 臓器移植は、「臓器の移植に関する法律」（平成９年法律第 104 号）に基3 

づき、公益社団法人日本臓器移植ネットワークを中心に、臓器移植の全国統4 

一運用と臓器移植希望者の全国一元管理により公正かつ適正に行われていま5 

す。 6 

 7 

○ 県内には、脳死からの臓器提供施設が６施設、臓器移植施設は１施設あり8 

ます。 9 

 10 

○ 本県においては、公益財団法人福島県臓器移植推進財団に福島県臓器移植11 

コーディネーターを配置し臓器移植を進めるとともに、臓器や眼球の提供希12 

望者への呼びかけや登録等を実施しています。 13 

 14 

○ 白血病や再生不良性貧血の治療である骨髄移植を推進するため、骨髄バン15 

ク事業について、県民に対する普及啓発を推進するとともに、移動献血併行16 

型登録会等の実施により骨髄提供希望者の登録を進めています。平成 29 年17 

８月末現在の骨髄ドナー登録者実数は、15,111 人となっています。 18 

 19 

施策の方向性と目標 

 20 

（１）施策の方向性 21 

○ 福島県臓器移植コーディネーターを配置し、臓器提供意思表示カード等の22 

普及を始めとする臓器移植全般の普及啓発活動を通じて、正しい知識の普及23 

啓発を推進します。 24 

 25 

○ アイバンク、骨髄バンクの各バンク事業を支援し、提供希望者の登録機会26 

の確保に努め、提供希望者の登録の増加を図ります。 27 

 28 

（２）目標 29 

指標名 現状 目標値 備考 

骨髄ドナー登録者数 
15,111 人 

（平成 29 年８月） 

20,000 人 

（平成 35 年度） 

 

 30 
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【福島県の臓器提供施設等】 1 

○ 脳死からの臓器提供施設 2 

地 域 医  療  機  関  名 

県 北 
公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

公立藤田総合病院 

県 中 一般財団法人脳神経疾患研究所附属 総合南東北病院 

会津・ 

南会津 

会津中央病院 

一般財団法人竹田健康財団竹田綜合病院 

いわき いわき市立総合磐城共立病院 

 3 

○ 臓器移植施設 4 

医  療  機  関  名 

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 

 5 

【福島県内の各バンク一覧】 6 

区 分 登録機関名 所在地 事業内容 

臓器移植 

アイバンク 

公益財団法人 

福島県臓器移植推進財団 

福島市杉妻町 2－16 

福島県保健福祉部 

地域医療課内 

・臓器提供意思表示カー

ドの配布 

・眼球提供者の募集及び

登録 

・眼球提供のあっせん 

骨髄バンク 

福島県赤十字血液センター 
福島市永井川字北原田

17 
・骨髄提供希望者の登録 

郡山駅前献血ルーム 郡山市駅前１－６－１０ 

福島県会津赤十字血液セン

ター 

会津若松市一箕町大字八

幡字門田 1-2 

福島県いわき赤十字血液セ

ンター 

いわき市中央台飯野五丁

目 1-1 

福島県県中保健福祉事務所 須賀川市旭町 153-1 

福島県県南保健福祉事務所 白河市郭内 127 

福島県相双保健福祉事務所 
南 相 馬 市 原 町 区 錦 町

1-30 

 7 
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第９節 難病対策 1 

現状と課題 
 2 

○ 指定難病医療費助成事業及び特定疾患治療研究事業の対象となる疾患は、3 

治療法が未確立のため療養生活が長期にわたることから、これらの難病患者4 

の医療費の自己負担の軽減について、今後とも継続していく必要があります。 5 

 ※本節では以下を「難病」と表記し、その医療費等助成事業等を「難病事業」と表記し6 

ます。 7 

  ・指定難病：平成 27 年１月に施行された「難病の患者に対する医療等に関する法律8 

（難病法）」により特定医療費の支給対象となる疾患 9 

  ・特定疾患：難病法施行以前から難病として国の医療費助成、研究の対象とされてい10 

た疾患であって、難病法上の指定を受けていない疾患 11 

 12 

○ 上記難病事業申請者数は増加を続けており、平成 28 年度末現在、本県の13 

難病事業認定者数は 14,993 人となっています。 14 

 15 

○ 日常生活に支障がある難病患者に対して、病状や病態に応じた保健・医療・16 

福祉サービスの提供により、在宅での生活を支援する必要があります。 17 

 18 

○ 福島県難病相談支援センターに難病相談員を配置し、難病患者及び家族等19 

の療養上の相談・支援にあたっています。 20 

 21 

施策の方向性と目標 

 22 

１ 難病患者に対する医療費の自己負担の軽減 23 

難病は経過が慢性にわたる疾患で、日常生活に困難をきたすとともに、経済的24 

にも大きな負担となっていることから、難病患者の医療費の自己負担の軽減を図25 

ります。 26 

 27 

２ 遷延性意識障がい者に対する負担の軽減 28 

事故、疾病等により大脳機能が長く損なわれた状態となる遷延性意識障がい者29 

の看護は、家族の負担が極めて大きく、経済的、精神的にも家庭生活を脅かすこ30 

とから、患者の経済的負担の軽減を図ります。 31 

 32 

３ 先天性血液凝固因子障害等患者に対する負担の軽減 33 

先天性血液凝固因子障害等患者の医療費の自己負担分を公費で負担すること34 

により、患者の経済的・精神的・身体的不安の軽減を図ります。 35 

 36 

 37 
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４ 難病相談支援センターの運営 1 

難病患者や家族の療養及び日常生活上の悩みと不安の軽減のため、病気に関す2 

る相談や各種情報の提供、患者家族会の支援などを行う難病相談支援センターの3 

運営を行います。 4 

また、難病患者が相談員となり同じ疾患をもつ患者に対応するピアサポートを5 

支援し、難病患者やその家族の不安解消を図ります。 6 

さらに、難病患者の就労支援に向け、ハローワーク等との連携に努めます。 7 

 8 

５ 重症難病患者療養支援ネットワークの充実 9 

入院が必要となった重症難病患者の適時・適切な入院施設の確保等ができるよ10 

う、医療機関や福祉施設等の連携による難病医療体制の充実を図ります。 11 

 12 

６ 難病在宅療養者支援体制の充実 13 

難病患者等の療養上の不安解消を図るとともに、きめ細かな支援が必要な要支14 

援難病患者に対する適切な在宅療養支援が行われるよう、保健福祉事務所を中心15 

として、地域の医療機関、市町村、患者家族会等の関係機関との連携の下に、訪16 

問・電話等による相談指導、医療相談、訪問診療等を実施し、難病在宅療養者支17 

援体制の充実を図ります。 18 

 19 

７ 難病医療の質の向上 20 

現在、国において、「難病患者に対する医療費の総合的な推進を図るための基21 

本的な方針」の中で、各地域の実情を踏まえた医療体制構築の推進をうたってお22 

り、本県においても各地域における難病医療体制の充実に向けた検討をしていき23 

ます。 24 

 25 

図表２－４－９－１ 難病事業認定者数（平成 28 年度） 26 

 27 

疾患 区分 疾患名 認定者数(人) 

血液内科系疾患 特発性血小板減少性紫斑病 他 631 

循環器内科系疾患 特発性拡張型心筋症 他 1,299 

リウマチ膠原病内科系疾患 全身性エリテマトーデス 他 2,142 

消化器内科系疾患 潰瘍性大腸炎 他 3,440 

呼吸器内科系疾患 オスラー病 他 19 

眼科系疾患 網膜色素変性症 他 606 

脳神経外科系疾患 もやもや病 他 348 

神経内科系疾患 パーキンソン病 他 3,617 

皮膚科系疾患 全身性強皮症 他 965 

内分泌代謝内科系疾患 下垂体前葉機能低下症 他 562 

腎臓内科系疾患 多発性嚢胞腎 他 201 

整形外科系疾患 後縦靱帯骨化症 他 1,051 

小児科系(その他分野にまたがるもの） 巨大動静脈奇形（頚部顔面又は四肢病変） 他 21 

泌尿器科系疾患 間質性膀胱炎（ハンナ型） 他 6 

耳鼻咽喉科系疾患 好酸球性副鼻腔炎 他 85 

  総計 14,993 

252



 

 

第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

 

第 10節 アレルギー疾患対策 1 

現状と課題 
 2 

○ 国が示す「アレルギー疾患対策の推進に関する基本的な指針」によると、3 

乳幼児から高齢者まで国民の約２人に１人が何らかのアレルギー疾患を有し4 

ており、罹患者は増加傾向にあると言われています。 5 

 6 

○ アレルギー疾患の多くは、診療・管理ガイドライン（アレルギー関連学会7 

が作成）による標準的な治療により、症状のコントロールが可能となってき8 

ておりますが、重症及び難治性アレルギー疾患は、専門医療機関の治療が必9 

要となる場合があります。 10 

    11 

○ 県では現在、アレルギー科を標榜する県内の医療機関の情報や、花粉症の12 

予防についての情報をホームページ上で周知しておりますが、アレルギー疾13 

患に関して、今後も引き続き、より適切な情報の提供に努める必要がありま14 

す。 15 

 16 

○ ホームページ上での情報提供に加え、県内各保健福祉事務所においては、17 

アレルギーに関する相談（主に花粉症について）に応じています。 18 

アレルギー疾患は症状の悪化や、治療のための通院及び入院でＱＯＬが低19 

下する場合もあり、相談内容が療養生活全般に及ぶことも考えられるため、20 

相談対応者の資質向上が必要となります。 21 

 22 

○ 食物アレルギーについては、食品による健康被害を防止するため、発症者23 

数や症状の重症度から特に注意すべき７種のアレルゲン（アレルギーの原因24 

となる物質）について、加工食品への表示が食品表示法により義務付けられ25 

ています。しかし、事業者の認識・確認不足等により、アレルゲンの表示が26 

漏れたまま出荷される事例が発生しています。 27 

 28 

施策の方向性と目標 

 29 

１ 医療提供体制等の確保 30 

○ 都道府県では、アレルギー疾患医療の拠点となる医療機関（拠点病院）を31 

指定することが求められており、本県のアレルギー疾患の課題に応じた診療32 

連携体制のあり方等を検討してまいります。 33 

 34 

２ 情報提供・相談体制の充実 35 

○ 国やアレルギー学会等からの最新情報を県のホームページ等で提供するよ36 
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う努めます。 1 

 2 

○ アレルギー疾患を持つ人への相談に対応する者の資質向上を図ります。 3 

 4 

３ 食品表示法にかかる事業者への指導 5 

○ 食品表示法に定める表示の徹底について、今後も引き続き講習会等を通し6 

た情報提供や注意喚起を行うとともに、事業者に対する監視指導を推進しま7 

す。 8 
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第 11 節 歯科保健医療対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 歯科口腔保健の推進は、県民が健康で質の高い生活を営む上で、基礎的か3 

つ重要な役割を果たすものです。 4 

 5 

○ 福島県では、「福島県歯科口腔保健の推進に関する条例」を制定し、条例及6 

び条例に基づいて定める「福島県歯科保健基本計画」に基づく施策と連携し7 

ながら、歯科口腔保健の推進と歯科医療の確保を図っています。 8 

 9 

１ 各ライフステージにおける状況 10 

○ 妊娠期においては、歯周病が悪化しやすく、重度の歯周病に罹患している11 

妊婦は、歯周病に罹患していない妊婦に比べ、早産や成人になってからメタ12 

ボリックシンドローム発症の危険性が高い低体重児出産のリスクが高くなる13 

ことから、知識の普及啓発及び検診受診を推進する必要があります。 14 

また、う蝕原性菌の母子伝播及びう蝕発症に及ぼす影響についての知識の15 

普及啓発も重要です。 16 

 17 

○ 乳幼児期における健全な歯・口腔の育成は、生涯を通じた歯・口腔の健康18 

のために極めて重要であり、口腔清掃や望ましい食習慣等、適切な生活習慣19 

を身に付けることが必要です。 20 

3 歳児のむし歯の状況を見ると、一人平均むし歯数、むし歯有病者率とも21 

に近年着実に減少していますが、いずれも全国平均と比較して高い状況にあ22 

り、乳幼児期の歯科口腔保健の推進が課題となっています。 23 

 24 

○ 学齢期においては、う蝕が代表的疾病になっており、歯肉炎の罹患の低年25 

齢化も見られます。小学生から高校生までの発達段階を踏まえながら、基本26 

的生活習慣の確立を図り、適切な自己管理ができるよう歯・口腔の健康づく27 

りに対する意識を育てていく必要があります。 28 

 29 

○ 成人期においては、う蝕とともに、歯周病の罹患とその重度化が問題とな30 

ってきます。歯周病が糖尿病等の全身疾患に及ぼす影響や、喫煙や糖尿病が31 

歯周病の危険因子となることを理解し、禁煙を始めとした生活習慣の改善を32 

図るための知識の普及啓発が必要です。 33 

 34 
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○ 高齢期においては、摂食・嚥下等の口腔機能が低下しやすく、オーラルフ1 

レイルと呼ばれる口腔機能の軽微な低下を見逃すと、全身的な機能低下に進2 

行するため、知識の普及啓発が必要です。 3 

また、口腔機能の低下は誤嚥性肺炎（口腔内の細菌が、唾液や食べ物と一4 

緒に誤って気管に入ることが主因となって起こる肺炎）の要因となるため、5 

良好な口腔衛生状態や口腔機能の保持が重要になります。 6 

平成元年から、80 歳で 20 本以上の歯を残すことを目標とする「80207 

（はちまる・にいまる）運動」が推進されており、健康寿命延伸のためにも、8 

今後も高齢者の歯の喪失予防対策とともに、残存歯のう蝕予防を含めた口腔9 

機能の維持・向上を図る対策の推進が必要です。 10 

 11 

図表２－４－11－１ 3 歳児のむし歯の状況 12 

 13 
資料：福島県 3 歳児健康診査結果 14 

 15 

２ 在宅歯科医療 16 

○ 地域包括ケアシステムの構築を進める上で在宅歯科医療を中心とした医科17 

歯科連携は重要です。 18 

在宅療養者の増加等に併せて、在宅歯科医療の推進が求められていますが、19 

限られた機材の下で適切な歯科診療を行うための歯科医師のスキル向上や在20 

宅等における歯科医療ニーズの適切な把握方法の検討が必要です。在宅歯科21 

医療の一端を担う在宅療養支援歯科診療所は、本県では平成 28 年 3 月現在22 

で 45 施設となっており、人口 10 万人あたりでみると 2.4 施設と、全国平23 

均の 4.8 施設を大きく下回っています。 24 

在宅歯科医療の推進を図るためには、在宅療養支援歯科診療所を始めとす25 

る訪問歯科診療等を行う体制の整備が必要です。 26 

 27 

 28 

1.78  1.72  1.63  1.48  
1.21  1.29  1.26  1.14  1.08  0.99  1.06  1.01  0.94  0.87  0.80  0.74  0.68  0.63  0.62  0.58  

38.4% 37.8% 37.0% 
34.4% 

29.3% 30.5% 30.1% 
27.4% 25.7% 24.7% 

26.7% 
25.9% 

24.6% 23.0% 
21.5% 20.4% 19.1% 

17.9% 17.7% 17.0% 

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

平成18 19 20 21 22 23 24 25 26 27

一人平均むし歯数 福島県 一人平均むし歯数 全国 

むし歯有病者率 福島県 むし歯有病者率 全国 

歯 

256



 

 

第４章 疾病等に応じた医療体制の構築 

 

図表２－４－11－２ 在宅療養支援歯科診療所数 1 

 
全国 福島県 県北 県中 県南 

会津・南会津 
相双 いわき 

 会津 南会津 

実 数 6,140 45 18 13 1 7 6 1 0 6 

人口10

万人対 
4.8 2.4 3.7 2.4 0.7 2.5 2.4 3.7 0.0 1.7 

資料：平成 28 年 3 月時点の診療報酬施設基準届出（厚生労働省） 2 

※人口 10 万人あたりの算出に用いた人口は、国勢調査人口（平成 27 年 10 月 1 日現在）（総3 

務省） 4 

○ また、在宅歯科医療の推進には、歯科と医科や介護分野等の連携が必要で5 

あり、本県では平成 22 年度から県歯科医師会に委託して、「福島県在宅歯科6 

医療連携室」を設置しています。 7 

在宅歯科医療連携室では、医科・介護機関等との連携促進に関する取組や、8 

在宅歯科医療を希望する県民の方の相談に応じる窓口の設置、在宅歯科医療9 

を行う歯科診療所の紹介等を行っています。 10 

今後も、地域連携クリティカルパスへの歯科の参画等により、医科・介護11 

機関等との連携を促進し、在宅歯科医療を推進していく必要があります。 12 

 13 

３ 歯科医療を担う人材 14 

○ 平成 26 年の医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）によると、本県15 

の医療施設従事歯科医師数は 1,341 人、人口 10 万人あたり 69.3 人となっ16 

ており、全国平均の 79.4 人を下回っています。 17 

 18 

○ また、平成 28 年の衛生行政報告例（厚生労働省）によると、本県の就業19 

歯科衛生士数は 1,396 人、人口 10 万人あたり 73.4 人となっており、これ20 

も全国平均の 97.6 人を下回っています。 21 

一方、就業歯科技工士数は 752 人で、人口 10 万人あたり 39.6 人となっ22 

ており、全国平均の 27.3 人を上回っています。 23 

 24 

○ 人材の確保については、第 2 章「医療を支える人材の確保」において詳述25 

していますが、特に歯科衛生士の確保が課題となっています。 26 

 27 

必要となる医療機能 

 28 

１ 休日・夜間等の歯科医療提供体制 29 

○ 日常の歯科医療は歯科診療所等が担いますが、休日・夜間等に歯科医療を30 

提供する機能を担う体制が必要です。 31 

○ 休日・夜間の歯科医療提供体制としては、地区歯科医師会等による歯科在32 
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宅当番医制が 4 地区で、市が設置する休日等歯科診療所が３市で、それぞれ1 

実施されており、全ての二次医療圏でいずれかの体制が取られています。 2 

 3 

２ 在宅歯科医療 4 

○ 高齢化の進行と在宅療養者の増加等に伴い、通院が困難な患者への在宅歯5 

科医療を提供する機能が必要となっています。在宅歯科医療には、歯科訪問6 

診療・訪問歯科衛生指導を行える機能や、関係機関との連携体制及び休日・7 

夜間等における緊急時の体制の確保が必要とされます。 8 

 9 

○ 歯科訪問診療を行う歯科診療所については、県歯科医師会のホームページ10 

に、平成 29 年 9 月現在、221 施設が掲載されていますが、今後の充実が11 

必要となります。 12 

また、福島県で設置する「福島県在宅歯科医療連携室」では、歯科訪問診13 

療等を行う歯科診療所の相談等に対応しています。 14 

 15 

○ なお、関係機関との連携により、在宅等の療養に関して歯科医療面から支16 

援できる体制等を確保している在宅療養支援歯科診療所については、平成2817 

年 3 月現在、図表２－４－11－２のとおりとなっていますが、まだ県内に18 

少ないのが現状であり、今後の充実が必要となっています。 19 

 20 

○ 一方で、在宅歯科医療の推進には、医科・介護機関等との連携が欠かせま21 

せん。多職種の連携を促進する機能が必要とされます。 22 

また、在宅歯科医療についての普及啓発を進め、ニーズに応じた在宅歯科23 

医療実施機関を紹介するなど、県民のニーズに的確に応える機能が必要とさ24 

れます。 25 

このため、福島県では「福島県在宅歯科医療連携室」を設置し、以下の取26 

組を行っています。 27 

・ 訪問歯科診療実施医療機関に関する情報収集 28 

・ 医科・介護等との連携・調整 29 

・ 在宅歯科医療希望者への相談対応 30 

・ 在宅歯科医療や口腔ケア指導等の実施歯科診療所等の紹介 31 

・ 在宅歯科医療に関する普及啓発 32 

 33 

 34 

 35 

 36 
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【福島県在宅歯科医療連携室】 

寝たきりなどにより通院が困難な方、病気やけがの治療・リハビリなど

により入院されている方、介護施設に入所されている方の治療を希望され

る場合に、訪問歯科診療を行う歯科医院を紹介しています。 

○電話番号 ０２４－５２３－３２６８ 

○受付時間 平日の午前８時 30 分～午後５時 

 1 

○ へき地等の医療資源が限られた地域においても、高齢者及び在宅等で療養2 

を行う患者の口腔衛生の重要性に鑑み、在宅歯科医療を推進することが重要3 

です。 4 

 5 

○ がんや脳卒中等の治療過程における口腔管理の実施は患者の負担軽減に期6 

待が持てることから、周術期等の口腔管理における医科歯科の連携体制の充7 

実が必要となります。 8 

  また、退院時の歯科医療に関する調整についても医科歯科の連携体制が求9 

められます。 10 

なお、各疾病に応じて必要とする歯科に関する医療機能については、各疾11 

病等の節において記載しています。 12 

 13 

○ また、障がいのある方への対応が可能な歯科医療機関の確保も重要です。14 

障がいのある方への対応が可能な歯科医療機関は県のホームページに掲載し15 

ています。 16 

 17 

施策の方向性と目標 

 18 

１ ライフステージに応じたう蝕・歯周疾患予防対策  19 

（１）施策の方向性 20 

○ 妊娠期の歯周病の予防を推進するため、妊婦歯科検診を推進するとともに、21 

う蝕原性菌の母子伝搬及びう蝕発症に及ぼす影響についての知識の普及啓発22 

を図ります。 23 

 24 

○ 乳幼児期におけるう蝕の予防は、その後の生活の質の向上を図る上で極め25 

て重要であるため、周産期における歯科保健指導や、保護者への知識の普及26 

を推進します。 27 

 28 

○ 幼児期から学齢期のう蝕予防対策のため、規則正しい生活習慣の普及を推29 
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進するとともに、フッ化物応用その他科学的根拠に基づいたう蝕予防対策の1 

推進を図ります。 2 

 3 

○ 成人期については、歯周病と糖尿病の関係が明らかになっており、合併症4 

予防及び良好な血糖コントロール維持のために、歯科医療機関にあっては、5 

糖尿病と口腔管理との関係性を踏まえた処置及び口腔衛生指導の実施を推進6 

します。 7 

 8 

○ 高齢化における、口腔機能の軽微な低下であるオーラルフレイルは全身的9 

な機能低下に関係しますが、見逃しやすく、気づきにくいため、オーラルフ10 

レイルの考え方や予防について普及啓発を推進します。 11 

 12 

（２）目標 13 

指標名 現状 目標値 備考 

3 歳児における 

う蝕のない児の 

割合 

75.2% 

（平成 27 年度） 

90％ 

（平成 34 年度） 

地域保健・健康増進事業報告 

※ 福島県歯科保健基本

計画と整合性を図って

目標を設定。 

 14 

２ 在宅歯科医療の推進 15 

（１）施策の方向性 16 

○ 高齢化の進行と在宅療養患者の増加等に伴い、在宅歯科医療の推進が必要17 

となっていることから、在宅歯科医療連携室を中心に、歯科と医科・介護等18 

の連携を促進し、多職種連携による在宅歯科医療の推進を図るとともに、在19 

宅歯科医療の普及啓発に努めます。 20 

また、在宅歯科医療の提供体制の整備を促進するため、在宅歯科医療に取21 

り組む医療機関を支援するとともに、要介護者等への歯科保健医療の提供に22 

関する研修を支援します。 23 

 24 

○ がんの治療過程における口腔管理を促進するため、がん診療連携拠点病院25 

が歯科医師及び歯科衛生士を配置又は外部から派遣を受け、患者の周術期等26 

の口腔管理や退院時における歯科診療所等の紹介を行う取組を支援します。 27 

 28 

○ 障がい児（者）に対する口腔管理や歯科治療を行う体制の充実を図るため、29 

障がい児（者）施設における定期的な歯科健康診断や歯科保健事業の実施を30 

促進するとともに、重度の障がい児（者）への対応も含め、障がい児（者）31 

に対する適切な歯科治療が可能な歯科医療機関の整備に努めます。 32 
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 1 

（２）目標 2 

指標名 現状 目標値 備考 

在宅療養支援

歯科診療所数 

51 

（平成 29 年 9 月） 

84 

（平成 35 年度） 
診療報酬施設基準届出 

訪問診療（居

宅）実施件数

（人口 10 万

人対） 

35.2 

（平成 26 年度） 

77.8 

（平成 35 年度） 
医療施設調査 

※ 全国平均を目標。 

 3 

３ 東日本大震災の被災者への支援等 4 

○ 東日本大震災による被災者の歯・口腔の健康づくりが推進できるよう、関5 

係機関と連携を図りながら、被災市町村の歯科口腔保健活動の支援に努めま6 

す。 7 

 8 

○ 東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴い避難指示等があった区域にお9 

いては、区域の見直し等に合わせて歯科医療機関の再開を支援し、歯科医療10 

提供体制の確保を図ります。 11 
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第 12節 認知症対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 県内には、平成 29 年８月現在、高齢者人口の 15％にあたる約 84,0003 

人の認知症高齢者がいると推計されています。今後も、高齢化の進展に伴い、4 

その数は増加していくと予測されており、認知症の発症予防から早期発見・5 

早期対応の体制整備、認知症の人やその家族への支援の充実など総合的に認6 

知症施策を推進していく必要があります。 7 

 8 

図表２－４－12－１ 福島県の高齢化率と認知症高齢者数の推移   9 

75,668

81,358
84,049

90,900 92,250
25.0%

28.7%

30.1%

32.3%

34.5%

20.0%

22.0%

24.0%

26.0%

28.0%

30.0%

32.0%

34.0%

36.0%

70,000

75,000

80,000

85,000

90,000

95,000

平成22年度 平成27年度 平成29年度 平成32年度 平成37年度

福島県の認知症患者数推計（人） 高齢化率の推移（％）

       10 

資料：福島県保健福祉部 11 

 12 

○ 認知症の人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で自13 

分らしく暮らし続けることができるよう、国では平成 27 年１月に「認知症14 

施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」を策定しました。さらに、本県にお15 

いても平成 29 年度に「福島県認知症施策推進行動計画（福島県版オレンジ16 

プラン）」を策定し、行政、医療、介護、県民の役割を明記して、社会全体で17 

認知症の人や家族を支える体制づくりを推進していきます。 18 

 19 

○ 地域全体で認知症の人や家族をさりげなく見守る体制の整備や認知症の発20 

症予防のためには、広く県民に対し、認知症についての正しい知識の普及・21 

啓発を行い、認知症への理解を促進することが必要です。 22 

 23 

（推計） 

（推計） 
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施策の方向性と目標 

１ 認知症についての正しい知識の普及・啓発 1 

○ 認知症啓発キャンペーンや認知症サポーター養成講座等を通して、広く県2 

民に認知症についての正しい知識の啓発と幅広い世代への認知症サポータ3 

ーの養成を行い、地域全体で認知症の人やその家族を支援する体制構築を推4 

進します。 5 

 6 

○ 県民一人一人が認知症の発症予防に関心をもち、生活習慣の改善や社会参7 

加が図られるよう、認知症の正しい知識の普及・啓発を進めるとともに、体8 

操教室や介護サロン、趣味活動等住民主体の運営による取組を推進します。 9 

 10 

２ 早期診断・早期対応の体制整備と連携強化 11 

（１）施策の方向性 12 

○ 認知症は早期に発見し治療を開始すれば、症状の進行を遅らせることがで13 

きます。早期発見のためには、日常的に通院しているかかりつけ医、かかり14 

つけ歯科医など医療従事者の「気づき」が重要です。そのため、かかりつけ15 

医、かかりつけ歯科医、薬剤師、看護師など医療従事者への研修を実施する16 

とともに、かかりつけ医等からの相談への対応や認知症初期集中支援チーム17 

員として活動する認知症サポート医を養成し、医療従事者の認知症対応力向18 

上を図ります。 19 

 20 

○ 認知症の人の介護にあたっては、認知症をよく理解し、本人主体の介護を21 

行うことで、行動・心理症状（BPSD）を改善させるなど、認知症の症状に22 

あわせた適切な介護の実践が必要となります。そのため、介護経験の少ない23 

職員から経験豊富な職員まで、どの介護職員も認知症の人に対して、質の高24 

い介護を一体的かつ継続的に提供できるよう、介護職員の経験年数や知識・25 

技術の習熟度にあわせ、認知症対応力向上研修を開催します。 26 

 27 

○ 認知症疾患に関する詳細な診断や専門医療相談等を実施する「認知症疾患28 

医療センター」について、各高齢者福祉圏域に１か所の整備を推進します。 29 

また、都道府県の拠点となる「基幹型」や高齢者人口が多い圏域では複数30 

のセンターの整備を推進します。 31 

 32 

○ 薬剤師の認知症対応力の向上を図ることにより、認知症予備群の人に早期33 

に気づき、かかりつけ医など他の医療従事者や地域包括支援センターなどと34 

連携しながら対応するとともに、認知症の啓発活動を実施する地域の認知症35 
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対応の拠点として「認知症対応薬局」の整備を推進します。 1 

 2 

○ また、歯科については認知症が重症化してからの診療が困難となるため、3 

歯科医師の認知症対応力の向上を図り、早期受診の勧奨に努めます。 4 

 5 

○ 平成 30 年 4 月より、全ての市町村に認知症初期集中支援チーム（以下「支6 

援チーム」という。）の設置と認知症地域支援推進員（以下「推進員」という。）7 

の配置がなされます。支援チームは、医師を含む複数の専門職が認知症の人8 

やその家族に初期の段階から関わり、集中的な支援を実施します。また推進9 

員は、医療・介護等の連携を図るための支援や認知症の人やその家族を支援10 

する相談業務などを行います。 11 

市町村が、支援チームの体制強化や推進員の複数配置などができるよう、12 

研修受講の支援を行うとともに、県外を含めた他市町村の取組報告や情報交13 

換を行う研修会の開催を通じて、活動を支援します。 14 

 15 

○ 医療・介護などの連携強化のため、関係者が一堂に集まる機会を定期的に16 

設け、有識者や関係機関の意見を伺いながら、県の認知症施策に反映させる17 

とともに、各分野の連携強化を図ります。 18 

これらの活動が、多職種と連携しながら円滑に機能するよう、研修会の開19 

催や認知症ケアパス・退院調整ルールの活用支援などを実施していきます。 20 

 21 

（２）目標 22 

指標名 現状 目標値 備考 

かかりつけ医認知
症対応力向上研修
修了者数（累計） 

970 人 
（平成 28 年度） 

1,300 人以上 
（平成 32 年度） 

高齢者人口 470 人あ
たり 1 人を目標 

認知症サポート医
養成研修修了者数
（累計） 

108 人 
（平成 28 年度） 

240 人以上 
（平成 32 年度） 

一般診療所６か所に
1 人程度 

歯科医師認知症対
応力向上研修修了

者数（累計） 

71 人 

（平成 28 年度） 

350 人以上 

（平成 32 年度） 

歯科診療所・医療施設
に従事している歯科

医師の 4 人に 1 人 

薬剤師認知症対応
力向上研修修了者
数（累計） 

194 人 
（平成 28 年度） 

700 人以上 
（平成 32 年度） 

薬局・医療施設に従事
している薬剤師の 4
人に 1 人 

看護職員認知症対
応力向上研修修了
者数（累計） 

107 人 
（平成 28 年度） 

400 人以上 
（平成 32 年度） 

1 病院 3 人以上 

 23 
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指標名 現状 目標値 備考 

認知症対応薬局数 
０か所 

（平成 28 年度） 
200 か所 

（平成 32 年度） 
概ね中学校単位に１
か所以上 

※ 福島県認知症施策推進行動計画と整合性を図って目標を設定。 1 

 2 

３ 若年性の認知症対策の強化 3 

○ 行政機関や相談にあたる人たちを含め、広く県民に対し啓発活動を行い、4 

若年性認知症の早期発見・早期対応や社会参加、就労支援へつなげるため、5 

若年性認知症への理解を促進します。また、若年性認知症の人やその家族に6 

対する相談体制を確立し、若年性認知症の人に対し、適切な支援を行います。 7 

 8 

４ 認知症の人とその家族への支援の充実 9 

○ 介護者を含めた当事者間の交流や情報交換を促進するため、認知症カフェ10 

といった交流の場を整備するとともに、認知症コールセンターなど相談窓口11 

の運用や周知を通じて、介護者の負担を軽減していきます。 12 

 13 

○ 地域住民に対して、認知症サポーター養成講座を通じて認知症への理解を14 

深めるとともに、地域住民、行政、関係機関が一体となった認知症の人の見15 

守り体制構築を推進します。 16 

また、高齢者の交通安全確保や消費者トラブルに巻き込まれることを未然17 

に防ぐため、認知症の人の家族や地域住民等へ啓発活動を実施するとともに、18 

相談体制の整備により被害の未然防止・拡大防止を図ります。 19 

 20 
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第 13 節 薬物乱用防止対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 依然として若年層における薬物乱用は後を絶たない状況にあるため、小・3 

中・高校生等を対象とした薬物乱用防止教室等を実施して、薬物を乱用しな4 

いよう薬物の恐ろしさについての正しい知識の普及に努めています。 5 

 6 

○ 乱用される薬物のなかには、覚醒剤や大麻を始め、「合法」などと称して言7 

葉巧みに密売されている指定薬物（いわゆる危険ドラッグ）等も存在するた8 

め、有害性を正しく認識しないまま手を出し、心身に異常を来たして死亡し9 

たり、交通死亡事故を起こしたりしてしまう例があります。 10 

 11 

○ 強壮効果や痩身効果を効能としたいわゆる健康食品の中には、医薬品成分12 

が違法に配合されているものや国内未承認の海外製品が出回っており、健康13 

被害の発生のおそれのある未承認医薬品の違法販売が散見されるため、健康14 

食品等の買い上げ検査を実施しています。 15 

 16 

○ 薬物乱用は県内全域で確認されています。今後も引き続き、薬物乱用防止17 

指導員等による地域に根差した薬物乱用防止活動を展開する必要があります。 18 

 19 

○ 乱用される薬物には「依存性」があり、再乱用率が高いことが分かってい20 

ます。そのため、薬物依存症者本人とその家族に対する支援の充実を図り、21 

二度と薬物に手を出さない環境づくりが急務とされています。 22 

 23 

図表２－４－13－１ 福島県における覚醒剤事犯検挙者数 24 

年 検挙者数 
検挙者内訳 

未成年 （％） 女性 （％） 暴力団 （％） 

平成 24 年 126 1 0.8 23 18.3 57 45.2 

平成 25 年 94 0 0.0 15 16.0 32 34.0 

平成 26 年 115 1 0.9 13 11.3 36 31.3 

平成 27 年 126 2 1.6 15 11.9 39 31.0 

平成 28 年 117 1 0.9 20 17.0 33 28.0 

資料：福島県警察本部 25 

  26 
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 1 

図表２－４－13－２ 薬物乱用防止教室及びスクールキャラバンカーの 2 

 受講者数の推移（福島県） 3 

 4 

資料：福島県保健福祉部 5 

 6 

図表２－４－13－３ 薬物関連相談件数の推移（福島県）7 

 8 

資料：福島県保健福祉部 9 

 10 

施策の方向性と目標 

 11 

１ 薬物乱用防止意識の醸成 12 

○ 関係機関の協力のもと、「ダメ。ゼッタイ。」福島県普及運動６・２６ヤン13 

グ街頭キャンペーンを実施し、県民一人一人の薬物乱用問題に対する意識を14 

高めます。 15 

また、薬物乱用防止教室等の啓発活動をとおして、ゲートウェイドラッグ16 

（乱用の入り口になる薬物）等不正薬物を受け付けない、または排除する意17 

識を高め、自分の健康は自分で守ることができるようにします。 18 
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２ 危険ドラッグ等買い上げ検査等の充実 1 

○ 薬物乱用のきっかけとなる危険ドラッグから県民を守るため、その疑いの2 

ある商品を買い上げて検査を実施することにより、危険ドラッグの排除に努3 

めます。また、監視指導の充実を図り、必要に応じて県警と合同で調査、指4 

導も実施します。 5 

 6 

３ 健康食品等買い上げ検査の充実 7 

○ 強壮効果等が期待できるとして販売されている健康食品中に、医薬品成分8 

が配合されていないことを確認するため、県内で流通するこれらの健康食品9 

を買い上げて検査を実施します。また、検査に当たっては、国から追加公表10 

される新規物質についても検査対象として随時追加していきます。 11 

 12 

４ 薬物乱用防止指導員による地域活動の充実 13 

○ 地域に密着した啓発活動を行っている薬物乱用防止指導員に対する研修会14 

を開催するなどにより、地域に根ざした積極的な活動を可能とするための技15 

術支援をします。 16 

 17 

５ 薬物関連問題相談体制の充実と再乱用防止対策の強化 18 

○ 薬物依存からの回復の観点から、相談者が利用しやすい相談体制の拡充を19 

図るとともに、広く薬物問題に対応できるよう、相談員の資質向上のための20 

専門的な研修等を行い相談体制の充実強化に努めます。 21 

 22 

○ 薬物依存症者本人とその家族に対して、適切な助言や支援をするためのプ23 

ログラムを実施し、「薬物依存のある刑務所出所者等の支援に関する地域連携24 

ガイドライン」の趣旨に沿って、関係機関と連携した再乱用防止対策を強化25 

します。 26 

 27 

 28 
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第 14節 高齢化に伴い増加する疾患等対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 日本は、世界に例のない速度で高齢化が進行しており、本県においても、3 

福島県の推計人口によると、平成 29 年 8 月 1 日現在、高齢化率が 30.1％4 

で、約３人に１人が高齢者という状況にあります。 5 

 6 

○ さらに、平成 37 年には、団塊の世代が全て 75 歳以上となる超高齢社会7 

を迎えることから、高齢者の健康づくりの目標として、健康寿命の更なる延8 

伸、生活の質の向上、健康格差の縮小や社会参加、社会貢献の促進等が重要9 

となっています。 10 

 11 

○ そのため、個々の高齢者の特性に応じた対策を実施し、生活の質の向上等12 

を図る必要があります。 13 

 14 

図表２－４－14－１ 福島県の総人口と高齢化率の推移（推計） 15 

 16 

出典：第七次福島県高齢者福祉計画・第六次福島県介護保険事業支援計画 17 

 18 

施策の方向性と目標 

 19 

１ 高齢期の生活習慣に関する普及啓発 20 

○ 健康的な生活習慣（食生活、運動等）を有する高齢者の割合を増加させる21 

ため、若い世代からの健康づくり支援の推進に努めます。 22 

 23 

○ 高齢者の自立度の低下を予防するため、介護が必要となる危険性が高い状24 

態であるロコモティブシンドローム（運動器症候群）やフレイル（虚弱状態）25 

の認知度向上のための普及啓発等を実施します。 26 
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○ 口腔機能や口腔衛生状態の低下は誤嚥性肺炎の原因となるため、良好な口1 

腔衛生状態や口腔機能の維持・向上を図る対策の推進に努めます。 2 

 3 

２ 介護予防の取組の推進 4 

（１）施策の方向性 5 

○ 高齢者が要介護状態になることを予防し、また要介護状態になってもその6 

状態が悪化しないようにするため、健康寿命の延伸を目指した、生活習慣の7 

改善や介護予防の取組の推進に努めます。 8 

 9 

○ 地域の高齢者が自ら活動に参加し、おのずと介護予防が推進される地域づ10 

くりに向けて、65 歳以上人口の 10％の参加を目標に、介護予防に効果があ11 

るとされている「体操を週１回以上実施する通いの場」への参加者の増加に12 

向けた、県民に対する普及啓発を実施します。 13 

 14 

○ 自立支援に向けた関係者間での意識の共有と多職種との連携、介護予防ケ15 

アマネジメント及びサービスの質の向上に向けて、市町村が実施する自立支16 

援型地域ケア会議の立ち上げを支援します。 17 

 18 

（２）目標 19 

指標名 現状 目標値 備考 

65 歳以上人口にお

ける「体操を週 1 回

以上実施する通いの

場」への参加者割合 

2.4％ 

（平成 28 年度） 

10％ 

（平成 35 年度） 
 

自立支援型地域ケア

会議を実施する市町

村数 

11 市町村 

（平成 29 年度） 

59 市町村 

（平成 35 年度） 
 

 20 

３ 高齢者の社会参加・生きがい対策の推進 21 

○ 高齢者の社会参加・生きがい対策を推進するため、高齢者の就業機会やス22 

ポーツ、学習機会等の確保を図るとともに、老人クラブ活動の支援に努めま23 

す。 24 

 25 

○  健康で活動意欲を持つ高齢者を対象にスポーツ・文化の総合祭典である「う26 

つくしま、ふくしま。健康福祉祭」を開催し、健康・生きがいづくり、社会27 

参加の促進を図ります。 28 

 29 
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第５章  医療機関相互の連携、情報化の推進  

  



  

 



 

 

第 1 節 地域医療の機能分化と連携 

 

第１節 地域医療の機能分化と連携 1 

現状と課題 

 2 

○ 近年の医療の高度化や専門化、疾病構造の変化に伴う生活習慣病患者の増3 

加、さらに医師を始めとする医療従事者の不足等により、急性期から回復期4 

を経て維持期に至るまでの全ての治療を、単独の医療機関で実施することは5 

難しくなっています。 6 

限られた医療資源を有効に活用しながら、安全で質の高い医療を提供する7 

ためには、地域の医療機関の機能分化と連携を進め、これまでの「医療機関8 

完結型の医療」から「地域完結型の医療」への転換を図る必要があります。 9 

 10 

○ 健康相談や初期診療などの一次医療（プライマリ・ケア）はかかりつけ医、11 

かかりつけ歯科医が中心となって提供し、入院や専門性が必要とされる二次12 

医療は、地域の中核的な医療機関が担っています。 13 

また、高度で特殊な医療を担う三次医療は、特定機能病院や救命救急セン14 

ター等が担っています。 15 

 16 

○ 今後、地域におけるかかりつけ医療機関と中核病院等との連携を密にして17 

いく方策の一つとして、疾病ごとに疾病の発症から診断、治療、リハビリと18 

いった一連の診療計画を複数の医療機関で共有する地域連携クリティカルパ19 

スの導入を進めていく必要があります。 20 

 21 

１ 地域医療支援病院 22 

○ 医療機関相互の連携強化と地域の医療水準の向上を図ることを目的に、か23 

かりつけ医からの紹介患者への医療提供や高額医療機器等の共同利用、2424 

時間救急医療の提供等によりかかりつけ医を支援するための地域医療支援病25 

院として、県内では９病院が承認されています。 26 

 27 

【地域医療支援病院】 28 

地域医療支援病院とは、地域における第一線の医療機関であるかかりつけ29 

医・かかりつけ歯科医への支援などをとおし、地域医療の充実を図る病院で、30 

県知事の承認を受けた病院をいいます。 31 

＜承認要件＞ 32 

（１）他の病院または診療所から紹介された患者に対して医療を提供する体制が整33 

備されているとして、次の要件のいずれかに該当すること。 34 
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・ 地域医療支援病院紹介率が 80％以上であること。 1 

・ 地域医療支援病院紹介率が 65％を上回り、かつ、逆紹介率が 40％を上回る2 

こと。 3 

・ 地域医療支援病院紹介率が 50％を上回り、かつ、逆紹介率が 70％を上回る4 

こと。 5 

（２）当該病院の建物の全部若しくは一部、設備、機器又は器具を、当該病院に勤6 

務しない医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の診察、研究又7 

は研修のために利用させるための体制が整備されていること。 8 

（３）救急医療を提供する能力を有すること。 9 

（４）地域の医療従事者の資質の向上を図るための研修を行わせる能力を有するこ10 

と。 11 

（５）200 床以上の患者を入院させるための施設を有すること。 12 

（６）病院の法定施設のほか、以下の施設を有すること。 13 

集中治療室、化学・細菌及び病理の検査施設、病理解剖室、研究室、講義室14 

図書室、救急用又は患者搬送用自動車、医薬品情報管理室 15 

 16 

図表２－５－１－１ 県内の地域医療支援病院（平成 29 年度） 17 

地 域 医療機関名 

県 北 

一般財団法人大原記念財団 大原綜合病院 

公益財団法人仁泉会 北福島医療センター 

日本赤十字社福島県支部 福島赤十字病院 

県 中 

一般財団法人脳神経疾患研究所附属総合南東北病院 

公益財団法人星総合病院 

公益財団法人湯浅報恩会 寿泉堂綜合病院 

会 津 一般財団法人竹田健康財団 竹田綜合病院 

いわき 
独立行政法人労働者健康安全機構 福島労災病院 

いわき市立総合磐城共立病院 

 18 

２ 公的病院等 19 

○ 国や自治体、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、厚生農業競合20 

組合連合会等が開設する公的病院等は、県内に 31 病院あり、地域の実情に21 

応じて民間病院との役割分担と連携しながら、地域に必要な医療の確保を担22 

っています。 23 

このうち、公立病院については、医師不足等の厳しい状況が続いており、24 

持続可能な経営を維持することが困難な病院も多いことから、平成 27 年に25 

総務省が示した「新公立病院改革ガイドライン」に基づき、医療提供体制の26 

再構築に取り組むとともに、経営効率化、再編・ネットワーク化、経営形態27 

の見直しなどの視点に立った改革を継続し、地域における良質な医療を確保28 

していくことが求められています。 29 
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また、各公的病院等においては、厚生労働省から策定を求められている「公1 

的医療機関等 2025 プラン」を策定し、福島県地域医療構想との整合性を図2 

り、地域において必用な医療提供体制の確保に取り組む必要があります。 3 

 4 

○ 公立病院のうち、県立病院は、平成 28 年度末現在４病院あり、精神科救5 

急を含む救急医療、へき地医療、災害時医療等の救急医療等確保事業を実施6 

しており、政策的な医療を担っています。 7 

 8 

３ 地域医療連携推進法人 9 

○ 平成 27 年の医療法改正により新たに創設された「地域医療連携推進法人10 

制度」が平成 29 年 4 月から施行されています。 11 

【地域医療連携推進法人】 12 

地域医療連携推進法人とは、地域における医療機関等相互間の機能分担や13 

業務の連携を推進することを目的として、複数の医療機関等が参画して設立14 

する法人で、県知事の承認を受けたものをいいます。 15 

 16 

図表２－５－１－２ 地域医療連携推進法人の概要 17 

 18 

 19 

 20 

 21 
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施策の方向性と目標 

 1 

１ かかりつけ医、かかりつけ歯科医制度の普及定着化 2 

プライマリ・ケアを担うかかりつけ医、かかりつけ歯科医制度の定着に向け、3 

県民への普及啓発を推進します。 4 

 5 

２ 地域医療支援病院の普及 6 

（１）施策の方向性 7 

地域医療支援病院の承認を通じて、地域の医療機関相互の一層の連携強化と地8 

域医療の水準の向上を図ります。 9 

 10 

（２）目標 11 

指標名 現状 目標値 備考 

地域医療支援病院数 
９ 

（平成 29 年度） 

11 

（平成 35 年度） 

 

 12 

３ 地域連携クリティカルパス導入に向けた環境整備 13 

関係機関や関係団体等と連携して、疾病ごとに疾病の発症から診断、治療、リ14 

ハビリといった一連の診療計画を複数の医療機関で共有する地域連携クリティ15 

カルパスの導入を進めます。 16 

 17 

４ 公立病院等の再編・ネットワーク化 18 

  本計画及び福島県地域医療構想等に基づき、各地域に求められる医療機能及び19 

病院開設者の意向等を踏まえつつ、公立病院等の再編・ネットワーク化への取組20 

を支援していきます。 21 

 22 

５ 地域医療連携推進法人の活用 23 

地域医療構想を達成するための一つの選択肢である地域医療連携推進法人の24 

認定を通じて、地域の医療機関等相互間の機能の分担及び業務の連携を推進しま25 

す。 26 

  27 
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【公的病院等の救急医療等確保事業における役割】（平成 29 年４月１日現在） 1 

病 院 名 

精
神
病
床
数 

感
染
症
病
床
数 

結
核
病
床
数 

療
養
病
床
数 

一
般
病
床
数 

救急 周産期 災害 へき地 

救
命
救
急
セ
ン
タ
ー 

救
急
告
示
病
院 

救
急
協
力
病
院 

総
合
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー 

地
域
周
産
期
母
子
医
療
セ
ン
タ
ー 

周
産
期
医
療
協
力
施
設 

基
幹
災
害
拠
点
病
院 

地
域
災
害
拠
点
病
院 

原
子
力
災
害
拠
点
病
院 

原
子
力
災
害
医
療
協
力
機
関 

へ
き
地
医
療
拠
点
セ
ン
タ
ー 

へ
き
地
医
療
拠
点
病
院 

福島赤十字病院 39  6      303   ○          ○ ○ 

  

    

済生会福島総合病院         216   ○                  

公立大学法人福島県立医科大学附属病院 49  2  14    713  ○ ○   ○     ○   ○ 

  

 
  

済生会川俣病院         90   ○                  

公立藤田総合病院     12    299   ○                  

独立行政法人地域医療機能推進機構二本松病院     160  ○           

郡山市医療介護病院       120                       

福島県総合療育センター         90                     

独立行政法人国立病院機構福島病院     303     
 

       

公立岩瀬病院   6      329   ○      ○ 

  

          

三春町立三春病院         86    ○                 

公立小野町地方綜合病院       59 

 

60                    

福島県厚生農業協同組合連合会  白河厚生総合病院  4 12  455  ○    ○  ○  ○   

福島県太陽の国病院         21                     

福島県立矢吹病院 199                            

福島県厚生農業協同組合連合会  塙厚生病院 124        179   ○                  

公立大学法人福島県立医科大学会津医療センター附属病院    8  14    204   ○                ○  

猪苗代町立猪苗代病院         65                     

福島県厚生農業協同組合連合会 坂下厚生総合病院         177   ○                  

福島県厚生農業協同組合連合会 高田厚生病院 91      50  58   ○                  

福島県立宮下病院         32   ○                ○ 

福島県立南会津病院         98   ○          ○   ○ 

  

 ○ 

南相馬市立総合病院         230   ○          ○ ○     

福島県厚生農業協同組合連合会 鹿島厚生病院       40  40   ○                  

南相馬市立小高病院       51  48                     

公立相馬総合病院         230   ○      ○           

福島県立大野病院   4      146   
 

           
 

    

福島県厚生農業協同組合連合会 双葉厚生病院 140        120   
 

           
 

    

独立行政法人国立病院機構いわき病院     180             

独立行政法人労働者健康安全機構福島労災病院     406  ○       
 

○   

いわき市立総合磐城共立病院   6  46    709 ○ ○    ○     ○ 
 
○ 

  

  

 2 
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第２節 医療に関する情報化の推進 1 

現状と課題 

 2 

○ 情報通信分野においては、情報通信技術（ ICT）の日常生活への普及・浸3 

透が急速に進み、ブロードバンドインターネットサービス、携帯電話やその4 

他のモバイル機器によるインターネット接続等、高速通信サービスの提供が5 

急速に拡大することにより、電子メール、ホームページ等が個人にも広く利6 

用されるようになりました。 7 

 8 

○ 医療分野も例外ではなく、県民の医療に関する情報へのアクセスには、イ9 

ンターネットがよく利用され、多くの医療機関がホームページを開設してい10 

ます。 11 

県では、医療情報連携体制の構築に必要な基盤の整備を支援するとともに、12 

医療機関に対し、医療情報の連携に必要な医用画像情報システムや電子カル13 

テシステム等の導入を支援してきました。 14 

 15 

○ 県では、県民の医療に関する情報のニーズに応えるため、福島県総合医療16 

情報システムを運営し、県内医療機関の医療機能等に関する情報を公開して17 

います。 18 

 19 

○ 「地域完結型の医療」が必要とされている中で、個人情報の取扱には課題20 

もありますが、医療機関相互の連携、さらには介護施設等との連携を進めて21 

いく上でも、ICT の活用は必要不可欠なものになりつつあります。 22 

 23 

図表２－５－２－１ 県内病院の情報化の状況 24 

 導入済み病院の割合 

電子カルテ 36.2％ 

オーダリングシステム  検査 53.5％ 

処方 54.3％ 

予約 46.5％ 

医用画像情報システム 61.4％ 

ホームページの開設 91.3％ 

資料：福島県保健福祉部調べ（平成 29 年８月） 25 

 26 

276



 

 

第２節 医療に関する情報化の推進 

 

施策の方向性と目標 

 1 

１ インターネットによる情報提供の推進 2 

（１）施策の方向性 3 

福島県総合医療情報システムにより、県内の医療機関の機能に関する情報を4 

県民に分かりやすく提供し、医療に関する情報の入手のしやすさの向上に努め5 

るとともに、関係機関や関係団体等と連携して、福島県総合医療情報システム6 

の周知に努めます。 7 

 8 

（２）目標 9 

指標名 現状 目標値 備考 

総合医療情報システ

ムへのアクセス件数 

1,116,428 件 

（平成 28 年度） 

1,200,000 件 

（平成 35 年度） 

 

 10 

２ 医療機関等における ICT活用の推進 11 

医療提供の効率化や患者へのサービス向上を図るため、関係機関や関係団体等12 

と連携して、電子カルテシステムやオーダリングシステムの導入等、医療サービ13 

スにおける ICT の活用を推進します。 14 

また、医療情報連携体制の構築が進むなか、県民の誰もが、質が高く切れ目の15 

ない医療サービスを受けられるよう、引き続き医療機関や関係団体が行う、「キ16 

ビタン健康ネット」等の医療情報連携体制の構築に対する取組を支援し、「地域17 

完結型の医療」の実現を図るとともに、保健・医療・福祉の連携を促進します。 18 

 19 

 20 
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第１節 医療安全対策 

 

第１節 医療安全対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 医療法の規定により、すべての医療機関には、医療安全体制の確保、院内3 

感染防止対策、医薬品の安全管理体制及び医療機器の保守点検・安全管理等4 

が義務づけられています。 5 

 6 

○ すべての患者が安心して医療機関を受診できるように、各医療機関におけ7 

る医療提供のための人員配置、構造設備及び安全管理体制等について、医療8 

法第 25 条の規定に基づく立入検査（医療監視）により確認を行い、必要な9 

指導を行っています。 10 

原則として、病院については１年に 1 回、有床診療所については２年に１11 

回、無床診療所、歯科診療所及び助産所については３年に１回の割合で、医12 

療監視を行っています。 13 

 14 

○ 医療機関における医療安全体制の充実のために、患者の持つ多様な背景に15 

配慮した適切な相談が実施できる体制が求められています。 16 

県内では、平成 29 年８月現在、112 病院で患者のための相談窓口を設置17 

しています。また、122 病院で医療安全管理者を配置しており、うち 93 病18 

院が専従又は専任の医療安全管理者を配置しています。 19 

  20 

○ 医療法の規定により、各都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、医21 

療安全に関する相談や情報提供等を行う医療安全支援センターを設置するこ22 

ととされています。 23 

県では医療安全支援センターの機能をもつ組織として、県庁内に福島県医24 

療相談センターを設置し、相談窓口に専任の職員１名を配置しています。 25 

また、保健所設置市である郡山市やいわき市においても、保健所内に医療26 

安全支援センターが設置されており、相談窓口が設けられています。 27 

 28 

○ 医療安全に対する意識啓発や意見交換のために、二次医療圏ごとに、医療29 

従事者を対象として年に一回程度医療安全研修会を開催しています。 30 

 31 

○ 調剤過誤を防ぐ体制作りが求められているとともに、誤調剤が起こった場32 

合の再発防止策についても県薬剤師会と連携して必要な措置を行う必要があ33 

ります。 34 
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図表２－６－１－１ 医療監視実施件数の推移（福島県） 1 

 2 

資料：福島県保健福祉部 3 

 4 

図表２－６－１－２ 医療相談件数の推移（福島県） 5 

 6 

資料：福島県保健福祉部 7 

 8 

 9 

  10 各都道府県、保健所を設置する市、特別区は医療法第 6 条の 1３の規定に基づき、医療

安全支援センターを設置することとされています。 

医療安全支援センターは以下のような業務を行います。 

・ 患者・住民からの苦情や相談への対応（相談窓口の設置） 

・ 地域の実情に応じた医療安全推進協議会の開催 

・  医療提供施設に対する医療安全の確保に関する研修の実施 

・ 患者・住民からの相談等に適切に対応するための関係機関・団体等との連絡調整 

・ 医療安全の確保に関する必要な情報の収集及び提供 

・ 研修会の受講等によるセンターの職員の資質の向上 

・ 医療安全の確保に関する必要な相談事例の収集、分析及び情報提供 

・ 医療安全施策の普及・啓発 

医療安全支援センター 

279



 

 

第１節 医療安全対策 

 

図表２－６－１－３ 福島県内の行政による医療相談窓口 1 

行政機関 名称 所在地 電話番号 

福島県（地域医療課） 福島県医療相談センター 福島市杉妻町 2-16 024-522-4546 

県北保健福祉事務所 福島県医療相談センター 福島市御山町 8-30 024-534-4103 

県中保健福祉事務所 福島県医療相談センター 須賀川市旭町 153-1 0248-75-7817 

県南保健福祉事務所 福島県医療相談センター 白河市郭内 127 0248-22-5479 

会津保健福祉事務所 福島県医療相談センター 会津若松市追手町 7-40 0242-29-5512 

南会津保健福祉事務所 福島県医療相談センター 南会津町田島字天道沢甲

2542-2 
0241-63-0306 

相双保健福祉事務所 福島県医療相談センター 南相馬市原町区錦町一丁目

30 
0244-26-1330 

郡山市保健所 郡山市医療安全支援センター 郡山市朝日二丁目 15-1 024-924-3043 

いわき市保健所 いわき市医療安全相談センター いわき市内郷高坂町四方木田

191 
0246-27-8556 

 2 

施策の方向性と目標 

 3 

１ 安全な医療の確保 4 

医療法第 25 条に基づく立入検査（医療監視）により、各医療機関の医療安全5 

に関する体制を確認し、必要に応じて当該医療機関とともに改善策を検討し、必6 

要な助言や指導を行っていきます。 7 

 8 

２ 医療機器の安全管理 9 

医療機関における高度な医療機器等の配置状況等を確認し、保守点検を含めた10 

医療安全の取組に必要な助言や指導を行っていきます。また、ふくしま医療機器11 

開発支援センターの模擬手術室等を活用し、医療機器安全管理責任者等の育成を12 

行っていきます。 13 

 14 

３ 医療安全に関する医療機関の取組の支援 15 

医療機関に対し、医療安全に関する情報を広く提供するとともに、医療安全に16 

関する研修会の開催等により、各医療機関の医療安全対策の一層の充実を支援し17 

ます。 18 

 19 

４ 医療相談の適切な実施 20 

医療機関における医療安全体制の充実のために、医療相談窓口が多様な医療相21 

談のニーズに応えられるよう、他の行政機関や病院等の様々な相談窓口と連携を22 

図っていきます。 23 

 24 
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５ 調剤過誤防止対策 1 

調剤過誤の発生を防止する体制を確立した、適正な医薬分業を推進します。 2 

県薬剤師会と連携し、医療安全に関する研修等を通じて、薬局における安全管3 

理体制の確保に努めます。 4 

 5 
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 第２節 医薬品等安全対策 

第２節 医薬品等安全対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 医療の高度化や高齢化の進行に伴い、多職種連携によるチーム医療や地域3 

包括ケアの担い手及び地域に密着した健康情報の拠点である「健康サポート4 

薬局」としての機能など、医療における薬局の役割が高まっています。 5 

 6 

○ 在宅医療を進めるため、医療と福祉が連携し、かかりつけ薬剤師・薬局の7 

機能を有効活用しながら、地域住民の薬物療法を適切に行うことが求められ8 

ています。 9 

 10 

○ 本県の薬局数は、平成 27 年度は 891 施設、人口 10 万人当たりにする11 

と 46.6 施設で、全国平均の 45.9 施設を若干上回っています。 12 

 13 

○ 無薬局町村は、平成 28 年度末現在、県内 59 市町村のうち 11 町村（314 

町８村）となっています。 15 

 16 

図表２－６－２－１ 薬局数及び人口 10 万対施設数の推移 17 

 18 

※ 平成 22年度は、東日本大震災の影響により、宮城県及び福島県相双保健福祉事務所管19 

内の市町村が含まれていない。 20 

資料：衛生行政報告例（厚生労働省） 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 
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図表２－６－２－2 二次医療圏ごとの薬局数及び無薬局町村数 1 

地  域 県 北 県 中 県 南 
会津・南会津 

相 双 いわき 合計 
 会 津 南会津 

薬局数 249 210 49 125 118 7 79 182 894 

保険薬局数 248 207 45 122 115 7 79 185 886 

無薬局町村数 1 0 2 6 4 2 2 0 11 

資料：薬務行政の概要（福島県保健福祉部）平成 28 年 12月末現在 2 
 3 

○ 医薬分業を適正に推進するためには、県民一人一人がかかりつけ薬局を持4 

つことについて、普及啓発を図る必要があります。自分の生活圏内の１か所5 

の薬局をかかりつけ薬局として決めておき、薬の服用歴やアレルギー等の情6 

報を記録してもらうことで、複数の医療機関にかかっても薬剤の重複投与や7 

相互作用による有害作用を防止することが可能となります。病院等の院外処8 

方せん発行に当たっては、病院等と地元薬剤師会が連携して、地域全体の薬9 

局で処方せんを応需する体制の確立を進めることが必要となっています。 10 

 11 

○ 本県の処方せん受取率は、平成 10 年度以降常に全国平均を上回り、平成12 

28 年度は 76.3%（全国平均 71.7%）で全国 13 位となっており、県内に13 

おいては地域差はあるものの、確実に医薬分業が進んでいる状況にあります。14 

今後は、患者本位の適正な医薬分業の推進が課題となっています。 15 

 16 

図表２－６－２－３ 処方せん枚数の推移 17 

 18 
資料：日本薬剤師会 19 

 20 

図表２－６－２－４ 処方せん受取率の推移 21 

 22 
資料：日本薬剤師会 23 
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○ 医薬分業の進展に伴い薬剤師の確保が必要となっており、地域によっては1 

薬剤師不足等の問題が発生しています。県内には２つの大学に薬学部が設置2 

されており、１学年あたりの定員総数は 230 名（平成 28 年現在）となっ3 

ていますが、薬学部６年制への移行に伴い平成 22 年度から必修化された病4 

院及び薬局における実務実習について、実習の場の確保を図る必要がありま5 

す。また、新卒薬剤師の県外就業が多いことから、新規卒業生の県内への定6 

着が課題となっています。 7 

 8 

○ 医薬品の重複投与、多剤併用を防止するとともに、適切な医療の効率的な9 

提供及び医療費適正化の面から、後発医薬品の安心使用促進の普及啓発を行10 

っていく必要があります。 11 

 12 

○ 医薬分業は、患者情報を病院等と薬局で共有して、医療の質を高めること13 

が目的であり、お薬手帳の活用等により患者本位の適正な医薬分業を推進し14 

て行く必要があります。 15 

 16 

○ 医薬品の安全確保を目的として、薬局等（薬局、店舗、卸売の各販売業）17 

に対しては、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す18 

る法律（以下、「医薬品医療機器等法」という。）に基づく立入検査（薬事19 

監視）の実施により医療提供施設等としての構造設備、人員配置等について20 

確認しています。 21 

 22 

○ 医薬品医療機器等法により承認された医薬品等であっても、不良品の発生23 

等で健康被害の発生のおそれがある場合、その状況を的確に捉え、医薬品等24 

製造販売業者等に対し、回収が迅速に行われるよう適切に指導することが重25 

要となっています。また、医薬品等製造業に対する薬事監視では、医薬品Ｇ26 

ＭＰ（品質・製造管理）、医療機器ＱＭＳ（品質管理監督システム）等の国27 

際基準に基づいた確認を行っています。 28 

 29 

○ 最新の情報に基づき、製造施設等の監視や製品の回収の措置を適切に実施30 

できるよう、薬事監視員の一層の資質の向上を図る必要があります。 31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 36 

 37 

 38 

 39 
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図表２－６－２－５ 薬事監視率の推移 1 

 2 

資料：薬務行政の概要（福島県保健福祉部） 3 

施策の方向性と目標 

 4 

１ かかりつけ薬局の普及 5 

○ 服薬情報の一元的・継続的把握、24 時間対応及び関係機関との連携等を行6 

う、かかりつけ薬局の普及を進めます。 7 

 8 

○ 薬局においては、医療用及び一般用医薬品の使用について、薬歴を管理し、9 

服薬指導を徹底するよう指導するとともに、医療機器の使用についても、相談10 

に適切に応じて患者情報を把握するよう指導します。 11 

 12 

○ かかりつけ薬局の在宅医療への参画を促します。 13 

 14 

２ 患者本位の適正な医薬分業の推進 15 

○ お薬手帳の活用による患者の医療情報の共有 16 

患者本人、医療機関、薬局の３者が、患者の医療情報を共有することにより17 

医薬分業の目的である医療の質の向上が期待できます。その方法の 1つとして、18 

お薬手帳の活用をより一層進めます。特に、スマートフォンを利用した電子版19 

お薬手帳の普及啓発を図ります。 20 

 21 

○ 薬剤師確保対策 22 

薬学部を有する大学等が行う実務実習の場の確保に向け、大学等と県薬剤師23 

会等関係団体の協議を促進し、医薬分業の進展に見合った薬剤師の養成を行う24 

とともに、保健所実習の場を提供しながら新規卒業生の県内定着化を進めます。 25 

 26 

○ 患者の希望に基づいた後発医薬品の使用促進 27 

患者の希望に対応するため、薬局における後発医薬品の使用を促進します。 28 

 29 
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３ 健康サポート薬局の推進 1 

（１）施策の方向性 2 

かかりつけ薬局の機能に加えて、地域住民による主体的な健康の維持・増進 3 

を積極的に支援する健康サポート薬局を推進します。 4 

 5 

（２）目標 6 

指標名 現状 目標値 備考 

健康サポート薬局届

出数 

１施設 

（平成 28 年度） 

400 施設 

（平成 35 年度） 

 

 7 

４ 無薬局町村の対応 8 

医薬分業のメリットを無薬局町村に居住する県民も享受できるよう、一定の9 

要件下で可能である患者居宅等における調剤の普及に努めます。 10 

また、避難地域で無薬局となっている町村において、薬局の再開等を支援し11 

ます。 12 

 13 

５ 医療機関と薬局の連携 14 

患者情報を医療機関と薬局で共有することにより、薬物治療効果を高めるな15 

ど、より高度で適正な医薬分業を進めます。 16 

また、医療機関と連携のもと、薬局の在宅医療への積極的な参加を促します。 17 

 18 

６ 薬局等への薬事監視指導の強化 19 

（１）施策の方向性 20 

良質な医療を提供するため、薬局等に対し医薬品医療機器等法等に基づいた21 

運営について、必要に応じて助言、指導を行うことにより、薬局の機能の充実22 

を促進します。 23 

 24 

（２）目標 25 

指標名 現状 目標値 備考 

薬事監視率（薬局等） 
31.3% 

（平成 28 年度） 

50.0％ 

（平成 35 年度） 

薬局等：薬局及び医薬

品販売業を指す。 

※ 各店舗等に対し、

２年に一度の立入

調査を目指す。 

 26 

 27 

 28 
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７ 医薬品製造施設等への薬事監視指導の強化 1 

（１）施策の方向性 2 

医薬品等の安全性の確保のため、製造所等に対する質の高い監視指導の実施3 

を図るとともに、不良医薬品等の適切な回収について指導の徹底を図ります。 4 

 5 

（２）目標 6 

指標名 現状 目標値 備考 

薬事監視率（製造業） 
33.7% 

（平成 28 年度） 

40.0％ 

（平成 35 年度） 

※  許可期限が５年

間であるため、この

期間内に最低２回

の立入調査を行う

ことを目指す。 

 7 

８ 薬事監視員の資質向上 8 

より質の高い監視指導ができるよう、国等が実施する研修会への職員派遣及9 

び県内の薬事監視員を対象とした研修会の実施等により、最新の情報の共有化10 

を図り、薬事監視員のさらなる資質の向上を推進します。11 
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第３節 血液確保対策 

第３節 血液確保対策 1 

現状と課題 

 2 

○ 血液製剤は医療に欠かせないものであり、血液製剤の原料となる血液は人工3 

的に作り出せないため、献血により必要な血液を確保しなければなりません。 4 

 5 

○ 「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」（昭和 31 年法律第6 

160 号）により、国、県、市町村、日本赤十字社がそれぞれ役割分担して、7 

血液の確保に務めており、県では毎年県内で必要な血液量を算定し、献血目標8 

を設定しています。 9 

 10 

○ 若年層（10 代、20 代）の献血者数は減少傾向が続いており、この世代の11 

人口減少を上回る速度で献血者数が減少してきています。少子化の進展による12 

献血可能人口の減少を考えると、将来の献血基盤となる若年層に対する対策が13 

一段と重要になっています。 14 

 15 

○ 県内の景気低迷から、集団献血に協力いただける事業所が減少しており、事16 

業所献血の推進が課題となっております。 17 

 18 

○ 地域における献血の組織的な取組については、愛の血液助け合い運動月間で19 

の街頭献血キャンペーン、市町村の「献血の日」、献血フェスティバル等、市20 

町村とボランティアとの連携の下で地域献血を実施しています。献血目標達成21 

市町村は平成 28 年度 23 市町村（39.0％）であり、市町村の献血推進協議22 

会等の組織化された献血推進ボランティア団体が活躍しています。 23 

一方、推進方策が十分でない市町村においては、安定的な献血者の確保が困24 

難な状況もみられます。 25 

 26 

○ 血液製剤は限りある貴重な資源であり、その使用の適正化については、県内27 

有識者による「福島県血液製剤使用に係わる懇談会」の協議の下、各病院の輸28 

血療法委員会を組織化した「福島県合同輸血療法委員会」を設立し、研修会等29 

により使用の適正化の普及啓発を図っています。また、自己血輸血講習会によ30 

り、実地を含めた講習を行っており、その推進を図っています。 31 

 32 

 33 

 34 
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図表２－６－３－１ 献血者数の推移 1 

 2 
資料：血液事業の概要（福島県赤十字血液センター）、血液事業報告（厚生労働省） 3 

 4 

図表２－６－３－２ 献血量の推移 5 

 6 
資料：血液事業の概要（福島県赤十字血液センター）、血液事業報告（厚生労働省） 7 

 8 

図表２－６－３－３ 献血者及び献血量の目標達成率の推移 9 

 10 
※ 献血人数及び献血量の２つの指標による献血目標を、平成２６年度以降は献血量のみの 11 

１つの指標に変更しました。 12 

資料：血液事業の概要（福島県赤十字血液センター）、血液事業報告（厚生労働省） 13 

 14 

図表２－６－３－４ 若年層献血者数の推移 15 

 16 
資料：血液事業の概要（福島県赤十字血液センター）、血液事業報告（厚生労働省） 17 

 18 

 19 
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第３節 血液確保対策 

施策の方向性と目標 

 1 

１ 献血者の確保 2 

（１）施策の方向性 3 

本県における献血の実態を分析し、安定的な血液の確保に向け総合的な対策4 

を行うとともに、若年層の献血者の確保、安定的な集団献血の実施及び複数回5 

献血者の確保を図ります。 6 

 7 

（２）数値目標 8 

指標名 現状 目標値 

献血量目標達成率 
103.4％ 

（平成 28 年度） 

100.0％以上 

（平成 35 年度） 

※ 年度ごとに達成すべき目標値を設定していることから、達成率で 100%以上を目標。 9 

 10 

◆ 若年層献血の確保 11 

    高校生等の若年層の献血は、将来にわたり安定的に献血者を確保する上で12 

重要であり、献血は社会貢献のボランティア活動であることからその重要性13 

を学校等で啓発します。また、ジュニア献血ポスターコンクール事業やイン14 

ターネット等の効果的な活用により若年層の献血者の増加を図ります。 15 

 16 

◆ 事業所献血の推進 17 

    県、市町村、血液センターが一体となって事業所訪問により協力を依頼す18 

るとともに、協力事業所の顕彰により、積極的な推進を図ります。また、事19 

業所と市町村の連携により近隣の住民等にも輪を広げた普及啓発を促進しま20 

す。 21 

 22 

◆ 地域献血の推進 23 

    「愛の血液助け合い運動」月間の街頭献血キャンペーン等を活用して、地24 

域住民に対する献血意識の醸成と献血協力依頼を行うとともに、地域の実情25 

に応じた働きかけを行うことにより、地域献血を推進します。 26 

 27 

２ 血液製剤の使用適正の推進 28 

「福島県合同輸血療法委員会」と連携し、血液製剤使用の実態を把握し、研修29 

会等により適正使用の普及啓発を図ります。 30 

 31 
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